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序 章 本研究の課題と方法 

 

第１節 問題関心 

 本研究は、組織変革 1）（Organizational Change）における抵抗 2）（resistance）を研究対象と

して、その類型化（typification）を図り、次に、それを基に抵抗の実態とマネジメント

（management）3）について、理論的にかつ実証的に提示することを目的としている。よって、

本研究の対象は、組織変革における抵抗（resistance）という組織現象（organization phenomenon）

である。また、本研究の方法は、実証主義（positivism）に基づく定量・定性的方法を採用し、デ

ータ取得を意図して具体的に３つの調査を実施している。なお、本研究の組織変革における抵抗

に関して依拠する、および以下の論述に通底する理論としては、主に社会心理学者であるレヴィ

ン（Lewin，1951）の場の理論（force field）4）を採用している。また、第１章で詳述するが、組

織変革とは「組織または個人レベルの関係の改善をつうじて組織成果の向上を達成しようとする

変革推進者（change agent）もしくは介入者（interventionist）の意図的な関係改善活動」5）であ

り、抵抗とは、「企業の施策や活動の推進が、従業員の反対、拒否、無関心等の発言および行動に

よって阻害・反抗・てむかいされる組織現象、あるいはその力」6）と定義し、論をすすめることに

する。 

 

１．本研究の契機：職場での経験 

筆者は、以前、某職場に事務職員として勤務していたことがある。その職場では、少子化の影

響等から、職場の経営状況悪化が顕著であった。その際に遭遇した苦い経験から本研究は、スタ

ートしている。 

後述するが、本研究における組織変革とは、金井（1999）は、組織成果の向上のために、組織

の中の人の意識や行動を意図的・計画的に変えようとするマネジメントやそこに見出される組織

現象 7）である。金井（1999）は、そこにおいて組織を変えるというのは言葉の綾（あや）で、目

に見えない組織を変えることはできないが、組織の中にいる人の意識や行動を変える、そして人

の意識や行動が変わることによって、組織成果が向上する、あるいは向上させることは可能であ

る 8）と指摘している。 

本研究着手の契機は、上述したように筆者の職場の経験にある。大学院で研究する以前は、と

もかく現状が変わること＝組織変革と考え、単に組織を変革できれば、上述の職場の経営状況も

すぐに好転すると考えていた。つまり、組織変革をスムーズに推進できれば、職場の現状が変化

し、組織成果（＝経営状況の改善）においてもすぐに良くなる、というようにそれを前提で考え

ていたのである。ところが、研究や調査が進むにつれて、巷でよく聞く組織変革をうまく推進さ

えできれば、ほんとうに組織成果が向上し、すぐにも組織の悪い状況が好転する、というステレ

オタイプ的（streotype：紋切り型）な考えに、徐々に疑問をもつようになった。それは、そもそ

も、組織を変革するとはどういうことなのか、ということが理解できていなかったことによる。

そして、その後、変革、変革と言っていたが、組織の何を、いつ、誰が、どのようにマネジメント

し、どのように変えれば、変革したといえるのか、また何がどう変われば変革がうまくできたと

いえるのか等々の疑問を次々にもつようになっていったのである。換言すると、組織を変えたい、

と言っていたが、そもそも変化とか変革とかについて、本当はよく理解できていなかったのであ

る。 
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上述については、本研究が進展するにともなって、数多くの文献や論文を渉猟し、学会等で報

告する度に批判や指導を受ける機会が増えるにつれ、そしてアンケート調査やインタビュー調査

を実施し、諸組織の現場における組織変革の様相やマネジメントを見聞きする機会が増えるにつ

れ、ますます疑問として強くなっていったのである。また、同時に指導教員が頻繁に指摘する、

組織変革をめぐる、いわゆる「経営学におけるサイエンス（科学化をはかる、理論化、モデル化）

とアート（実践化をはかる、技芸、技工）議論」についても関心を抱くようになったのである。つ

まり、この組織変革を主として科学的に捉えるのか、あるいはアート的に捉えるのか、という科

学観である。 

後述するが、組織変革の抵抗に限定すれば、そもそもそれは観察するにも時間のかかる現象で

あるために、どうしても理論構築よりも処方箋的な手法の構築が優先している現状がある。よっ

て、研究においても、組織現象を測定する有効な測定次元の開発や中範囲の理論開発よりも事例

研究による個別の解決手法（アート）の提示やその有効性に関心が注がれてきた歴史がある 9）。

松田（2011）も指摘しているとおり、「組織変革の抵抗については、従来、研究蓄積は多いが、（統

計的）一般化あるいは普遍化の程度がまだ十分ではなく」10）、つまり、サイエンスとしては未開

拓な面が多い学問的トピックスであるといえるのである。 

その後、組織変革やそのマネジメントに関する文献渉猟を多く重ねていくと、経営学の組織論

においては組織構造（Organizational Structure）の変革を対象とした議論が先発として多いこと

が判明してきた。組織構造については、ホール（Hall，1977）が組織の分業や権限配分のパター

ンと定義しているが、それらが変われば、あるいはそれらのパターンを変えれば組織内の構成員

の行動に変化が生じる 11）という考え方は、一般的で多くの支持もある。これは、企業に例えれば、

組織構造が変われば、従業員個々の仕事のやり方や任され方も変わるので、行動も変わる、とい

う図式である。これに関するもっとも著名な議論は、組織構造論におけるウェーバー（Weber，

1947）が提示する One Best Way（唯一最善）組織の官僚制組織（bureaucracy）は、であり、効

率的で堅固な組織イメージの典型であった。ところが、1950 年代にコンティンジェンシー理論

（Contingency Theory）が登場して以来、組織論においては組織構造における One Best Way を

追求するよりもその有効性（組織成果が高い）の観点から、組織構造は一定せず、環境への適応

変化による有効性の高い組織構造の追究が提唱されてきたのである 12）。 

以上からすれば、マクロ組織論が対象とする組織構造や組織間関係をマネジメント（操作）す

る組織変革もあろうが、直接、人の意識や行動の変革をマネジメント対象とするミクロ組織論的

立場の方が、サイエンスでありアートとして立論できる立場にあると、本研究では考えている。 

具体的に、組織変革の研究視角には上述のように２つある 13）。第１は、マクロ組織論的観点で

あり、主には、組織構造や組織間関係を変革することである 14）。第２は、ミクロ組織論的観点で

あり、組織成果の向上を目的として、組織の中の人の意識や行動変革をマネジメントすることで

ある 15）。これは組織行動論と呼ばれ、組織の中の人の意識（心的なものを含む）や行動を対象と

して、それによって組織内で生起する現象を理解しようとするものである 16）。本研究では、組織

変革とは、組織の中の人の意識や行動を変革することと考えており、後者の組織行動論に基づく

研究視角を主に採用している。ただし、以下の議論にも共通するが、明確にマクロ組織論的観点

と組織行動論的観点が区分できるわけではなく、前者を全く研究視角の範囲から除外するという

わけではない。 
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２．組織変革における抵抗への着目：経営学との接続 

組織変革は、松田（2011）によると、それをうまく推進すれば、従業員の意識や行動変革が生

じ、それによって組織成果が向上し、例えば、職場環境が良くなるとか、従業員の生産性が向上

することが指摘されており 17）、これが前提になっている。しかし、上述のように筆者の経験から

思い出せるだけでも、なかなかそのように想定通りにはいかない状況も多くある。例えば、企業

18）が推進する組織変革の施策に、従業員等 19）が、徐々に、あるいは急遽、反対する行動をとる

ようになることがある 20）。その原因については、組織変革の施策を推進するリーダーが、一方的

で、明確な計画を立てていないこと、従業員に組織変革の重要性が理解されていないこと、ある

いは従業員がその施策に対して意見を言えるような場がないこと等が指摘されている 21）。また、

実際に従業員への説明不足や彼・彼女らの理解不足があっても組織変革を推進され、将来への不

安や施策に対する不満等から、反抗・保身行動をとることが多くなり、結果的にうまく組織変革

が推進できない事例もある 22）。 

上述のような組織現象については、経営学における組織変革において、抵抗というトピックス

で従来、議論されてきている。その抵抗についてであるが、上述したように組織変革を推進して

いく際に必然的に生起する組織現象として、単に良くないイメージを抱き、良い・悪いという単

純な二項対立で捉えられたり、感情本位で捉えられたり、個人の経験や知識、感情によってその

抵抗の捉えられ方は多様である。筆者は、調査・研究をすすめるにしたがって、大きな疑問を抱

いてきた 23）。 

上述したように、抵抗の捉え方が一定せず、多様であることに起因して、その現象説明や理解、

およびそのマネジメントに関する議論についても当然のように、一定せず、多様であり、散漫・

拡散的で包括的な議論が多いという現状がある。その現状に対して、具体的には、組織は、どの

ような組織現象を抵抗として、捉えているのであろうか、その抵抗についてどのような理論的説

明がなされて、今後は、どのような理論的提示をすべきなのであろうか、そしてよくある抵抗の

除去（removal）論についても、これしか方法的にはないのか、逆に抵抗が生起するのは必然と考

え、事前に織り込んでから 24）組織変革の抵抗をマネジメントすることは考えられないのだろう

か、等々が、研究が進展・拡大するに際して、生じてきた疑問である。 

松田（2011、2019）は、2000 年以来、組織変革を研究対象にして調査・研究を継続しており、

近年では、そこにおける抵抗について、組織行動論的観点から、物理学メタファーであるレヴィ

ン（Lewin，1951）が提唱する場の力（field  force）を基にして、抵抗の発生時期・要因・プロ

セス、そして抵抗の除去やその判断理由、そのマネジメントの調査・研究を行っている 25）。しか

し、そこにおいても、彼は、抵抗に関する議論は包括的であり、明確な理論的説明にもやや欠け、

従来の枠組みを超えているとは言いがたい、と指摘している 26）。そして、そこで指摘されている

のが、抵抗に関する包括的議論における現象説明の不十分さと除去のマネジメントにおける議論

の不十分さである 27）。具体的には、上述のレヴィン（Lewin）の研究以降、組織変革における抵

抗については、レヴィン（Lewin）の組織変革のプロセスモデルに基づいて、シャイン（Schein，

1965）、バーク（Burke，1982）、ナドラー（Nadler，1998）、コッター（Kotter，1999）の研

究をはじめ数多くの研究があるものの、上述したように推進に関するアート的議論や処方箋的解

決手法の提示が多いのが特徴的である。よって、研究においてはそれほど進展があるわけではな

く、抵抗のマネジメントについてもそれほど多くの議論があるわけではない。また、どうしても

現象的制約（時間がかかる、質的な変化を対象とする組織現象）から事例研究が多く、除去や推
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進に関して、コンサルタントや実務家による実践的な調査・研究が多いことも特徴的である 28）。 

本研究では、上述に基づいて、以下の２つの問題関心から研究に着手している。 

 

３．抵抗の類型に関する問題関心：現象の明確な把握 

第１の問題関心は、抵抗については、組織現象としての規模の広範さ、複雑さ、および多様さ

から、従来、包括的・概略的に捉えられてきており、組織現象として正確に捉えられてきたのか、

という疑問にある。具体的には、組織は、抵抗をいつ、誰が、どのように認識しているのか、とい

う疑問である。そして、その捉えられた組織現象について、ある程度のグルーピング化、あるい

はパターン化は出来ないのだろうか、という発展的疑問である。これは、包括的・概略的な議論

の多い現状に対する疑問でもある。 

筆者は、大学院入学以降、調査や研究を進めるにしたがって、人の意識や行動が変わると、現

実に対する問題視点も変化し（今までこれが問題だと一方的に考えていたが、それは本当か）、次

に、それではその問題にどのように対処すれば解決できるのか、という意識が生じ、それによっ

て行動が変わり、結果として職場が良い方向に向かうのではないかと考えるようになった。 

しかし、組織変革を志向する職場では、そのプロセスで抵抗が必然的に生起する、という現実

がある。これについては、筆者の修士論文におけるいくつかのインタビュー調査からも明らかに

なっている。ただし、その抵抗については、従業員の大多数が施策に反対を示して、長期間のス

トライキを実施するような規模が大きい抵抗から、数人の従業員が返事はするけれど無関心を装

い、仕事が進んでいるのかどうか不明と思えるような規模が小さい抵抗まである 29）。つまり、抵

抗を対象とする範囲は、その規模において広範囲なのである。また、抵抗が生起し収束するまで

の時間についても同様である。後述するが、時間についても同様なことを指摘することができる。

数か月間という短時間の抵抗から数年間という長時間の抵抗があり、これも広範囲である。この

ように抵抗の規模や時間を一括りに捉えて議論しても、抵抗の実態を正確に捉えることには、限

界があるのではないだろうか、と考えるようになった。 

そこで、本研究では、実際に組織の現場で、組織変革における抵抗現象を分かりやすく理解す

るために、何か指標となるものがあり、ある程度グルーピング（まとまり化）できれば、以前よ

り正確に捉えられるのではないだろうか、と考えるようになった。例えば、社会科学系の学問で

しばしば見受けられるが、抵抗を類型化 30）することができれば、その抵抗をどのように捉え、ど

のように対応するのか、という問題にも建設的なマネジメントを提案し、現場は実践できるので

はないか、と考えるようになったのである。 

従来の多くの研究 31）によれば、諸組織は、いつの時代でもマネジメント上の課題を手探りで克

服してきた歴史のあることが判明している。しかし、経営学においては、抵抗は、組織変革を推

進する際に生起する組織現象であるが、まだそれほど議論については深化しているとは考えにく

い。例えば、経営学の組織行動論において、著名なリカート（Likert，1961）は、今から約 60 年

前に、組織変革の抵抗について、「組織変革に時間がかかることは、人間の問題であり、変革を急

ぐことは、従業員に不安やストレスを増大させ、これがうまく変更できない要因の１つ」32）と、

述べている。つまり、これからすると抵抗という用語は使用してはいないが、今日と同じように

約 60 年前にも、組織変革における抵抗について、人に関わる問題として捉えられていたのであ

り、その状況の解決については、約 60 年超を経過してもまだまだ不十分であるということが分か

る。 
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また、組織文化論におけるマネジメント論 33）（機能主義に基づく操作論）と同様に、組織変革

における抵抗のマネジメントについて考えてみると、逆説的ではあるが、その抵抗の実態に対応

してマネジメントすることが重要であり、それには、最初に、その抵抗を組織現象としていかに

正確に捉えるのかが重要になってくる。そのために仮定的ではあるが、抵抗の類型化を図り、組

織現象として捉えやすくすることは、そのマネジメントにも関連し、実践的にも意義があると考

えられるのである。 

上述のように抵抗はその実態を捉えにくいとされてはいるが 34）、後述するようにそれにはいく

つかの原因が考えられる。第１に、抵抗という組織現象は、組織変革にともなって生起される現

象であり、どうしても時間的（変化を扱うので、どうしてもある程度の時間がかかる）に観察を

擁し、また、（組織外部の）第三者には捉えにくい現象（見えにくい、理解しにくい）であること

が指摘できる 35）。第２に、抵抗の生起について、誰がそれを捉え（なぜ抵抗と判断したのか）、

組織に認識（組織構成員にその情報が認識）されるのか、ということが指摘できる 36）。これにつ

いては、後述するが、地震をメタファーにすると、日本において地震は、国内に約 2000 か所超設

置されたセンサー（地震波探知機）によって捉えられ、その数値によって、地震の２大指標であ

る震度とマグニチュードが推測（想定、決定）37）され、対応が図られるが、組織における抵抗の

対応については、このようなシステム構築が可能なのか、ということである。第３に、上述の第

１・２とも関連するが、抵抗が組織現象として、いつ収束し、またその判断は誰が、何に基づい

て行うのか、ということが指摘できる 38）。これについては、地震においては、行政組織（例：気

象庁）を中心に明確になっている。 

以上について、本研究では、後述するが、抵抗を組織現象として、より捉えやすく、また、それ

によって有効なマネジメントを提言することを目的としている。そのために、抵抗について組織

現象として類型化を図ることを志向している。これによって、抵抗が組織現象としてどのような

様相を呈しているのか、そしてそれへのマネジメントも概略的で包括的な議論から建設的な議論

への転換がしやすくなり、抵抗の実態に応じたマネジメントの構築も明確になると考えられる。 

 これも後述するが、組織変革における抵抗を類型化した研究は、文献渉猟した結果においては、

明確に見出せていない。その一方で、第１章で提示するが、組織変革における組織現象としての

類型化については、幸田他（1993）、河野（1988）、およびナドラー（Nadler，1998）等がある。

例えば、ナドラー（Nadler，1998）は、彼のコンサルタント経験から組織変革について、連続性

（変化の大きさ、Incremental：漸進的な日常の小さな変化、Discontinuous：不連続で大きい変

化）とタイミング（Anticipatory：予測的、Reactive：即応的）という２軸を抽出し、それに基づ

いて４類型（調整：Tuning、適応：Adaptation、再方向づけ：Reorientation、再建：Recreation）

を提示し、組織変革の類型化を図っている 39）。そして、その類型ごとに現象の兆候・様相とマネ

ジメント（除去（removal）と織り込み済（consideration））を提示し、その異同を明確にしよう

としている。 

 ただし、ナドラー（Nadler，1998）の４類型は、幸田他（1993）、河野（1988）も同様である

が、社会科学において共通的であるように、あくまでも理念型であり、閾値も示されておらず、

各類型の境界設定の一般性については批判もある。また、結果として生じた組織現象を対象にし

て後付けで提示されたものであり、予測性にやや欠けるという批判もある。しかし、組織変革と

いう把握しにくい組織現象を整理し、包括的な議論から進展させたことについては、貢献がある

と考えられる。 
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 本研究においては、その組織変革の類型化に基づき、そのプロセスで生起する抵抗について、

類型化を図り、独自に作成した４つの類型を提示し、それに基づいて抵抗現象の実態の明確化を

志向している。 

具体的には、川上（2018a）では、８社の事例分析 40）ではあるが、抵抗を自然現象の地震と対

照し、メタファーとして時間軸（震度：揺れの時間的長さ；境界＝長い、短い）と規模軸（マグニ

チュード：エネルギーの大きさ；境界＝大きい、小さい）の２軸を抽出し、それぞれの境界（閾

値：critical point）に基づいて４類型を提示している。概略的には、横軸を時間軸とし、事例分析

から閾値を１年として、１年以上は長い、１年未満は短い、と区分している。次に、縦軸を規模

軸とし、同じく事例分析から閾値を 50％として、組織内の抵抗人数等（抵抗比率ともいえる）が

50％以上の場合は大きい、組織内の抵抗人数等が 50％未満の場合は小さい、と区分している（５

章に詳述）。 

 また、この仮定的な４類型については、川上（2018b）において、さらに４社の事例分析 41）か

ら抵抗の実態との適合性、あるいはその妥当性（あてはまり度）を検討し、概略的にではあるが、

その適合性を確認している。本研究では、それをさらに実証的に精査することを志向している。

ただし、この作業によって、抵抗という組織現象の実態を断片的にでも捉えやすくなり、抵抗に

関する諸議論が容易になると考えてはいるが、ここで提示している類型は、数例の事例分析によ

る仮定的な提示と適合性の確認にとどまっており、いわゆる統計的一般化までは充分に考慮され

てはいない。つまり、今日、社会科学の立論において主流である実証主義に基づく、定量的・定

性的方法による調査・精査は行っておらず、ややその提示において不十分な面がある。繰り返す

が、この仮定的とはいえ、提示した４類型については、一般化の程度を向上させる必要性が研究

上はあるものの、これによって現場での議論にも貢献できる意義があると考えている。これが、

本研究の第１の問題関心である。 

 

４．抵抗のマネジメントに関する問題関心：除去と織り込み済 

第２の問題関心は、抵抗のマネジメントについての疑問にある。一般的に企業をはじめ諸組織

において抵抗における関心の高い議論は、その除去についてであった。これは、組織変革を推進

する力に対して反対向きの力を抵抗と考えれば、その反対向きの力を取り除けば、円滑に進むこ

とができると考えられることによる。筆者も、自身の勤務経験から組織変革における抵抗は、で

きれば少ない（弱い）方が良く、また即効、効率的に取り除くことができれば、組織変革は円滑

に進むと考えていた。つまり、従来議論されてきた除去という言葉をあまり深く考えることなく

使用していたのである。しかし、研究を進めるにつれて、抵抗は除去さえすれば良いのかという

新たな疑問が生じてきたのである。 

また、研究が進むにつれて、抵抗と類似的、あるいは同意語的に使用されるコンフリクト 42）と

の異同についても新たな疑問として生じてきたのである。コンフリクトについては、経営学の組

織行動論における従来研究を文献渉猟していくと、抵抗と同義的ではあるが、その異同について

は、その範囲、対象、背景理論においては、ある程度明確な差異がある。コンフリクトは、葛藤や

対立などと訳され、経営学の組織論においては、組織の統合や部門間の対立現象において使用さ

れ、その現象説明と解消行動が議論の中心であった 43）。その背景理論としては、主に心理学が援

用され、解消という用語で、その解決に関するマネジメントについても多くの議論がある。これ

は、物理学・力のメタファーでいうと、時間的には同時的に、互いに拮抗（あるいは対立、均衡）
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した状態をイメージすることができる（観察当初から存在する現象）44）。 

それに対して、抵抗は、経営学の組織論においては、組織変革のプロセス上に必然的に生起す

る（あるいは生起すると予想される）阻害現象として議論されている 45）。その背景理論には心理

学よりもむしろ社会学や物理学が援用され、上述したように除去という用語での議論が多い。こ

れは、物理学・力のメタファーでいうと、ある方向に進んでいる物体をその真反対方向から止め

る、あるいは進むことを阻害する状態をイメージすることができる（観察当初はなかったが、時

間経過とともに生起する）46）。以上のようにコンフリクトとは、同じような組織現象的に見なさ

れることが多いものの、明確な差異がある。 

また、上述したように、組織変革における抵抗の従来議論において多いのは、抵抗の除去や克

服である 47）。組織変革における抵抗の除去に関する研究で著名なコッチ・フレンチ（Coch and 

French,1948）は、組織変革における抵抗を克服（原題は overcoming）するための方法の１つと

して、集団会議を開き、変更の理由をよく説明し、変更計画の立案の段階から参加させること 48）

を提示している。これは、除去や克服のための今日的に言えばマネジメントであり、それを調査

（実験）から提示していることに貢献がある。その一方で、抵抗に関してその除去や克服に議論

の焦点を置かず、抵抗そのものをより有効的にマネジメントしようとする議論も登場している。

これは、坂下（2007）が指摘する企業文化のマネジメント論と同義である。つまり、企業文化を

意図的に操作＝マネジメントし、組織変革を推進し、組織成果の向上を図る、ということと同じ

である。 

同様な組織変革における抵抗を推進力としても取り扱うべきことを主張している研究に、田中

（1994）がある。そこでは、組織変革における抵抗について、「抵抗は排除や克服をするのではな

く、それをどのようにして推進力に変えるのかが課題である」49）と指摘されている。これによれ

ば、従来、抵抗は良くないもの、除去しなければならない、といった議論が主流であったが、逆

に抵抗の生起を事前に予測し、取り込み、いわゆる織り込み済として考慮、対応することができ

れば、組織変革の推進力に変えることができ、多様でさらに建設的なマネジメントをすることが

可能になるという積極的な志向に変えることができるという主張である。 

 現実的に、筆者には、反対意見を述べて抵抗者だと思っていた人が、変革が開始されると意外

にも協力者に変わったり、逆に実施前には前向きな発言や意見を述べており協力者だと思ってい

た人が、変革がいざ始まると協力的ではなく、むしろ抵抗者になったりするという経験があった。

これは、組織変革がこれからスタートする直前とその直後の筆者の経験であり、現実的には、変

革の推進中には抵抗者であり続けることもあれば、抵抗者だと思っていた人が、協力者、あるい

は推進者に変化するということで、現実的にはよく見受けられることである。このように考える

と、抵抗の従来議論（抵抗の克服や除去）から、現実的には、その両者を含んで抵抗をマネジメ

ントする必要性があるのではないか、またそうすればより有効なマネジメントができるのではな

いかと考えられるのである。 

 上述のコッチ・フレンチ（Coch and French,1948）は、抵抗を克服するための方法の１つとし

て参加を提唱していた。しかし、抵抗をマネジメントするという観点から、改めて先行研究をレ

ビューしていくと、抵抗の生起を予想した上で、それを積極的にマネジメントする方法の１つと

して、参加を提唱していると捉えることも可能である。ただし、参加が抵抗の除去の一つとして

有効的であることは、今日、一般的には認知されてはいるが、彼らの研究は、その実証的裏付け

に乏しい面がある。よって、約 70 年超前に提唱された参加というマネジメントをさらに精査し、
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今日的に修正を図ってみることは、有用であると考えられる。 

つまり、現実的には参加以外のマネジメントもあるのではないか、と考えられるのである。こ

れについては、修士論文の御礼に、ある企業に伺った時の話であるが、「（あなたは修士論文で）

抵抗の除去には、参加が良いと結論づけているけれど、そのことは理解できるが、現場で実際に

組織変革を行う時に、いつも全ての従業員を参加させることは時間的なコストもかかるし、やり

方も明確ではないし、難しいこともある。だから、実際には他のマネジメントも行っていると思

います」という率直な意見をいただいたことがある。この意見には、筆者も納得できるものがあ

った。 

それでは、除去を含めどのような抵抗のマネジメントがあるのか、という疑問が生じ、さらに

約 70 年超前のコッチ・フレンチ（Coch and French,1948）の提唱は、今日的にはどのように評

価すべきで、実践的にはどのように修正・適合していくべきなのか、という疑問も生じてきたの

である。この疑問は、組織変革における抵抗の研究を続ける筆者の原動力の１つになっている。 

従来、組織変革については、経営学における多様なトピックスとの関連性において議論がなさ

れてきた歴史がある。例えば、リーダーシップ論、組織文化論、組織開発論等である。これは、経

営学における応用性の問題であり、マネジメントの現場では、組織変革には多様な要因が関連し、

相互に作用していると考えると、抵抗についても１つのマネジメントで対応するよりも、多様な

面から対応した方が有効的ではないか、と考えられるのである。 

今日、日本では多様な人材の雇用を行い、これまでよりも多様性（diversity）を重視している。

それは、多様な観点をもつことで、企業の課題解決にもつながっているからではないだろうかと

考えられる。つまり、今日の社会の進展とともに、多様な価値観をもつ人々が組織の中にいるこ

とを考慮すれば、一方向の観点からでは不十分であり、多様な観点を含んだマネジメントが重要

になってくると考えられるのである。 

同様に、従来、除去が中心であった組織変革における抵抗のマネジメントにおいて、新たに織

り込み済という観点を提唱することができれば、より効果的なマネジメントができるであろうし、

さらに具体的な実践論を提示することで組織変革における抵抗で苦悩した人々に貢献することが

できると考えられる。 

上述からすれば、抵抗という組織現象に対して、従来の二項対立的で、消極的な議論を中心に

するのではなく、織り込み済という観点を加え、積極的に抵抗をマネジメントするということも

今日的には充分に考えられるのである。本研究の第２の問題関心は、コンフリクトが解消と活用

という観点からマネジメントを考慮してきたように、抵抗においても除去と織り込み済という２

つの観点からマネジメントを考慮すれば、よりよい成果が得られるのではないか、ということに

ある。つまり、抵抗のマネジメントには、従来の除去に加えて織り込み済という新しいマネジメ

ントの観点があるのではないか、ということである。 

 

第２節 本研究の課題 

以上の問題関心に基づく本研究の課題は、次のとおりである。 

第１に、組織変革の抵抗における実態（actual situation，real conditions）について、独自に

設定した４類型に基づいて明らかにすることである。具体的には、第５章で提示する２軸（時間

と規模）に基づく第Ⅰ類型（時間：１年以上、規模：組織の 50％以上）から第Ⅳ類型（時間：１

年未満、規模：組織の 50％未満）に対照して、この４類型の妥当性を明確にし、その各類型にお
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ける抵抗現象の実態を提示することである。なお、これに関する測定次元は、①抵抗時間、②抵

抗の除去の判断理由、③抵抗の施策、④抵抗の比率（規模）、⑤様相、⑥要因（a. 悲観的状況、b.

オープンネス、c.消極的組織風土、d.従業員の意識・行動、e. 従業員の組織変革観）、⑦抵抗の除

去（a.リーダーシップ、b.参加、c.設計、d.説得、e.妥協、f.強制）である。 

第２に、その類型ごとに、抵抗のマネジメントについて、提示することである。具体的には、

①除去、②織り込み済という観点からのマネジメントについて、上述の類型ごとに提示すること

である。 

 

第３節 本研究の対象と方法 

本研究の対象は、組織変革の抵抗（組織現象）である。 

次に、本研究の方法は、定量的方法と定性的方法を併用する。これによって、豊富なデータに

基づいた組織現象の解明と議論の提示が可能になり、上述の課題を明確にすることができると考

えている。そして、その課題を明らかにするために調査を行っている。具体的には、文献渉猟調

査、質問票の郵送・返信等によるアンケート調査、およびその回答者から協力の得られた組織を

対象としたインタビュー調査である。これらは、金井（1991）の提示している複眼的調査

（triangulation）に基づいている 50）。 

 

第４節 本論文の構成 

本論文は、序章と結章、および７章の合計９章で構成されている。序章と結章以外の各章の概

略については、以下のとおりである。 

 第１章では、本研究に関する定義と諸議論について提示する。具体的には、本研究の研究対象

と鍵用語である組織変革、抵抗、類型化、およびマネジメントについて、従来研究の定義をレビ

ューし、本研究における定義を提示する。次に、組織変革に関する諸議論について、組織変革の

背景、組織現象としての特定として著名なナドラー（Nadler，1998）の４類型を提示する。次に、

本研究の研究アプローチを提示する。次に、組織変革における抵抗に関する諸議論について、本

研究の抵抗への着目理由、抵抗のマネジメント、および類型化の意義について、提示する。最後

に、抵抗と同義的に使用されるコンフリクト（conflict）51）との異同について、提示する。 

第２章では、経営学で提唱されてきた人間観の変遷に基づく抵抗議論のレビューについて、提

示する。具体的には、シャイン（Schein，1965）が提唱している人間観モデル 52）①合理的経済人

モデル、②社会人モデル、③自己実現人モデル、④複雑人モデルに基づいて、それを代表する諸研

究をレビューし、そこで論じられてきた抵抗議論について、提示する。 

第３章では、類型化に関する先行研究のレビューについて、提示する。具体的には、社会学に

おける類型化の研究、社会心理学における類型化の研究、経営学における類型化の研究について、

レビューする。これらによって、本研究における類型化の意義を明確にすることができると考え

られる。 

第４章では、抵抗のマネジメントに関する先行研究のレビューについて、提示する。具体的に

は、上述したように抵抗をマネジメントするという観点から、除去と織り込み済に照射した先行

研究のレビューについて、社会心理学、経営学、マネジメント実践における先行研究について、

提示する。これによって、抵抗のマネジメントが諸学問においてどのように扱われてきたのかを

明らかにでき、本研究における新規性についての提示が可能になると考えられる。 



10 

 第５章では、本研究における調査の設計について、提示する。具体的には、調査の概要につい

て、課題、対象、方法を提示する。次に、概念の操作化（測定次元とインディケータの選択）につ

いて、提示する。次に、本研究の２軸・４類型について、抽出過程、２軸（時間と規模）、４類型

を提示する。次に、質問項目の設定について、アンケート調査の質問項目、インタビュー調査の

質問項目、調査のフレームワークを提示する。最後に、本調査における倫理事項とデータの管理

について、提示する。 

 第６章では、アンケート調査の分析結果について、提示する。具体的には、実施概要について、

提示する。次に、分析結果について、①抵抗の時間と除去判断、②抵抗の施策、③抵抗の規模、④

抵抗の様相と要因、⑤抵抗の除去、⑥抵抗のマネジメントを提示する。これらについては、集計

結果と同時に４類型に対照した結果を提示する。最後に、要約と考察について、提示する。 

 第７章では、インタビュー調査の分析結果について、提示する。具体的には、回答者のプロフ

ィールと調査の概要について、提示する。次に、Ⅰ類型（Ⅾ・F社）の分析結果について、①抵抗

の概略、②抵抗の時間と除去判断、③抵抗の施策、④抵抗の規模、⑤抵抗の様相と要因、⑥抵抗

の除去、⑦抵抗のマネジメントを提示する。次に、Ⅱ類型（E 病院）の分析結果について、同様

の内容を提示する。次に、Ⅲ類型（G 社）の分析結果について、同様の内容を提示する。次に、

Ⅳ類型（A・B・C 社）の分析結果について、同様の内容を提示する。最後に、要約と考察につい

て、提示する。 

最後の結章では、本研究の課題について明らかになった点について、類型ごとに要約を行い、

結論を提示する。そして、最後に、本研究における理論的含意と実践的含意、および残された研

究課題を提示する。 

 

注                                         

1）奥村（1978），433－434 頁。組織変革とは、「組織または個人レベルの関係の改善をつうじて組織成果の向上

を達成しようとする変革推進者（change agent）もしくは介入者（interventionist）の意図的な関係改善活動」で

ある。 

2）松田（2014a），17 頁、松田（2019），５頁。 

3）マネジメントについては、野中（1983），10 頁、伊丹・加護野（2003），504－527 頁、坂下（2007），４－５

頁の定義に基づいている。 

4）レヴィン（Lewin，1951），邦訳，188－229 頁。 

5）奥村（1978），433－434 頁。 

6）松田（2014 a），17 頁、松田（2019），５頁。 

7）金井（1999），173 頁。 

8）金井（1999），173 頁。 

9）松田（2019），v 頁、２頁、４－５頁。 

10）松田（2011），261－262 頁。 

11）Hall（1977），105－108 頁。 

12）ベニス（Bennis，1966），邦訳，第１章，第５章。松田（2011），14 頁。 

13）奥村（1978），411 頁。 

14）大月（2006），２頁。 

15）金井（1999），173 頁、松田（2011），１頁、20－21 頁。 

16）金井（1999），３頁。 

17）松田（2011），４－５頁、264 頁。 

18）本研究では、企業という表現には、財団や病院もんでいる。 

19）本研究では、従業員等には、管理職や役員も含んでいる。 

20）川上（2013），30 頁、34 頁、41 頁、45 頁では、不満の声や反対の声等が上がっていることが判明している。 

21）川上（2013），30 頁、33 頁、36 頁。 

22）川上（2013），33 頁、39 頁。 

23）主に、川上（2013）のインタビュー調査や、松田（2011）・松田（2019）の研究からである。 
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24）松田（2019），254 頁。 

25）松田（2011），36 頁、松田（2019），24－25 頁。 

26）松田（2011），266－267 頁、松田（2019），255 頁。 

27）松田（2011），266－267 頁、松田（2019），６頁。 

28）シャイン（Schein，2010，邦訳，498 頁）によると、彼は、マサチューセッツ工科大学スローン経営大学院

名誉教授で、アメリカ、ヨーロッパ諸国で、組織文化、組織開発、プロセス・コンサルテーション、キャリアにつ

いてのコンサルティングを行っている。バーク（Burke，1982，邦訳，540 頁）によると、彼は、コロンビア大学

教授で、企業や NASA、環境保護局など米政府機関や宗教、医療団体の OD コンサルタントでもある。ナドラー

（Nadler，1998，邦訳，397 頁）によると、アメリカのコンサルティング・グループ会長で、コロンビア大学大
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場合は除いている。 
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46）松田（2019），５－６頁。 
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52）坂下（2007）によると、人間観とは、経営者が従業員に持っている見方である。本研究では、シャイン（Schein，

1965）、金井（1999）に基づいているが、取り上げた先行研究は、必ずしもシャイン（Schein，1965）が提示し
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1960）が提唱した X 理論を想定している。また、本研究の第２章では、合理的経済人モデルに、ウェーバー（Weber，

1947）も含めている。 
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第１章 本研究に関する定義と諸議論 

 

第１節 はじめに 

本章の目的は、本研究に関する定義と諸議論について、提示することである。第２節では、本

研究の研究対象と鍵用語である組織変革、抵抗、類型化、およびマネジメントについて、従来研

究の定義をレビューし、本研究における定義を提示する。具体的には、組織変革の定義について、

奥村（1978）、金井（2004）、および松田（2019）の定義をレビューし、それらに基づいて本研

究における定義を提示する。次に、抵抗の定義について、古川（1990）、田尾（1999）、金井（2004）、

および松田（2014a，2019）の定義をレビューし、それらに基づいて本研究における定義を提示

する。次に、類型化の定義について、ヘイグ（Hage，1972）、三隅（1984）の定義をレビューし、

それらに基づいて本研究における定義を提示する。最後に、マネジメントの定義について、ドラ

ッカー（Drucker,1974）、野中（1983）、伊丹・加護野（2003）、および坂下（2007）の定義をレ

ビューし、それらに基づいて本研究における定義を提示する。 

第３節では、組織変革に関する諸議論について、提示する。具体的には、組織変革の背景につ

いて、ベニス（Bennis，1966）の議論を提示する。次に、組織変革を組織現象として特定するこ

とについて、ナドラー（Nadler，1998）の類型化に基づいた議論を提示する。最後に、本研究の

研究アプローチについて、統合的アプローチを提唱している占部（1980）を提示する。 

第４節では、組織変革における抵抗に関する諸議論について、提示する。具体的には、抵抗へ

の着目について、提示する。次に、抵抗のマネジメントについて、除去と織り込み済を提示する。

次に、類型化の意義について、提示する。最後に、抵抗と同意語的に、また混同的に従来使用さ

れてきたコンフリクトについて、抵抗との異同を提示する。 

 

第２節 本研究に関する定義 

１．組織変革  

本研究の研究対象である組織変革は、経営学の組織論 1）のトピックスである。その組織論は、

大きくマクロ組織論とミクロ組織論の２つの観点から論じることができる 2）。金井（1999）によ

ると、マクロ組織論は、組織現象を主に組織構造や組織観関係の観点から論じられており、ミク

ロ組織論は、組織現象を主に組織の中の人の心理・意識や行動の観点から論じられている 3）。こ

れは、組織行動（Organizational Behavior）4）とも呼ばれている。本研究における組織変革（お

よびそこにおける抵抗）については、主にミクロ組織論の観点から論述している。 

また、この観点から奥村（1978）は、組織論における組織変革の研究には２つのアプローチが

ある 5）ことを指摘している。具体的に、第１のアプローチは、社会学的なマクロ組織理論の観点

から、組織を１つの社会システムとしてとらえ、社会変動に関する概念枠組みを用いて、組織構

造および機能の変動を組織レベルから説明しようとするものであり、第２のアプローチは、主と

して社会心理学をベースとしたミクロ組織論の観点から、組織の構成主体である個人成員の態度、

価値、行動を変えることでその組織を変革しようとするものである、と述べている 6）。本研究に

おける組織変革は、奥村（1978）の指摘するこの第２のアプローチに依拠している。よって、組

織の中の人の意識や行動の変革を主に対象としている。 

同じ奥村（1978）は、組織変革の定義について、「組織変革とは、ある組織または個人レベル

の関係（対人関係、グループ・ダイナミックス（group dynamics）、集団間関係、組織行動）の
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改善をつうじて組織成果の向上を達成しようとする変革推進者（change agent）もしくは介入者

（interventionist）の意図的な関係改善活動」7）と定義づけている。そして、その介入の目的につ

いては、①態度変容、②行動変革、③その両方であり、その対象については、組織における①構

造変数群（組織構造、職務構造、人事政策、コントロール方式等）、②対人、社会関係変数群（リ

ーダーシップと監督のやり方、コミュニケーション、集団プロセス、グループ間関係等）、③そ

の両方あり、介入は、意図的・計画的になされる活動で、その目標は、組織成果の改善であるこ

とも述べている 8）。ここでの要点は、組織変革とは人によって人を対象として、意図的に行われ

るということである。自然に時間経過によって引き起こされ、変化するというものではないとい

うことである。 

上述について、野中他（1978）は、組織現象の統合的コンティンジェンシー・モデルを提示し

ている 9）（図１－１）。彼らによると、組織過程は行為の継続的・相互依存的連続であり、例え

ば、リーダーシップ、意思決定、パワー、コンフリクト解消などで、組織過程は動態的概念であ

り、組織構造が組織レベル、個人属性が個人レベルであるのに対し、個人、集団、組織へと各分

析単位を cut across（横断）して還元的観点とホリスティック（全体的）な観点との統合を可能に

する構成概念であることを指摘している 10）。ここで、組織変革は、組織過程に位置し、組織構造

と個人属性の影響を受け、また相互に作用していると考えられている。マクロ組織論とミクロ組

織論の両方の観点から影響をうけるトピックスと考えているのである。 

 

 

出所：野中他（1978），14 頁を参照して筆者作成。 

図１－１ 組織現象の統合的コンティンジェンシー・モデル 

 

金井（2004）も組織変革の定義について、「組織変革とは、組織を変えること、そのためには

そこに参加している大半の個人の発想や行動が変わること」11）と定義づけており、ミクロ組織論

の立場である。 

同じ立場の松田（2019）は、組織変革について、金井（1999）と同様に組織変革という用語は

言葉の綾（あや）であると指摘し、現実的には組織の中の人の意識や行動を意図・計画的に変革
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するためのマネジメントやそこに見出される組織現象を想定していると指摘している 12）。そし

て、組織行動論が意図しているのは「Human Behavior in Organization（人の行動等によって組

織現象を記述する）ことであり、組織の変革ではない 13）と述べている。よって、ミクロ組織論の

立場である。彼は、組織変革の定義について、「組織変革（行動）とは、「組織が成果（例えば、

売上・利益などの財務諸表の数値あるいは従業員の活性化）の向上等を目的として、意図・計画

的に従業員の意識や行動の変革をするために行う多様なマネジメント活動、あるいはそこに見出

される組織現象」14）としている。金井や奥村と同じ指摘をしている。 

本研究における組織変革の定義は、組織の中の人々の意識や行動を変革することを対象にして、

組織成果の向上を目的にしているという観点から、奥村（1978）の定義を用いる。 

 

２．抵抗 

組織変革において、抵抗は、社会心理学者のレヴィン（Lewin，1951）が、人々の社会的習慣

の変化への否認や反抗、受け入れ拒否等の行動を対象として、場の力（field  force）15）理論、具

体的には物理学の力（force）の概念を用いて説明している。とくに、彼が提唱する組織変革の３

段階プロセス 16）モデルにおける抵抗の生起については、よく援用されている。本研究の研究対象

である抵抗に関する議論の大半は、このレヴィン（Lewin，1951）の研究に依拠している。 

組織変革における抵抗については、松田（2019）が指摘しているとおり、組織の中の人の意識

や行動がそのマネジメントの対象であり、目に見えない組織が抵抗していることを対象としてい

るわけではない 17）。繰り返すが、組織変革における抵抗とは、組織の中の人によって引き起こさ

れる組織現象である。 

これについて、古川（1990）は、組織変革における抵抗について、「①（人の）言動によるも

のであり、何かにつけ消極性を色濃くにじませるようになり、変えない方がよい理由や、なぜで

きないのかの理由を説明する時には目を輝かせ、熱意をあふれさせながら力説することや、前向

きな人の足を引っ張ること。②自分の置かれた環境について（状況）の認知を都合よく歪めるこ

と」18）と述べており、人の意識や行動に表出する現象の複雑さを指摘している。 

そして、抵抗の要因について、同じく古川（1990）は、「①変化が過去や現在についての自己

否定をともなうこと、②初めて経験することがほとんどであるために、見習える恰好のモデルが

身近にいないこと、③集団による個人の拘束」の３つを指摘している 19）。これらからすれば、組

織変革に対する誤った認知をさせない予防策を構築しておくことは重要であるが、たとえ言動に

よる抵抗が生起した場合であっても、その抵抗の原因を明確に分析し、その対策を講ずることが

重要であるといえる。 

また、抵抗の要因について、田尾（1999）は、組織変革における抵抗は必ず生起するものとし

て①個人的要因と②組織的要因に区分している。具体的には、①個人的要因は次の３つであり、

「a.選択的知覚（selective perception）：人間の認知は既存のシステムを壊さない要素だけを選択

的に取り入れようとすること、b.習慣（habit）：保守的な態度が形成されること、c.安定指向

（desire for security）：成行きが不明な分だけ変化には応じようとしないこと」20）である。もう

一つの②組織的要因も３つであり、「a.安定（stability）：変化への抵抗が顕著になること、変更や

修正には消極的になること、意図的に変化を妨害すること、b.先行投資（prior investiments）：

先行投資が回収されないと抵抗が大きいこと、c.過去のしがらみ（past contracts）：メンバーの

判断や行動に不確実さを少なくし迷わなくて済むのに役立っているが、既存の価値意識に固執す
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るほど、変化に対しては障害になること」21）である。これは、古川（1990）と同様に人の意識や

行動に表出する現象の複雑さを指摘している。 

組織変革の研究で著名な金井（2004）は、既存研究の分析から、「組織変革における抵抗は、当

然である」22）と指摘している。さらに、その抵抗者になる可能性のある対象者と抵抗の要因およ

び、抵抗の程度について、彼は、「変革の影響を受ける人々にも恐れや不安、仕事が増えることは

イヤだといった感情があり、その感情の強弱が反対や抵抗のレベルを決めている、慣れ親しんだ

方法には愛着心もあり、突然の変化には抵抗心が芽生える」23）と述べている。これは、上述の古

川（1990）と田尾（1999）と同じ見解である。なお、抵抗の除去について、金井（2004）は、「参

加」を上げて、その詳細について、①誰に、②いつ、③どのように、の順に、「①抵抗者になりそ

うな変革の影響を受ける人々に、個人あるいはグループで、②変革の始まる前のプランを練る段

階で、③変革のプロセスとそれによって生じると予想される事態をすり合わせる真剣な気持ちで

参加してもらうこと」24）と述べており、具体的なマネジメントを提示している。 

最後に、経営学の組織変革における抵抗を研究対象として、継続的に渉猟調査、アンケート調

査、インタビュー調査を行っている松田（2019）は、既存研究を整理し、マクロ組織論的な議論、

ミクロ組織論的な議論、社会心理学系の議論、およびコンサルタント的な議論の観点から、組織

変革における抵抗について、要因、メカニズム、および除去に関する議論を提示している 25）。ま

た組織変革における抵抗の実態について、アンケート調査とインタビュー調査の分析結果を提示

している 26）。そして、松田（2014a，2019）は、抵抗の操作的な定義として、「抵抗とは、企業

の施策や活動の推進が、従業員の反対、拒否、無関心等の発言および行動によって阻害・反抗・

てむかいされる組織現象、あるいはその力である」27）と定義している。 

本研究における抵抗の定義は、経営学における組織変革の抵抗を対象としている松田（2014a，

2019）の定義を用いる。 

 

３．類型化 

類型化について、社会学者のヘイグ（Hage，1972）は、「類型化とは、１つの類型が他の類型

となんらかの関連がありそうだということをより暗示的にいう明言である。論文や著書で、同じ

分析単位に１つ以上の類型化、すなわち、組織、集団、あるいは個人があげられていれば、それ

は著者が各類型はなんらかの形で関連していると主張していることになる」28）と定義づけ、「一

般変数が、変化に対する抵抗についての仮説の開発にも役立つことにも注目したい」と述べてい

る 29）。本研究の類型化の定義は、一般的に支持の多い上述のヘイグ（Hage，1972）の定義を用

いる。 

以下に、類型化の定義に関する若干の補足として、リーダーシップ研究で著名な三隅（1984）

を述べる。彼は、リーダーシップを類型化しているが、それを行動形態学の観点から、「生物学

の歴史における最も重要なできごとと言われる進化論の確立も、その当時における分類学なしに

はできなかったであろう。行動科学の分野における行動形態学は、生活体の行動類型の種類を記

載し、同定し、さらにそれを整理し、体系化する。すなわち分類することが第１の仕事である。

行動類型の分類は、一般的には、個体、集団、制度、文化などのそれぞれのレベルにおいて行な

われるだろう。例えば、社会集団の分類としては、小集団－大集団、公式集団－非公式集団、第

１次集団－第２次集団、ゲマインシャフト－ゲゼルシャフト等々の分類が行われている」30）と述

べている。つまり、日常で変化する生物の行動においても類型化を図ることが有益であると主張
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しているのである。 

そして、三隅（1984）は、PM 理論の構築の過程について次のように述べている。「リーダー

シップとは、何かということを識別することからはじまる。そのためには、リーダーシップ現象

と非リーダーシップ現象を明確に区別する作業が必要である。換言すれば、リーダーシップの定

義を明確にする作業である。リーダーシップの定義の明確化のためには、リーダーシップに関す

る具体的な科学的研究の進展が必須条件となる。リーダーシップ行動形態学の仕事は、リーダー

シップの一般定義だけでなく、具体的なリーダーシップの行動類型に関しても行われる。リーダ

ーシップの具体的な行動類型概念としては、組織心理学の用語としての従業員中心監督－生産中

心監督等々の２分法に基づく分類が行われている。リーダーシップ行動類型について記述し、そ

の妥当性の吟味をするのである。また、リーダーシップの行動類型の実証的分析を進めてゆけば、

リーダーシップ現象の構成要素ないし因子が明らかにされるだろう。リーダーシップ行動形態学

の研究が発展するにつれて、それらの要素ないし因子を関係づける構造と機能の件名が、この分

野の課題となるだろう」31）と述べている。 

つまり、彼の著名な PM 理論の構築に際しては、類型化に対する独自な考えがあったことが分

かる。これは本研究の対象である組織変革における抵抗の類型化にも応用でき、それを図ること

で、より抵抗現象に関する理解がすすむと考えられる。ただし、組織変革における抵抗の類型化

については、渉猟した範囲では、それほど多くない、というよりほとんどないのが現状である。

類型化については、とくに社会科学においては、閾値も設定されにくく、単に理念型である提示

に終わっており、一般化のレベルにおける批判も多いが、本研究の対象である組織変革の抵抗の

理解・説明を進める時に、従来通りに一括りに議論するよりも建設的であると考えられる。 

 

４．マネジメント 

マネジメントの定義については、経営学では、大きく２つある。最初に、野中（1983）は、こ

のマネジメントの２つについて、「経営管理という用語は、英語の「マネジメント」にあたり、マ

ネジメントには、経営管理という活動とその活動主体である経営管理者という２つの意味があり、

その活動について、経営管理とは、個人が単独ではできない結果を達成するために、他人の活動

を調整する１人ないしそれ以上の人々のとる活動である、あるいは、経営管理とは、求める目的

に向って効率的に動くために、資源を統合し、調整することであると定義されるような活動」32）

と定義づけている。つまり、マネジメントには、人・職層を指す場合と人ではなく活動や仕組み

づくりを指す場合があると指摘している。 

前者のその人・職層を指す定義を指摘するドラッカー（Drucker，1974）は、「経営者は、マネ

ジメントを職業として実践する人なのである」33）と定義づけている。 

その一方で、後者の活動や仕組みづくりを指す定義を指摘する伊丹・加護野（2003）は、「経営

のさまざまな仕組みを設計する際に、場の概念による思考プロセスを中心に置こうとするパラダ

イムが場のマネジメントの考え方であり、そのマネジメントは、場を生成するために、舵取りや

部下に仕事の役割を与えて協働することや、組織のメンバー（部下の）自律性を高めるための動

機づけの仕組みや維持を行うこと」34）と定義づけている。同様な定義を指摘している坂下（2007）

は、「経営学は、マネジメントの理論である。マネジメントの理論とは、経営学が企業をいかに運

営すべきかについての実践的な示唆を提言することを義務付けられている理論である。（中略）経

営とは、マネジメントであり、マネジメントとは運営である」35）と述べている。 
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本研究では、マネジメントについて、管理者だけを指す用語ではなく、その活動を主体として

いると考えており、その定義として、伊丹・加護野（2003）と坂下（2007）が提示しているとお

り、「企業の管理や運営」（坂下，2007）、あるいは「企業の舵取りや協働・動機づけの仕組み形成

や操作・維持行為」（伊丹・加護野，2003）」36）を用いる。 

 

第３節 組織変革に関する諸議論 

１．組織変革の背景 

組織変革は、従来から研究者をはじめ、とくに実務家において関心の高いマネジメント上のト

ピックスである。これは、組織をオープンシステムとして捉えた時、環境適応のために組織外環

境との相互作用を図る際に、組織の戦略や構造変革のようにマクロ的でダイナミックなマネジメ

ントも必要であるが、その一方で、組織を構成する人々の意識や行動をも対象にしてマネジメン

トしなければならないという、ナイーブなマネジメントも重要であることによる。 

今日、組織変革が議論される背景について、ベニス（Bennis，1966）は、「第１は、組織が歴史

的に進展するにつれて、その内部にかかえる官僚制（bureaucracy）を克服する必要性が生じてき

たことである。第２は、あらゆるものがめまぐるしく変わる変革時代に、企業をとりまく社会的・

経済的要因の変化に対応する必要性が生じてきたこと」37）と指摘している。第１については、高

度に設計された効率的で合理的な唯一最善の組織構造の追究が、従来の組織論の研究においては

行われてきたということである。それは、マックス・ウェーバー（Weber，M.,1956）が提示した

官僚制組織だったのである。ところがそれは時を経ると、社会・経済環境の変化により機能不全

に陥る現象（官僚制の逆機能）も問題になってきたのである。そこでそれを克服しようとする動

きも当然のように出てきたのである。 

この官僚制組織とその逆機能問題の克服について、ベニス（Bennis，1966）は、「ドイツの社会

学者マックス・ウェーバー（Weber，M.,1956）は、20 世紀の初めごろ、官僚制組織を提示した。

彼は、官僚制組織をマシンに例えている。官僚制組織が登場した背景には、産業革命の初期に管

理者のやり方として通用していた、個人的抑圧、縁故主義、残酷性、感情本意の移り気、主観的

判断などに対する反動がある。官僚制組織では、各人の役割を制度化し強調することが法規的伝

統であり、価値観は共通化し仕事の根拠や責任を強調し、その反面、仕事につながる人間的要因

を無視する傾向がある」38）と指摘している。この官僚制組織の逆機能に対抗するように登場した

のが、唯一最善の組織構造の模索を否定するコンティンジェンシー理論 39）を標榜する一派である

40）。そこにおいては、環境への有機的適応にすぐれた組織が保持する固定的ではない組織構造の

有効性が指摘され、同時に人の復活が指摘され、動機づけや人間関係がマネジメント要因として

注目されるようになったのである 41）。そこで関心を集めたのが計画的変革（planned change）

という官僚制組織の逆機能問題を解決するための社会科学的技法である 42）。 

つまり、組織のマネジメントを考える際に、唯一最善の組織構造を模索すれば、それが効率的

で永続的であると考えられていたのである。そして、それを官僚制組織において実践したのであ

るが、時を経るにつれて予想とは異なり、自らが疲労や齟齬をきたすようになり、組織の機能不

全に陥ることも生じてきた、ということである。これを上述したようにマートンは、組織におけ

る逆機能と呼んでおり、有名な指摘である。そして、この逆機能論に対して明確な反論をしたの

が、コンティンジェンシー学派である。ただし、この学派は官僚制組織の議論と同様に組織構造

の変革に焦点を当てており、組織の中の人の意識や行動には、それほど焦点を当てていない。本
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研究は、そこに焦点を当てており、意義があると考えている。組織変革を議論する背景には、こ

れ以外にもベニスがいう第２の社会・経済的要因もあるが、従来の指摘は上述のとおり、組織の

機能不全に陥る原因となった唯一最善の組織（官僚制）の機能不全の克服、あるいは問題の解決

から始まった計画的変革がある。 

 

２．組織現象としての特定：ナドラー（Ｎａｄｌｅｒ，１９９８）43）の４類型 

 序章で述べたように、組織変革という組織現象も一律ではなく、組織の一部が抵抗を示す小規

模なものから組織の大部分が抵抗を示す大規模なものまであり、抵抗の時間についても、短時間

で収束するものもあればその収束に何年間もかかるものまである。そこで、本研究の詳述に入る

前に、本研究が想定している組織変革の組織現象としての特定を行う必要がある。 

 これについて、本研究では、組織変革の研究とコンサルタントとして著名なナドラー（Nadler，

1998）の４類型に対照し、そこにおける本研究で想定する類型を特定してから、議論を進めてい

くことにする。 

ナドラー（Nadler，1998）は、組織変革について「連続性（範囲・幅）」と「タイミング」とい

う２軸から、４類型を提示している。初めに、連続性の軸は、変化の程度であり、漸進的変革（連

続変革：incremental）と不連続的変革（discontinuous）の２つがある。前者の漸進的変革は、安

定期に起こる継続的で小さな変化であり、焦点をしぼり、限定的改良を加えるパターンが多い。

後者の不連続的変革は、不安定期の大きな変化であり、過去とは切り離された新しい要素からな

る組織を再構築するパターンが多い。次に、タイミングの軸は、時間の程度であり、即応型変革

（reactive）と予測型変革（anticipatory）の２つがある。前者の即応型変革は、目の前の明白な

必要性に応じて、即時的に行動するパターンが多い。後者の予測型変革は、やがて生起する変化

を予想して、予測・予想的に行動するパターンが多い。 

この２軸の組合せを基に、ナドラー（Nadler，1998）は、調整（tuning）、適応（adaptation）、

再方向付け(reorientation）、および再建（recreation）という４つの類型を提示している。具体的

には、調整は、効率の改善を求めて漸進的な変革を起こし、緊急の要件がないときの類型である。

適応は、環境の外的条件によって生起し、対応を迫られているときの類型である。再方向づけは、

変革の必要性に迫られない間に、環境の変化が迫っていることが認識されて行われるときの類型

である。再建は、漸進的な変革では会社が生き残り繁栄できる余地はなく、システムの基本的要

素を迅速に変革する必要があるときの類型である。以上をまとめたのが、表１－１である。 

 

表１－１ ナドラー（Ｎａｄｌｅ，１９９８）の類型 

タイミング＼連続性 漸進型（ｉｎｃｒｅｍｅｎｔａｌ） 不連続的（ｄｉｓｃｏｎｔｉｎｕｏｕｓ） 

予測型（ａｎｔｉｃｉｐａｔｏｒｙ） 調整（ｔｕｎｉｎｇ） 再方向づけ(ｒｅｏｒｉｅｎｔａｔｉｏｎ） 

即応型（ｒｅａｃｔｉｖｅ） 適応（ａｄａｐｔａｔｉｏｎ） 再建（ｒｅｃｒｅａｔｉｏｎ） 

出所：Nadler（1998），邦訳，68 頁より筆者作成。 

 

本研究における組織変革の組織現象としての特定は、ナドラー（Nadler，1998）の、主に再方

向づけを想定し、対象としている。ただし、他の３つの類型を全く考慮していないということで

はない。それは、明確に他の類型と独立的に特定することが出来ないことによる。 
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３．研究アプローチ 

組織変革に関する背景、組織現象としての特定を述べてきたが、次に本研究における研究アプ

ローチについて、述べる。 

本研究の研究アプローチについては、占部（1980）の組織変革のアプローチを援用する。彼は、

①伝統的なアプローチ、②構造的アプローチ、③人間的アプローチ、④統合的アプローチを提示

しており、最終的に④統合的アプローチの有用性を指摘している。 

彼は、具体的に「①伝統的なアプローチは、組織構造を変革することによって、構成員の行動

パターンを変えようとする方法である。次に、②構造的アプローチは、職能部門組織から事業部

制組織に変更する等の方法である。しかし、組織構造を変えても、構成員の行動パターンが変わ

るものではない。そこで、③人間的アプローチは、組織構成員の行動パターンを変えるために、

教育訓練計画が管理者の能力開発を目的として行われる方法 44）である。しかし、その訓練は、実

際の職務状況を離れて行われるので、企業の経済的現実から遊離する可能性もある。そこで、②

構造的アプローチと③人間的アプローチの両者を統合する④統合的アプローチが必要とされてい

る」45）と述べており、組織現象への接近として人と構造の両面を統合したアプローチの今日的な

有用性を指摘している。その④統合的アプローチを示したのが、図１－２である。彼は、その詳

細については、「組織変革の目的は、(1)環境の変化に対する組織の効率を高め、他方で、(2)組織

構成員の欲求を充足することにある。この２つの目的は相互作用を持っている。目的を達成する

ためには(3)構成員の意思決定、相互作用やモティベーションからなる行動パターンの変化は、(4)

環境変数が構成員に与える一定の刺激に対する構成員の反応として生じる。環境変数は、(5)シス

テム的変数（組織構造：権限システムやコミュニケーション・システム、職務構造、技術システ

ム）と(6)行動変数（リーダーシップ・スタイル）によって規定され、両者には相互作用の関係が

ある。次に、(7)能力開発訓練は、構成員の能力と態度を変化させることによって、構成員の反応

の仕方に影響を与えている。最後に、組織構造の変化や教育訓練計画は(8)一定の経営方針・経営

戦略に基づいて、環境適応的に行わなければならないこと」46）と述べている。 

本研究では、組織変革の研究アプローチとして、その有用性から占部（1980）の④統合的アプ

ローチを援用する。 
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出所：占部編（1980），417 頁を参照して作成。 

図１－２ 組織変革の統合的アプローチ 

 

第４節 組織変革における抵抗に関する諸議論 

１．抵抗への着目 

本研究の研究対象は、組織変革における抵抗である。上述したように、これに着目したのは、

筆者の職場経験によるところが大きい。某職場に事務職員として勤務していた当時は、組織変革

における抵抗は必然的に生起するものと考えていた。しかし、抵抗を除去し、組織の中の人の意

識や行動を前向きに変えれば、組織の成果が上がり、組織は良くなると考えていた。そして組織

を存続させるためには、組織の中の人は一体となって、困難に立ち向かい、協力することが当然

だと考えていた。よって、その過程において、非協力的とか、自己の利益を最大限に追求すると

か、そういうことがあることは想定していなかった。しかし、現実的には、組織変革を行う際に

抵抗は生起し、そこにおいて人は（筆者が）想定したような意識や行動にはならなかったのであ

る。筆者は、大学院に進学し、そもそも抵抗は、なぜ生起したのか、これについて理解しようと

考えた。抵抗とは何か、抵抗はなぜ生起するのか、抵抗がない状態とはどのような状態なのか等

を理解しようと考えたのである。それが本研究の契機の１つになっている。 

そこで、次に、組織変革における抵抗が経営学ではどのように扱われているのか、そこでは抵

抗についてどのような議論がなされてきたのかについて、理解しようと考え、研究を進めた。し

かし、組織変革の研究はあるが、その過程において生起する抵抗に着目した研究は、松田（2011、

2019）の研究以外に、他に取り扱っている研究はそれほど多くはない。また、現実的に抵抗の実

態を捉えた研究もそれほど多くはない。さらに、実践的な議論が多く、マネジメントについても

事例の提示や大まかなコンサルタント提案的な研究の多いことが判明した。よって、組織変革に

おける抵抗の研究は、1980 年代以降、それほど進んでいないことと、深化していないことも判明

し、本研究を行う意義はあると考えるようになった。 

 

２．抵抗のマネジメント 
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 従来、抵抗のマネジメントの主要な議論は除去であった。本研究では、そこに新たな観点とし

て織り込み済を考えている。具体的には、以下のとおりである。 

(１)除去 

 組織変革を推進していけば抵抗が生起し、それを取り除く、あるいは克服する、減少させる、

緩和するためのマネジメントは、除去である。ここでは、どのようにして取り除くか、に焦点が

置かれている。 

 

(２)織り込み済 

本研究では、組織変革を推進する際に、予め具体的な抵抗の生起を予想・予期し、当初よりそ

れへの対応を織り込む新しいマネジメントについて、織り込み済と呼称している。ここでは、事

前に予想した内容に基づいて対応策を考慮し、それによって積極的に組織の中の人の意識や行動

を変えていくか、に焦点が置かれている。例えば、抵抗の除去において参加が多く使用されるが、

予め抵抗者になりそうな従業員をチームに参加させて、前向きに意識や行動を変えることが目的

であれば、除去というより抵抗のマネジメントとしては織り込み済と考えることもできる。 

これについて、マグレガー（McGregor，1960）は、参加について、以下のような指摘をしてい

る。それは、「参加は、人間関係の中から生まれた概念であり、現実的に２つの考えがある。第１

は、経営者が従業員にやる気を出させる道具（従業員に自分は重要な存在であると思わせること

と、本当に重視することの差異を知ることは大切なことである）として、人を操る方法であると

いう考え方である 47）。第２は、従業員の潜在能力を信頼し、経営者は従業員に依存していること

を認識し、また個人的権威から生じるマイナスを避けたいと考えて、従業員が決定に、大なり小

なりの影響力をもてるような機会と条件を作ることであり、Y 理論の統合と自己統制の経営と一

致する考え方である 48）。ここでの Y 理論とは、従業員が企業の目標に向かって努力することに

より、経営者も最大に自己の目標を達成できるような環境を作りだすことである」49）である。 

本研究における織り込み済は、従業員像として Y 理論型を想定しており、事前に抵抗の生起を

予想し、取り込み、対応を図ることで建設的な方向に転換しようとするマネジメントであると考

えている。経営者が、抵抗について、単に除去のマネジメントしか考慮していない、ということ

ではない。 

 

３．類型化の意義 

本研究では、後述するが、組織現象としての抵抗について類型化を図っている。その類型化に

関する意義については、以下のように考えている。 

組織変革における抵抗については、上述のとおり、研究の数はそれほど多くはない。現実には、

抵抗を理解する際に、「皆が抵抗して、とにかく大変だった」、「なぜ、あんなに変わるのを嫌がる

のか、分からない」等の言動が聞かれるが、それは、抵抗の規模の話をしているのか、抵抗の要

因の話をしているのか、抵抗の時間の話をしているのか、それこそ理解しにくいことがある。よ

って、同じ抵抗の話をしていても、双方が理解していたつもりでも、実はその内容も議論もかみ

合っていないこともしばしばある。そのような複雑な抵抗現象を包括的に議論するよりも、誰も

がもっと理解しやすくすることはできないだろうかと考えたのが、上述した本研究に着手した理

由でもある。 

そこで、組織変革における抵抗の類型化を図れば、上述のような状況はいくらかでも改善され
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るのではないか、と考えたのである。そこで、文献渉猟したが、類型化についても多くはない。

それは、松田（2020）の指摘のように、1980 年代に盛んであった組織変革に関する研究は近年、

その数がそれほど多くないことにも関係がある。 

例えば、第３章で提示するが、社会学では、社会現象について類型化を用いて説明している研

究があるし、社会心理学では、人の行動について類型化を用いて説明した研究も数多くある。ま

た、経営学においても、組織論の類型化を行っている野中（1974）の研究を始め、類型化を用い

た研究は数多くある。しかし、抵抗の類型化に関する研究は、それほど多くはない。よって、抵

抗を類型化して考えることには意義があると考えたのである。ただし、類型化について、文献渉

猟をすすめていくと、社会科学で用いられている類型化のほとんどは、理念型 50）が多く、現実的

には、その閾値の設定がほとんどなく、実用性には乏しい面もある。しかし、繰り返すが、もの

ごとを理解しやすくする方法として、この方法を本研究では、用いている。 

 

４．コンフリクトとの異同 

経営学では、抵抗の類似あるいは同義語として扱われることが多い用語として、コンフリクト

（conflict）51）がある。現実的には、ミクロ組織論的な観点において、組織変革における抵抗と、

コンフリクトは、類似しているため、同じように扱われている場合もあり、混在していると考え

られる。以下では、本研究の対象である抵抗（組織現象）との混同をさけるために、その異同に

ついて述べる。 

 

１)コンフリクトの定義 

経営学におけるコンフリクトは、とくにマクロ組織論において、統合や組織過程のトピックス

として使用されることが多い。例えば、意思決定の際に用いられる場合、「コンフリクトとは、標

準的意思決定メカニズムが停止し、個人・集団が行為の代替案の選択に難儀すること」52）である。

ただし、野中他（1978）は、「コンフリクトの定義は、研究者が研究目的によってどの側面を照射

するかで多様に展開されうる」53）と指摘しており、共有された定義は見出しにくいと考えられる。 

 

(２)組織現象における異同 

組織現象における異同について、コンフリクトは、元々、組織現象や心的状態として生起、あ

るいは表出しているもので、双方が嫌悪感を抱いてにらみ合っている状態、双方が気にくわず口

も利かないような状態、元々双方の相性が悪い状態に用いられる。例えば、レヴィン（Lewin，

1948）は、工場で従業員の双方がにらみ合っている状態 54）や子どもがピクニックか友達と遊ぶ

かどうかで悩んでいる状態、という個人内の心理状態で力はほぼ対等 55）である場合に用いてい

る。それに対して、抵抗は、組織変革のマネジメント推進について阻害する、反抗するなどのよ

うに前に進まない状態に用いられる。よって、物理学の力のメタファーでいえば、一方向に進む

力に対して、それと反対方向から力が加わり、当初の方向に進みにくい状態を示している。よっ

て、コンフリクトのように力が当初より均衡している状態を指しているわけではない。松田

（2014a）は、「企業の施策や活動の推進が、従業員の反対、無関心等の発言および行動によって

阻害・反抗される組織現象、あるいはその力」56）と指摘している。 

 

(３)組織論における異同 



23 

経営学における組織論は、上述したようにミクロ組織論とマクロ組織論に分けて議論 57）されて

いるが、コンフリクトは、マクロ組織論において統合のトピックスで扱われることが多い 58）。そ

の一方で、組織変革における抵抗は、組織の中の個人の発想や行動パターンが変わる 59）際に、人

が行うことで（反対や無関心も含む）生起するもので、経営学では主にミクロ組織論で扱われて

いる。組織論においては、組織変革をマクロ組織論、あるいは両者を踏まえた観点から議論する

立場もある 60）が、抵抗についても同様である。 

コンフリクトが、経営学の中でどのように扱われてきたのかを理解するために、組織分析にお

ける主要学派の整理で著名なバレル・モーガン（Burrell and Morgan，1979）を提示する。それ

が、図１—３である。そこにおいてコンフリクト理論は、ラディカル構造主義に位置している 61）。

そこでは、内部矛盾あるいは、パワーに焦点を当てており、構造的コンフリクトが指摘されてい

る 62）。その一方で、組織の中の人々を対象とする抵抗の場合には、機能主義組織論（社会学）に

位置している 63）。ただし、両者には、客観的社会学が通底していることは共通的である。 

これについて、マートン（Merton，1949）は、構造－機能分析において、人間社会に関する完

全な機能的統一の仮定が事実に反する逆機能があることを具体的な理論言及はないが、その中に

いる人間にも焦点を当てる必要性を示唆している 64）。よって、バレル・モーガン（Burrell and 

Morgan，1979）も、組織分析については、マクロ組織論的観点とミクロ組織論的観点に分けて考

えることはできるが、どちらか一方に偏って考えるのではなく、マートン（Merton，1957）が名

付けた中範囲の理論を用いて、両者を統合して、発展させていくことを指摘している 65）。 

 

 

出所：バレル・モーガン（Burrell and Morgan，1979），邦訳，36 頁を参照して作成。 

図１－３ 組織分析の主要学派 

 

次に、経営学の組織行動論においては、コンフリクトの解消と活用について、どのように扱わ

れてきたのかを理解するために、グループ・ダイナミックスで著名なレヴィン（Lewin，1951）
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の流れを継承しているリカート（Likert，1961）66）を提示する。彼は、「組織には意見の衝突や食

い違いというコンフリクトはあるもので、かつ進歩に必須的なもので、そのコンフリクトをいか

に少なくするか、あるいはなくすのではなく、それに対していかに建設的な解決策を見いだすよ

うに、積極的に活用するかである。しかし、激しい解決できない食い違いについては、組織を停

滞させることである。その対象範囲については、個人間、集団間である」67）と指摘している。 

やや古くなるが、コンフリクトについて、メーヨー（Mayo，1933）は、面接制度の導入におい

て、今日的にいえばそれについて言及している。当時は、人間関係による不平や不満をコンフリ

クトという言葉を用いていなかったと考えられるが、他の従業員や監督者に対する人間的事情に

よる不平や不満は多くの職場に生起しており、そこで彼は、その事情が異なるごとに監督者は異

なった役割を果たしていることを明らかにしている 68）。これをみると当時から、コンフリクトは、

組織の中の多くのレベル（個人間、小集団間、組織間）に生起していたことが分かる。 

近年の経営学におけるコンフリクトの研究について、宍戸（2012）は、「1997 年以降の『日本

経営学会誌』（No.１～No.24）と 1995 年以降の『組織科学』（Vol.28(３)～43(３)において、

コンフリクトに関係する問題を検討した論文は松尾（2002）の研究を除いて全く存在しない」69）

ことを指摘している。しかし、松尾（1998）は、組織変革における抵抗とコンフリクトを同義語

として扱っており、その対象もやや明確さに欠ける。また、宍戸（2012）も同じように扱い、対

象の特定がやや不明確である。 

これらをみると、経営学において、近年、組織の中の人を対象としたコンフリクト研究は、対

象や範囲にやや明確さが欠け、抵抗と同義語として扱われている場合もあり、それほど深化して

いないと考えられる。なお、抵抗とコンフリクトは、組織現象を説明する概念であるが、同義語

的ではないと主張するものの、明確に分けて考えられるものではなく、明らかに重複し、組織現

象として同じような表象がある場合もあることに留意する必要がある。 

最後に松田（2019）の研究を基に抵抗とコンフリクトの要因に分けたものが、表１－２である。

彼は、抵抗とコンフリクトについて、明確に区別していない点があり、本研究では、今後の議論

について正確を期すために、区分している。 

 

表１－２ 抵抗の要因とコンフリクトの要因  

１．要因 抵抗 コンフリクト 

(１)マクロ組

織論的な議

論 

パラダイム変革（旧来のパラダイムの有効性の逸失や喪失）、行為の調整（コミ

ュニケーションの不足）、経営管理意思決定の情報の流れ・影響の不完全さ）、

客観的な認識の差異、集主観性と間主観性のほころび、知への恐れ・情報の欠

如・雇用不安・変化すべき理由が理解できない・力喪失の恐れ・資源不足・時

機が悪い・習性、規定性・下位システム間の不干渉・慣性・新しい組織パター

ン・権力関係の変化・グループの既存利益への脅威、構造的慣性・限定された

変革焦点・グループ慣性・専門（熟練）者への脅威・確立された権力関係への

脅威・確立された経営資源の割当への脅威、抵抗勢力・組織の（構造的）慣性、

（組織学習的）慣性、構造的慣性と学習上の慣性、経験的学習・コンフリクト・

官僚制・成功・権限委譲（ただし、抵抗は貴重な源泉で推進力） 

組織の（構造的）慣

性、（組織学習的）

慣性、コンフリク

ト・官僚制 

(２)ミクロ組

織論的な議

論 

損失の可能性、５要因（保守主義・リーダーの肩書・差し迫った問題解決では

ないこと・誇り高い古くからの堅固な伝統・新しいものの脅威）、不安定・不確

実性・ストレス・パワーと統制、信頼感・マネジメントスタイル・活性度・自

己自立度に関する要因、ビジョン創造と共有化、政治権力闘争・信頼欠如・状

況認識の差異・恐れ、慣習・安定志向・経済的損失・無知の恐怖・選択的情報

操作、もっと詳細を・あなたに押し寄せる・時間・実行不可能・驚かない・攻

撃・混乱・沈黙・知識偏重・道徳的説明・盲従・方法論・健全さへの脱出・解

政治権力闘争 
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決を迫る 

(３ )社会心

理学的な議

論 

個人の欲求不満・所属集団が引き起こす強い力（仕事のむずかしさ・緊張回避

から生じる力・生産を一定の水準に抑えようとする集団標準から生じる力）、無

意識の意識化・自我の防衛・超自我抵抗、手続きや進行への反対・指示に従わ

ない・何も話すことはない・議論をしようとする・喜ばせるような話ばかりを

する・眠る、意識化に対する自我の防衛的な努力（ただし、無意識の抵抗、抵

抗の逆機能に着目する必要性）、変化させまいとする力・通過を拒もうとする性

質・）権力・道徳・社会・文化にはむかうこと・人間の尊厳を守る戦い（自我

抵抗：抑圧抵抗、転移抵抗、その他の抵抗）・無意識に到達を妨げる言動・態度

（エスの抵抗、超自我の抵抗）、抑圧抵抗・転移抵抗・疾病利得抵抗・エス（id.ego：

超自我）に由来する反復強迫性の抵抗・上位自我抵抗、説得への抵抗（リアク

タンス、不信、疑惑、吟味、慣性）、自我防衛機制（のあり方）、規範への遵奉・

系統的で文化的な結合力・既得権益・神聖さ、外部者の排除、および恒常性・

慣習・卓越さ・選択的認知と保持・依存・超自我・自己不信・不安定と後退、

社会的慣習・集団標準 

個人の欲求不満 

(４)コンサル

タント的な

議論 

 

 

 

 

従業員の現状満足の容認・連帯を怠ること・ビジョンの過少評価・ビジョンの

周知徹底しないこと・障害の発生を許すこと・短期的な成果を怠ること・早急

な勝利宣言・企業文化定着を怠ること（抵抗下位要因：公式の組織構造、ボス

の抵抗行動、人事・情報システム、人材の能力不足）、緊急課題性が徹底されな

いこと・変革推進チームのリーダーシップ不足・ビジョンが見えないこと・社

内コミュニケーションが絶対的不足・ビジョンの障害放置・計画的な短期的成

果の欠陥・早急な勝利宣（要因：私利私欲、誤解、思い込み、アレルギー）、６

の要因（否定的な結果をイメージする・仕事が増えるのではないかという不安・

習慣からの脱却・コミュニケーションの欠如・組織全体にわたる調整の失敗・

社員の反乱（33 の具体的な言動）、10 の課題（①時間がない、②孤立無援③意

味がない、④言行不一致、⑤恐れと不安、⑥評価と測定、⑦改革者と部外者、

⑧ガバナンス（統治）、⑨普及と浸透、および⑩戦略と目的、登場すること）、

孤立・投影（推定）・分割・やるか、やらないのか・拒絶・がんこさ・抑圧、正

しい評価（認識）に対する障壁・承諾に対する障壁・変革への行動や実践に対

する障壁、blind resistance・Political resistance・ideological resistance、の

官僚制的文化・内在化するコンフリクト・個人的抑圧 

官僚制的文化・内

在化するコンフリ

クト・個人的抑圧 

出所：松田（2019）69－71 頁より作成。 

 

また、松田（2008・2013・2014a・2014b・2015）において、抵抗として扱われているがコン

フリクトと考えられるものをまとめたものが表１－３である。これをみると、抵抗とコンフリク

トの要因を明確に分けることは難しい面もあると考えられる。 

 

表１－３ 松田（２００８・２０１３・２０１４a・２０１４ｂ・２０１５）におけるコンフリクトの要因 

研究 コンフリクトの要因 

松田（2008） 26-27 頁；（阻害）抵抗要因と促進要因：…繰り返しの説明と互いの信頼関係の構築しかないでし

ょう。信頼関係が１番です。…普段の人間関係の構築が、促進することになると思っています。 

35 頁；（阻害）抵抗要因と促進要因：…仕事は別にして、いかにして会社と本人との信頼関係を

築いていくのか、というのが全てじゃないでしょうか。 

58 頁；意識や行動変革（を阻害する）の抵抗要因：一方的な上司の指示に対する不満的なもの 

松田（2013） 27 頁；(5)その他の議論 Maurer（2006）第３段階：信用不足と不信感 

27 頁；４．コンサルタント的な議論(３)Taffinder（1998）「正面から理論的にコンフリクトする

対話を増やしていくと感情的なコンフリクトは減少する。…②コミットメントの構築は、…批判

などのコンフリクトなしには生まれない（pp.248－249,邦訳 289-290 頁）。 

29 頁；ミクロ組織論的議論：松尾（1998）認知プロセスにおける帰属理論・組織スキーマ・組織

内コンフリクト 

29 頁；社会心理学的議論：Coch and French(1948)推進・抑制力と欲求不満 
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松田（2014a） 38 頁；元々この４人の誰かが、私のポジションにいてもおかしくなかったわけです…これが一番

の理由だと思います…それが外部からいきなり来て…それは面白くないとおもいます。 

39 頁；宴会はできません…仲が悪かったらしくて 

松田（2014b） 65 頁；表２抵抗要因：抵抗の要因項目５．自社内の政治的なしがらみ 

66－67 頁；表３抵抗の発生理由項目：20.従業員間の不一致や不調和が多いから 21.社内での摩

擦やコンフリクトを恐れる傾向があるから 

松田（2015） 41 頁；「それは自分のいい格好なのだ」 

55 頁；「（2）組織内でのコンフリクト①急なトップダウン的な事業転換②強く当初より生起③ぎ

くしゃくした社内関係 

56 頁；（2）抵抗の内容：組織内でのコンフリクト 

①要因：露骨な感情のもつれ等に起因するのは、気にくわない、新参者 

57 頁；③判断理由：ぎくしゃくした社内関係 

出所：松田（2008）26-27 頁、35 頁、58 頁、松田（2013）27 頁、29 頁、松田（2014a）38－39 頁、松田（2014b）

65－67 頁、松田（2015）41 頁、55 頁－57 頁より作成。 

 

(４)物理学メタファーにおける異同  

最後に、コンフリクトと抵抗について、物理学メタファーにおける異同は以下のとおりである。

物理学の力の概念を用いると、コンフリクトは、その①向きは反対、②程度は、ほぼ対等、③範

囲は、個人内、個人対個人、集団対集団、組織対組織である 70）。 

その一方、抵抗は、その①向きは反対、②程度（強度）は、強い・弱いと一定ではない、③範囲

は、個人対集団、集団対集団の組合せである。 

経営学において、抵抗とコンフリクトは、対象範囲やその程度、現象面に差異がある。このこ

とから、抵抗は力のメタファーにおいて一定しておらず、コンフリクトと同義に説明することは、

難しい。また、対象範囲の差異について、抵抗は、個人内と組織対組織は含んでいないが、コン

フリクトは、個人内も組織間も含んでいるため、抵抗よりも対象範囲が広く、初めに、どの対象

範囲を想定しているのか、その説明が必要である。 

以上をまとめたものが表１－４である。 

 

表１－４ 抵抗とコンフリクトの差異 

筆者作成。 

 抵抗（resistance） コンフリクト（conflict） 

１．経営学

の扱い 

組織変革における抵抗（resistance）は、組織の

中の個人の発想や行動パターンが変わる（金井

（1999），173 頁）際に、人が行うことで（反対

や無関心も含む）生起するもので、その現象は

経営学ではミクロ組織論で扱われている。 

コンフリクト（conflict）は、マクロ組織論の統

合や組織過程の中で、構造に元々あるものとし

て扱われている。 

２． (1)定義

(２ )物理学

メタファー

⓵向き⓶程

度③範囲 

(1)「企業の施策や活動の推進が、従業員の反対、

無関心等の発言および行動によって阻害・反抗

される組織現象、あるいはその力」（松田

（2014a），17 頁）。 

(2)①反対（同一方向で抵抗力が後から生じる）、

②程度（強・弱）がある、③個人対集団、集団

対集団 

(1)「標準的意思決定メカニズムが停止し、個人・

集団が行為の代替案の選択に難儀することで

ある。」（March and Simon（1993），邦訳，142

頁）。  

(2)①反対（当初より拮抗状態）、②対等、③個

人内、個人対個人、集団対集団、組織対組織 

３．組織現

象 

元々あるものではなく、組織変革の施策を行う

際に、従業員等からの反対等の意見や行動等が

生起し、変革がなかなかうまく進まない状態 

元々あるもので、双方が気にくわないや、相性

が悪い状態に用いられる。事例１：工場で、双

方がにらみ合っている状態（Lewin（1948），邦

訳，182 頁）。事例２：子どもが、ピクニックか

友達と遊ぶか、という個人内の心理状態で力は

ほぼ対等（Lewin（1951），邦訳，251 頁）。 
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第５節 小括 

本章では、本研究に関する定義と諸議論について、提示した。第２節では、最初に、組織変革

の定義について、奥村（1978）、金井（2004）、および松田（2019）の定義をレビューし、それ

らに基づいて本研究における定義を提示した。次に、抵抗の定義について、古川（1990）、田尾

（1999）、金井（2004）、および松田（2014a，2019）の定義をレビューし、それらに基づいて本

研究における定義を提示した。次に、類型化の定義について、ヘイグ（Hage，1972）と三隅（1984）

の定義をレビューし、それらに基づいて本研究における定義を提示した。最後に、マネジメント

の定義について、ドラッカー（Drucker，1974）、野中（1983）、伊丹・加護野（2003）、および

坂下（2007）の定義をレビューし、それらに基づいて本研究における定義を提示した。 

第３節では、組織変革に関する諸議論について、提示した。最初に、ベニス（（Bennis，1966）

の議論を提示した。次に、組織変革を組織現象として特定することに関して、ナドラー（Nadler，

1998）の４類型を提示した。最後に、統合的アプローチを提唱している占部（1980）を提示した。 

第３節では、組織変革における抵抗に関する諸議論について、提示した。最初に、抵抗に着目

した理由を提示した。次に、織り込み済という観点を取り入れた抵抗のマネジメントを提示した。

次に、類型化の意義を提示した。最後に、コンフリクトの定義、組織現象における異同、組織論

における異同、物理学メタファーにおける異同を提示した。 

                                                                            

注 

1）組織論については、金井（1999，３－４頁）参照。今日、日本における経営学は、組織論、戦略論、マーケテ

ィング論、国際経営論などに細分化されているが、ここでは、その包括的な詳細は取り上げない。 

2）金井（1999，３－４頁）によると、マクロ組織論は、組織全体に関わることがテーマであり、具体的には、組

織構造論（環境適応論を含む）、組織形態論、組織間関係論などを取り上げ、主に社会学をバックグラウンドにし

ている。その一方で、ミクロ組織論は、組織の中の人間の行動がテーマであり、具体的には、モティベーション、

リーダーシップ、グループ・ダイナミクスなどを取り上げ、社会心理学を学に応用した領域で、主に心理学者によ

って研究されてきた。ここでのグループ・ダイナミクスは、原文のままの表記である。 

3）槇谷（2016，74－76 頁）は、組織変革について、グループ・ダイナミックスから発展した組織開発（Organizational 

Development）の手法として、全員参加や小集団活動など組織の中の人を対象にしたミクロ組織論と 1960 年代以

降、組織構造のコンティンジェンシー理論が登場したマクロ組織論の観点から述べている。次に、山岡（2015，

310 頁）によると、「組織変革とは、外部環境の変化に合わせて策定された新たな経営戦略を効果的に実行するた

めに、組織構造や組織プロセス、人事システム、業務内容、従業員の意識や行動を変化することであり、その目的

は組織のパフォーマンスを継続的に改善、向上させること」である。マクロ組織論とミクロ組織論の両者の観点か

ら述べている。 

4）金井（2004，２頁）によると、組織行動とは、組織のなかで起こるさまざまな人間の行動を科学的に理解しよ

うとする社会科学の１トピックスである。 

5）奥村（1978），411 頁。 

6）奥村（1978），411 頁。 

7）奥村（1978），433－434 頁。 

8）奥村（1978）， 434 頁。 

9）野中他（1978），14 頁。 

10）野中他（1978），14 頁。 

11）金井（2004），11 頁。 

12）松田（2019），i 頁。 

13）松田（2019），i 頁。 

14）松田（2019），１頁。 

15）レヴィン（Lewin，1951），邦訳，188－229 頁、Lewin（1935），邦訳 86 頁参照。力の性質は、①方向、②

強さ、③着力点の３つによって表され、①方向と②力の性質は、数学的概念のベクトル、③着力点は、物理学の矢

印の基点で提示されている。 

16）Lewin（1947），邦訳 223 頁。変化の３段階とは、解凍（unfreezing）、移行(moving)、再凍結(refreezing)で
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ある。具体的に、解凍段階は、既存の水準を解放すること、移行段階は、新しい水準への移行、再凍結は、新しい

水準に定着させることである。 

17）松田（2019），i 頁。 

18）古川（1990），34－40 頁。さらに、同じ古川は「その認知の詳細は、a.環境の変化を組織にとっての危機であ

ると消極的かつ後ろ向きに捉えること、b.環境認知の正確さや的確さが失われるようになること、c.不都合な原因

は外部にあり、自己擁護的に認識しやすいこと、d.悪い結果は一時的なものとして捉えやすいこと、e.自信が脅か

されると頑なになりやすく、特に管理職が再び統御可能性を取り戻そうとしてみせる行動は、脅かされている（あ

るいは阻止された）行動にひどく固執し、それを頑固に続け、自分の自由や行動を脅かしている原因に対して敵意

をむき出しにし、直接に攻撃を加えたりすることなどである」と述べている。 

19）古川（1990），22 頁。 

20）田尾（1999）217－218 頁。具体的には、「①個人的要因は次の３つである。a.選択的知覚（selective perception）

は、人間の認知は安定的なシステムを構築しているため、新規の認知要素の取入れを嫌い、できるだけ既存のシス

テムを壊さない要素だけを選択的に取り入れようとすることである。b.習慣（habit）は、既存の規則や規範に慣

れ親しむとそれを変更して新たに慣れるまでには相当のコストを要するため、選択的な知覚とあいまって、保守

的な態度が形成することである。c.安定指向（desire for security）は、既存の関係からそれなりに報酬を得ている

場合、それを変更して、その報酬も変わることになれば、成行きが不明な分だけ変化には応じようとせず、ボイコ

ットや公然と抵抗することである」と述べている。 

21）田尾（1999），217－218 頁。具体的には、「構造や制度そのものが変化を忌避することがある。a.安定（stability）

は、組織そのものが既存のシステムを強固に構築すればするほど、変化への抵抗が顕著になることである。 ネッ

トワークが密接に出来上がるほど均衡関係も安定して、関係者は変更や修正には消極的になる。また変化へのニ

ーズが大きくても既存の既得の利害集団が内外に強力にビルトインされ変化そのものを好ましく思わないことが

ある場合は、意図的に変化を妨害することもある。b.先行投資（prior investiments）は、組織は今に至るまでに

相応の先行投資が重ねされているが、回収されるに至っていないところでは、更なる変更には抵抗が大きいこと

である。機会が熱さないと抵抗が大きくなる。c.過去のしがらみ（past contracts）と、現在のシステムは諸般を

説得し納得させながらつくりあげられてきたもので、風土や文化のような価値意識をメンバーが共有することで

ある。しがらみは、メンバーの判断や行動に不確実さを少なくし、迷わなくて済むのに役立っているが、その存立

を脅かすような情報を濾過したり、都合のよいように解釈したりできるようなフィルターの役割をしている。こ

れが変革への抵抗要因にもなる。既存の価値意識に固執するほど、変化に対しては障害になるのである」と述べて

いる。 

22）金井（2004），186 頁。 

23）金井（2004），111－112 頁。 

24）金井（2004），112－113 頁。 

25）松田（2019），１－75 頁。 

26）松田（2019），79－251 頁。 

27）松田（2014a），17 頁、松田（2019），５頁。松田（2019）は、抵抗と同義語として使用される「阻害」につ

いて、「実務界、および組織現象においては生物学用語の「阻害」という用語が使用される場合もあるが、（社会）

心理学的には、「抵抗」で扱われることが多い。この両者には、ある現象や行為・活動（あるいは人の心理が）一

定方向に進行する際に、ブレーキがかかる（あるいは、かける、かけられる）という現象が発生するということに

おいては、共通的である」と述べている。 

28）ヘイグ（Hage，1972），邦訳，58 頁。 

29）ヘイグ（Hage，1972），邦訳，23 頁。 

30）三隅（1984），７頁。 

31）三隅（1984），７－８頁。 

32）野中（1983），９－10 頁。 

33）ドラッカー（Drucker，1974），邦訳，26 頁。 

34）伊丹・加護野（2003），515 頁。 

35）坂下（2007），４頁。 

36）坂下（2007），４頁、伊丹・加護野（2003），515 頁。 

37）松田（2000），９頁、ベニス（Bennis，1966），邦訳，第１章。 

38）松田（2000），９－10 頁、ベニス（Bennis，1966），邦訳，第１章，第５章。 

39）坂下（2007），96－97 頁参照。 

40）坂下（2007），97－114 頁参照。 

41）松田（2011），15 頁。 

42）松田（2011），15 頁。 

43）ナドラー（Nadler，1998），chap.３.,邦訳，第３章、36－77 頁。 

44）占部（1980）によると、その方法は、具体的には、T グループあるいは、センシティビティ・トレーニング

（Sensitivity Training 感受性訓練）とも呼ばれている。T グループは、training group の略で、グループ・ダイ

ナミックスの創始者である K. Lewin と、その門弟である K. Benne と L. Bradford と R. Lippit によって、1946
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年に考案されたものであり、1947 年に、NTL（National Training Laboratory in Group Development）が発足

してから、とくに従業員の教育技法として広範に普及した集団訓練技法であり、同年、アメリカのメイン州ベセル

で、後に、全国訓練研究所によって始められた教育訓練法である。その目的は、対人的な感受性や自覚を訓練する

ことにある。その他には、KJ 法である。KJ 法とは、野外科学（フィールド・サイエンス）において、現場での

観察から得られたデータを整理・統合し、集団で創造性を開発する方法のことである。この発想法は、創始者川喜

田二郎のイニシャルをとって、KJ 法と名付けられている。 

45）占部（1980），417 頁。 

46）占部（1980），417－418 頁。 

47）マグレガー（McGregor，1960），邦訳，145 頁。 

48）マグレガー（McGregor，1960），邦訳，146 頁。 

49）マグレガー（McGregor，1960），邦訳，56 頁。 

50）坂下（2007，86 頁）は、新他（1979）を用いて、「一般に、マックス・ウェーバー（M. Weber，1947）の理

念型とは、ある歴史的時点の文化的意義に照らして経験的にありそうな対象の諸要素を抽出し、それぞれの質的

特徴を誇張し、極限にまで高めた上で、それぞれが論理的に一貫するように再度組み立てた観念上の純粋型であ

る」と説明した上で、「理念型は、そのままのかたちでは実在性を保障されたものではなく、観念上想定できる極

限的構成物である。マックス・ウェーバー（M. Weber，1947）の官僚制組織という概念も理念型であるので、そ

れが実在するかどうかではなく、合理的組織の極限形態として、彼が観念上想定した構成物である」と述べてい

る。 

51）野中他（1978），202－225 頁参照。 

52）マーチ・サイモン（March and Simon），邦訳，142 頁。 

53）野中他（1978），202 頁。 

54）レヴィン（Lewin，1948），邦訳，165－187 頁。 

55）Lewin（1951），邦訳，251－252 頁。レヴィン（Lewin，1951）は、コンフリクトを物理学の力の概念を用

いて、場の力（field of power）において、個人内の心理的な状態と力の程度は、ほぼ対等であることを述べてい

る。 

56）松田（2014a），17 頁。 

57）金井（1999），３－４頁。 

58）野中（1980），149－153 頁。 

59）金井（1999），173 頁。 

60）山岡（2015），112－117 頁、155－156 頁、245－266 頁。 

61）バレル・モーガン（Burrell and Morgan，1979），邦訳，37 頁。 

62）バレル・モーガン（Burrell and Morgan，1979），邦訳，42 頁。 

63）バレル・モーガン（Burrell and Morgan，1979），邦訳，37 頁。 

64）マートン（Merton，1949），邦訳，24 頁。 

65）バレル・モーガン（Burrell and Morgan，1979），邦訳，113 頁。マートン（Merton，1949），邦訳，3－14

頁。 

66）リカート（Likert，1961），邦訳，v－viii 頁参照。グループ・ダイナミックスは、創始者である K. Lewin が、

マサチューセッツ工科大学にグループ・ダイナミックス研究所（Research Center for Group Dynamics）を設立

し、集団力学の研究を開始したことに端を発している。 

67）リカート（Likert，1961），邦訳，157 頁。 

68）メーヨー（Mayo，1933），邦訳，103 頁。 

69）宍戸（2012），13 頁。 

70）野中他（1978），202－203 頁。野中他（1978）によると、経営学では、コンフリクトの定義は、研究者が研

究目的によってどの側面を照射するかで多様に展開され、対象範囲は、組織のあらゆるレベル（個人内、個人間、

集団間、組織間）に存在し、組合せにより多くのタイプが考えられる。 
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第２章 人間観の変遷に基づく抵抗議論のレビュー  

 

第１節 はじめに 

本章の目的は、経営学で提唱されてきた人間観の変遷に基づく抵抗議論のレビューについて、

提示することである。これは、組織のマネジメントにおいて、組織変革における抵抗がどのよう

に扱われてきたのかについてレビューすることによって、今日的な抵抗議論の意義を明確にする

ことができると考えている。 

ここで、人間観とは、坂下（2007）によれば、経営者が従業員に持っている見方である。具体

的には、シャイン（Schein，1965）が提唱している４つの人間観モデルに従って、それぞれのモ

デルにおいて代表的な諸研究をレビューし、そこで論じられてきた抵抗議論について提示する 1）。

第２節では、合理的経済人モデルにおける抵抗議論について、ウェーバー（Weber，1947）、テ

ーラー（Taylor，1911）、およびファヨール（Fayol，1916）の議論を提示する。第３節では、社

会人モデルにおける抵抗議論について、メーヨー（Mayo，1933）、バーナード（Barnard，1938）、
およびリカート（Likert，1961）の議論を提示する。第４節では、自己実現人モデルにおける抵

抗議論について、マズロー（Maslow，1954）、マグレガー（McGregor，1960）、およびアージ

リス（Argyris，1964）の議論を提示する。第５節では、複雑人モデルにおける抵抗議論について、

シャイン（Schein，1965）の議論を提示する。 
 

第２節 合理的経済人モデルにおける抵抗議論 

 合理的経済人モデルとは、坂下（2007）によれば、功利主義的な合理人モデルともいわれ、個

人は自己の利益のために企業組織の中で仕事をし、また個人が仕事行動をとる際には前もって合

理的な利益計算を行う人間観であると指摘されている。 

 

１．ウェーバー（Ｗｅｂｅｒ，１９４７）の研究 
(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 
①目的 

この研究の目的は、権力による支配（服従ともいえる）の３類型（合法的・伝統的・カリスマ

的)を綿密に比較することで、官僚制組織の機構を明らかにすることである。 

②方法 

この研究の方法は、文献渉猟調査と緻密な思考作業によるものである。具体的には、現実の組

織を対象にして、観察を行い、理念型を用いて官僚制組織を説明している。 

③結論 
この研究の結論は、上記の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 2）。第１に、官

僚制の特徴は、規則（法規または行政規則）によって、一般的に系統づけられた明確な官庁的権

限の原則が存在することである。その詳細は、具体的に次の３つである。a）官僚制的に支配され

た組織の目的上必要な規則的活動が、職務上の義務として明確に分配されている。b）この義務を

履行するのに必要な命令権力が同じく明確に分配され、この命令権力に割り当てられた（物理的

または宗教的その他の）強制手段も規律によって明確に限定されている。c）分配された義務を規

則的かつ継続的に履行し、それに対応する権利を行使するための計画的配慮が、一般的に規制さ
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れた資格を備えた人々を任命することによってなされている。この３つは、合法的支配において

は、官僚制的官庁が存在する基礎になっており、私経済的支配においては、官僚制的経営が存立

する基礎になっている。これらの制度は、政治的・宗教的共同体の領域では、近代国家、いわゆ

る私経済の領域で資本主義のもっとも進歩した組織においては、初めて完全な発達を遂げている

と指摘されている。そして、官職階層制と審級制の原則（上級官庁による下級官庁の監督をとも

なう原則）によって、組織間相互の関係には、明確に系統づけられた上下関係の体系がある。そ

こにおける、近代的な職務執行は、原本あるいは草案のまま保管される書類に基づき、専門性の

高い従順な事務所スタッフが従事することで遂行されている。彼・彼女らの職務活動は、通常徹

底した専門的訓練を前提としており、職務が完全に発達を遂げると、職務上の活動は官僚の全労

働力を要求するようになって拘束労働時間の基準が明確に限定される。そして、官僚の職務執行

は、一般的な規則（習得可能な規則）にしたがって行われるようになる。 

第２に、官僚の地位は、天職であり、多くは長期間にわたって、全労働力を要求されるが、安

定した生活を与えられるのと引き換えに、職務忠誠義務を引受けることである。この職務忠誠義

務は、非人格的な没主観的目的に向けられる。しかし、官僚の個人的地位は、次のような３つの

形をとっている。a）公的な官僚も私的な官僚も近代の官僚も被支配者に比べて、とくに高い社会

的評価を常に得ようとし、多くはそれを享受する。b）純粋な型の官僚制的官僚は、上級機関によ

って任命され、その地位の終身性は、公的な、またはそれに近い官僚制的組織に存在する。これ

については、他の組織においても同様で、個人的な考慮に左右されることなく、厳密に没主観的

に職責を全うすることを保障するという目的をもつのである。官僚は、固定の俸給である貨幣報

酬を受け、恩給による老後の保障を受け、彼・彼女らは給料の安い地位から高い地位に昇進する

出世に関心を持っている。 

第３に、官僚制化の前提は、貨幣経済の発達が官僚制化を維持するための恒久的な収入の存在

という前提に結びついた行政事務の量的発達、行政事務の質的な拡大と内部的発達に依存してい

ることである。この根拠は、官僚制組織が発達する決定的な理由は、他の組織形態に比較して、

技術的に卓越していることにある。完全な発達を遂げた官僚制機構では、機械の精確さ、迅速性、

明確性、文書の精通、持続性、慎重さ、統一性、厳格な従属、摩擦の除去、物・人的な費用の節約

は、訓練を積んだ個々の官僚による厳密に官僚制的な行政においては、最高度にまで高められて

いる。以上からすると、完全な発達を遂げた官僚制には、憤怒も不公平もないことになる。官僚

制が、非人間化されるほど、より完全に資本主義に好都合な独特な特質を発展させることになる

のである。ここでの完全にとは、官僚制が愛や憎しみ、および一切の個人的な、非合理的な感情

的要素を公務の処理から排除することである。それは、官僚制の特性として賞賛されている。そ

して、官僚制構造は、経営手段の集中と連携して進行する。これが、官僚制は支配行使であるが、

抽象的な規則に基づいている、という特有な原理である。この理由は、人的および物的な意味の

権利の平等への欲求から、特権の忌避やその都度式の事務処理を原理的に拒否することが生じる

ことによると指摘されている。 

 第４に、官僚制機構の永続的性格は、官僚制が完全に実施されると、もっとも破壊困難な社会

組織の１つになることである。 

 最後の第５に、官僚制化の経済的、および社会的帰結は、その帰結が成立途上にある官僚制機

構の占める分野がどのようなものであるかに左右され、この機構を利用する勢力がそれにどのよ

うな方向を指し示すかということに左右されることである。このことから、官僚制は、合理的な
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性格を持っており、規則、目的、手段、没主観的非人格性が、その細かな動作を支配すると指摘

できるのである。 

 

(２)抵抗の取り扱い 

ウェーバー（Weber，1947）は、官僚制支配の組織において、理想的な官僚は、憤怒、不公平、

憎しみ、激情がなく、それゆえ愛も熱狂もなく、ひたすら義務観念の命じるままに、その職務を

遂行する人であると想定している。これに依拠して、多くの経営者は、唯一最善の組織として、

官僚制組織という枠組みにおいて、あたかも人を無感情の存在と捉え、また組織を精密機械のよ

うに捉えている。よって、ウェーバー（Weber，1947）がいう抵抗とは、機械的抵抗であり、例

えば、故障、摩耗とか損傷という現象になる。これについて、彼は、「完全な発達をとげた官僚制

は、特殊な意味において、「憤怒も不公平もなく（sine ira ac studio）という原則にもしたがうも

のである」3）と述べている。 
 

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 
①除去 

ウェーバー（Weber，1947）は、抵抗の除去について、官僚制においては人間を精密機械と見

立てて、彼・彼女らが感情を鼓舞しないようすることで組織目的を達成すると主張しており、こ

のマネジメントは除去の１つであると指摘している。これについて、彼は、「もしも、官僚制的

支配機構が活動を停止し、それともこの活動がおびただしく阻害されるなら、その結果生じるの

は、混乱にほかならないのであって、この混乱を克服するために被支配者のあいだからそれにか

わるものを即座につくりだすことは困難である」4）と述べている。また、彼は、官僚制がひとた

び完全に実施されると、それは最も破壊困難な社会組織の１つになるが、官僚は、編入されてい

るその機構から退職することはできないこと、その官僚が圧倒的大多数になれば、機構の中で専

門的任務を委ねられた個々の歯車になってしまうことを指摘している。 
②織り込み済  

ウェーバー（Weber，1947）は、抵抗の織り込み済について、官僚制を作りあげることに焦点

が注がれており、それほど明確には述べていない。 
  

２．テーラー（Ｔａｙｌｏｒ，１９１１）の研究 
(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 
①目的 

この研究の目的は、生産現場において、経営者は、その作業効率を上げて企業を繁栄させ、そ

の一方で従業員には相場よりも高い給与を支払わなければならないが、そのために作業の効率向

上の方法を科学的に明らかにすることである。後に、彼の主張したマネジメントは、科学的管理

法と呼ばれ、世界中に普及した。 

②方法 

この研究の方法は、観察と試行実験である。具体的には、アメリカのミッドベール・スチール

での従業員を対象とした作業、疲労度に関する実験、および自転車のベアリング用ボール造り工
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場で、製品の検査をする仕事を対象とした観察と試行実験である。当時（1878 年）、作業ペース

や出来高は、作業をしている従業員が決定していたために出来高は一定しておらず、経営上の大

きな課題であった。そこで、テーラー（Taylor）は作業長に昇進後、出来高を増やす取り組みを

３年間行っている。彼は、職長に就任後、ミッドベール・スチールの社長から承諾を得て、さま

ざまな作業の所要時間を科学的な手法で測定している。具体的には、自転車のベアリング用ボー

ルの検査作業の改善がある。当時、検査作業は、20 人以上の若い女性が行っており、１日の労働

時間は、平日は 10 時間 30 分、土曜日は半日であった。１日の作業量と日給は変更せず、発言力

の大きい検査担当者に個別面談後、労働時間を 10 時間 30 分から 10 時間に変更している。その

際に検査担当者に、勤務時間の満足度のアンケート調査を実施している。数か月後、日給は変更

せず、独断で１日の労働時間を 10 時間、９時間 30 分、９時間、８時間 30 分と段階的に短縮し

ている。その検査は、二重検査であるが、初日は一般の検査員が検査し、翌日は信頼できる４人

の検査担当者のうちの１人が再検査し、その翌日は主任検査員が、４人のうちの１人が再検査し

たロットの１つを再々検査する仕組みで行っている。二重検査が公正に行われているかを確認す

るために、職長が各種の欠陥品の数を記入し、欠陥品を混ぜることも実験している。日々の出来

高と品質を日々正確に記録し、１人ひとりの時間の使い方を細かく調べ、ストップウォッチと記

録用紙で、正確な動作時間研究を行っている。なお、１日の労働時間を 10 時間 30 分から８時間

30 分に短縮後に検査担当者を観察している。 
③結論 

この研究の結論は、上記の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 5）。従来の仕事

のやり方に科学的管理法を取り入れることで、作業効率の向上と従業員の人間関係の改善・向上

が図られたことである。具体的には、上述の自転車のベアリング用ボール製造工場において、１

番大きな製品製造を改善する仕事を対象に科学的測定を行っている。そこで、１人ひとりの作業

の時間を調査した結果、勤務時間が 10 時間 30 分のときは、作業中に無駄話や、何もしていない

時間の多いことが判明した。しかし、興味深いことは、労働時間を短縮する度に想定とは異なっ

て検査件数が増加したことである。例えば、労働時間は 10 時間 30 分から８時間 30 分に短縮し

た際に、120 人で行っていた作業が 35 人で行えるようになり、製品の品質が向上している。また、

１日に４回の休憩を設けて、過労の心配がなくなり、賃金が８割から 10 割に上昇している。従業

員は、マネジャーから心遣いや配慮をされ、うまくいかないときは手助けや指導を受けられる安

心感が得られ、良好な人間関係が構築された。よって、労使トラブルやストライキがなくなって

いる。 
 

(２)抵抗の取り扱い 
テーラー（Taylor，1911）は、従業員ののらりくらりとした作業態度や怠業行動を抵抗として

取り扱っている。これについて、彼は、「働き手と雇用主、両方の利益を損なう最大の悪弊は、何

といっても計画的な怠業である」6）と述べている。そして、彼は、集団的な抵抗としては、工場の

運営は、実作業を行なう従業員全員が協力して、各作業をどれだけのペースで行うかを決定し、

工場中の機械の速度を設定するが、その値は最も良い時と、その３分の一に抑えられる場合があ

った。また、新しい従業員が入ると、同僚たちが各作業の望ましい出来高を詳しく説明し、もし

守らなければすぐに追い出すように画策することや、従業員が持ち場の機械を分からないように

損傷あるいは故障させ、それを作業長のせいにしている例えのあることを指摘している。 
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(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 
①除去 

テーラー（Taylor，1911）は、抵抗の除去について、労働条件の改善、科学的管理法による出

来高制の導入、研修や教育（マネジャー層と従業員、仕事のやり方の訓練）、面接、人の入れ替え

を抵抗の除去として取り扱っている。ただし、処遇については、機械工場の事例では、彼は、「出

来高と品質、両方で高い成果を上げた者は昇給させ、いま一つ仕事に熱が入らない者は減給にし

たほか、仕事が遅い、あるいはぞんざいであるなど、改善の見込みがない者は解雇した」7）と述

べている。また、彼は、自転車のベアリング用ボールの検品作業の改善においては、変更前、成

績優秀で発言力のある検査担当者（キーマン）を個別面談して、勤務時間の短縮を説明させ、彼・

彼女らには、勤務時間の満足度のアンケート調査を実施したことを指摘している。 
②織り込み済 
テーラー（Taylor，1911）は、抵抗の織り込み済について、労働条件の改善、科学的管理法に

よる出来高制の導入、研修や教育（マネジャー層と従業員、仕事のやり方の訓練）、面接、人の入

れ替えに焦点が注がれており、それほど明確には述べていない。 

 

３．ファヨール（Ｆａｙｏｌ，１９１６）の研究 
(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 
①目的 

この研究の目的は、企業の全般管理について、その規範的な原則を明らかにすることである。 

②方法 

この研究の方法は、長期間にわたる職場の経験則を回顧・整理することである。なお、ファヨ

ール（Fayol）は、1860 年 19 歳で、コマントリ・フールシャンボー鉱山会社に炭坑技師として入

社し、６年後、支配人に任命され、1872 年には同社とモンビック炭坑の所長に昇進している。そ

の後 1888 年、コマントリ・フールシャンボー・ドゥカズビィユ鉱業会社の取締役社長に就任し、

1918 年に退任するまでの 30 年間にわたり最高責任者であった。 
③結論 

この研究の結論は、上記の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 8）。第１に、企

業活動は、具体的に次の６つのグループに分けることができることである。a）技術的活動（生産、

製造、加工）は、技術的活動の数と多様性ならびに重要性、（物質的、知的、精神的な）あらゆる

種類の生産物が一般に技術者の手で作られ、技術的職能は、企業の運営と繁栄に必要で、６つの

本質的な職能は緊密な相互依存の関係にある。b）商業的活動（購買、販売、交換）は、購買と販

売については製造する術と同様に重要であり、市場や競争者の力についての深い知識、長期的な

予測と大規模な企業においてはさまざまな協定が必要であり、指定価格に注意が必要である。c）
財務的活動（資本の調達と管理）は、資本を手に入れ、自由に処分し得る資金から可能な最大の

利益を引き出し、無謀な資本の固定化を避けるために巧みな財務的管理を必要とする。d）保全的

活動（財産と従業員の保護）は、財産と従業員を窃盗や火災、洪水から守り、ストライキやさま

ざまな危害と、社会的秩序のあらゆる障害を遠ざけることが使命である。e）会計的活動（財産目
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録、貸借対照表、原価、統計、等々）は、企業の経済的状況について正確で明瞭で的確な情報を把

握し、どこにいて、どこにいくかを絶えず知ることを可能にする必要がある。f）管理的活動（予

測、組織、命令、調整、統制）は、予測し、組織し、命令し、調整し、統制することである。予測

とは、将来を吟味し、活動計画を作成すること。組織するとは、企業の物的ならびに社会的な二

重の組織を構成すること。命令とは、従業員を機能させること。調整とは、あらゆる活動とすべ

ての努力を結びつけ、一元化して調和させること。統制とは、すべての事柄が確立された基準と

与えられた命令とに従って行われるように注意することである。ここでの管理は、程度の問題で

ある。多様で変わりやすい状況、同じようにさまざまで変り易い人間、その他多くの可変的な要

素を考慮しなければならないのである。 
第２に、経験値から f）管理的活動については、さらに 14 の管理原則を指摘していることであ

る。具体的には、分業、権限、規律、命令の一元化、指揮の一元化、個人的利益の全体的利益の従

属、報酬、権限の集中、階層組織、秩序、公正、従業員の安定、創意、従業員の団結である。 
 

(２)抵抗の取り扱い 

ファヨール（Fayol，1916）は、規律が欠けていることや責任者と部下の相互理解が不十分で、

責任者の無能力さが、従業員にストライキや疾病、躊躇や混乱、不満、仕事における混乱を招い

ていることを抵抗として取り扱っている。彼は、規律があって、責任者がうまく指揮している時

には、従業員は従順でかつ献身的で、抵抗がない状態であると指摘している。これについて、彼

は、「規律の欠けていることが発現する時、あるいは責任者と部下の相互理解が非常に不十分な時、

その責任を決していい加減にその集団の劣悪な状態のせいにするだけに止めてはならない」9）と

述べている。また、彼は、抵抗は、命令の２元性が繰り返された結果、部下の躊躇や混乱、自尊心

を傷つけて、遠ざけられた責任者の不満や仕事における混乱が見られることを指摘している。 

 

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 
①除去 

ファヨール（Fayol）は、抵抗の除去について、主に、規律（創意）と、人の入れ替え、管理者

（責任者）の養成を指摘している。彼は、創意について、「計画を立案し、その成功を確実なもの

にするということは、知的な人間が経験し得る最高の素晴らしい満足の１つである。（中略）この

ような能力をできるだけ奨励し発展させることが必要である」10）と述べている。彼は、無能力者

の排除についても、何らかの理由で自己の職務を十分に遂行することができない従業員を排除し

なければならないこと、および従業員間に団結や活動性、創意、献身をさせるように、不和の芽

を摘み取ることによって、管理者（責任者）は従業員の団結に貢献することや、活動計画と企業

の管理者（責任者）の養成である公正の願いや平等の願いは、従業員の取り扱いにおいて、十分

に考慮に入れなければならないことも指摘している。 

②織り込み済 
ファヨール（Fayol）は、抵抗の織り込み済について、規律と、責任者のリーダーシップ、活動

計画、および担当者の養成に焦点が注がれており、それほど明確には述べていない。 

 
第３節 社会人モデルにおける抵抗議論 
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社会人モデルとは、坂下（1985）によれば、社会的安定感や帰属感を求めて行動する非合理人

ともいわれる人間観であると指摘されている。 

 

１．メーヨー（Ｍａｙｏ，１９３３）の研究   

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 
①目的 

この研究の目的は、生産性向上を図る方策として、労働者が行う作業とその作業条件の関係を

明らかにすることである。ここでの仮説は、作業条件を良くすれば生産性は向上するということ

である。 

②方法 

この研究の方法は、観察、試行実験、面接である。具体的には、アメリカ合衆国のウエスター

ン・エレクトリック会社のホーソン工場の従業員を対象に行っている有名なホーソン工場実験で

ある。当初３年間は、労働者とその作業に及ぼす照明の効果を比較している。同様の照明を設置

した２つの実験室に同じ仕事を行う労働者を分けて、一方の実験室の照明を減少して生産高を比

較している。その結果により、その後 1927 年４月から 1932 年半ばまで、５年間にわたり条件を

変更して連続実験を行っている。条件は、休憩時間の取り方の変更、出来高の支払い方法の変更、

間食の支給、仕事終了時間の変更で、それによる生産高を比較している。具体的な作業は、電話

継電器の組立で、各部品をそれぞれ４個の機械ネジでしめつけるもので、その組立時間も計測し

ている。 
実験は第１期から第 15 期まで行われ、グループの人数は６人（作業台５人、部品をそろえて渡

す係１人）である。グループの選出は、組立経験者である。室内の温度と湿度を測定して、本調

査の２週間前に各従業員の生産高を記録して、それを基準にしている。これは第１期である。第

２期は、実験室に移動して５週間労働条件と作業手順を変更せず生産高を記録している。第３期

は、８週間継続され、支払い方法が変更されている。以前は 100 人のうちの１人として団体出来

高払いであったが、５人１組のグループになっている。第４期は、５週間継続され、支払い方法

はグループ支払いのまま、午前 10 時と午後２時に５分ずつ休憩が与えられた。第５期は、10 分

間の休憩を２回とり、４週間継続された。第６期は、４週間継続され、５分間の休憩を６回与え

られた。第７期は、11 週間継続され、午前９時 30 分に従業員がコーヒーやスープやサンドイッ

チなどの軽食をとるために 15 分間休憩し、午後２時 30 分には 10 分間休憩している。第１期か

ら第７期までは前半の実験である。第８期は７週間継続され、第７期の条件はそのまま継続され、

毎日 30 分終業時間を短縮し、午後４時 30 分に終業している。第９期は、４週間継続され、毎日

の終業時間は午後４時に終業している。第 10 期は、12 週間継続し、第７期の労働条件に戻して、

午前９時 30 分に軽食をとるために 15 分間休憩し、午後２時 30 分には 10 分間休憩し、午後５時

に終業している。第 11 期は、12 週間継続され、週休２日に変更されている。第 12 期は、12 週

間継続され、労働条件は第３期に戻している。軽食はなく、休憩も１日の労働時間も週の労働時

間も短縮していないが、面接制度が開始されている。第 13 期は、31 週間継続され、飲み物は支

給し、食べ物は支給しない点が変更され、第７期の労働条件に戻して、午前９時 30 分に軽食をと

るために 15 分間休憩し、午後２時 30 分には 10 分間休憩し、午後５時に終業している。第 14 期

は、８週間継続され、第 11 期の労働条件に戻り、週休２日に変更されている。第 15 期は、第 13
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期の労働条件に戻し、飲み物は支給し、食べ物は支給せず、午前９時 30 分に軽食をとるために 15
分間休憩し、午後２時 30 分には 10 分間休憩し、午後５時に終業している。 
③結論 

この研究の結論は、上記の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 11）。第１に、労

働者とその作業に及ぼす照明の効果は、生産高に影響はなく、（非公式な）人間関係が課題となる

ことである。この実験は、1927 年４月からの調査が実施されている。第７期と第 10 期および、

第 13 期の労働条件は同一で、週平均生産高は、第７期は 2500 台未満、第 10 期は 2800 台超え、

第 13 期は約 3000 台と増加している。第 13 期は、休憩とお茶とお菓子を復活して、生産高が最

も高くなっている。第 12 期は軽食も休憩時間もない第３期と労働条件が類似しているが、週平均

生産高が第３期は 2500 未満で、第 12 期は 2900 台以上に増加している。つまり、照明の効果と

生産高には関係がそれほど認められず、むしろ人間関係（休憩やお菓子復活による雑談）が効果

を及ぼしていることが判明したのである。 
次に、面接が導入され、生産高度の生産量と、従業員が楽しく自由で幸福を感じる労働環境・

条件と関係していることが判明し、実験作業室の条件の仮説とは異なり、従業員の満足度が向上

したことを明らかにしている。その際、従業員の心理的変化を調査するために、実験室の主任観

察者は、労働条件を決定するのは彼女ら自身が行うように導いており、彼女らは、実験期間中の

５年間、強制されていると感じたことがなかったと述べている。また、生産高を上昇させるため

には、相当の時間をかけて従業員に心理的変化を起こさせることが必要であるが、作業や労働条

件、人間関係に対する不満の減少と関係していることを併せて指摘している。そして、職位が低

い従業員にもより深く人間的考慮を行うことでその従業員の心理態度の変化が生じ、生産高上昇

に影響のあることを明らかにしている。なお、４人の従業員には職場以外でも個人的な交流が生

まれ、人間関係の構築ができていることが判明している。 
 

(２)抵抗の取り扱い 

メーヨー（Mayo，1933）は、不安や疑念、退職や従業員が納得していないといった人間の心理

的な問題を抵抗として取り扱っている。これについて、彼は、「機械は非効率であればすぐその状

態がわかるが、人間関係を取り扱う方法となると、それが理性ではなく、むしろ、たんに慣習や

慣例にもとづくものであるとしても、そのことにはなかなかきづかないものである」12）と述べて

いる。彼は、従業員は、当初、不安と沈黙と会社への疑念を抱いていたが、実験の第８期には、従

業員の退職や、その後の復職もあり、人間がその仕事の事情を十分納得して働くことができない

場合は、機械とは異なり、「いやだ、いやだ」と思いながら働かざるを得ないので、不満を抱く状

況や不誠実を押しつけられる状況に耐えられないので、計画から実行に移す場合には、気を配ら

なければならないことを指摘している。 
 

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 
①除去 

メーヨー（Mayo，1933）は、抵抗の除去について、参加と面接制度および、休憩制度の導入が、

従業員間の人間関係（不満の減少）を和らげ、面接制度を効果的に行うために、監督者の養成が

必要であることを指摘している。参加について、彼は、「グループの者が重要な決定にも参画で
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きるという気持ちは明らかに深まってゆき、心からとけあって一体となった」13 と述べている。

また、生産性の高い監督への面接は、今まで改善の見込みがない従業員にも、深い信頼と親密な

態度が表れていることから、面接について、彼は、「事実上彼女たちとの間に監督も何もいらな

いほどの信頼と友好関係がうちたてられ、全然圧力を加えたり監励したりしなくとも、彼女たち

にはその改善をつくすことに信頼がおけるようになった」14）と述べている。 
そして、メーヨー（Mayo，1933）は、面接は、企業と従業員の意思疎通を図るために行われて

いたが、そのやり方に注意が払われ、改善されて、そのやり方が向上していること、休憩時間の

導入については、従業員の満足感が高まったこと、欠勤率が約 80％減少していること、良い監督

者（リーダー）を養成することも指摘している。ただし、彼は、面接において、仕事に対する不満

解消や改善できているが、他の従業員や監督者に対する人間的事情による不平や不満、コンフリ

クトはすべての職場にあり、事情が異なるごとに監督者は異なった役割を果たしていることも指

摘している。 
②織り込み済 
メーヨー（Mayo，1933）は、抵抗の織り込み済について、参加による面接制度と休憩制度の導

入に焦点が注がれており、それほど明確には述べていない。 
 

２．バーナード（Ｂａｒｎａｒｄ，１９３８）の研究   

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 
①目的 

この研究の目的は、公式組織における協働を明らかにすることである。 

②方法 

この研究の方法は、長期間にわたる職場の経験則に基づくもの（規範）である。具体的には、

約 40 年間にわたりアメリカ電話電信会社に勤務し、営利会社経営の管理職経験を経て、ニュージ

ャージー・ベル電話会社の社長になった経験と公務経験によるものである。 
③結論 

この研究の結論は、上記の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 15）。第１に、公

式組織とは、意識的で、計画的で、目的をもつような人々相互間の協働である、ということであ

る。ここでは、特定の協働体系の参加者としての人間と見なしている。人々の努力はそれが協働

的である限りにおいて非人格化され、社会化される。個人から協働体系に働きかけている明確な

社会的要因は存在せず、社会的要因は協働体系、ならびに他の社会的関係から個人に対して働き

かけられるものである。次に、組織の定義として、組織とは、a）相互に意思決定を伝達できる人々

がいる、そして b）それらの人々は行為を貢献しようとする意欲をもって、c）共通目的の達成を

目指すときに、成立することを指摘している。具体的に、組織の要素は、a）伝達（コミュニケー

ション）、b）貢献意欲、c）共通目的である。 
第２に、非公式組織は、無意識的な社会過程から成り立っていることである。それは、a）一定

の態度、理解、慣習、習慣、制度を確立し、b）公式組織の発生条件を創造するということである。

公式組織は非公式組織から発生し、非公式組織にとって重要なものである。公式組織における非

公式組織の機能は、a）伝達機能、b）貢献意欲と客観的権威の安定とを調整することによって、

公式組織の凝集性を維持する機能、c）自立的人格保持の感覚、自尊心および自主的選択力を維持
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する機能である。 
 第３に、誘因について、個人の貢献を求める組織の立場からは、効果的な誘因は、積極的誘因

を見出すか、あるいは消極的誘因、すなわち負担を軽減するか、取り除くかのいずれかである、

ということである。これは、作業を減らす、あるいは終業時間の短縮などである。まず誘因を特

殊的なものと、一般的なものに区分する。特殊的なものは、a）物質的誘因：貨幣、物ないし物的

条件であり、雇用受諾の誘因、奉仕に対する報償、貢献に対する報酬として個人に提供されるも

の、b）個人的で非物質的な機会：生存に必要な最低限の物質的報酬を与えたのちには、協働的努

力確保にとって重要となる。c）好ましい物的条件：協働に対する重要な要因である。d）理想の

恩恵：非物質的、将来的または利他主義的関係に関する個人の理想を満足させる組織の能力であ

る。次に、一般的なものは、a）社会結合上の魅力…社会調和を意味する。b）情況の習慣的なや

り方と態度への適合…異なる方法で訓練されたあるいは、よそ者の態度をもった新参者を拒否す

るという、あらゆる組織にみられる一般的な習わしである。c）広い参加の機会…事態の成行きに

広く参加しているという感情を満たす機会である。d）心的交流の状態…社会関係における人格的

なやすらぎの感情であると指摘している。 
第４に、組織における適応の本質的な過程は、意思決定であり、現在の目的と物的、生物的、

社会的、感情的、道徳的なものからなる客観的環境とから始まることである。意思決定の理想的

な過程は、過去の歴史、経験、知的に照らし、現状における行為の将来的結果の予想に基づき、

戦略要因を識別すること、および目的を再限定するか変更して調整され、特定の組合せをもたら

すと指摘している。 
 
(２)抵抗の取り扱い 

バーナード（Barnard，1938）は、対立を抵抗として取り扱っている。彼は、「協働や組織は、

観察、経験されるように、対立する事実の具体的な統合物であり、人間の対立する思考や感情の

具体的統合物である。（中略）対立から生ずる結果には、３つの種類があり、a）行動の麻痺状態

が生じ、感情的緊張を伴い、挫折感、梗塞感、不安あるいは決断の喪失および自信の欠如にいた

る場合、b）ある１つの準則と遵守と他の準則の侵害があり、罪悪感、不愉快、不満足あるいは自

尊心の喪失にいたる場合、c）直接欲望、衝動、関心あるいは一つの準則の指令を満たしながら、

他のすべての準則にも合致する代替行動が見出される場合、のいずれかである」16）と述べている。 
  

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 
①除去 

バーナード（Barnard，1938）は、抵抗の除去の方法について、誘因と説得を指摘している。

彼は、その誘因には、新参者を拒否することが含まれ、説得には、強制も含まれ、強制排除は、直

接影響を受けない人の間に恐怖を作り出して、組織に一定の貢献を起こさせるように、みせしめ

による説得の方法としても用いられていることを指摘している。彼は、「効果的な誘因の問題は

積極的誘因を見出すか、あるいは消極的誘因、すなわち負担を減らすか取り除くかのいずれかと

なる。（中略）もし、組織が、必要とする個人的貢献にふさわしい誘因を与えることができない

場合には、提供しうる誘因が適当となるように多くの人々の欲望を説得によって改変しないかぎ

り、その組織は存続しえなくなるであろう」17）と述べている。 
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②織り込み済 
バーナード（Barnard，1938）は、抵抗の織り込み済について、管理者の意思決定と管理職位

および、経営者と従業員の相互の協働に焦点を注いでおり、それほど明確には述べていない。 
 

３．リカート（Ｌｉｋｅｒｔ，１９６１）の研究   

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 
①目的 

この研究の目的は、企業の生産性を向上させるために、高い業績を上げている経営管理者と低

い業績の経営管理者を比較して、有効なリーダーシップについて明らかにすることである。 

②方法 

この研究の方法は、文献渉猟調査と調査・実験である。具体的には、アメリカ合衆国のミシガ

ン大学社会科学研究所が 1947 年から 15 年以上行った実証研究を 35 以上の官庁、病院、政府機

関、教育や諸集団、企業を対象として、標本面接調査やコントロールされた現場実験により、統

計分析を行っている。研究課題は 75 以上である。リカート（Likert，1961）は、テーラー（Taylor，
1911）が指摘しているとおり、作業遂行における人間的要因は作業方式の改善に重要であり、リ

ーダーシップに着目して高業績の管理者と低業績の管理者のリーダーシップを比較している。 
 

③結論 
この研究の結論は、上記の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 18）。第１に、高

生産部門の管理者は、部下たちの人間的問題を考慮し、部下の昇進、転任、昇給をよく推薦し、

組織内で起っていることやどのように対応しているかを部下に知らせて、部下の不平や苦情を聞

いてコミュニケーションを図っていることである。また、監督者と部下の情報共有が正確であり、

管理者から上層部へ正確な情報の伝達が容易になっている。管理者のリーダーシップが効果的で

あるほど、同僚集団に対する強い忠誠心を示し、自発的に助け合い、好ましい人間関係が構築さ

れ、雰囲気が良好で、高い生産水準を達成している。さらに同僚集団に対する忠誠心が強い集団

の方が、忠誠心が弱い集団よりも欠勤が少ないことが明らかになっている。高業績の監督者は、

低業績の管理者よりも参加を用いることが多く、高度の遂行目標をもつ効果的な作業集団を構成

していることも明らかになっている。 
第２に、従業員が監督者から生産性向上のための不当な圧力が大きいと感じるほど、従業員は

管理者に対して信用と信頼を減少させ、苦情や不満も表出しにくくなり、意思決定に必要な情報

を判断することに影響のあることである。また、従業員が管理者との葛藤を大きく感じているほ

ど、生産性は低い。 
 

(２)抵抗の取り扱い 

リカート（Likert，1961）は、従業員の上役に対する敵意、不信、怠業、攻撃的反応を抵抗と

して取り扱っている。これについて、彼は、「経営管理層に対する敵意と憤慨、監督者に対する不

信、仲裁にまで持ち込まれるような苦情、怠業や職場放棄、その他類似の障害を最も頻繁に起こ

す作業集団なのである」19）と述べている。 
リカート（Likert，1961）は、管理者が業績向上のために圧力を加えると、その監督者には、
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苦情が持ち込まれにくくなることや、敵意、恐怖、不信、その他の類似する態度は、情報の流通

と受容を減退させるだけでなく、コミュニケーションも歪曲しようとする動機を喚起する傾向が

あることを指摘している。 
 

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 
①除去 

リカート（Likert，1961）は、抵抗の除去について、リーダーシップを指摘している。彼は、

「リーダーと成員は、集団での役割の一つとして、集団コミュニケーション、意思決定および類

似の過程が、効果的に遂行されうるような雰囲気と関係を確立し、維持する。このことは、支持

的雰囲気のような積極的な条件を作り出すだけでなく、また、いかなる否定的な、あるいは、妨

げる要因を排除することをも意味する」20）と述べている。彼は、参加については、参加を可能に

するほど、ゆっくりとした変化が起れば、スムーズにいくし、変化を促進させる動機づけをもた

らすことができるが、規模が大きい組織は、規模が小さい組織よりも、不当な緊張をもたらすこ

となく、与えられた期間内に意義ある変化をもたらすことはより困難であり、長い時間がかかる

ことを予期しておく必要があることも指摘している。彼は、その期間については、組織内にスム

ーズに、過度の緊張なく主要な技術的変更をもたらすには、通常２～３年、経営体系を変更する

場合には、３～４年、従業員が 200 人～300 人以上では、全面的に変更するために、５年以上、

大企業であれば、それ以上の時間を要することも指摘している。 
②織り込み済  

リカート（Likert，1961）は、抵抗の織り込み済について、リーダーシップに焦点を注いでお

り、それほど明確には述べていない。 
 

第４節 自己実現人モデルにおける抵抗議論 

自己実現モデルとは、坂下（2007）によれば、自己実現欲求を満たすために働いているという

人間観であると指摘されている。 

 

１．マズロー（Ｍａｓｌｏｗ，１９５４）の研究   

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 
①目的 

この研究の目的は、古典的心理学に基づいて、人間のパーソナリティについての概念を人間性

のさらに高いレベルに到達させることによって、拡大させることである。 

②方法 

この研究の方法は、文献渉猟調査と実験である。具体的には、実験の被験者は、現代人７人と

２人、歴史上の人物２人、有名人および歴史上の人物７人、現代人で５人（一部データとして使

用）である。個人的な知り合いや友人、および有名人や歴史上の人物から選び、それに加えて、

最初の実験では、大学生 300 人を対象としている。そのうち、対象となる被験者は１人で、将来

的に被験者になりそうな対象者は、12 人から 24 人であった。その後、被験者を一部入れ替えて

行っている。臨床的定義を用いて対象者を選択し、２年以上にわたり行われたが、完了を前に中
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断している。 
③結論 

この研究の結論は、上記の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 21）。自己実現人

とは、自分たちに可能な最も完全な成長を遂げてしまっている人々、あるいは遂げつつある人々

である、ということである。この基準は、過去あるいは現在において、安全や所属、愛、尊敬、自

己尊重などの基本的な欲求と、知識や理解を求める認知的な欲求が満たされていること、あるい

はわずかでもこの基本的欲求が克服されていることのどちらかを意味している。自己実現人は、

安全で、安心していられる、承認されている、愛され愛している、尊敬に値し尊敬されていると

感じていること、そして、自分たちの哲学的・宗教的・価値論的な立場を作りあげられている。

当初、この実験の結果は、自己実現者の世間一般での用い方は非現実的で、現実に生きている人

間には、当てはまらなかった。被験者の中には、完全な人間が１人もいなかったからである。ま

た、自己実現人は、行動はかなり自発的で、内面生活、思想、衝動などにおいてはさらに自発的

である。行動の特徴は、単純さや自然さで、気取りや何らかの効果をねらって行動していること

がない。つまらないことで他人を傷つけたり、他人と争ったりしないので機嫌よく肩をすくめて

みせたり、できるだけ快く慣習的儀式にも参加する。非常に重要で基本的だと考えることを行う

際に、その邪魔をするような慣習はめったに許容しない。自律的で個人的ともいえる倫理の基準

をもっていると指摘している。 
 

(２)抵抗の取り扱い 

マズロー（Maslow，1954）は、自己実現人は、文化に組み込まれることを抵抗として取り扱っ

ている。彼は、「人は、自分に適していることをしていないかぎり、すぐに（いつもではないにし

ても）新しい不満が生じ落ちつかなくなってくる。（中略）人は自分自身の本性に忠実でなければ

ならない。このような欲求を、自己実現の欲求と呼ぶことができるであろう」22）と述べている。 
マズロー（Maslow，1954）は、自己実現人の欲求は、自分自身の本性に忠実でなければならな

いような欲求を自己実現の欲求と呼んでおり、いろいろな方法で、文化の中でうまくやっている

が、自己実現人は、文化を承認し、同一化するという意味では、よい適応をしているとはいえず、

文化に組み込まれることに抵抗することを指摘している。 
 

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 
①除去 

マズロー（Maslow，1954）においては、抵抗の除去について、自己実現人では動機づけに焦点

が注がれており、それほど明確には述べていない。 
②織り込み済 
マズロー（Maslow，1954）は、抵抗の織り込み済について、自己実現人の特性から内発動機や

成長動機に関する心理学を構築することを指摘している。彼は、「おそらく、動機づけという概念

は、非自己実現者のみ適応されるべきであろう。（中略）彼ら（自己実現人）は、完全を目ざして

成長しようとしているのであり、自分自身のやり方でよりいっそう完全に発展しようとしている。

彼らにとって動機づけとはまさに人格の成長であり、性格の表現であり、成熟であり、発展であ

る」と 23）と述べている。 
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２．マグレガー（ＭｃＧｒｅｇｏｒ，１９６０）の研究   

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 
①目的 

この研究の目的は、経営者を作るものは何かを系統的に研究して明らかにすることである。 

②方法 

この研究の方法は、文献渉猟と調査である。具体的には、実証的研究は、1954 年アルフレッド・

P・スローン財団の研究助成金による支援で、マグレガー（McGregor，1960）は、アレックス・

バベラスと共に研究を開始している。アレックス・バベラスは、実験室で研究し、マグレガー

（McGregor，1960）は、実施調査を行っている。しかし、1956 年、アレックス・バベラスは、

ベル研究所に転職し、代わりに、テオドール・M・アルフレッドと、多くの大企業の管理者育成の

実態調査について、比較研究を行っている。その対象は、スローン財団奨学金受給者グループで

あった。スローン財団奨学金受給者約 30 人と、その所属企業の 100 人以上である。 
③結論 

この研究の結論は、上記の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 24）。それは、経

営者が人材をマネジメントすることについて、どのような理念をもつかによって、その企業の性

格（文化）が決まり、次世代の経営者の質も決まる、ということである。マグレガー（McGregor，
1960）は、人間観について、X 理論と Y 理論と見方を提示している。ここで、X 理論とは、人間

を a）普通の人間は仕事が嫌いで、できるなら仕事はしたくないと思っている。b）この仕事は嫌

いだという人間の特性があるために、たいていの人間は強制されたり、統制されたり、命令され

たり、処罰すると脅されたりしなければ、企業目標を達成するための十分な力を出さない。c）普

通の人間は、命令される方が好きで責任を回避して、あまり野心をもたず、何よりもまず安全を

望んでいるものである、という見方である。Y 理論とは、人間を a）仕事で心身を使うのは当たり

前で、遊びや休憩の場合と変わらない。b）外から、統制したり、脅かしたりすることだけが、企

業達成に努力させる手段ではない。人は、自分が進んで身を委ねた目標のためには自ら自分にム

チを打って働くものである。c）献身的に目標に尽くすかどうかは、それを達成して得る報酬次第

である。この報酬は、自我の欲求や自己実現の欲求の満足である。d）普通の人間は、条件次第で

は、責任を引受けるばかりか、自ら進んで責任をとろうとする。e.企業内の問題を解決しようと比

較的高度の想像力を駆使し、手練を尽くし、創意工夫をこらす能力は、たいていの人に備わって

いるものであり、一部の人だけのものではない。f.現代の企業において、日常、従業員の知的能力

はほんの一部しか生かされていない、という見方である。 
以上より、経営者が従業員をやる気にさせる方法には、X 理論ではアメとムチという考え方が

ある。生理的欲求と安全に対する欲求を満たす手段は、経営者が操作できるもので、報酬や約束、

奨励金、脅かし、強制といった権限行使による命令や統制という方法もある。賃金、仕事環境、

福利厚生も同様の方法とみなされている。しかし、この方法は、従業員の十分なやる気を起こさ

せる原動力には、あまり効果がない。X 理論では、経営者は、企業の業績が上がらないのは、従

業員が怠けていて、無関心で、責任を取りたがらず、頑なで、創意工夫がなく、非協力であると

考えていることによる。その一方で、Y 理論では人間は成長し発展する可能性があり、統制には

唯一絶対の形はなく、その場その場に即応した必要がある、という考え方である。また、Y 理論
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では、企業内の人間がうまく協調できないのは、その人間のもつ能力を引き出す手腕が経営者に

ないからであると考えている。経営者には、従業員が企業の反映のために、努力することによっ

て、各自の目標を最高に成し遂げられるような条件を作ることが必要であると指摘している。 
 

(２)抵抗の取り扱い 

マグレガー（McGregor，1960）は、人間が、何を要求しているのかを X 理論と Y 理論に分け

ている。抵抗は、その欲求が満たされない過程で、従業員の不満、無関心、怠業、敵意などを抵抗

として取り扱っている。これについて、彼は、「企業の欲求と、個々の従業員の目標や欲求とを完

全に統合することは、現実的にはとても実現できない目標であることは無論である。この原則を

とろうとするときは、どの程度の統合を図れば、従業員が企業の繁栄のために努力しながら、自

分の目標を「いちばん」よく実現できるかを知ることがたいせつである。「いちばん」というのは、

ほかのやり方、たとえば、無関心、無責任、渋々ながらの服従、敵意、怠情といったやり方より、

このやり方ほうが従業員に魅力的であるということである」25）と述べている。 
 

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 
①除去 

マグレガー（McGregor，1960）は、抵抗の除去の方法について、X 理論に焦点が注がれており、

それほど明確には述べていない。 
②織り込み済 
マグレガー（McGregor，1960）は、抵抗の織り込み済について、従業員が決定に影響力をもて

るような参加を指摘している。彼は、「部下の潜在能力を信頼し、経営者は部下に依存している

ことを認識し、かつまた、個人的権威を重視することから生じるマイナスをいくぶんでも避けた

いと願うことである。（中略）これは基本的には、従業員が決定に影響力をもてるような機会と条

件をつくることにある。その影響力はさまざまで、小さいときもあれば大きいときもある」26）と

述べている。 
 

３．アージリス（Ａｒｇｙｒｉｓ，１９６４）の研究   

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 
①目的 

この研究の目的は、個人と組織の統合を明らかにすることである。具体的には、個人と組織の

双方にとってプラスになる方法を見出すことである。 

②方法 

この研究の方法は、文献渉猟調査（先行研究のレビュー）である。 
③結論 

この研究の結論は、上記の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 27）。あらゆる階

層レベルにおいて、組織の目標達成の促進からは、生産的でない従業員の行動があるが、それに

対する適合的な監督者の在り方をマネジメントしなければならないことである。例えば、第一線

監督者は、管理者としての問題をうまく処理するために多くのエネルギーを費やしている、問題
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や労働苦情が増えるのを防ぐために、従業員たちによる生産制限のような彼らの適応活動のうち

にあるものを保護するために時間を費やしている、従業員の自己防衛に対応する、などがある。

一部の管理者層は、これに対してより大きな圧力、より強いリーダーシップ、より厳格な懲罰で

反応するようになるが、このようにして悪循環が繰り返されると指摘している。 
最高管理者は、問題意識がなければ問題にならないのである。その問題解決の仮説には、第１

に、問題解決のための会合では、各人が次の事柄を行うように鼓舞されること、第２に、集団お

よび組織は、そこに次のような諸要因を是認する規範が存在するよう発展させられること、第３

に、次のような諸要因に対抗する規範が存在するように発展させられること、第４に、これらと

反対の諸条件が減少する傾向があること、第５に、意思決定の際の効果性があること、である。 
リーダーシップについては、組織構造と調和すべきである。意思決定の方式を制定する際に、

リーダーが部下に参加を呼びかけ、適切なリーダーシップについての意思決定の方式を統制する

ことである。そして、部下のリーダーに対する依存の程度をしだいに低減させる。しかし、参加

者がリーダーを信用していなければ、指示されるいかなる提案もその妥当性に関わらず、変革が

効果を発揮する可能性は低くなる。 
次に心理的成功の機会を広げ、組織の効果性を図るために技術的な部分の修正と同様に、人員

配置計画をどのように修正するのかについては、組織の人員配置を最適度にすることである。 
次に管理統制、報酬と懲罰、刺激給制度について、従業員や監督者は、生産目標を絶えず一方

的に増大させるための強制的なメカニズムは、失敗だけを絶えず大きく取り上げるような不当な

評価は、心理的失敗の可能性を高め、心理的成功の可能性を低める傾向がある。 
人事考課や業績評価については、個人の現在の発達状態と将来の潜在能力を測定するために設

計されなければならない。 
 

(２)抵抗の取り扱い 

アージリス（Argyris，1964）は、従業員の欠勤や労働移動、不満や葛藤からの攻撃を抵抗とし

て取り扱っている。彼は、「攻撃というものは、さまざまな程度で、いろいろな方法で表現でき

る。攻撃の程度はおそらく（組織の内部からの、そして内在化した文化と社会によって許容され

る）攻撃性表明の自由度のみならず、欲求不満や葛藤や失敗の程度の関数でもあるだろう。文献

によれば、従業員たちが常用する攻撃的活動としては、生産制限、怠業、スローダウン、生産率

設定など数多くの例がある。もち出し（盗み）、（生産記録の）ごまかし、浪費をもたらすこと、仕

事の質を落とすようなエラーなどもまた頻繁に用いられている」28）と述べている。 
 

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 
①除去 

アージリス（Argyris，1964）は、抵抗の除去について、基本的にピラミッド型の構造の価値観

に従って行動することを指摘している。彼は、「問題解決過程の効果的な状態の維持ないし最大

を妨げるような特徴がない場合には、その問題解決過程は効果性を増すのである。（中略）意思決

定のために行われる会合はほとんどといってよいくらい、このようなピラミッド型構造の価値に

固執する経営管理者たちが運営している。したがって、経営管理者たちは、問題解決のための会

合が効果的に行われるのは、a）リーダーが討議を指示したり、人々が脱線しないように注意した
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りする場合、b）明確な目的がある場合、c）限定された議題がある場合、d）討議にパーソナリテ

ィが絡まないようにされている場合、および e）もんちゃくを起こしそうな人々を注意深く黙ら

せている場合」29）と述べている。 
②織り込み済  

アージリス（Argyris，1964）は、抵抗の織り込み済について、個人と組織の統合を行うように、

未来の組織の管理者は、組織の基礎的な価値やその浸透に関する計画を考慮することを指摘して

いる。彼は、「未来の組織は、情緒性が適切に取り入れられ、対人的能力が増大するにつれて、

「職務を定義する」という非常にやりにくい領域に生じやすい恐怖や不安や不信感などは減少す

るであろうし、あるいは少なくとも減少の方向へ向かうであろう。（中略）管理者層と従業員層が

ともに人間の成長に対して自覚を深め、お互いに尊敬し合い、こうした本来領域に特有な恐れや

不安をさらけ出せるくらいに相互に信頼し合うことが、とりわけ必要である。信頼感が高まるに

つれて、統制力、報酬と懲罰、刺激給与制度等の変革を行いやすくなるはずである。（中略）統制

力は、大きな自己責任と心理的成功を得るための手段に変わるだろう」30）と述べている。 

 
第５節 複雑人モデルにおける抵抗議論 

複雑人モデルとは、人間は多くの欲求や潜在能力を備え、それ自身を極めて複雑であるだけで

なく、その複雑さの様式においても隣人とは異なるという人間観である 31）。 

 

１．シャイン（Ｓｃｈｅｉｎ，１９６５）の研究   

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 
①目的 

この研究の目的は、経営者や組織の計画者たちが、人間観について、どのような仮説を持って

いたのかを歴史的に明らかにすることである。 
②方法 

この研究の方法は、文献渉猟調査と実験である。 
③結論 

この研究の結論は、上記の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 32）。組織におけ

る人間観の変遷についての仮説は、経営者の人間観についての哲学を反映したもので、その時代

の組織とマネジメントを特色づけるものである、ということである。人間に関する４つの仮説と

は、a）合理人的経済人、b）社会人、c）自己実現人、d）複雑人である。a）合理的経済人モデル

は、人間は、自分の利益を最大になるように行動を計画し、行動するという人間観である。b）社

会人モデルは、従業員の「仲間から受け入れられたい」、「仲間に好かれたい」という欲求が管理

者から与えられる経済的刺激と同程度か、あるいはそれ以上を示すという人間観である。c）自己

実現人は、自分の能力や技術を円熟した生産的なやり方で発揮したいという人間の生来の欲求が

あるという人間観である。d）複雑人は、人間は、合理的経済人や社会人、自己実現人よりもはる

かに複雑なものであり、極めて変化しやすい存在であるという人間観である。人は、組織での経

験を通じて新しい動機を学びとる能力をもっている。したがって、ある人の現在のその動機の型

および組織との間に結ぶ心理的契約は、その人が元々もっていた欲求と組織での経験との複雑な

相互作用の結果である。組織が異なれば、また同じ組織でも部署が異なれば、人々の動機も異な
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るかもしれず、個人の究極的な満足と組織の究極的な有効性とは、ただ部分的にその個人の動機

の性質に依存するにすぎないのである。よって、常に、全ての人に有効なただ１つの正しい管理

戦略は存在しないことを指摘している。 
 

(２)抵抗の取り扱い 

シャイン（Schein，1965）は、複雑人の動機の変化に基づいて、抵抗を取り扱っている。これ

について、彼は、「たとえば、疎外された労働者の場合、彼は組織にはいった時からすでに達成欲

求や自己実現欲求を持っていなかったのか、それとも長年欲求不満の状態で仕事をしていたため

になったのかを断定することはきわめてむつかしい」33）と述べている。 
 

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、複雑人モデルでは、以下のとお

りである。 
①除去 

シャイン（Schein，1965）は、抵抗の除去について、複雑人モデルでは、特定の方法があるわ

けではなく、科学的に裏付けされた管理者の人間観に依存することを指摘している。 
彼は、「管理者が人びとを有効に活用することを助ける枠組と価値体系は、ヤマカンではなく、

科学的なものであり、また「体系」の理論であるべきことが明らかになりつつある。したがって、

管理者が人間についてこのように考えるようになれば、彼は自分の仮説が正しいかどうか検討し、

よりすぐれた診断を心掛けるようになるだろうし、またそうなれば、状況の要請により一層ふさ

わしく振舞うようにもなるであろう」34）と述べている。 
②織り込み済 
シャイン（Schein，1965）は、抵抗の織り込み済について、複雑人モデルでは、個々の動機に

着目することが重要であり、そのマネジメント対象は選抜から組織運営や戦略にまで多岐にわた

ることを指摘している。彼は、「もし動機というものが経験を通じてひき出したり、刺激したり

することができないものだとすれば、組織が求める動機の型をはじめからもっている労働者を選

抜することが重要だし、逆に組織の運び方や管理戦略を変えることによって、望ましい動機の型

を作りうるものならば、組織の方を変えることに重点をおかなければならない」35）と述べている。 
 

第６節 小括：要約と考察 

本章では、経営学で提唱されてきた人間観の変遷に基づく抵抗議論のレビューについて、提示

した。第２節では、合理的経済人モデルにおける抵抗議論について、ウェーバー（Weber，1947）、
テーラー（Taylor，1911）、およびファヨール（Fayol，1916）の議論を提示した。第３節では、

社会人モデルにおける抵抗議論について、メーヨー（Mayo，1933）、バーナード（Barnard，1938）、
およびリカート（Likert，1961）の議論を提示した。第４節では、自己実現人モデルにおける抵

抗議論について、マズロー（Maslow，1954）、マグレガー（McGregor，1960）、およびアージ

リス（Argyris，1964）の議論を提示した。第５節では、複雑人モデルにおける抵抗議論について、

シャイン（Schein，1965)の議論を提示した。以下に、要約と考察を提示する。 
 

１．要約 
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 上記を要約したのが、表２－１から表２－４である。 

 

 表２－１ 合理的経済人モデルにおける抵抗議論 

項目＼研究 ウェーバー（Ｗｅｂｅｒ，１９４７） テーラー（Ｔａｙｌｏｒ，１９１１） ファヨール（Ｆａｙｏｌ，１９１６） 

(１)研究の

概要①目的

②方法③結

論 

①権力支配の３類型（合法的・伝

統的・カリスマ的)を比較し官僚

制組織を明らかにすること 

②文献渉猟 

③官僚制は合理的、規則、目的、

手段、没主観的非人格性が支配 

①作業効率向上を科学的に提示 

②観察と試行実験 

③科学的管理法を取り入れること

で作業効率向上と人間関係の改

善・向上が図られる 

①企業の全般管理の規範的原則

を明らかにする 

②職場経験に基づく規範 

③企業活動は６つ活動（技術的、

商業的、財務的、保全的、会計的、

管理的）、管理活動は 14 原則 

(２)抵抗の

取り扱い 

人を精密機械のように捉える 従業員の優柔不断、怠業、固執 規律の欠如、相互理解の不十分

さ、責任者の無能力さによるスト

ライキや疾病、躊躇、混乱、不満 

(３)①除去

②織り込み

済 

①人を精密機械と見立てて感情

を生起させない 

②明確には述べていない 

①労働条件の改善、出来高制導入、

研修教育、仕事訓練、面接、入替 

②明確には述べていない 

①規律（創意）、入替、管理者（責

任者）養成 

②明確には述べていない 

 
 表２－２ 社会人モデルにおける抵抗議論 

項目＼研究 メーヨー（Ｍａｙｏ，１９３３） バーナード（Ｂａｒｎａｒｄ，１９３８） リカート（Ｌｉｋｅｒｔ，１９６１） 

(１)研究の

概要 

①目的②方

法③結論 

①作業とその作業条件の関係を

明らかにする 

②観察、試行実験、面接 

③作業効率と作業条件には関係

が弱い面もあり、非公式な人間関

係が影響を及ぼすことに留意 

 

①組織における協働を明らかにす

ること 

②職場経験 

③組織とは意識・計画的で、目的

成就のために人々が協働すること 

①有効なリーダーシップについ

て明らかにする 

②文献渉猟、実証研究 

③高生産部門の管理者は人間的

問題を考慮する。リーダーシップ

が良いと強い忠誠心、自発的な助

け合い、人間関係の構築が進む。 

(２ )抵抗の

取り扱い 
不安や疑念、退職や納得などの心

理的な問題 

対立 上司に対する敵意、不信、怠業、

攻撃的反応 

(３ )抵抗の

マネジメント

①除去②織

り込み済 

①参加、面接制度、休憩制度の導

入、従業員間の人間関係を和らげ

る監督者の養成 

②明確には述べていない 

①誘因と説得 
②明確には述べていない 

①リーダーシップ 

②明確には述べていない 

 
 表２－３ 自己実現人モデルにおける抵抗議論 

項目＼研究 マズロー（Ｍａｓｌｏｗ，１９５４） マグレガー（ＭｃＧｒｅｇｏｒ，１９６０） アージリス（Ａｒｇｙｒｉｓ，１９６４） 

(１)研究の

概要①目的

②方法③結

論 

①人間のパーソナリティを高い

レベルに到達させること 

②文献渉猟と実証的実験 

③自己実現人モデルは、安全、安

心、承認、愛されている、尊敬さ

れていると感じている 

①経営者の人間観の差異によるマ

ネジメントの解明 

②文献渉猟と実証的研究 

③X 理論のマネジメント（報酬や

約束、奨励金、脅かし、強制、権限

行使による命令や統制）、Y理論の、

アメジメント（人のもつ能力を引

き出す環境を作ること）は異なる 

①個人と組織の統合の解明 

②文献渉猟 

③組織と個人の期待とを適切に

統合（修正）することが重要 

(２ )抵抗の

取り扱い 
文化に組み込まれること 不満、無関心、怠業、敵意の生起 欠勤、労働移動、不満や葛藤によ

る攻撃 

(３ )①除去

②織り込み

済 

①自己実現人では明確には述べ

ていない 
②自己実現人の特性をよく理解

し内発動機や成長動機に関する

心理学の構築をすること 

①Y 理論では明確には述べていな

い 

②参加。業員が決定に影響力をも

つ機会を作りやる気を引き出す 

①ピラミッド型構造の価値観に

従って行動する 

②未来の組織管理者は、組織の基

礎的な価値を考慮する 

 
 表２－４ 複雑人モデルにおける抵抗議論 

項目＼研究 シャイン（Ｓｃｈｅｉｎ，１９６５) 

(１)研究の

概要①目的

①経営者の人間観仮説を明らか

にすること 
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②方法③結

論 
②文献渉猟と実証的実験 

③複雑人は、他のモデルよりもは

るかに複雑で変化しやすい 

(２ )抵抗の

取り扱い 
複雑人は、特定して判断すること

は難しい 

(３ )①除去

②織り込み

済 

①管理者が優れた診断を心掛け

ること、従業員に完全に任せる 

②選抜やマネジメントを変える

ことで望ましい動機付けを考慮 

 

２．考察 

(１)抵抗の取り扱い 

抵抗の取り扱いは、合理的経済人モデルでは、ウェーバー（Weber，1947）は、人間を非人格

的に捉えており人間的な抵抗はないことを、テーラー（Taylor，1911）は、従業員の怠業ややり

方に固執することを抵抗と指摘している。次に、社会人モデルでは、メーヨー（Mayo，1933）は、

従業員の不安と沈黙と企業への疑念を、バーナード（Barnard，1938）は、対立によって引き起

こされる道徳の低下を、リカート（Likert，1961）は、上役に対する冷淡さ、明らかな敵意、攻

撃的反応を抵抗と指摘している。これをみると、抵抗の取り扱いは、やはり今日と大きな差異は

ない。ただし、合理的経済人モデルでは、人間の見える行動を対象として抵抗と捉えていたのに

対し、社会人モデルでは、人間の内面的な不安も抵抗と捉えていることが異なっている。これは、

マネジメントに人的要素を考慮する必要性が、強く認識され出した歴史による。換言すると、複

雑でやっかいな存在である人間を等身大でみようという人間観がマネジメントの世界にも多様な

要因から登場しだしたと考えられるということである。 
次に、自己実現人モデルでは、マズロー（Maslow，1954）は、一律に組織に組み込まれること

を、マグレガー（McGregor，1960）は、その欲求が満たされない過程で従業員の不満、無関心、

怠業、敵意の生起することを、アージリス（Argyris，1964）は、従業員の欠勤や労働移動、ある

いは欲求不満や葛藤による攻撃を抵抗と指摘している。これをみると、抵抗の取り扱いは、今日

とは大きな差異はない。ただし、自己実現人モデルでは、従業員の無関心や無視などの表立って

はいない人の行動をも抵抗と捉えており、抵抗の捉え方が多様になってきている。これは、上述

したように人を等身大でみるという人間観がさらに進んだものと考えられる。そこまで考慮しな

いと、うまく組織をマネジメントできず、そして組織成果の向上を図れない時代になったと考え

られるということである。 
次に、複雑人モデルでは、シャイン（Schein，1965）は、人の動機づけの観点から、例えば、

疎外された従業員は、組織に入った時から達成欲求や自己実現欲求を持っていなかったのか、そ

れとも長年、欲求不満の状態で仕事をしていたために抵抗するのかを特定して判断することは難

しいことを指摘している。これをみると、科学の発展により人間の欲求が解明され、単純な理解

から現実に即した複雑な理解にまで進歩したことがマネジメントの現場にも応用されていること

が分かる。人間の解明はまだまだであるが、等身大で複雑なものだと認めることで、マネジメン

ト側も組織の中の人々もお互いに共生できるということである。今後は、それに対応するマネジ

メントが必要になってくると考えられる。 
人間観の変遷からみると抵抗の取り扱いは、人間を機械とみなし、人間は金銭の報酬のみによ

って働くという合理的経済人モデルの時代から、複雑人モデルに発展してきたが、概観すると、
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組織の中の人間の抵抗現象は、それほど大きく変化しているとは考えられない。科学の進歩によ

って、その現象に対する捉え方や表現が豊富になってきたと考えられる。例えば、抵抗現象は、

19 世紀の後半ごろは、従業員の一方的な怠業を抵抗と考えられていたが、社会人モデルでは、人

間の内面的な不安も抵抗と捉えるようになり、自己実現人モデルでは、従業員の無関心を抵抗と

捉えるようになってきている。これから考えると、今後、さらに抵抗現象の捉え方が豊富になり、

それへのマネジメントも進歩する必要があると考えられる。 

 

(２)抵抗のマネジメント 

①除去 

抵抗の除去は、合理的経済人モデルでは、主に、研修やリーダーの養成、面接、および人の入

れ替えであった。次に、社会人モデルでは、面接制度と休暇制度導入や、管理者の意思決定と管

理職位、経営者と従業員相互の協働、およびリーダーシップであった。次に、自己実現人モデル

では、解雇や懲戒もあった。最後に、複雑人モデルでは、管理者が人間について、科学的に考え

るようになれば、自分の仮説が正しいかどうか検討し、より優れた診断を心掛けるようになる。

時と場合によっては、極めて指示的になるのである。これをみると抵抗の除去の方法は、人間観

からみると、合理的経済人モデルの時代から、リーダーの養成や面接、人の入れ替えは、行われ

ており、現在においてもその除去の方法は、あまり変わっていないと考えられる。 
②織り込み済 

抵抗の織り込み済は、合理的経済人モデルでは、考えられていない。次に、社会人モデルでは、

主に、参加と監督者の養成であった。次に、自己実現人モデルでは、主に、内発的動機づけや成

長動機に関する心理学の構築、従業員が決定に影響力をもつことができるような機会と条件を作

り従業員のやる気を引き出すこと、および人材育成であった。最後に、複雑人モデルでは、望ま

しい動機の方を作ることができる場合は、従業員を変えようとするのではなく、組織の方を変え

ることである。これをみると、合理的経済人モデルの時代、社会人モデルの時代には、抵抗は、

克服や、取り除くという発想で、そもそも抵抗をマネジメントするという発想は、当時はなかっ

たものと考えられる。しかし、人間観の変遷によって、人間の内面を考慮してくると、抵抗を除

去するという発想ではなく、どのように対応するのか、という課題とともに、いかに抵抗をポジ

ティブに捉え、マネジメントするのかという発想もあると考えられる。 

 

注                                         
1）シャイン（Schein，1965），邦訳，64 頁。本研究の序章注釈 50）を参照。シャイン（Schein，1965）が提唱

した合理的経済人モデルに、本研究では、ウェーバー（Weber，1947）も含めている。シャイン（Schein，1965），

松井（1966），邦訳，64 頁によると、シャイン（Schein，1965)が提唱している人間観モデルは、合理的経済人モ

デル、社会人モデル、自己実現人モデル、複雑人モデルの４つである。 
2）ウェーバー（Weber，1947），邦訳，125－187 頁。 
3）ウェーバー（Weber，1947），邦訳，150 頁。 
4）ウェーバー（Weber，1947），邦訳，165 頁。 
5）テーラー（Taylor，1911），邦訳，36－48 頁、102－114 頁、163－167 頁。 
6）テーラー（Taylor，1911），邦訳，23 頁。 
7）テーラー（Taylor，1911），邦訳，108 頁。 
8）ファヨール（Fayol，1916），邦訳，17－22 頁、41－76 頁、77－96 頁。 
9）ファヨール（Fayol，1916），邦訳、46 頁。 
10）ファヨール（Fayol，1916），邦訳、71－72 頁。 
11）メーヨー（Mayo，1933），邦訳，59－103 頁、126－127 頁、183－185 頁。 
12）メーヨー（Mayo，1933），邦訳，60 頁。 
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13）メーヨー（Mayo，1933），邦訳，74 頁。 
14）メーヨー（Mayo，1933），邦訳，81 頁。 
15）バーナード（Barnard，1938），邦訳，5－22 頁、85－99 頁、119－129 頁、145－167 頁、216－222 頁、298
－309 頁。バーナードは、この４つの結論について、さらに以下のように述べている。第１に、公式組織について、

個人の目的が、個人の満足と不満足をもたらすことは、協働体系に対して貢献は積極的な誘因でなかった諸結果

が必然的にともなうものである。協働の最も重要な一般的結果は、協働の過程において、協働参加者とときには協

働に参加しない人々への社会的条件づけになる。このように、人の動機は協働によってたえず修正されているが、

協働それ自体もその動機によって能率の諸要因が変化を受けるのと同様に修正されている。次に、組織の定義に

ついて、組織の存続は、その体系（組織）の均衡を維持しうるか否かに依存する。この均衡は、第一次的には内的

なものであり、各要素間の釣合いの問題であるが、基本的にはこの体系と外的な全体情況との間の均衡問題であ

る。その外的均衡には次の２つの条件がある。a）組織の有効性であり、それは環境状況に対して組織目的が適切

か否かの問題である。b）組織の能率であり、それは組織と個人との間の相互交換の問題である。諸要素は、外的

要因とともに変化し、同時に相互依存的である。したがって、これらの諸要素によって、構成される体系が均衡を

維持するのである。協働意欲については、ある特定の公式組織への貢献意欲についての顕著な事実は、その強さが

個人によって、さまざまに異なることである。その範囲は、強い意欲をもつ者から、中立的すなわち零の意欲を経

て、強い反対意思、すなわち反抗とか増悪にまでわたっている。すなわち協働意欲が生じるのは、まず協働に伴う

犠牲との関連において誘因を考え、さらに他の協働の機会によって実際に得られる純満足と比較した上で、協働

する誘因がプラスになるためである。組織とは、調整された人間努力の非人格的な体系である。そこには、常に調

整および統一の原理としての目的があり、伝達能力が不可欠であり、人格的な意欲が必要である。さらに、目的の

統合と貢献の継続を維持するに当って有効性と能率が必要とされるのである。 
第２に、非公式組織の相互作用は、一定の非人格的目的や組織表現としての権威によっては意識的に支配され

ておらず、その相互作用は明らかに選択力によって特徴づけられ、人間的な態度を強める機会を提供する。非公式

組織は、公式組織にとっては、有害であると見なされることが多いけれども、個性を分裂させながら公式組織の影

響に対して各人の個性を維持する手段と見なされるべきであると指摘している。 
第３に、組織が個人的貢献にふさわしい誘因を与えることができない場合には、提供可能な誘因が適当となる

ように多くの人々の欲望を説得によって改変するのである。ここでの説得は、a）強制的状態の創出：直接影響を

受けないひとびとへの見せしめによる説得手段としても用いられる。排除の程度には解雇などいろいろある。b）
機械の合理化：誘因の特殊的合理化は、組織に参加する、あるいは仕事ないし地位を受け入れる、仕事を引受け

る、大義に貢献するように個々人にアピールする過程である。c）同期の教導：若い者への周到な教育課程であり、

成人に対しては宣伝の過程である。組織が誘因を提供し、個人を説得するという方法は適応させるべき最大の制

約である。 
第４に、リーダーシップについては、通常は構造的な特徴があいまいで、作用要因の把握が困難であるために、

人間協働における主要因をリーダーシップだけに求めることになる。よって、物質環境と人間の生物的構造に基

づく諸制約、協働の成果の不確定、目的の共通理解の困難、組織に欠くべからざる伝達体系の脆弱さ、個人の分散

的な傾向、調整の権威を確立するための個人的同意の必要、組織に定着させ組織の欲求に服従させようとする説

得の大きな役割、動機の複雑性と不安定、意思決定という永続的な負担、これらすべての組織要素に、道徳的要因

は具体的に現れるため、リーダーシップが必要になる。人間協働における最も一般的な戦略的要因は管理責任（リ

ーダーシップと置き換えている）である。組織の存続は、リーダーシップの良否に依存し、その良否はそれの基礎

にある道徳性の高さから生じるのである。ここで、管理責任とは、主としてリーダーの外部から生じる態度、理

想、希望を反映しつつ、人々の意思を結合して、人々の直接目的やその時代を超える目的を果たさせるよう自らを

かりたてるリーダーの能力のことである。 
16）バーナード（Barnard，1938），邦訳，22 頁、275－276 頁。 
17）バーナード（Barnard，1938），邦訳，145－160 頁。 
18）リカート（Likert，1961），邦訳，79－86 頁。 
19）リカート（Likert，1961），邦訳，80 頁。 
20）リカート（Likert，1961），邦訳，226 頁。 
21）マズロー（Maslow，1954），邦訳，71－72 頁、221－272 頁。 
22）マズロー（Maslow，1954），邦訳，72 頁。 
23）マズロー（Maslow，1954），邦訳，234－238 頁。 
24）マグレガー（McGregor，1960），邦訳，3－66 頁。 
25）マグレガー（McGregor，1960），邦訳，63－64 頁。 
26）マグレガー（McGregor，1960），邦訳，145－146 頁。 
27）アージリス（Argyris，1964），邦訳，121－191 頁、285－368 頁。 
28）アージリス（Argyris，1964），邦訳，77－79 頁。 
29）アージリス（Argyris，1964），邦訳，181 頁。 
30）アージリス（Argyris，1964），邦訳，363－364 頁。 
31）シャイン（Schein，1965），邦訳，83 頁。 
32）シャイン（Schein，1965），邦訳，64－91 頁。 
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33）シャイン（Schein，1965），邦訳，88 頁。 
34）シャイン（Schein，1965），邦訳，85 頁。 
35）シャイン（Schein，1965），邦訳，88 頁。 
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第３章 類型化に関する先行研究のレビュー 

 

第１節 はじめに 

本章の目的は、類型化に関する先行研究のレビューについて、提示することである。これは、

類型（設定）と類型化（作業）について、社会科学の諸学問体系における類型化研究を渉猟する

ことによって、本研究の類型化の前提（現象の正確な把握とマネジメントの提案）が明確になる

と考えていることによる。具体的には、学問の体系として古い順番に、社会学、社会心理学、経

営学の順に提示する。第２節では、社会学における類型化の研究について、社会学者で著名なマ

ートン（Merton，1957）とパーソンズ（Parsons，1951）の研究をレビューする。次に、第３節

では、社会心理学における類型化の研究について、人間の行動の説明で著名な社会心理学者の三

隅（1984）と古川（2003）の研究をレビューする。次に、第４節では、経営学における類型化の

研究について、組織論や戦略論で著名な経営学者の野中（1974）と加護野他（1983）の研究をレ

ビューする。繰り返すが、これらによって本研究における類型化の意義を明確にすることができ

ると考えている。 

 

第２節 社会学における先行研究 

１．マートン（Ｍｅｒｔｏｎ, １９５７）1）の研究 

マートン（Merton, 1957）は、社会科学の調査の問題は、概念の明確化に欠けていると指摘し

ている。ここで、概念の明確化とは、通常、問題の変数の指標を確立するという形で経験的調査

の課題となっており、観察可能で、細かい点まで明確に指標を工夫しなければならない、という

ことである。 

これについて、マートン（Merton, 1957）は、次のように指摘している。例えば、仕事をする

女性が、家庭と仕事の２つの役割のうち、どちらを果たすのかという葛藤について、役割葛藤に

ある人間の行動を予測することができるのか、あるいは葛藤に決着することを必要とされる場合

には、どちらの役割（または集団連帯性）を優先するのか、という問をたてるとする。この場合、

役割葛藤が欲求不満として終わり、それによって一方だけを選ぶことを回避するのである。この

事例によれば、経験的調査の要件が既成概念の明確化に役立っていることを示している。つまり、

理論的研究だけでは気づきにくい概念上の問題が経験的研究の過程で提起されるということを指

摘している。 

そして、マートン（Merton, 1957）は、そのような構造を統合するために、目的と手段の統合

に関して圧力によって人を同調させようとしても難しく、なぜ人は非同調行為をとるのかについ

て、文化的目標への志向と制度的手段への志向という２次元を提示し、その組合せによる類型を

提示している。この研究を契機に、彼は、著名な「構造－機能分析」を提示している。ただし、こ

の類型は、彼も指摘しているように理念型である。よって、この類型は、類型境界の閾値も提示

されておらず、両極の端部に数量や程度を示す形容表現が提示されているにとどまっており、よ

って概念の境界が曖昧であり、明確に区分できないという問題がある。しかし、彼も指摘してい

るが、現象を包括的に捉え、考えるよりも、理解が進み、建設的な議論構築のためにも、社会学

においては、従来、使用されてきた分析方法の一つである。本研究においても、抵抗を包括的に

捉えるよりも、より理解を進めるために、類型を提示している（第５章に詳述）。 
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(１)研究の概要 

研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 

①目的 

この研究の目的は、ある種の社会構造がその社会の一部の人々に特定の圧力を加えると、なぜ

人々に、同調的行為よりもむしろ非同調的行為をとらせるのかについて、明らかにすることであ

る。具体的には、有力な成功目標を強調しながら、目標追及のための制度的手続きを強調せず、

両者がかけ離れるようになった文化が、社会構造の中でさまざまな地位の人々の行動にどのよう

な影響を与えているかを明らかにすることである。 

②方法 

この研究の方法は、実証主義に基づいた定量的方法である。それに基づいて、文献渉猟と観察

および、インタビュー調査を行っている。 

③結論 

 この研究の結論は、社会構造の目的と手段の不完全な統合がアノミー（anomie）を引き起す、

ということである。マートン（Merton, 1957）は、社会行動を予測し規制することが、社会構造

のもっとも一般的な機能の１つである限り、このような社会構造の目的と手段が分離するにつれ

て、その有効性は低下し、予測性が極小化して、アノミーや文化的混沌が発生することになる、

と指摘している。 

 具体的には、一定の目標に対する文化的強調は、制度的手段の強調とは無関係に変化する。そ

して、特定の目標の価値があまりにも強調され、これらの目標を達成するために制度的に規定さ

れた手段については無関心になる。これは非統合的文化の一類型である。それに反して、それ以

上目標をもたず、ひたすら同調することだけが中心的な価値となる伝統に縛られた社会もある。

この２つの極端な社会類型の中間に、文化的目標の強調と制度的慣行の強調とが多くの場合バラ

ンスを保っている社会があり、それが統合的な比較的安定した社会である。ここにおいて、マー

トン（Merton, 1957）は、特殊な目標を強調し、それほど制度的手続きを強調しないような一類

型の社会に焦点を当てている。これを社会構造の中でさまざまな地位を占めている人々が文化的

価値に適応する類型化したものが、個人的適応様式の類型論である。この詳細は、以下で述べる。 

 

(２)類型と類型化 

①類型 

この研究では、上述に対して類型化を図ることで、５つの類型を提示しているが、その詳細は、

以下のとおりである。 

a.同調：第１の適応様式（社会が安定しているほど、文化的目標と制度的手段への同調がもっ

とも一般的で、広く普及する）。b.革新：第２の適応様式（成功目標が文化的にきわめて強調され

て、少なくとも成功と覚しいものとして富と権力を得るために、効果は多いが制度的には禁止さ

れている手段を用いるところに現われる）。c.儀礼主義：第３の適応様式（金銭的な大成功や立身

出世をめざす高遠な分化目標を放棄するか、または、切り下げて、そのかぎりで自己の志望を果

たすことである）。d.逃避主義：第４の適応様式（文化的目標と制度的手段との放棄、社会の中に

存在し、真の「異邦人」をなしている）。e.反抗：第５の適応様式（人々はその社会構造から逸脱

して、新しい全く一変した社会構造を実現しようとする。それは、支配的な目標や標準からの疎

外を前提としている。真の価値転換を示すものである）。 
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上述に基づき、文化的目標への志向と制度的手段への志向を組合せによって、個人的適応様式

について、５つの類型ができることを提示している。 

②類型化 

上述を類型化したのが、表３－１である。 

 

表３－１ 個人的適応様式の５つの類型 

類型（適応様式） 文化的目標 制度化的手段 
１．同調 ＋ ＋ 
２．革新 ＋ － 
３．儀礼主義 － ＋ 
４．逃避主義 － － 
５．反抗 ± ± 

注）上記で、＋は、「承認」、－は、「拒否」、±は、「一般に行われている価値の拒否と新しい価値の代替」をそれ

ぞれ意味する。 

出所：マートン（Merton，（1957））、森東吾・森好夫・金沢実・中島竜太郎訳（1961），129 頁より作成。 

 

２．パーソンズ（Ｐａｒｓｏｎｓ, １９５１）2）の研究 

パーソンズ（Parsons，1951）は、我々の社会構造における重要な構成諸要素は、分化した社会

体系であると指摘している。よって、彼は、個人行為者間で相互行為が行われる条件を考えると、

相互行為の過程を科学的な意味で１つの体系と見なすことが可能であると指摘している。また、

彼は、行為はばらばらに行われるのではなく、１つの体系に編成されて、「体系の統合」（system 

integration）となることを指摘している。そして、行為者との準拠枠との関連においてこの統合

は、指向のいくつかの可能性の間の選択的な秩序づけである、と指摘している。 

 この研究では、社会体系の構造の準拠枠と逸脱により、類型化を図り、体系的に考えることに

よって、社会構造をより正確に捉えることを可能にしている。 

 

(１)研究の概要 

研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 

①目的 

この研究の目的は、逸脱した動機づけについて、それ自体の方向におけるそれ以上のもっとも

重要な分化を明らかにすることを目的としている。 

②方法 

この研究の方法は、実証主義に基づいた定性的方法である。それに基づいて、文献渉猟による

分析調査を行っている。具体的には、マートン（Merton）の「社会構造とアノミー」で提示され

た内容に基づいて、類型化を図っている。 

③結論 

この研究の結論は、２つの分化は、能動性と受動性の分化であり、それにともなって同調的タ

イプと離反的タイプは、各々、その指向が第一次的には能動的であるか受動的であるかによって

４つに分類できると指摘されている（分化の詳細は、以下の類型化を参照）。これに関して、マー

トン（Merton）のパラダイムでは、制度化された目標と手段の関係によって定式化がなされてい

るので、帰属性－業績性のパターン変数のうち業績性との関係性から予測されるように、能動的

強調は主として目標に力点をおき、受動的強調は手段に力点を置いている。彼は、マートン
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（Merton）のパラダイムが容易に適応できるのは、業績価値が卓越している社会体系であると指

摘している。 

 次に、脱的動機づけの方向のさらなる分化について、人、社会的客体としての他我、および自

我と他我の相互行為を統合している規範的パターンのいずれか一方に焦点を合わせることによる

分化の可能性を指摘している。以上の分化を考慮し、彼は８つの類型を提示している。 

ただし、同調的要素が優越していて、自我の主要関心が人としての他我に対する自我の関係に

ある場合、他我が好ましい態度を好ましくない態度に変えたり、自我を攻撃的に処罰したり、そ

の関係から他我が撤退する可能性もある。自我が、この状況にうまく対処できる２つのやり方は、

他我を支配しようとする、あるいは従属的になることである。自我の動機づけの離反的要素が優

越しているなら、自らの反抗を表すのである。その一方で、自我が受動的であるなら、脅迫的に

自立し、極端な場合には、その関係から撤退することで、その関係を壊す傾向が見られる。葛藤

の主要な要点が規範的パターンにある場合、強迫的欲求と、自我自身の完全主義的遵守に分化す

る。その離反的要素が優先している場合、能動的タイプは矯正不能者であり、それに対して、そ

の受動的なタイプは逃避である。 

 

(２)類型と類型化 

①類型 

この研究の類型の詳細は、以下のとおりである。能動性と受動性の分化は、一般に認められた

心理学的意義を有している。同調的タイプと離反的タイプはそれぞれ、その指向が第一次的には

能動的であるか受動的であるかによって分類されている。このパーソンズ（Parsons,1951）の類

型は、相互行為パラダイムの分析から導き出されている。マートン（Merton）が「同調」

（conformity）と呼んだものは、当事者双方の葛藤であり、また離反的動機づけを欠いた相互行

為体系の均衡化された状態によって意味されるものである。マートン（Merton）の「革新」

（innovation）と「儀礼主義」（ritualism）は、パーソンズ（Parsons,1951）の分類では、２つの

強制的に同調的な類型であり、これに対して、「反抗」（rebellion）と「逃避主義」（retreatism）

は明らかに２つの離反的タイプである。 

②類型化 

上述を類型化したのが、図３－１である。 

 

 

出所：パーソンズ（Parsons,1951），邦訳，259 頁より作成。 

図３－１ パーソンズの４類型（逸脱的指向の方向） 
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第３節 社会心理学における先行研究 

１．三隅（１９８４）3）の研究 

この研究は、リーダーシップ論において、米国のオハイオ研究やミシガン研究と同様に行動２

元系（仕事軸と人軸）と呼ばれる範疇のものであり、三隅は、PM 理論として４類型を提示してい

る。これは、膨大なアンケート調査を実施し、因子分析により、リーダー行動の２次元を抽出し、

さらに調査を業種・職種を超えて調査を重ねることで類型化の一般化を図っている。 

本研究でも、類型化する方法として、軸の抽出を試みているため、質問項目の数値を詳細に分

析し、統計的一般化の向上が図れるようにするために、この研究を取り上げている。しかし P 行

動では、因子が限定的に分析されているため、部門間調整やコミュニケーションの円滑化等につ

いては、この研究では、実証的研究が十分になされていないことが指摘されている。この研究は、

詳細な因子分析がなされているが、結果の因子が、高低のどちらとも言えない場合は、先行研究

の分析と比較し、業態の異なる組織を分析しているが、これは、分析上の一つの課題である。 

 

(１)研究の概要 

研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 

①目的 

この研究の目的は、リーダーシップの２つの行動次元（人と仕事）として提示されてきた従来

の類型（例：民主型、専制型、権威主義型、自由放任型）よりも、操作化が容易で、明確な次元を

提示し、多次元的解析が可能な新しい類型を提示することである。 

②方法 

 この研究の方法は、実証主義に基づいた定量的方法である。それに基づいて、リーダーシップ

の文献渉猟と、実証的大量のアンケート調査を行っている。具体的には、実験で得られたデータ

を炭鉱の現場で実態調査を実施し、その後、実験室での調査をはじめ企業組織、地方自治体、学

級、スポーツ集団等を対象にアンケート調査を拡大し、15 万人を対象に調査を実施している。 

なお、企業、地方自治体、学級の教師、スポーツ集団におけるリーダーシップ M 行動を全体と

して考察する時、企業体と行政体における監督者行動においては、１つの配慮因子が共通に抽出

されたが、教師のリーダーシップにおいては、配慮因子の他に、２つの M 行動に関する因子が抽

出され、スポーツクラブ集団においては、配慮因子の他に集団維持に関する因子が抽出されてい

る。よって、リーダーシップ M 行動の構成因子は、１つではないことが指摘されている。これは、

オハイオ研究以降の配慮因子（人間関係）を含み、さらにそれより包括的な概念である。 

ただし、彼の一連の研究については、その抽出された因子は調査対象のもつ特殊性に限定され

る面もあり、１つの対象における妥当性から他の対象にも同時に妥当するようにより一般性の程

度を向上すべきである、という批判もある。 

③結論 

 この研究の結論は、集団の課題解決と目標達成を志向した機能の名称として P（performance）

機能と、集団の自己保身と維持機能を志向した機能の名称として M（maintenance）機能の２つ

の機能次元を提示し、それに基づいて、PM、Pm、pⅯ、pm の４つの類型を提示していることで

ある。ただし、集団における P 機能と M 機能そのものが、リーダーシップとして P 行動または

M 行動ではない。リーダーシップをいかに測定し、観察し、評価するかという観点に立てば、有

効性の高いリーダーシップは、独立変数的性格をもつ必要がある。また、リーダーシップ現象は、
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良いリーダーの規範現象でもあるから、リーダーシップとしての P 行動と M 行動は、集団を「望

ましい」方向に促進し、強化する独立変数である。したがって、理論的には、P 機能または M 機

能のリーダーシップの類型化の条件として考えることができる。 

 その類型化概念として、三隅は、集団維持機能であるⅯ行動を提示しているが、それを選択し

た理由を５つ述べている。それは、第１に、リーダーシップは、集団的状況機能の関数であり、

単なる個人の行動ではなく、他者、または他者群への影響過程を含む集団的現象であるからであ

る。第２に、PM 概念は、相対的に操作的規定がより明確であり、概念の多様性、曖昧性がより少

なく、操作的に明確であるからである。第３に、PM 概念は、より中立性概念であり、概念の中に

先験的な社会的価値規範が含まれておらず、PM 機能は PM 概念とは独立の評価基準によって評

価され価値づけられるからである。第４に、少なくとも独立２次元による解析が可能であるから

である。第５に、実験的研究や調査測定を相対的により容易にする機能概念であるからである。 

 最後に、P 行動は、課業の遂行や課題解決機能であるが、この第Ⅰ因子を目標達成への圧力因

子と名づけている。第Ⅱ因子は、M 行動に関する因子である。第Ⅲ因子は、P 行動に関するもの

で、目標達成に関する因子である。なお、彼の調査における因子分析においては、P 行動に関連

する項目であってもその因子負荷量が相対的に低く、M 行動の因子として解釈される項目あれば、

P と M の双方に負荷する項目も少数ではあることが指摘されている。 

 

(２)類型と類型化 

①類型 

この研究の類型の詳細は、以下のとおりである。リーダーシップの PM 理論は、因子分析によ

って、PM 型、Pm 型、pM 型、pm 型の４類型を出している。そこでは、三隅による多くの現場

調査と実験室調査から、PM 型（ラージピー・ラージエム）のリーダーシップが、他の３類型と比

較して、最も高い組織成果を導く、優れた望ましいリーダーシップ行動類型であることを明らか

にしている。 

②類型化 

上述を類型化したのが、図３－２である。 

 

出所：三隅（1984）, 70 頁より作成。 

図３－２ 三隅のＰＭ４類型 

 

２．古川（２００３）4）の研究 

この研究は、リーダーとして、部署の課題と方向性を明確にし、迷った時に照合する基軸づく

りのために４つの基本スタンスを示した上で、その位置確認を行うことを目的としている。第１
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の位置確認は、リーダーや管理者の役割行動を明確にすることである。横軸は、問題対処から機

会の創出と発見に至る軸である。縦軸は、現在と対応から先見と準備に至る軸である。第２の位

置確認は、事業の特性と組織の編成原理の特性によって、自部署の特徴を把握することである。

事業の特性に関わる次元では、次元１として事業や製品のライフサイクルには、①基本・成熟事

業、②成長事業、③新規事業の３つがある。次元２には、①個別製品か、②統合型のシステム製

品かがある。次元３には、①定型・継承型、②非定型・新規型がある。組織の編成原理に関わる次

元では、次元１として、階層型か、フラット型か、次元２として、長期・固定か、短期・流動か、

次元３として、集団年齢に区分している。次に、事業の特性（３つの次元）と、組織の編成原理の

特性（３つの次元）のそれぞれ１つの次元を組合せることで、事業と組織編成の適合性が明確に

なるので、自部署の位置確認ができるのである（表３－２参照）。第３の位置確認は、リーダーと

して、外的な環境変化がどのような状況にあるのかを的確に把握することである。横軸は環境変

化の頻度で頻繁に変わるか、まれにしか変わらないかである。縦軸は環境変化の大きさで、大き

く変わるか、ほとんど変わらないかである。各々の軸を、高と低、大と小とに区分すると、環境

変化について４つの変化パターンができる。 

この研究では、環境の変化と大きさに基づいて、２軸４類型を提示している。この類型化の課

題は、現時点でセル１と判断しても、翌日大きな変化が起こると、セル３になり、１日で対応の

方法についても変わることである。現時点での組織の置かれている環境を知る上では、役立つ指

標であるが、数日でセルが変わることも予測されるため、現実的には、そのリーダーのあり方や

対応方法がそのたびに変化するというのは、現実的とはいえないという批判がある。 

 

(１)研究の概要 

研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 

①目的 

この研究の目的は、リーダーが、リーダーとして組織の位置確認をするために、事業特性、製

品形態、組織形態、外的な環境変化の状況を的確に把握できるようにすることである。 

②方法 

 この研究の方法は、実証主義に基づいた定量的方法である。最初に先行研究の分析を実施し、

それに基づいて、次にリーダーシップの調査を実施している。 

③結論 

この研究の結論は、リーダーは、部署の課題と方向性を明確にし、迷った時に照合する基軸づ

くりのために４つの基本スタンス（a.組織をいつも上から捉える、b.組織をいつも全体として捉え

る、c.組織をいつも外部環境と関連づけて捉える、d.組織をいつも時間的に、先を意識しながら捉

える）を示した上で、位置確認を行うこと、である。 

第１の位置確認は、リーダーや管理者に求められる役割行動の重心を明確にすることである。

横軸は、問題対処から機会の創出と発見に至る軸である。縦軸は、現在と対応から先見と準備に

至る軸である。ここでの先見の意味は、未来指向の中で、世の中は変わるということを前提にし

ながら、いろいろなことを皆と一緒に考え、準備をしておくというのが先見力、先見性の現実的

イメージである。 

第２の位置確認は、事業の特性と組織の編成原理の特性によって自部署の特徴を把握すること

で、交流型リーダーシップと変革型リーダーシップがどのように使い分けられるべきかをイメー
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ジしやすくなることである。事業の特性に関わる次元として、次元１の事業や製品のライフサイ

クルには、a.基本・成熟事業（成熟した製品・サービスを作りだし、高い安定感がある）、b.成長

事業（コンスタントに成長を続けているものや、大きな伸びをみせている製品・サービスを作り

出している）、c.新規事業（全く新しいものを立ち上げようとしているか、少し伸びをみせつつあ

る新規の製品・サービスを作っている）の３つがある。なお、組織の編成原理に関わる次元の境

界としては、階層型か、フラット型かを提示している。 

次元２の製品形態には、a.個別製品（複数の製品やサービスを作っているが、それらは互いに独

立した形で存在している）、b.統合型のシステム製品（自部署の製品やサービスをいくつか統合す

ることによって、付加価値を高めたひとつのシステムに仕立てていく仕事が中心である）の２つ

がある。ただし、現実には、両者が併存する場合も多いと指摘されている。なお、組織の編成原

理に関わる次元の境界としては、長期・固定か短期・流動かを提示している。 

次元３の組織形態には、a.定型・継承型大きな環境変化には遭遇せず、従来からの製品・サービ

スを受け継いできたルーティン（発想と方法）を続けていく部署）、b.非定型・新規型（新たにど

のようなことに着手するかを環境の変化や市場の動向をにらみながら着想して、具体化していく）

の２つがある。ただし、現実には、a.定型・継承型、b.非定型・新規型との中間型も多く存在する。

なお、組織の編成原理に関わる次元の境界としては、集団年齢を提示している。 

以上の事業の特性（３つの次元）と、組織の編成原理の特性（３つの次元）のそれぞれ１つの

次元を組合せることで、事業と組織編成の適合性が明確になるので、自部署の位置確認ができる。 

最後の第３の位置確認は、リーダーとして、外的な環境変化がどのような状況にあるのかを的

確に把握することである。横軸は環境変化の頻度で頻繁に変わるか、まれにしか変わらないかで

ある。縦軸は環境変化の大きさで、大きく変わるか、ほとんど変わらないかである。各々の軸を、

高と低、大と小とに区分すると、環境変化について４つの変化パターンができる。４つの変化パ

ターンとその特徴は、安定的な環境（セル１：頻度低・変化小）、著しく不安定な環境（セル４：

頻度高・変化大）、急変をみせている環境（セル３：頻度低・変化大）、ゆるやかに変化する環境

（セル２：頻度高・変化小）である。その詳細については、以下の類型化の詳細で述べる。的確な

環境認知を可能にするものとして、認知、空間的、時間的な視野の拡張がある。環境についての

認知は、すなわち環境をどう見るかは、客観的な環境状況の中にいる当事者の主観的な感じ方（認

知）である。時間経過による人の心理的変化が、環境認知の的確さを脅かすので、上述のとおり

基本スタンスが必要である。以上をまとめたのが、表３－２である。 
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表３－２ 事業の特性と組織の編成原理についての次元 

  

 

 

次元１：事業や製品のライフサイクル 

基本・成熟事業     成長事業     新規事業 

次元２：製品の統合化の度合い 

個別製品            統合型システム製品 

次元３：新規性の度合い 

定型・継承            非定型・新規 

  

 

 

次元１：フラット化の度合い 

伝統的階層型            フラット型 

次元２：メンバーの流動性の度合い 

個別製品            統合型システム製品 

次元３：集団年齢 

青年期     中年期     老年期 

 

(２)類型と類型化 

①類型 

この研究は、リーダーが、外的環境条件について的確に判断するための環境変化の４類型を提

示している。横軸は、環境変化の大きさで、大きく変わるか、ほとんど変わらないかである。各々

の軸を、高と低、大と小とに区分すると、環境変化について４つの変化パターンができる。４つ

の変化パターンとその特徴は、安定的な環境：セル１（頻度低・変化小）、著しく不安定な環境：

セル４（頻度高・変化大）、急変をみせている環境：セル３（頻度低・変化大）、ゆるやかに変化

する環境：セル２（頻度高・変化小）である。 

具体的には、安定的な環境（セル１：頻度低・変化小）は、安定した環境である。変化はほとん

ど起こらず、厳しさもない。既存のルーティンの恩恵を受けるので、変革は愚かな選択となる。

言われたことを黙々とやれる人材だけがいる方が良いことになる。 

著しく不安定な環境（セル４：頻度高・変化大）は、変化が頻繁に起こり、変化が大きく激しい

場合である。絶えず動いて、その都度対応しなくてはいけないため、ストレスは非常に高い。異

能異才、多様なタイプの個人がいた方が、環境への対応力は高くなる。環境変化が極度のもので

ない限り、何とか対処していける可能性がある。その一方で、先読みが難しいことから、合理性

のない場当たり的な意志決定と行動が出ることもある。また、メンバーを相当のストレスに追い

込み疲れさせるために、無力感を強め、意欲を低下させる懸念もある。 

急変をみせている環境（セル３：頻度低・変化大）は、これまで安泰に推移してきたのに、大き

な質的変化が襲ってきて、何もかもがいきなり変わってしまうような状況である。大きな技術革

新が起きて、パラダイムが抜本的に変わってしまうような状況や、1974 年のオイルショックが当

てはまる。セル４と同様、セル３でも変革が正解である。 

ゆるやかに変化する環境（セル２：頻度高・変化小）には、２つの環境がある。１つは、変化の

頻度は比較的高いものの、変化の度合いはとても小さい状況である。変化がとても緩やかな感じ

で起きている場合が当てはまる。もう１つは、変化の発生が波動的であるために、不調も好調も

事業の特性に関わる次元 

組織の編成原理に関わる次元 
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周期的にやってくる。長い目でならしてみると、確実に環境変化が起きている場合もあてはまる。

これまで効果を持っていたルーティンでも逆機能として働き、効果を失うようになるため、機を

見ての作り替えを必要とするが、部分的に通用したり、追い風が吹けばうまくいったりするので、

環境変化についての認知は鈍く、また不正確になりやすい。個人と集団による環境認知は、心理

的にはいつもセル２の状態に陥りやすいと考えられる。 

②類型化 

上述を類型化したのが、図３－３である。 

 

 

出所：古川（2003），72 頁より作成。 

図３－３ 古川による環境変化の４類型 

 

第４節 経営学における先行研究 

１．野中（１９７４）5）の研究 

野中（1974）は、市場における情報の役割（情報プロセシングパラダイム）を重視し、市場多

様性という概念による類型を提示している。市場の多様性には程度があり、類型化を図る方法に

ついても詳細に提示している。これは、本研究の類型化においても、とくに、軸の抽象や質問項

目の妥当性については、考慮すべきことである。ただし、アンケート調査とインタビュー調査は、

行っているが、その次元の抽出と、類型化の区分の方法については、タイトルに示してあるよう

に仮定的である。 

 

(１)研究の概要 

研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 

①目的 

この研究の目的は、市場にける情報の役割に着目し、市場多様性という概念による類型化を図

ることである。具体的には、組織と環境の関係の中で組織構造の最も重要な規定要因は、技術や

環境一般よりも市場ではないかという観点から、組織と市場の関係を情報の観点から着目し、具

体的なインディケータを作成し、それについて明らかにすることである。 

②方法 

 この研究の方法は、実証主義に基づいた定量的方法である。具体的には、組織と市場の関係に

低 高 

小 

大 

セル１ 

頻度低、変化小 

〈安定〉 

セル２ 

頻度高、変化小 

〈徐々に変化〉 

セル３ 

頻度低、変化大 

〈急変〉 

セル４ 

頻度高、変化大 

〈不安定・変動〉 

環境変化の頻度 

環
境
変
化
の
大
き
さ 
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おける類型化に関する先行研究をレビューし、質問項目を作成し、アンケート調査と米国企業４

社にインタビュー調査を行っている。 

③結論 

 この研究の結論は、野中（1974）によれば、市場特性の生み出す情報の質および量によって組

織構造の類型化が可能なことである。そこで、環境一般よりも市場の役割を重視し、市場多様性

という概念による類型を提唱している。市場特性を重視する理由としては、現段階での組織の構

造に最も重要な影響を与える環境を市場と考えることがより大きな説明力を生み出すからである

と、指摘している。よって、コンティンジェンシー理論を基に、組織が直面している市場多様性

を問題視している。そして、組織は市場多様性に対応するために、どのような最小有効多様性を

構築していくべきかを明らかにしている。これについて、彼は、組織構造においての唯一最善の

構造はなく、市場特性に最適に適応するための必要な情報の量と質、すなわち、「情報の数」「各

情報源に送受信する情報量」「情報の信頼性」「情報フィードバックの時間幅」というパラメータ

ーの分析によって、組織の４つの類型を提示している。 

 

(２)類型と類型化 

①類型 

この研究の類型の詳細は、以下のとおりである。野中（1974）は、ペロー（Perrow，1972）を

レビューして、異なるタイプの組織に関する系統的な分析を欠いていたことと、多様な組織の構

造と目標秩序の差異を説明できる類型が必要であることを指摘している。例えば、バーンズ・ス

トーカー（Burns and Stalker，1961）やローレンス・ローシュ（Lawrence and Lorsch，1967）

は、環境の不安定性による組織構造の類型化を試みている。彼らは、条件適合理論を組織と環境

のレベルで復活させたが、条件適合理論は明らかに一般理論よりも特定理論の開発を志向してい

る。野中（1974）は、上述のように組織が多様化しているときに、すべての組織現象を普遍妥当

的に説明できる理論は、抽象レベルの高い一般理論にならざるを得ず、また詳細な個別理論を１

つ１つ展開することも一般化を求める理論の役割を見失うことになると指摘している。そこで、

一般化の程度を向上させるために、しかも現実の説明力を高めるという折衷的接近法として共通

特性をあるレベルの集合でくくるという類型が考えられる、と指摘している。 

具体的に、野中（1974）は、先行研究のレビューから市場多様性を２つの次元、同質－異質性

および安定－不安定の次元で定義している。この選択した次元について、各々２つの下位次元を

設定している。同質－異質性次元に対しては、情報の数、情報源に送受信する情報量である。安

定－不安定性次元に対しては、情報の信頼性、情報のフィードバックの時間幅である。以上のよ

うに、市場多様性の概念の次元を決定し、さらに下位次元として選択されたに４つに対して、そ

の各々に対してインディケータとして８項目を設定しており、全部で 32 項目ある。調査は、最初

に、事業部長から本質的意思決定を確認し、それに基づいてこの意思決定に参画するすべての人

を計算するための情報フィードバック・ループの詳細については製品マネジャーへのインタビュ

ー調査を実施している。マネジャーの市場多様性の認知について十分なサンプル数を確保するた

めに、事業部長、製品マネジャーの他に企画部、研究開発、販売マネジャー等も質問票の配布対

象者である。組織の代表的な被調査者を獲得するために、サンプルは各社の企画あるいは組織計

画担当マネジャーによって選別され、質問票が配布されている。その結果、市場特性→情報・意

思決定負荷→組織構造の関係を基本モデルとし、市場多様性のパラメーター値によって、いくつ
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かの類型が展開できる可能性を有している。上述より、野中（1974）は、「情報の数」「各情報源

に送受信する情報量」「情報の信頼性」「情報フィードバックの時間幅」のパラメーター値の分析

から、組織の類型を提示している。なお、彼は、同時に今後の課題として、類型①、類型②等の類

型別の組織－市場関係の特定理論が開発されることが考えられることを指摘している。 

②類型化 

上述を類型化したのが、図３－４である。 

 

 
＊Chandler（1962）は、調査した産業および事業部制企業の類型化を仮説的に試みているが、調査時点で分権制

を採用していた組織である。 

出所：野中（1974）,278 頁より作成。 

図３－４ 野中の組織－市場多様性関係の仮説的４類型＊ 

 

２．加護野他（１９８３）6）の研究 

 加護野他（1983）は、日米企業の経営比較において、環境適応の４類型を提示している。類型

化を試みる前は、日本企業の特殊性を記述的に明らかにしようとしていたが、類型化により企業

の特性がより明確化でき、統計的分析手法を用いることで、それぞれの類型における特徴や差異

について、明らかにしている。なお、彼らは、分析結果は、一般的な傾向であって、例外も数多く

存在していることも指摘している。本研究では、組織変革の抵抗についても、抵抗と一括りにと

らえて議論を行うよりも、類型化を行うことで、抵抗の特徴や差異を明確化できるのではないか

と考えていることから、この研究を取り上げている。 

 

(1)研究の概要 

 

組織－市場多様性の基本型① 

農業関係（アメリカン・シュガー、ユ

ナイテッド・フルーツ）、木材、セメ

ント、鉱業（アナコング、ケネコット

等）、肉製品（アーマー、スウィフト

等） 

組織－市場多様性の基本型② 

KACC タイプ：高い「情報信頼性」、

低い「情報量」で、少数事業部、少数

製品マネジャー。同型と仮定される産

業：鉄鋼（U・S・スチール、ベスレヘ

ム、リパブリック等）、材料（アメリカ

ン・キャン、インターナショナル・ペ

ーパー等） 

組織－市場多様性の基本型③ 

クロロックスタイプ：高い「情報量」

で、少数事業部、多数製品マネジャ

ー。同型と仮定される産業：化粧品・

食料品（プロクター＆ギャンブル＊、

ゼネラル・フーズ＊、ゼネラル・ミル

ズ＊、ピルスベリー＊等）、石油（ス

タンダード（ニュージャージー＊）、

シェル＊等）、ゴム（U・S・ラバー＊、

グッドイヤー＊、グッドリッチ＊等） 

組織－市場多様性の基本型④ 

HP タイプ：高い「情報源」、「情報量」

「情報フィードバック」で、多数事業

部、多数製品マネジャー。同型と仮定

される産業：化学（デュポン＊、ダウ＊、

モンサント＊等）、家庭電器（GE＊、ウ

ェスチングハウス＊等）、エレクトロニ

クス（RCA＊等）、自動車（GM＊他） 

安定性 不安定性 時間の多様性 

同質的 

異質的 

空間の

多様性 
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研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 

①目的 

 この研究の目的は、第１に、科学的方法によりデータの収集と分析を行い、日本企業のマネジ

メントスタイルの国際的な特徴について、体系的かつ経験的に明らかにすることである。第２に、

日本企業に見られる経営の多様性について、明らかにすることである。具体的には、規模の大小、

業種、経営の優劣によって、経営の方法には差異が見られるが、どのような範囲の企業を対象に

して平均像を抽象しているのかを明確にし、国際的比較を行うことである。 

②方法 

 この研究の方法は、実証主義に基づいた定量的方法である。それに基づいて、事例調査とサー

ベイ調査を行っている。具体的には、日本企業 1031 社、米国企業 1000 社を対象にアンケート調

査を行っている。回答は、日本企業 291 社（回答率 28.2％）、米国企業 227 社（回答率 22.7％）

である。 

具体的には、以下のとおりである。日本の企業と一括りにまとめても、多様である。そこで、

従来、日本の企業の特殊性を記述的に明らかにしようとする傾向が強かったが、類型化によって、

一般化の程度を向上させ、体系的に日本の企業を捉える必要がある。この日米企業の比較は、サ

ーベイ調査による統計分析によっている。測定次元は、日米の回答企業の規模、産業分布、環境

比較、生産技術の比較、経営目標の比較、戦略の比較、製品市場ポートフォリオの比較、主力市

場における競争戦略、研究開発戦略の比較、組織構造の比較、コントロール・グラフによる組織

の集権度の比較、管理システムの採用率の比較、部門間のパワー分布の比較、事業部制の構造に

関する比較、組織過程の比較、経営者に要求される能力の比較、組織改革の比較分析、環境、生

産技術、目標、戦略、組織構造、組織過程、経営者である。これによって日米企業の平均像の差異

を明らかにしている。この分析からは、環境適応パターンを機械的適応（米国）と有機的適応（日

本）に分類し、さらに戦略と環境、その他のコンテクストとの相関、組織特性と環境、コンテク

ストとの相関を分析し、組織特性の決定因を明らかにしている。 

次に、少数企業を対象にして、経営様式のインテンシブな定性的研究を行っている。企業の選

択は、同一産業で、できる限り類似の事業構成をもった平均以上の業績を上げているそれぞれの

国内 16 の代表的な企業を選択している。その結果から、個別事業分野での競争優位の確立方法が

より演繹的・論理的に行われ、事業分野の収益予測も明確化する特徴をもつ米国型の戦略は、プ

ロダクト志向の戦略と呼称し、競争優位を機能的でインクリメンタルに確立しようし、自由度の

高い方向照射的なドメインの定義を行い、オペレーションでの経験蓄積を基軸とした資源の蓄積

を重視し、あらゆる階層での学習を活性化させるために人的資源へのインパクトを考えた長期生

存志向的な資源展開が行われるような特徴をもつ日本型の戦略は、オペレーション志向の戦略と

呼称している。 

最後に、日米の企業組織の比較から、組織構造を中心とした階層を通じた意思決定の操作化と

その実行を行う構造支配型が組織特性であるビュロクラティック・ダイナミクスと集団を中心と

して人々の直接的な相互作用を通じて、意思決定とその実行を行うプロセス中心型の組織特性で

あるグループ・ダイナミクスという２つの基本型に分類している。 

以上から、探索的に得られた結果がどの程度の一般妥当性であるかを確認してし、インテンシ

ブな比較分析の結果と、項目の因子分析の結果を参考にして、経営環境、経営戦略、経営組織、

経営者特性、経営成果の次元を分析している。 
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③結論 

 この研究の結論は、平均的な日米企業には、経営環境、経営目標、経営組織、経営者の特性に

は一貫した差異のあることである。それについて、彼らは、日本型の環境適応は有機的適応パタ

ーン、米国型の環境適応は機械的適応パターンと呼称している。 

具体的に、日米の両国企業の環境適応戦略には、次のような差異がある。a.米国企業が相対的に

特定的なドメインの定義をするのに対して、日本企業は従業員に方向感覚を示すが、解釈の自由

度の高いビジョン的な定義を示す傾向がある。b.米国企業が環境の機会やリスクを精緻に認知・

分析した上で機能的な資源を展開するのに対して、日本企業は環境がいかなる状態でも耐えられ

るような内部からの累積的資源蓄積・展開を重視する。c.米国企業が、短期業績志向の財務的経営

資源重視型の資源展開をするのに対して、日本企業は、長期生存志向の人的資源重視型の学習・

活性化のための資源展開をする。d.米国企業は、単独でリスク分担をするのに対して、日本企業は

組織間関係のネットワークを通じてリスクを削減する。e.米国企業は、理論的・演繹的に競争優位

を確立し、競争優位を製品戦略に求めようとするのに対し、日本企業は帰納的かつインクリメン

タルに競争優位を確立し、競争優位を生産戦略に求める。以上は、相互に緊密に関係しあってい

る。米国型の戦略は、製品に重点を置きながら、機動的な資源展開を通じて、環境の変化に演繹

的に適応するプロダクト志向の戦略で、日本型の戦略は、生産に重点を置きながら周辺分野での

知識の蓄積をはかり、環境の変化に帰納的かつインクリメンタルに適応するオペレーション志向

の戦略である。 

 次に、日米の両国企業の組織編成の方法には、次のような差異がある。a.米国企業が戦略に適合

した階層構造を設計するのに対して、日本企業は現場の自発性と微調整的適応行動を許容する柔

構造を設計する。b.米国企業が精緻な統合システムによるコントロールを行うのに対して、日本

企業は価値・情報の共有とそれを支援するルースなシステムによるコントロールを行う。c.米国企

業が階層に応じた専門能力の個人別蓄積を図るのに対して、日本企業は集団内および集団間の相

互作用を通じたダイナミックな学習を行う。d.米国企業が、トップ・ダウンのシステムによって変

化に対処するのに対して、日本企業はトップが意識的に緊張や脅威のバリエーションを演出する

ことによって、組織メンバーを活性化させ、現場の自生的勢いをつけて変化に対処する。e.米国企

業のトップ・マネジメントの地位が業績主義重視で不安定であるのに対して、日本企業のトップ・

マネジメントの地位は安定的であり、持続的なポリシーの追及を許容する。f.米国企業は、戦略と

一貫性をもった明示的かつ普遍的な価値・行動規範を創造して組織全体の差別化を図るのに対し

て、日本企業は現場に自律的な解釈と、その場その場での臨機応変な適応行動を許容する包括的

価値・行動規範を共有させて差別化を図る。 

 次に、米国型の組織編成は、公式化された組織階層を構築して規則や計画を通じて組織的統合

や環境多様性の削減を図るビュロクラティック・ダイナミクスと呼ばれる組織編成の方法であり、

日本型の組織編成は、価値・情報の共有をもとに、成員間と集団間の相互作用を通じて、組織的

統合と環境バラエティの削減を図るグループ・ダイナミクスと呼ばれる組織編成の方法である。 

 次に、日米間、あるいは企業間の戦略や組織の差異の要因には、資本市場から課せられる収益

圧力、労働市場の流動性、環境バラエティ、企業規模、技術、ならびに文化的な差異がある。a.資

本市場からの収益圧力、労働市場の流動性、環境バラエティが高まるにつれ、プロダクト志向が

高まる。b.労働市場の流動性、環境バラエティ、企業規模が高まるにつれ、ビュロクラティック・

ダイナミクスへの依存度が高まる。c.日米ともに、ビュロクラティック・ダイナミクスを重視する



67 

企業はプロダクト志向の強いことがある。 

 次に、日本型のオペレーション志向の戦略とグループ・ダイナミクスの組合せは、継続的な変

化への適応あるいは企業に適して、米国型のプロダクト志向の戦略とビュロクラティック・ダイ

ナミクスは、継続的な大きな変化への適応や企業に適している。 

 日米の高業績企業の間には、多くの共通点がある。a.日米とも高業績企業は、プロダクト志向と

オペレーション志向のいずれかあるいは双方において、リーダー志向の戦略を志向している。b.

日米とも高業績企業は、グループ・ダイナミクスとビュロクラティック・ダイナミクスを同時に

肥大化している。c.日米ともに、グループ・ダイナミクスを重視する企業ほど人的成果は高く、現

場レベルでの学習活動を積極化する。d.日米ともにプロダクト志向とビュロクラティック・ダイ

ナミクスの組合せは、経営資源蓄積の幅を拡大する。e.日米ともに、グループ・ダイナミクスに依

存する企業は、長期志向の人事と評価、計画的ジョブ・ローテーションを重視し、独特の企業文

化を生み出している。 

 日米間で高業績をもたらす戦略や組織の相違点は以下のとおりである。a.米国ではシナジーを

重視し、組織間関係への依存度を高めることが高い業績と結びつくのに対し、日本ではその逆で

ある。b.米国ではプロダクト志向のリーダー戦略が高い業績に結びつくのに対し、日本ではオペ

レーション志向のリーダー戦略が高い業績に結びつく。c.米国ではグループ・ダイナミクスへの依

存を高めることが、差別的に高い業績に結びつくのに対し、日本ではそれほどでもない。ただし、

彼らは、以上の分析結果は一般的な傾向であって例外も数多く存在していると指摘している。 

 

(２)類型と類型化  

①類型 

この研究の類型の詳細は、以下のとおりである。 

環境適応の４類型について、戦略に関してはオペレーション志向とプロダクト志向、組織編成

に関してはグループ・ダイナミクスとビュロクラティック・ダイナミクスの２つの次元で構成さ

れている。この４つの類型は、各々、反時計回りに、H 型（左上：人の要素が大きな比重を占め

る）、V 型（左下：ベンチャー型の企業）、B 型（右上：社内のビュロクラシーが従業な役割を締

めるビュロクラシー型、あるいは B 型適応）、S 型（右下：戦略が重要な役割を占める）である。 

 この４つの類型について、(1)組織的統合と情報プロセシングの手段、(2)影響力の分布と組織形

態、(3)知識・情報の蓄積のパターン、(4)トップ・マネジメントのリーダーシップ、(5)機会や脅威

への対応方法、(6)環境適応の鍵と競争優位、(7)情報志向、(8)価値志向の観点から考察されている。 

②類型化 

上述を類型化したのが、図３－５である。 
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出所；加護野他（1983），229-233 頁。 

図３－５ 環境適応の４類型  

 

第５節 小括：要約と考察 

本章では、類型化に関する先行研究のレビューについて、学問の体系として古い順番に、社会

学、社会心理学、経営学の順に提示した。第２節では、社会学における類型化の研究について、

社会学者で著名なマートン（Merton，1957）とパーソンズ（Parsons，1951）の研究をレビュー

した。第３節では、社会心理学における類型化の研究について、人間の行動の説明で著名な社会

心理学者の三隅（1984）と古川（2003）の研究をレビューした。第４節では、経営学における類

型化の研究について、組織論や戦略論で著名な経営学者の野中（1974）と加護野他（1983）の研

究をレビューした。 

 

１．要約 

上述について要約したのが、表３－１から表３－３である。 

 
表３－１ 社会学における類型化研究 

項目＼研究 マートン（Ｍｅｒｔｏｎ, １９５７） パーソンズ（Ｐａｒｓｏｎｓ,１９５１） 

(１)研究の

概要：①目

①社会構造がその社会の一部の人々に特定の

圧力を加えると、なぜ人々に同調的行為よりも

①逸脱した動機づけそれ自体の方向と分化を明ら

かにする 

 

                    

                    

グループ・ダイナミクス 

プロダク

ト志向 

オ ペ レ

ー シ ョ

ン志向 

ビュロクラティック・ダイ
ナミクス 

B 型 

(1)規則、プログラム、階層、機能的分業、
職務に応じた報酬 

(2)職能別組織、トップとエリート・スタ
ッフへのパワーの集中  

(3)エリートによる学習、システム、マニ

ュアル、規則による伝承 

(4)テクノクラーク型リーダーシップ 

(5)受動的・量的適応、F ドメインの防衛 

(6)生産効率、コスト優位 

(7)定量的情報 
(8)規則、職務、手続の遵守 

S 型 
(1)階層、自己充足化、垂直的情報チャンネ
ル、計画、目標、実績主義の報酬 

(2)事業部門組織、資源配分権限のトップへ

の集中 

(3)エリートによる学習、システムによる伝
承、事業の買収 

(4)将軍型リーダーシップ 

(5)演繹的・分析的・計画的適応 

(6)戦略的一貫性 

(7)体系的予測情報 

(8)首尾一貫性、計画の遵守、目標の達成 

V 型 

(1)頻繁な相互作用、価値情報の共有、チー

ム、タスク・フォース、技術や製品へのコ
ミットメント 

(2)小さなチームの連合体、意思決定センタ

ーの分散 

(3)チームあるいは個人による学習とモデ
リング 

(4)企業家型リーダーシップ 

(5)能動的・実験主義的・断続的な適応 

(6)製品のユニークさ、先行イノベーション 

(7)鮮度の高い顧客、技術情報 

(8)リスクへの挑戦ベンチャー・スピリット 

H 型 

(1)頻繁な相互作用、価値・情報の共有、 

緊張の醸成。対人関係のネットワーク 

(2)ルースに連結された連結型ピン組織、 

パワーの組織内分散 

(3)組織内部での相互作用的な学習 

と学習の共有 

(4)宣教師型リーダーシップ 

（方向と理念の共有促進） 

(5)受動的・帰納的インクリメンタルな適応 

(6)オペレーションの効率化、製品特性の小
さな差、シナジー、適応スピード 

(7)現場情報、顧客と接触による情報 

(8)一体感、調和 
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的②方法③

結論 

非同調的行為をとらせるのかを明らかにする 

②定量的方法 

③社会構造の目的と手段の不完全な統合がア

ノミーを引き起す 

②定性的方法 

③第１に、能動性と受動性の分化と同調的タイプ

と離反的タイプは能動的か受動的で４つの類型 

(２)⓵類型

と②類型化 

①同調、革新、儀礼主義、逃避主義、反抗 

②文化的目標への志向と制度的手段への志向

とを組合せによる類型 

①強迫的遂行の指向、地位期待の強迫的黙従、反

抗、撤退） 

②４つの分類（上述➂） 

 
 表３－２ 社会心理学における類型化研究 

項目＼研究 三隅（１９８４） 古川（２００３） 

(１)研究の

概要：①目

的②方法③

結論 

①リーダーシップの２つの行動次元（人と仕

事）について従来の類型よりも操作化が容易で

多次元的解析が可能な新類型を提示する 

②定量的方法 

③課題解決・目標達成志向の P 機能と同自己保

身と維持持機能の M 機能の２次元４類型 

①リーダーが組織の位置確認をするために外的環

境変化の状況を把握すること 

②定量的方法である 

③リーダーは、部署の課題と方向性を明確にし、迷

った時に照合する基軸づくりのために４つの基本

スタンスを示し、位置確認を行うこと。 

(２)⓵類型

と②類型化 

①PM 型、Pm 型、pM 型、pm 型 

②リーダーシップの PM 理論として４類型 

①安定的な環境：セル１（頻度低・変化小）、著し

く不安定な環境：セル４（頻度高・変化大）、急変

をみせている環境：セル３（頻度低・変化大）、ゆ

るやかに変化する環境：セル２（頻度高・変化小） 

②頻度の高低、環境変化の大小の２軸４パターン。 

 
 表３－３ 経営学における類型化研究 

項目＼研究 野中（１９７４） 加護野他（１９８３） 

(１)研究の

概要：①目

的②方法③

結論 

①組織構造について、市場多様性と情報という

概念から類型化を図ること 

②定量的方法 

③市場多様性を「情報の数」「各情報源に送受信

する情報量」「情報の信頼性」「情報フィードバ

ックの時間幅」パラメーター値を分析すること

で、それに適合的な組織構造の類型化を図る 

①日本企業の経営方式も米国企業との比較からそ

の特徴を明らかにすること 

②定量的方法 

③４つの類型に対照すると、日米企業には、経営環

境、経営目標、経営組織、経営者の特性には一貫し

た差異がある 

(２)⓵類型

と②類型化 

 

①組織—市場多様性の基本型①～④（４類型） 

②市場多様性について、同質－異質性および安

定－不安定という２つの次元の両極傾向の組

合せによる４つの類型。 

①H 型（人要素が大きな比重）、V 型（ベンチャー

型の企業）、B 型（ビュロクラシー型あるいは B 型

適応）、S 型（戦略が重要な役割） 

②戦略のオペレーション志向とプロダクト志向、

組織編成グループ・ダイナミクスとビュロクラテ

ィック・ダイナミクスの２次元の組合せに４類型 

 

２．考察 

 以上の要約から、以下の考察を提示する。 

 第１に、社会科学において類型化による議論は、多くの学問で行われており、その共通的な目

的は、現象や事象の正確な把握と類型による建設的な議論の構築にある。これは、レビューから

も判明していることであり、本研究における前提である。これらのレビューによって、本研究の

課題の解明に対してこの方向性に大きな問題のないことが確認できた。ここで、別の議論は、類

型化を図る現象や事象とそうでない現象や事象との相違、あるいは境界である。どの観点（問題

の立論）から、類型化（の作業、手続）を適応するのか、ということである。換言すれば、類型化

を図れば、そのすべての議論について正確な実態把握と建設的な議論に発展させることが可能な

のか、ということである。また、もう少し考えると、類型化の議論が、逆に、現実を複雑化させ、

建設的な議論というよりも散漫的な議論になることはないのか、ということである。この点に留

意する必要がある。 
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 第２に、社会科学における類型の設定は、２軸における４類型が多いこと、自然科学とは異な

りその類型を区分する閾値（境界値：critical point）の設定はなく理念型が大半であることにつ

いては共通している。これは、レビューからも判明していることである。最初に、軸が「２つ」と

いうことに対して留意する必要がある。軸が「２つ」であるから、これを組合せれば、通常は２

×２＝４類型を設定することができる。問題は、軸は「２つ」の場合、これによって類型の数が

少なく説明はしやすくなるが、本当に正確に実態把握ができるのか、ということがある。例えば、

軸が「３つ」ある場合、通常は２×２×２＝８類型になる。そうすると、説明の厳密性は向上す

るが、８つの独立的なデータの取得と提示が必要になる。軸の数が「４つ」以上に増えれば、さ

らにデータ取得が必要になるが、その類型が本当に独立的になっているか、どうかという疑問も

生じる。また、それらの軸の数に関する妥当性を測る観点や測定器具も必要になるが、これが可

能かどうかということである。以上のように、軸の数に関するパラドックスといえる課題がある。 

次に、閾値がなく、理念型であるというのは、実務的には独自に閾値設定ができるという意味

においては、一般性に乏しいという批判はあっても、有用性は高いと考えられる。問題は、その

閾値の数値設定にある。ビジネス面において、常に変化する市場環境や経営環境を考慮すれば、

類型の妥当性向上のためには、常に閾値のモニタリングを行い、修正を図っていく必要がある。 

 

注                                         
1）マートン（Merton，1957），邦訳，105－151 頁。 
2）パーソンズ（Parsons，1951），邦訳，251－267 頁。 

3）三隅（1984），ⅰ—ⅲ頁、１－125 頁、155－156 頁、166－171 頁、300－319 頁。具体的には、以下のとおり

である。例えば、企業におけるリーダーシップ M 行動の因子について、第Ⅱ因子が M 行動因子にあたる。第Ⅱ因

子に高い因子負荷量を示した項目は、「監督者が部下を支持する」「部下の立場を理解する」「部下を信頼している」

等の項目であった。この M 行動は、オハイオ研究における consideration（配慮）因子に近似しているといえる。

次に、地方自治体における係長、課長のリーダーシップ行動因子分析については以下のとおりである。地方自治体

行における管理機能が、民間企業と相違する点として、a.権力行政の側面があること、b.組織体の目標が広範囲に

わたっていること、c.住民相互間の利害を調整し、社会的価値を追求する等が上げられるが、産業社会の高度化、

都市化の促進などによって、地域社会へのサービス提供行政の比率が増大しつつあった。その結果、係長のリーダ

ーシップ P 行動としては「実行計画」の因子、「規律指導」の因子、「自己規律」の因子が見られた。課長のリー

ダーシップ P 行動は、「企画・調整」の因子、「規律指導および実行計画」の因子、「自己規律」の因子が見出され

た。したがって、企業体において見出された仕事の遂行、業績達成への直接的「圧力」に関するリーダーシップ P

的因子は見出されなかった。同じく、地方自治体の係長、課長のリーダーシップ M 行動は、いずれも第Ⅰ因子が

それに対応するものであった。双方に高い因子は、a.部下の個人的な悩みの相談、健康状態、部下の将来への配慮、

部下に気軽に話しかける等の部下に対する個人的な配慮、b.失敗した部下への配慮、部下の昇進や昇給への配慮、

部下を信用し公平に扱い、意見を取り入れるという仕事上での配慮、c.レクレーションや懇親会への参加という部

下集団への参加項目であった。係長のみに高い因子負荷量を示すものとしては、仕事上での配慮に関するものが

見出される。課長と係長の M 行動の差異は、係長の方が部下に対して、課長よりもより密着した M 行動であると

考えられている。企業体における第１線監督者のリーダーシップ M 行動と比較すれば、係長と課長の共通に見出

された 10 項目のうち６項目が高い因子負荷量であった。企業と地方自治体の調査においては、リーダーシップＰ

行動について、その行動内容に明らかな相違点が見出された。しかし、リーダーシップⅯ行動においては、職場集

団の維持や人間関係に関しては、同じである。組織目標や職務内容が異なっていても上司と部下との人間関係の

基本的条件は変わるものではないと指摘している。次に、学校教育現場におけるリーダーシップとして、小学校

５・６年生学級における教師のリーダーシップ行動測定尺度の作成を行っている。その結果、学級における教師の

リーダーシップ P 行動として２つの因子が見出された。第Ⅱの因子として、「生活・学級の訓練・しつけ」の因子

と、第Ⅴ因子として「社会性・道徳性の訓練・しつけ」の因子である。児童の生活・学習・社会性における訓練、

しつけのこの２因子は、そのリーダーシップ P 行動としては、企業と地方自治体におけるリーダーシップＰ行動

と質的に相異しており、訓練・しつけの因子は、教育的圧力因子として解釈することができる。 

同じく、教師のリーダーシップⅯ行動に関しては、３つの因子が抽出されている。第Ⅰ因子は、「教師の児童に対

する配慮因子」と命名された。第Ⅲ因子は、教師の児童への接近性の因子」と命名された。第Ⅳ因子は、「学習場

面における緊張緩和」の因子と命名された。リーダーシップ M 行動の因子が、「配慮」以外に２因子が抽出された

のは、調査対象の特殊条件に依存していると考えられている。次に、大学におけるスポーツのクラブ活動における
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リーダーシップ行動について、因子分析を実施している。リーダーシップ P 行動としては統率因子と「練習の厳

しさ因子」が抽出されている。前者の統率因子は、オハイオ大学の諸研究における率先垂範の因子に特徴が類似し

たものと解釈されており、地方自治体の「規律指導の因子」「自己規律の因子」と類似している。後者の「練習へ

の厳しさ因子」は、従来のリーダーシップ行動に関する因子分析研究では明確に抽出されてこなかった因子であ

る。よって、三隅は、リーダーシップ P 行動としては、initiating structure, production emphasis の因子のみで

は包括できない因子が存在することを指摘している。同じく、学生のスポーツ集団におけるリーダーシップ M 行

動の因子については、配慮因子が第Ⅰとして抽出されたが、第Ⅳ因子として集団維持に関する因子が抽出された。

第Ⅰ因子の配慮因子は、企業や地方自治、教師のリーダーシップ行動において共通に見出された。第Ⅳ因子は、大

学におけるボランティア集団としてもスポーツクラブ集団の特殊性に依存したリーダーシップ M 行動として解釈

できる。 

4）古川（2003），56－87 頁。 
5）野中（1974），171－193 頁、276－278 頁。 
6）加護野他（1983），10 頁、17－23 頁、103－104 頁、174－181 頁、183－184 頁、225－250 頁。 
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第４章 抵抗のマネジメントに関する先行研究のレビュー 

 

第１節 はじめに 

本章の目的は、抵抗のマネジメント（除去と織り込み済）に関する先行研究のレビューについ

て、提示することである。第２節では、社会心理学における先行研究として、社会や組織の中で、

人間の抵抗がどのようにマネジメントされてきたのかについて、社会心理学者で著名なレヴィン

（Lewin,1948）、レヴィン（（Lewin,1951）、コッチ・フレンチ（Coch and French，1948）、リ

ピット・ワトソン・ウェストレー（Lippit，Watson and Westley，1958）の研究、シャイン（Schein，

1965）、ベニス（Bennis,1996）、および上野（2012）の研究をレビューする。次に、第３節では、

経営学における先行研究として、企業等の組織の中で抵抗がどのようにマネジメントされてきた

のかについて、組織行動論で著名なロビンス（Robbins，1997）、コッター（Kotter，1999）、お

よび松田（2019）の研究をレビューする。次に、第４節では、マネジメント実践における先行研

究として、コンサルタント経験と研究との融合で著名なバーク（Burke，1982）、カンター（Kanter，

1983）、およびナドラー（Nadler，1998）の研究をレビューする。 

 

第２節 社会心理学における先行研究 

１．レヴィン（Ｌｅｗｉｎ，１９４８）の研究 

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 

①目的 

この研究の目的は、集団における民主的雰囲気と専制的雰囲気との差異に着目して、各集団内

でのリーダーと対人関係の視点から有効的なリーダーシップスタイルについて、明らかにするこ

とである。 

②方法 

この研究の方法は、心理学実験である。具体的には、児童を構成員とした２つの集団（面作り

を希望する 10 歳から 11 歳の児童で構成）を作り、11 回の会合実験を実施している。具体的に

は、民主的集団と専制的集団として特徴づけられた集団を作り、ある疑似目的を設定した会合を

行うという対照実験を実施している。民主的集団との会合は専制的集団の会合の２日前に実施さ

れるが、民主的集団の児童はそこでの活動を自身で自由に選択できるのに対して、専制的集団の

児童は、活動における自由な選択をすることができず、単に民主的集団の児童と同じ活動を行う

ように一方的にリーダーから命令を受けるだけである。ここで、リーダーは、この実験で採用さ

れた成人の大学生であり、それぞれの集団において、対照的な雰囲気になるように指示を受けて

いる。 

③結論 

この研究の結論は、上述の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 1）。第１に、リ

ーダーが集団に及ぼす影響力によって、集団の雰囲気が生じることである。具体的には、民主的

集団では、仕事の協力はすべて子供達が自発的につくった下位集団によるものである。その一方

で、専制的集団は、リーダーからの働きかけは 32％であった（民主的集団では、リーダーからの

働きかけはないので 0％）。また、専制的集団のリーダーは継続して大きな攻撃的支配を示し、児

童の自由は大半が制限されており、よって雰囲気の良くないことが明らかにされている。 
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第２に、児童が他の児童の集団生活に及ぼす雰囲気の影響によって、民主的集団と専制的集団

において、児童と児童間の関係に差異が生じることである。この実験では、専制的集団において

は、民主的集団に比べて児童と児童間に約 30 倍の敵対的行動がみられ、他人の注意を引こうとす

る欲求が強く、敵意のある言動が多く生じている。その一方で、民主的集団では、協働と他の児

童への賞賛が頻繁に見受けられ、建設的示唆の発露が多く、児童が他の児童に事実に即した行動

をすることや客観的行動が頻繁にあったことを明らかにしている。なお、また専制的集団と民主

的集団との関係において、それぞれの児童を入れ替えると、児童の行動は移動後の集団の雰囲気

に影響を受けることが明らかになっている。 

 

(２)抵抗の取り扱い 

レヴィン（Lewin，1948）は、個人への攻撃、地位を失墜させる、出席させない状況を作る、

敵意のある批評等の言動を抵抗として取り扱っている。これについて、彼は、「専制的集団の児童

は、徒党を組み、リーダーには向っていかず、児童の中の１人に向っていき、その個人を攻撃す

ることで地位を激しく押し下げ、出席できない状況を作り、自らの相対的地位を高める、という

行動をとっている。これは、２人の異なる児童が行っていた。専制的集団では、民主的集団に比

べて児童と児童間に約 30 倍の敵対的行動がみられ、他人の注意を引こうとする欲求の強い児童

が多い」2）と述べている。 

 

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 

①除去 

レヴィン（Lewin，1948）は、抵抗の除去について、民主的なリーダーシップ、人の入れ替え、

集団の雰囲気づくりを指摘している。彼は、「専制的集団と民主的集団のそれぞれの児童を入れ

替えると、入れ替わった児童の行動は移動して新しく所属した集団の雰囲気を極めて急速に反映

した（集団からすれば児童に影響を与えた）」3）と述べている。 

②織り込み済 

レヴィン（Lewin，1948）は、抵抗の織り込み済について、組織変革におけるリーダーシップ

の有効的なスタイルの探索に焦点が注がれており、それほど明確には述べていない。 

 

２．レヴィン（Ｌｅｗｉｎ，１９５１）の研究 

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 

①目的 

 この研究の目的は、参加による成員の態度変化に集団決定が及ぼす影響、および集団成果の計

画的変化と集団決定による容易な変化の生起について、明らかにすることである。 

②方法 

この研究の方法は、観察と実証的実験である。具体的には、第１の実験の調査対象は、６集団

で、１集団は６名の主婦で構成されている。ここでは、生ミルクか粉ミルク、その両方の家庭消

費量について、講義の効果と集団決定の効果を比較検討している。第２の実験の調査対象は、ア

イオア市の州立病院で第１子を産んだ農村の母親である。彼女らは、乳児哺育のオレンジジュー
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スと肝油について、個人指導と討議のために６人からなる集団に分けられた。６人の母親と個人

教授の時間は、同じ約 25 分であった。第３の実験の調査対象は、ある工場でチームに行った３つ

の集団における集団決定について調査している。第４の実験の調査対象は、学生であり、白パン

から黒パンの消費へと協力的に変化する行動の変化を調査している。 

③結論 

 この研究の結論は、上述の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 4）。①第１の実

験結果は、２週間後と４週間後の両方で、講義よりも集団決定が効果的であった。よって、集団

が永続的な組織ではなくても、集団という状況で決定がなされた方が効果的なことである。②第

２の実験結果は、４週間後には集団決定に参加したすべての母親がオレンジジュースを食卓に出

していた。よって、集団決定の個人関与量が大きいか、集団自体での決定がそれ自身決定的要因

になっているか、ということである。また、この実験では、集団会合の前後において、母親たち

の間の社会関係の欠如がより一層明確になったことである。換言すると、嫌悪の程度が変化を妨

げる主な抵抗要因であるとすれば、変化への抵抗は母親個々人で異なり、その個々人が他の個々

に影響を与えることを示している。ここで、集団決定の効果は、時間の経過に伴って弱くなると

考えられているが、これは、集団決定の成功と永続は、個人内における反対力を取り除くことに

よって決定されてきたためである。そして、社会習慣は個人とある集団標準との関係に根ざして

おり、個人のもつ変化への抵抗は、ある程度まで、集団標準の価値によって決まると仮定すれば、

変化に対する抵抗は個人が集団標準にもつ価値の強さを減少させるか、その個人が社会的価値を

もつと認めている水準を変えるかで弱められる。これは、集団を形作っている個人を変化させる

方が一般的に容易であることを示している。③第３の実験結果は、集団成果をより高い水準に上

げようとする変化は、短期間だけのことが多く、新しい水準の永続性あるいは、望ましい期間だ

けの持続性が目的の中に含められるべきであり、永続性があることは、新しい力の場が変化に比

較的、安定していることである。④第４の実験結果は、集団決定の場合は、熱心さの程度は、比

較的、個人の嗜好とは関係がなく、個人は集団成員として行動していることである。 

 

(２)抵抗の取り扱い 

レヴィン（Lewin，1951）は、個人と社会的標準のもつ価値との間の関係を変化への抵抗のと

して、取り扱っている。これについて、彼は、「社会的場を考慮して、そこに包含される集団や、

下位集団とそれらの関係及びその価値体系の中の習慣や個人の行為と集団の標準の（差異の）こ

と」5）と述べている。 

 

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 

①除去 

レヴィン（Lewin，1951）は、抵抗の除去について、参加を指摘している。彼は、「計画的社会

変動は、解凍、移行、再凍結の３段階から成っている。集団標準の変化に成功するならば、集団

の力が、個人の変化を容易にし、個人の行為を新しい集団水準に安定させる傾向をもつ」6）と述

べている。 

②織り込み済 

レヴィン（Lewin，1951）は、抵抗の織り込み済について、参加のさせ方に焦点が注がれてお
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り、それほど明確には述べていない。 

 

３．コッチ・フレンチ（Ｃｏｃｈ and Ｆｒｅｎｃｈ，１９４８）の研究 

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 

①目的 

 この研究の目的は、製品や作業方式の変更を行う際に、人々はなぜ変化に対して抵抗をするの

か、そしてどのようにすれば抵抗を克服できるのかについて、明らかにすることである。 

②方法 

この研究の方法は、実証的実験である。具体的には、アメリカ合衆国のハーウッド製造会社の

従業員（女性約 500 人、男性約 100 人、平均年齢 23 歳、平均教育年数は中学卒業までの８年間）

を対象として、パジャマを製造している工場での実験である。変更に対する抵抗が、従業員の欲

求不満からくる個人的反応と集団が引き起す強い力が一緒に働いていると仮定して、集団による

効果を重視して抵抗を除去している。ここで、４つの集団を①配置転換前の作業能率、②配置転

換による変更の程度、③集団の凝集度が等しくなるように分けて、変更の立案決定に従業員が参

加する程度を変更する実験を実施している。第１集団は 18 人の従業員から構成され、変更の説明

を受けるだけで、変更の立案には参加していない。第２集団は 13 人の従業員から構成され、変更

の立案に代表者だけが参加しているが、変更を行う前には変更を受ける従業員に、会議で変更理

由を説明し、代表者を選出している。第３集団と第４集団は、それぞれ８人と７人から構成され、

変更を行う前には従業員に会議で変更理由を説明し、変更の立案に従業員全員が参加している。 

③結論 

この研究の結論は、上述の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 7）。作業能率は、

回復の速さと参加の量に比例し、労働移動（退職）や攻撃が発生する割合は参加の量に反比例す

ることである。具体的には、従業員全員不参加の第１集団は、変更初期の低い作業能率から変化

せず、変更から 40 日間で 17％が退職している。代表者参加の第２集団は、作業能率が 14 日目に

１時間あたり 60 単位に達成している。第２集団の従業員は協力的で、技術指導員と訓練担当者、

監督者の関係も良好であり、変更から 40 日間で退職者はいない。従業員全員参加の第３集団と第

４集団は、規模が小さく親密な雰囲気で、会議では変更理由が説明され、従業員から多くの示唆

が提案され、集団決定ではないが、計画に賛同している。その集団の作業能率は変更当日には減

少しているが、すぐに回復し、変更前の 14％上昇している。従業員と監督者の関係は良好で、第

３集団と第４集団の両方で 40 日間に退職者はいない。 

 

(２)抵抗の取り扱い 

コッチ・フレンチ（Coch and French，1948）は、技術指導員との摩擦、監督者に対する敵意

の表明、故意の生産抑制、監督者への非協力的態度、作業単価に対する不平、経営層への攻撃、

退職を抵抗として取り扱っている。これは、従業員の認識不足、思い込み、変わることへの不安、

葛藤、欲求不満、集団圧力からの逃避に起因する。これについて、彼は、「変更の立案決定に従業

員全員不参加の第１集団は、変更が実施された直後から抵抗が生じている。よって、この集団は、

変更立案に全員が不参加であり、従業員に変更の必要性を認識させることができず、従業員から

すれば配置換えは災難事で、経営層が勝手に不当に新しい業務と作業単価を決定したという強い
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思い込みが生じる。これからすれば労働移動（退職）の要因は、低賃金や、低い地位、敗北感、解

雇の不安、マイナスイメージから生じる葛藤や欲求不満、集団圧力からの逃避である」8）と述べ

ている。 

 

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 

①除去 

コッチ・フレンチ（Coch and French，1948）は、抵抗の除去について、変更計画の立案に参

加させることと、説得や励ましを指摘している。彼は、「経営層が変更に必要な理由を丁寧に説

明し、当初から変更計画の立案に参加させることによって、集団の抵抗を予防したり、抵抗が発

生した場合には、抵抗を軽減したり、除去できる。（中略）。作業能率が標準以下の従業員へは、

監督者による説得や励ましが行われ、監督者と個人の関係が良好な場合には受容し抵抗が除去で

きている。しかし、監督者と個人の関係が良好でない場合は、抵抗や拒絶が起っている」9）と述

べている。 

②織り込み済 

コッチ・フレンチ（Coch and French，1948）は、抵抗の織り込み済について、変更計画の立

案に参加させることと、説得や励ましに焦点が注がれており、それほど明確には述べていない。 

 

４．リピット・ワトソン・ウェストレー（Ｌｉｐｐｉｔ，Ｗａｔｓｏｎ ａｎｄ Ｗｅｓｔｌｅｙ，１９５８）の研究 

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 

①目的 

この研究の目的は、４つある。第１に、４タイプのクライエント（client）に対して、チェンジ・

エージェントが用いている問題設定の方法、運営方針、技法等を比較し、その差異や異動につい

て明らかにすることである。第２に、多様な援助技法や専門的方向付けを概念化できる一般的枠

組みの構築可能性を探索することである。第３に、計画的変革の理論に直接貢献すると思われる

タイプの調査研究を抽出し、検討し、調査研究に対する独自の概念を定式化することである。第

４に、大学院学生が、行動科学者ならびに専門チェンジ・エージェントとしての計画的変革の分

野で占める自己の正確な役割と責任をいっそう自覚するために、彼・彼女らの訓練に関する構想

を比較分析から導き出すことである。 

②方法 

この研究の方法は、文献渉猟と研究グループへの参加調査である。具体的な調査分析対象は、

第１に、心理的過程、社会関係、対人過程、問題解決手順、社会的配置や社会的構造の過程など

で起こる変革の諸問題である。同じく第２に、外部のチェンジ・エージェントとクライエント・

システムとの間の自発的関係に基づいて遂行される計画的作業である。 

リピット・ワトソン・ウェストレー（Lippit，Watson and Westley，1958）は、初期の理論化

過程と事例の比較研究から一般化を試行するのに３年間を擁している。例えば、総合科学のセミ

ナーでは、変革への抵抗の比較分析の討議を繰り返し、スタッフ・ワーク・グループでは、週に

１度、変革理論に寄与する調査研究を企画するために話し合い設けている。また、組織や地域社

会が変革に対して示す抵抗について理解を深め、精神分析理論における知見修得をするためにロ
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ンドンのタビストック（Tavistock）人間関係研究所の研究グループに参加している。 

③結論 

 この研究の結論は、上述の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 10）。第１に、チ

ェンジ・エージェントの仮説は、クライエント・システムの問題が、力の内的配分の誤りから生

じるということである。具体的に、チェンジ・エージェントは、その正しい役割を実施している

途中で、力の新しい中心を作り上げるか、古い力の中心をクライエント・システム全体の代表と

して強化することになる。そのアプローチは、クライエント・システムの中に、リーダーシップ

あるいは力の新しい源を探し出すことと、この潜在的な力が現れるように訓練を与えること、こ

れらの力の新しい結合が権威としての習慣と自信とを身につけるために問題点と活動の方策とを

探求するのを助けることである。第２に、どのような種類のクライエントと、どのような種類の

障害が自分の予測とよく一致するかについて知っておかなければならないことである。問題を抱

えるシステムから援助を求められるチェンジ・エージェントは、その問題を生じさせる一般的因

果関係の連鎖を理解しているのである。また、それには一定の診断方法を使用することである。

チェンジ・エージェントは、変革すべき領域が人間関係の実際問題にあるのか、問題解決の技法

にあるのか、下部組織間の協力態勢にあるのかについて、確信をもつのである。第３に、チェン

ジ・エージェントは、個人、小集団、組織体、地域社会のどのシステムであっても影響の範囲内

にいることや適切な援助役割の選択を行うこと、手続きに関する専門知識を与えること、直接自

らが参加し、内部から力を与えて援助すること、容易に学べると感じるような環境や状況を作り

出すこと、変革の進行中に支持を与えることである。なお、この計画的変革には、７段階ある。

第１段階は、クライエント・システムが援助の必要性を感じる。第２段階は、変革関係は確立さ

れ、明確化される。第３段階は、変革課題が確認され、明確化される。第４段階は、変革の可能性

が検討され、目標や意図が確立される。第５段階は、現実状況において、変革への努力が試みら

れる。第６段階は、変革が広く浸透し、安定する。第７段階は、変革計画は終結されるか、引き続

いてもたらされる別のタイプの関係が明確になる。第４に、広い分野のクライエント・システム

が専門的援助を求めるので、大学はその専門的訓練を進展させることによって助長することであ

る。チェンジ・エージェントは、クライエントの示す事実を分析するために、概念的、診断的訓

練を行い、変革の理論と方法についての方向を言葉で示すこと、倫理的、評価的機能に対する方

向を示し、援助の源に関する知識を有し、必要な認知技能や評価等を教育の中で経験できるよう

にしなければならないことである。 

 

(２)抵抗の取り扱い 

リピット・ワトソン・ウェストレー（Lippit，Watson and Westley，1958）は、組織変革の目

標から逸脱させる方向に働く力を抵抗として取り扱っている。これについて、彼らは、「システ

ム内の下位部分間に、またはシステムと外部環境との間に相互依存性が存在することは、システ

ム内の部分における変革が他の部分に影響を及ぼしてその変革に適応させ、あるいは新しい資源

を利用する場合、相互依存性は変革へ向かう力を生みだすのである。（中略）変革計画の初期に出

現する抵抗力には、変革する一般的反対、変革を実行する能力に欠けるための反対、提案されて

いる変革目標に対する反対、および現在ある満足を失いたくないという気持ちが含まれるのであ

る。」11）と述べている。 
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(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 

①除去 

リピット・ワトソン・ウェストレー（Lippit，Watson and Westley，1958）は、抵抗の除去に

ついて、それほど明確には述べていない。 

②織り込み済 

リピット・ワトソン・ウェストレー（Lippit，Watson and Westley，1958）は、織り込み済に

ついて、チェンジ・エージェントの存在とその役割を指摘している。彼らは、レヴィン（Lewin, 

1951）の組織変革の３段階プロセスモデルを援用して、独自の７段階モデルを提示している。そ

の中でチェンジ・エージェントの役割を強調している。彼らは、「チェンジ・エージェントは、第

１段階は、潜在的クライエント・システムに存在する問題点を発見し、また仮説を立てて、直接

援助を提供することや、そのシステムが問題点を認知するように刺激を与える。（中略）。第２段

階は、クライエント・システムがチェンジ・エージェントをどのように考えているか、双方が協

力して仕事を行うという決定を理性的に行わなければならない。第３段階は、クライエント・シ

ステムのもつ問題の明確化ないし診断のために、チェンジ・エージェントと協力する。（中略）。

第４段階は、クライエント・システムが、診断に基づいて、手段を選択し、明確な意図を形成す

る。（中略）。第５段階は、変革活動におけるシステム本来の非効率性が解消された程度や緊張が

緩和された程度、機能的効率が達成されたあるいは回復された程度で、意図達成が決まる。（中略）。

第６段階は、変革の一般化と安定化である。第７段階では、クライエント・システムとチェンジ・

エージェントとの最終的関係への到達である」12）と述べている。 

 

５．シャイン（Ｓｃｈｅｉｎ，１９６５）の研究 

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 

①目的 

 この研究の目的は、組織が適切に対処できていない課題とその対処方法を明らかにすることで

ある。具体的には、組織をシステムとして捉え、組織は、どのように環境を処理しているのか、

どのように情報を得て正当に処理しているのか、組織内にその情報に対応できる機関や部署があ

るのか、組織内に変化への柔軟性があるのか、その段階ないし過程で明らかにすることである。 

②方法 

 この研究の方法は、文献渉猟である。具体的には、ホーソン工場実験とタビストック研究所な

どの先行研究の分析によって、課題と対処方法を提示している。 

③結論 

 この研究の結論は、上述の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 13）。組織変革の

過程については、６つの段階に分け、それぞれの段階における組織変革の課題を明確にし、有効

な対処方法を明確にすることが可能なことである。具体的には、第１段階は、環境による変化を

感知しない、あるいは誤った感知をすることである。その対処方法は、内部環境ないし外部環境

における変化を敏感に感じとることである。第２段階は、情報が内部で共有できないことである。

これは、その情報によって従業員が変化することを意味するため、強い抵抗が起こることが予想

されるためである。その対処方法は、組織の当該部署へ変化についての適切な情報を得ることや、



79 

情報伝達者としてコンサルタントを活用することである。第３段階は、その情報に従って、変化

を起こさせるように、組織内部の生産体系に働きかけができないことである。これは、変化への

抵抗は、普遍的な組織的現象の１つだと考えられ、変化を強制されると、その影響を受ける従業

員や管理者は変化に抵抗し、怠業することが知られている。その対処方法は、管理者が体系の変

化や対処が役割と考えられるように、その変化をどのように管理するのかの決定に深く参加させ

ることである。第４段階は、変化が他の体系に与える影響を見落とすことや、安定した変化の未

構築なことである。その対処方法は、その変化が連鎖されるように、トップリーダーの態度が変

化すれば、組織内に影響を与えることである。第５段階は、新商品、あるいはサービス、情報の

伝達ができないことである。それは、組織内に変化が生起しても、実効性に時間がかかり過ぎて、

利益が見込めないことによる。その対処方法は、コンサルタントや組織内に中立的な立場の人が、

体系内の変化に関する情報を正確に提示することである。最後の第６段階は、変化の影響を評価

し、必要なフィードバックができないことである。その対処方法は、外部環境と内部環境の統合

の程度を検討し、変化の巧拙をフィードバックすることである。 

 

(２)抵抗の取り扱い 

シャイン（Schein，1965）は、モラール（morale）の低下、非建設的な競争、怠業、自己防衛

などを抵抗として取り扱っている。これについて、彼は、「従業員のモラールの低下や部門間の非

建設的な競争、健全な生産技術が取られていない（例えば、増産体制）、管理者の態度と管理方

法が従業員の適切な動機と忠誠心を引き出せていない（例えば、怠業、自己防衛）」14）と述べて

いる。 

 

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 

①除去 

シャイン（Schein，1965）は、抵抗の除去について、設計と参加を指摘している。彼は、「変

化させるために、管理者は、従業員に組織変革の変化を感知させ、その情報を取り入させて管理

させ、安定して、よりよい結果を出し、その結果をフィードバックできるように、段階ごとに設

計を行うことである。変化をどのように生み出して、管理するのかという決定に、より深く参加

すればするほど、変化への抵抗は減少できる」15）と述べている。 

②織り込み済 

 シャイン（Schein，1965）は、抵抗の織り込み済について、従業員をいかに動機づけるか、組

織の一体感をどのように生みだすか、個人的欲求と組織の欲求が満足される事態をどのように作

りだすかを考えて、よいコミュニケーション、柔軟性があること、創造性があること、真の心理

的信頼感がある組織を創ることを指摘している。彼は、「従業員を雇用する場合、変化への恐怖

や不安を抱かせないように、安心感、組織目標に対する積極的な信頼感を抱かせるようにするこ

とである。そのためには、訓練や管理者を啓発できるような計画を実行し、予測不能な環境に対

処できるようにしておくことである。従業員が人間であるということを考えれば、有効的なコミ

ュニケーションを図るために、報酬は、経済的な報酬と非経済的な報酬が考えられる。これによ

り、信頼性と妥当性のあるコミュニケーションや創造的な努力、柔軟性、信頼感が得られるよう

な雰囲気が醸成されると考えられる。次に、組織目標に向って集団の力が働くような条件を作る
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ことである。そのために、個人を脅かさず、個人の欲求と組織の目標を統合するような管理を行

うことである。リーダーは、無理に目標を設定するのではなく、従業員全員が協同し参加し合う

ように、目標設定の方法を選ぶこと」16）と述べている。 

 

６．ベニス（Ｂｅｎｎｉｓ，１９９６）の研究 

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 

①目的 

 この研究の目的は、官僚制的組織への批判から、計画的組織変革の戦略と具体的方法、および

その実践課程を明らかにすることである。具体的には、組織変革のさまざまな問題、組織変革が

人間の組織に与える影響、組織変革の程度や形態、および結果の方向づけに（行動）科学がどこ

まで役立つのかについて、明らかにすることである。 

②方法 

 この研究の方法は、文献渉猟である。 

③結論 

この研究の結論は、上述の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 17）。計画的変革

は、参画的開放システムや適応構造という要素が増加することによってより官僚制的傾向が減少

するのであるが、同時にまた計画的組織変革も増加するということである。よって、今日の組織

が当面する組織変革の程度を明確に公表し、組織の成功のために科学への依存度を高め、そこに

参加する専門家が増えて、彼・彼女らが組織的努力の伝統的概念を補い、かつ根底から変えてく

れるような社会的発明を創出することが重要である。その際の適応と受容については、人間的な

結果をもたらす組織変革のタイプは、質的にも証明済みのもの、その効果を容易に描き出せるも

の、情報が得やすいものでなければならず、そのコストとその価値観の調和だけでなく、対象シ

ステムによるコントロールのしやすさも慎重に考慮しなければならないことが指摘されている。 

なお、受容は、変革推進者と対象システムの相互関係で決定されるので、変革が根強く不安感

を引き起こす力が強ければ強いほど、さらに高度に協力的で緊密な関係が必要とされる。組織変

革の実施段階では、ほとんどの実務家は、理解とその情報の占める位置の重要性を極度に強調す

るが、それだけでは十分でない。意図された変革が自己イメージを脅かすという側面もあれば、

自己イメージの向上によって他の効果が期待されることもある。よって、ベニス（Bennis，1996）

は、人の変革は、各人の自己イメージとその維持の仕方とも結びつき、生存に意味づける社会生

活とそのグループ分けの複雑な現象とも結びついていると指摘している。 

 

(２)抵抗の取り扱い 

ベニス（Bennis，1996）は、相互関係の破れを抵抗として取り扱っている。これについて、彼

は、「計画的組織変革では、受容は、変革推進者と対象システムの相互関係で決まる。予想される

変革を進めていく上で受ける抵抗の度合いは、対象システム側で変革に対する知識をほとんど持

ち合わせていないとか、誤った知識しかない、変革の根源に対してあまり信頼を置いていない、

変革の性質や方向をコントロールする力があまりないといったものによって決定するのである。

また、意図された変革が個人の社会的生活空間を脅かすものとして認識されるのである」18）と述

べている。 
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(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 

①除去 

 ベニス（Bennis，1996）は、抵抗の除去について、変革推進者への信頼の提示、情報の認識的

要素と感情的および価値観的要素の考慮、合理性に訴える説得、変革推進者を指摘している。彼

は、「対象システムとしては、変革とその結末についてできるだけ理解し、変革の計画を作り上

げ、影響力をできるだけ発揮し、変革の主唱者に対してできるだけの信頼を示すべきである。変

革プログラムには、その実施を成功させるために、認識的（情報的）要素のみならず感情的およ

び価値観的要素をも含むべきである。合理性に訴える説得（専門家の力）だけにたよれば十分で

あるかどうかは疑問である。変革推進者は、変革の過渡的段階においてコンサルテーションや心

理学的裏づけの援助をしてくれるから変革への抵抗を弱めるために非常に重要である」19）と述べ

ている。 

②織り込み済 

ベニス（Bennis，1996）は、抵抗の織り込み済について、変革努力を指摘している。彼は、「変

革努力は、自己動機づけによる自発的なものとして認識されるべきである。このためには、隣接

する主な関連グループだけでなく、トップマネジメントも変革を合法化し強化してくれることが

必要である。真の意味で、従業員の自発性をできるだけ多く発揮させることによっても可能とな

る」20）と述べている。 

 

７．上野（２０１２）の研究 

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 

①目的 

 この研究の目的は、説得への抵抗とは何か、およびその意義について明らかにすることである。 

②方法 

 この研究の方法は、文献渉猟と事例分析である。具体的には、説得への抵抗について、先行研

究をレビューし、分析している。 

③結論 

 この研究の結論は、上述の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 21）。説得への抵

抗とは、説得への働きかけに対して態度が変化しない現象や説得方向とは逆方向に態度変化が生

じる現象のことであり、説得されても相手が全く動じない凍結効果、または無変化を貫くのは、

静的な抵抗である、ということである。その一方で、説得は、逆方向に変化する動的な抵抗とよ

ばれている。そして、一方的な説得や押しつけ過剰な説得は反発を招き、相手（受け手）の立場

や意見を尊重した説得は肯定的な反応を引き出しやすい。また、説得の圧力が大きく、説得の途

中で意見表明をする機会がある時には抵抗は認められない。感情的反応については、意見変化に

対応する形になる。。意見表明による抵抗の低減過程は、意見表明→知覚された脅威の低減→リア

クタンス喚起の抑制・軽減→否定的感情や思考の抑制→低減の緩和、または説得の受容というプ

ロセスであり、意見表明が否定的な感情や思考を緩和する働きがあることを示唆している。以上

より、上野（2012）は、自己の意見表明は、説得への抵抗を軽減する方法の１つであると指摘し
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ている。 

 

(２)抵抗の取り扱い 

上野（2012）は、説得の働きかけに対して、態度が変化しない現象や説得方向と逆方向に態度

変化が生じる現象を抵抗として取り扱っている。これについて、彼は、「説得への抵抗は相手がま

ったく動じない静的な抵抗と、説得方向とは逆方法の動的な抵抗がある。説得への抵抗に影響を

及ぼす状況要因は、a）予告（事前警告）、b）事後警告、c）予告効果の持続性である。a）予告

とは、説得に先立つ説得の意図や内容に関する事前情報のことである。事前情報は、接種理論に

よると、説得への抵抗を引き起しやすく、自己の信念を防衛しようとする動機づけが高まり、説

得への抵抗が生じることである。また、心理的リアクタンス理論によると、送り手の説得意図を

予告することによって、説得意図が受け手に認知され、態度の自由が脅かされると、リアクタン

ス喚起による説得への抵抗が生じるのである。また、説得の予告は、メッセージに対する予期的

反論を引き起したり、メッセージ処理にマイナス方向のバイアスを生じさせたりして、説得への

抵抗をもたらすのである。また、予告から説得までの時間間隔が長いほど、唱導方向への意見変

化が抑制されるのである。次に、メッセージ内容の予告（話題と立場）は、反論という認知的リ

ハーサルを引き起こし、説得意図の予告は態度の自由を脅かすことで心理的リアクタンスを喚起

している。次に、ポジティブな評価的性質をもつ予告は心理的リアクタンスや反論を喚起させ、

説得への抵抗を引き起すのである。b）事後警告は、望ましくない説得に対する防御法として位置

づけ、説得メッセージの提示後に事後警告を行うことによって、説得や勧誘に対する批判的な見

方や免疫力を高める効果的な方法である。次に、c）予告効果の持続性は、予告のタイプによって

異なる。説得意図の予告は、ネガティブな送り手と同様にスリーパー効果を引き起す手がかりと

して機能する」22）と述べている。 

 

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 

①除去 

 上野（2012）は、抵抗の除去について、説得を指摘している。彼は、「一方的な説得や押しつ

け過剰な説得は反発を招き、相手（受け手）の立場や意見を尊重した説得は肯定的な反応を引き

出しやすい。受け手側に何らかの意見や考えを表明する機会のある場合の方が、説得への抵抗や

反発は少ない。受け手側に意見表明の機会があるか否かは、説得への抵抗を緩和する条件になり

うる。説得の圧力が大きく、説得の途中で意見表明をする機会がある時には抵抗は認められず、

唱導方向への意見変化が生じている」23）と述べている。 

②織り込み済 

上野（2012）においては、説得に焦点が注がれており、抵抗の織り込み済について、それほど

明確には述べられていない。 

 

第３節 経営学における先行研究 

１．ロビンス（Ｒｏｂｂｉｎｓ，１９９７）の研究 

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 
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①目的 

 この研究の目的は、組織変革が行われる際に、なぜ人びとや組織は変化に抵抗するのか、その

抵抗をどのように除去するのかについて、明らかにすることである。 

②方法 

 この研究の方法は、文献渉猟と事例分析である。具体的には、その抵抗要因を個人的抵抗と組

織的抵抗に区分して、抵抗の除去を提示している。 

③結論 

 この研究の結論は、上述の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 24）。抵抗要因と

して、個人的要因と組織的要因に区分して提示していることである。具体的には、個人的抵抗要

因は、a）習慣、b）安全、c）経済的要因、d）未知に対する不安、e）選択的情報処理である。組

織的抵抗要因は、a）構造的慣性、b）変革の限られた焦点、c）グループの慣性、d）専門性への

脅威、e）既存の権力関係に対する脅威、f）既存の資源配分である。次に、変化への抵抗の除去は、

a）教育及びコミュニケーション、b）参加、c）促進とサポート、d）交渉、e）操作および吸収、

f）強制である。ここで、除去は、a）教育及びコミュニケーション－従業員に誤情報が伝わり経営

層と従業員間のコミュニケーション不足から、抵抗が生起していると考えられ、両者の信頼関係

の構築ができている場合は、従業員に事実を伝え、誤解を解消できるように、変革の論理を理解

できるようコミュニケーションをとることで、抵抗が軽減されることがある。さらに、１対１の

議論、メモ、グループ発表、報告などを通じて、教育することが可能である。しかし、両者の信頼

関係が構築されていない場合は、教育やコミュニケーションが成功する可能性は低くなっている。

b）参加－変革の決定に参加していれば、その決定に抵抗することが難しく、抵抗をしそうな従業

員を変革前に決定プロセスに参加させておくことも可能である。しかし、時間が多く消費される

可能性も考えられる。c）促進とサポート－変革のエージェント（変革推進者）は、従業員の不安

や恐れが強い場合には、カウンセリングやセラピー、新しいスキルの研修、または短期の有給休

暇を取得することで抵抗を軽減できる可能性がある。しかし、時間や経費がかかる可能性も考え

られる。d）交渉－変革のエージェント（変革推進者）が、潜在的な抵抗を除去する方法の１つは、

価値のある何かを与える方法である。しかし、代償が高くなることや、交渉者が職位の高い個人

から脅迫されることも考えられる。e）操作および吸収－操作とは事実を歪めて魅力的に見せるあ

るいは、望ましくない情報公開を控える等の密かに影響力を行使しようとすることである。吸収

とは抵抗グループのリーダーに変革決定の重要な役割を与えて支援を取り付けることである。し

かし、抵抗者が利用されたと気づくと変革のエージェント（変革推進者）の信用が失墜し、逆効

果にも考えられる。f）強制－転勤させると脅す、昇進の剥奪、否定的な業績評価、低い評価の推

薦状、従業員が給料削減を受容しない場合等、抵抗者に脅威または力を直接行使することである。

しかし、e）操作および吸収と同様のデメリットが考えられる。 

 

(２)抵抗の取り扱い 

ロビンス（Robbins，1997）は、抵抗が表出する時期が早い場合には、不満を示す、職務の遅

延、ストライキの表出を抵抗として折り扱い、抵抗が隠れて後から表出する場合には、組織への

忠誠心の低下、動機づけの減退、ミスの増加、病気による欠勤、蓄積による想定外の行動を抵抗

として取り扱っている。これについて、彼は、「変化への抵抗は決まった形で示されるとは限らな

い。人間は習慣に依存し、安全を強く望んでいる従業員ほど、抵抗しやすい。また、将来が不明
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確で、現在の認知を変えないために、聞きたいと思うことを聞き、自分が想像した世界を脅かす

情報は無視している。また、組織は、確立された既存の権力関係や利益の削減に対しても脅威と

なる」25）と述べている。 

 

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 

①除去 

ロビンス（Robbins，1997）は、抵抗の除去について、教育及びコミュニケーション、参加、促

進とサポート、交渉、操作および吸収、強制を指摘している。彼は、「従業員が変革の必要性が理

解できるようにコミュニケーションをとること、変革前に抵抗しそうな人を決定プロセスに参加

させることで、関与の程度を上げること、報酬を提示すること、抵抗グループの指導者に重要な

役割を与えること、抵抗者に脅威や力を行使すること」26）と述べている。 

②織り込み済 

ロビンス（Robbins，1997）は、抵抗の織り込み済について、教育及びコミュニケーション、参

加、促進とサポート、交渉、操作および吸収、強制に焦点が注がれており、それほど明確には述

べていない。 

 

２．コッター（ｋｏｔｔｅｒ，１９９９）の研究 

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 

①目的 

 この研究の目的は、組織を動かす人々は、どのような行動をとるのか、なぜそのように振る舞

うのか、彼らの意思決定は他の人々や企業にどのような影響を与えるのかについて、明らかにす

ることである。 

②方法 

 この研究の方法は、実証的実験とコンサルティング経験に基づくものである。具体的には、14

の公式研究と 1000 回以上のインタビュー調査を実施し、数十人のエグゼクティブの観察調査を

実施している。 

③結論 

 この研究の結論は、上述の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 27）。リーダーが、

組織変革の実現に向けて人を動かすためには、単純なビジョンが必要なように、変革プロセスの

ビジョンを持てば、その過程で過ちを犯す確立を減らすことができる、ということである。彼は、

組織変革を成功させるための８段階プロセスを提示している。第１段階は、緊急課題であるとい

う認識を徹底させること。具体的には、市場分析を行い、競合状態を把握することや、現在の危

機的状況、今後表面化しうる問題、大きなチャンスを認識し、議論することである。第２段階は、

推進チームを結成すること。具体的には、変革プロセスを率いる力のあるグループを結成するこ

とや、１つのチームとして、活動するように促すことである。第３段階は、ビジョンの策定であ

る。具体的には、変革プログラムの方向性を示すビジョンを策定することや、策定したビジョン

実現のための戦略を立てることである。第４段階は、ビジョンの伝達である。具体的には、あら

ゆる手段を利用し、新しいビジョンや戦略を伝達することや、推進チームが手本となり、新しい
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行動様式を伝授することである。第５段階は、従業員のビジョン実現へのサポートである。具体

的には、変革に立ちはだかる障害物を排除することや、ビジョンの根本を揺るがすような制度や

組織を変更することや、リスクを恐れず、伝統にとらわれない考え方や行動を奨励することであ

る。第６段階は、短期的成果を上げるための計画策定・実行である。具体的には、目に見える業

績改善計画を策定すること、改善を実現すること、改善に貢献した従業員を表彰し、報奨を支給

することである。第７段階は、改善成果の定着とさらなる変革の実現である。具体的には、勝ち

得た信頼を利用し、ビジョンに沿わない制度、組織、政策を改めることや、ビジョンを実現でき

る従業員を採用し、昇進させ、育成すること、新しいプロジェクト、テーマやメンバーにより改

革プロセスを再活性化することである。最後の⑧第８段階は、新しいアプローチを根づかせるこ

とである。具体的には、新しい行動様式と企業全体の成功の因果関係を明確にすることや、新し

いリーダーシップの育成と引き継ぎの方法を確立することである。 

 

(２)抵抗の取り扱い 

コッター（Kotter，1999）は、快く思わない気持ちや不満が蔓延し、噂話、誤った情報、猛反

発等を抵抗として取り扱っている。これについて、彼は、「抵抗の要因が私利私欲の場合は、従業

員は、変革によって大切なものを奪われるのではないかという猜疑心から、従業員は変革を快く

思わない気持ちが芽生える。次に抵抗の要因が誤解と不信の場合は、変革推進者と従業員間に信

頼関係がないことが多く、不満が蔓延し、噂話が広がり、誤った情報から、従業員や労働組合の

態度は強硬であった。次に抵抗の要因が見解の相違の場合は、変革推進者と従業員間に現状認識

のズレがあり、従業員が、変革はマイナスの方が大きいと考えて、猛反発したのである。次に抵

抗の要因が変革に対するアレルギーの場合は、必要になりそうなスキルや行動様式を身に付ける

ことができそうにないという気後れが抵抗の原動力になり、心理的反発が生まれるために、不安

になったり、現状にしがみつこうとしたりするのである。このアレルギーのある人が大きな変革

を迫られると、本人にもはっきりと理由が分からないまま激しく抵抗（反対）する。また、自身

の顔を立てるために、過去の自分の判断や信念の否定になることや、同僚からのプレッシャーや

上司の態度に影響されて反対することもある」28）と述べている。 

 

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 

①除去 

 コッター（Kotter，1999）は、抵抗の除去について、教育とコミュニケーション、参加促進、

手助け、交渉と合意、策略と懐柔、陰に陽に強制することを指摘している。彼は、「教育とコミュ

ニケーションは、抵抗しそうな人を事前に教育することである。教育は、一対一のディスカッシ

ョン、グループを対象としたプレゼンテーション、文書によるメッセージ、報告書などである。

ただし、教育とコミュニケーションは、変革推進者と従業員間に信頼関係があることが前提であ

る。参加促進は、抵抗しそうな人を計画・実行段階で巻き込んでおくこと、抵抗を抑え込める場

合が多い。手助けは、反対しそうな人に手を差し伸べ、従業員の恐れや不安を取り除く。具体的

には、新しいスキルの研修実施、山場を越えたら休暇を与える、あるいは話に耳を傾け精神的な

支えとなることである。交渉と合意は、就労規則を変更する代わりに労働組合に賃上げを持ちか

けることや、早期退職者制度導入の見返りに年金制度を充実させるといったギブ・アンド・テイ
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クである。策略と懐柔は、変革の計画・実行にあたって、相手に得な役回りを与えて味方に引き

込む方法である。相手が１人ではなく、複数であれば、リーダーあるいはグループの尊敬を集め

る人に花をもたせることである。陰に陽に強制することは、力で反対運動を抑えつけようとして、

陰に陽に脅したり（解雇や昇進機会の剥奪などをちらつかせる）、実際に解雇したり、意に添わな

い異動をさせたりすることで、有無を言わさず変革を受け入れさせる方法である。ただし、深い

恨みを買うのはさけられないのである」29）と述べている。 

②織り込み済 

コッター（Kotter，1999）は、抵抗の織り込み済について、教育とコミュニケーション、参加

促進、手助け、交渉と合意、策略と懐柔、陰に陽に強制することに焦点が注がれており、それほ

ど明確には述べていない。 

 

３．松田（２０１９）の研究 

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 

①目的 

 この研究の目的は、第１に、組織変革における抵抗を既存の理論を整理し、その内容を明らか

にすることである。第２に、組織変革における抵抗の実態を明らかにすることである。 

②方法 

 この研究の方法は、文献渉猟と実証的研究である。具体的には、文献渉猟とアンケート調査、

およびインタビュー調査である。 

③結論 

 この研究の結論は、上述の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 30）。抵抗を要因、

メカニズム、およびその抵抗の除去に関する多様な議論の存在について提示していることである。

マクロ組織的には、組織・集団レベルを対象にして、慣性、行為、情報の流れ・認識の差異の議論

がある。ミクロ組織論的には、人の意識や行動を対象にして、損失、ストレス、信頼、認知、学習

の議論がある。これらは、対象レベルの差異であり、ミクロ組織論の方が操作（測定）的にはよ

り有効的であり、具体的である。社会心理学的には、抵抗、不安、防衛等の議論がある。コンサル

タント的には、抵抗の要因、あるいはその生起の具体的な理由・状況を混同している議論がある。

これは、両者の接近（類似・近似）性というよりもマネジメント実践的な志向（理論より応用）が

強いことによると考えられている。 

 次に、メカニズムについて、マクロ組織論的には、組織・集団レベルを対象にして、慣性（パラ

ダイム変革）の議論がある。ミクロ組織論的には、人の意識や行動を対象にして、損失と強制、

認知（スキーマ、コンフリクト）、組織文化変革の議論がある。これらは、対象レベルの差異であ

り、ミクロ組織論の方が操作（測定）的にはより有効的で、具体的である。社会心理学的には、推

進力と抑制力、影響と均衡等の議論がある。コンサルタント的には、損害、危機と固執等の議論

がある。 

 次に、除去について、マクロ組織論的には、組織・集団レベルを対象にして、慣性、適応と均

衡、制約、行為の調整等の議論がある。ミクロ組織論的には、人の意識や行動を対象にして、参

加、褒章制度、ビジョン等の議論がある。これは、かなり具体的であり、議論も多い。社会心理学

的には、参加、仕事の設計、交代、説得等の議論がある。コンサルタント的には、参加、コミット
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メント、および詳細な除去のステップ等の議論がある。 

抵抗の実態については、アンケート調査では、抵抗の生起と施策について、上位項目３つは、

a）自社あるいは企業グループ内の再編や統廃合、b）人事考課制度の変更、c）昇進あるいは賃金

制度の変更である。抵抗の要因について、上位３つは以下の通りである。a）施策や活動に関する

社会説明や普及の不足、b）施策や活動に対する保守的な職場の雰囲気、c）施策や活動を推進す

るプログラムの不十分さ、である。抵抗の生起について、上位項目３つは、a）変革には痛みが伴

いそれをいやがるから、b）従来の仕事のやり方に固執し、変化を嫌う職場雰囲気があるから、c）

自社や自業界の将来の見通しについて不安があるからである。抵抗の除去について、上位項目３

つは、a）自社の将来イメージを明確にする、b）仕事のやりやすい職場環境づくりを進める、c）

企業理念や経営ビジョンを明確にするである。抵抗の除去判断については、上位項目３つは、a）

従業員の参画が見受けられるようになったこと、b）従業員のモティベーションが向上したこと、

c）従業員の日常の仕事行動がスピード化・改善されたこと、社会に一体感が醸成されたと感じる

ことである。 

抵抗の実態については、インタビュー調査では、14 人の具体的な実態が明らかになっている。 

抵抗が生起した施策・活動について、それほど大規模な変革ではなかったと考えられるのは、社

内規程の改定、委員会設置、事業転換、チームマネジメント、人事諸制度の変更、残業削減、旧来

的な仕事慣行の変更、人事制度の構築・改定である。やや大規模な変革では、希望退職者募集、

再建対応、事業の統廃合、企業合併、経営環境変化への対応、海外子会社の地域統括化、事業構

造の転換である。抵抗の内容について、やや感情的な行動があるのは、呼びつけられる・説明を

求められる、面倒くさがる、着手しない、返答がない、過程で露出する混乱やリソース振り分け

変更による抵抗、警戒感であり抵抗ではない、国の文化差異による態度である。露骨な行動につ

いて、職種によるサービス残業、強い抵抗・拒否である。強くはないが、不安や保守的な行動に

代表されるのは、特に強くはないが何となく大きな変更に対する反対・延期・妨害やクレーム、

不合理解消のための書式変更への対応、親会社を向いた保守的な行動、M&A にともなう不安感や

先行きに関する疑問、自身の経験としてとまどいやあきらめである。固執的で行動に変化が生起

しにくいのは、変更に対応できず、現状のやり方の維持・固執、旧行動への固執、古い価値観の

表出、組織内でのコンフリクトである。彼は、同じ抵抗的な行動でもかなり差異があり、その程

度も異なることが明らかになっていることを指摘している。 

 次に、抵抗の要因について、コミュニケーションや説明不足等に起因するのは、連絡不徹底・

ミス、我も我もの予想外の参加反応に対応できず、納得感、説明不足と無理解・誤解、現場との

温度差、国の文化的差異、国民（文化）性、現場と報告の差異、変わる必要性を感じない、施策へ

の無理解、混乱、説明不足、状況が良いのになぜという疑問である。固執や慣行に起因するのは、

旧のやり方へのこだわりや固執、否定意識、否定・保守、慣行変更への疑問・拒否、関係省庁から

の指導という言い訳、保守性、希望テーマをやらせてもらえない、長い経験、情報（提供）不足、

習慣変更への拒否、理解不足である。露骨な感情のもつれ等に起因するのは、気にくわない、新

参者、強制的な指示へのとまどい、無理解、無視、重要事に思わないである。疑問や不安に起因

するのは、現況への無対応・無理解・無自覚、なぜ私が、急なトップダウン的な事業転換、現事業

との整合性に疑問、いきなり感である。 

 次に、抵抗の生起プロセスについて、当初より生起したものが大半である。その一方で、徐々

に生起しているものもある。その継続度と強さの程度は異なっている。 
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 次に、抵抗と判断した理由について、施策・活動を推進できない、実践できない、嫌がらせ的

や無視的行動、意図・指示等が伝わらない、従業員の不安的行動、自己中心・保守的な行動であ

る。 

 次に、抵抗の除去について、謝る、説得する、話合う等の行動、キーマンへの対応や参加、やり

方や制度の変更等であるが、除去できていない、再建対応・不明も現実的にはある。 

 次に、抵抗の判断理由について、結果（求める成果）の観点から判断していることや、意識や

行動変化の観点から判断していることを指摘している。その一方で、うまく判断できないという

指摘もある。  

次に、従業員の意識・行動変革について、変化したことや変化しにくいことを指摘している。

人の意識や行動変革は、簡単ではないことを指摘している。 

 

(２)抵抗の取り扱い 

松田（2019）は、呼びつけられる、説明を求められる、委員会の開催が難航、変更に対応でき

ず旧のやり方へのこだわりや固執、無視する、悪口を言う、約束を反故にする、勉強会等に不参

加、強い抵抗・拒否等を抵抗として取り扱っている。インタビュー調査から 14 人の具体的な様相

が明らかになっている。これについて、彼は、「呼びつけられる、説明を求められる、委員会の開

催が難航、変更に対応できず旧のやり方へのこだわりや固執、無視する、悪口を言う、約束を反

故にする、勉強会等に不参加、強い抵抗・拒否、とくに強くはないが何となく大きな変更に対す

る反対・延期・妨害やクレーム、現状のやり方を維持する。固執、警戒心であり悪意の抵抗では

ない、旧行動への固執、古い価値観、浸透しない、例外を作る、職種によるサービス残業、不合理

性の解消のための書式変更への対応、親会社を向いた保守的な行動、過程で露出する混乱、リソ

ースの振り分け変更による抵抗、面倒くさがる、着手しない、返答がない」31）と述べている。 

彼は、抵抗の要因について、文献渉猟調査からは、マクロ組織論的には、組織・集団レベルを

対象にして、慣性、行為、情報の流れ・認識の差異、ミクロ組織論的には、人の意識や行動を対象

にして、損失、ストレス、信頼、認知、学習、社会心理学的には、抵抗、不安、防衛等、コンサル

タント的には、抵抗の要因、あるいはその生起の具体的に理由・状況を混同していることを指摘

している。同じく松田（2019）は、次に、抵抗の要因について、アンケート調査では、上位３つ

は、「施策や活動に関する社会説明や普及の不足、施策や活動に対する保守的な職場の雰囲気、

施策や活動を推進するプログラムの不十分さについて、インタビュー調査では、連絡不承知、予

想外の参加反応に対応できなかったこと、気にくわない、新参者視する、現況への無対応・無理

解・無自覚、納得感、説明不足と無理解・誤解、現場との温度差、否定的な意識、否定、保守、長

い経験、情報（提供）不足、習慣変更への拒否、理解不足、慣行変更への疑問・拒否、関係者省庁

からの指導という言い訳、保守性、希望テーマをやらせてもらえない、混乱、説明不足、状況が

良いのになぜかという不満、無理解、無視、重要事に思わない、国の文化的差異、国民性、現場と

報告の差異、変わる必要性を感じない、施策への無理解、現事業との整合性に疑問、いきなり感」
32）を述べている。 

 

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 

①除去 
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松田（2019）は、抵抗の除去について、ミクロ組織論的には、参加、報奨制度、ビジョン等を

指摘している。彼は、「マクロ組織論的には、組織・集団レベルを対象にして、慣性、適応と均

衡、制約、行為の調整等である。ミクロ組織論的には、人の意識や行動を対象にして、参加、報奨

制度、ビジョン等である。社会心理学的には、参加、仕事の設計、交代、説得等である。コンサル

タント的には、参加、コミットメント、および詳細な除去のステップ等である」33）と述べている。

松田（2019）は、アンケート調査では、上位３つは、自社の将来イメージを明確にすること、仕

事のやりやすい職場環境づくりを進めること、企業理念や経営ビジョンを明確にすることを指摘

している。同じく松田（2019）は、インタビュー調査では、「謝る、説明、納得を得る、説明ル

ートを一からやり直す、言い分を聞く、グループを作り時代の流れ、使命感に訴える、ともかく

会話すること、できることから着手すること、少しずつ支持者を作ること、リーダーを説得する

こと、粘り強い説得、事業の一部売却、リーダーの交替、マネジメント力の差異を明確に示すこ

と、新勢力の力量を見せつけること、相互理解を深めるプロセスを地道に継続すること、足元を

固めること、キーマンへの対応（任せる、仕切らせる）、参加させる（抵抗者を推進グループに取

込む）こと、徹底的・粘り強い話し合い、経営者の言葉を理解させる（話し合いの場を設ける）こ

と、１人１人との話し合い、上司との仕事分析、指示行為（見回り、シャッター閉鎖）、当人を昇

進させること、給料の引き上げること、希望テーマを与えること、異動、研修、情報開示、評価す

る、組織編成の工夫、前段階で少人数に告知、危機意識の醸成（余力があるうちに）、やって見せ

る、すべてやらずにお膳立てして残りの一部をまかせる、準備の後のお願い、コミュニケーショ

ン（傾聴、信頼感構築、キーマンを味方にする）、直接訴える（無通訳者）、報酬制度、やり方が

悪く失敗、成功事例を作る、上と下から変えていく、最中で評価できない、厚めの処遇（現地化

をすすめ日本人駐在期間を短縮化する）、トップがメッセージを出すこと」34）と述べている。 

②織り込み済 

松田（2019）は、抵抗の織り込み済について、抵抗は必要、成長の元、成長には必要能力、抵

抗も人の意思表現、抵抗をオープンにした変革推進を行うことを指摘している。この研究のアン

ケート調査は、25 社から回答があった抵抗のマネジメントに関して自由記述でまとめたものであ

る。 

 

第４節 マネジメント実践における先行研究 

１．バーク（Ｂｕｒｋｅ，１９８２）の研究 

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 

①目的 

 この研究の目的は、組織開発（Organization Development）の推進に際して、組織変革がどの

ようにマネジメントされているのかについて、明らかにすることである。 

②方法 

この研究の方法は、自身の経営コンサルタント経験と先行研究のレビューに基づいている。具

体的は、事例研究では、レヴィン（Lewin，1951）のプロセス３段階モデルに基づいて、主に、

その弟子であるコッチ・フレンチ（Coch and French，1948）、リピット・ワトソン・ウエストリ

ー（Lippit，Watoson and Westley,1958）などの研究をレビューしている。 

③結論 
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 この研究の結論は、上述の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 35）。組織変革を

効果的に実施するためには、レヴィン（Lewin，1951）のプロセス３段階モデル、組織開発のリ

サーチ・モデル、リピット・ワトソン・ウエストリー（Lippit，Watoson and Westley,1958）の

計画的変革モデル等に依拠して、その実効性をあげるためにプロセスを綿密に計画することであ

る。彼は、組織の危機的状況を除いては、独裁的な方法より参画的な方法が成功を導く傾向が強

く、その際には、影響を受ける人々を加えておくことと、適切な時期を選ぶことを指摘している。

人々に選択肢を提供し、それによってその人たちの自由に対する感情が不当に削減されないよう

に、また、抵抗感も減少するようにして、組織変革の方向性に関する参画的意志決定や参画的コ

ミュニケーションを一定レベルで関与する人々を巻き込んで、変革の実施へのコミットメントを

高めるようにすることが必要である。ここでの参画意思決定とは、特定の問題や状況に対する診

断、分析、開発および解決案の選択を共有し、その解決案を実施して変革プロセスをマネジメン

トする方法を決定することである。参画的なコミュニケーションとは、その特定の問題自体に関

する情報、もしくは提案されている解決案がどうすれば活用できるのか、あるいは最高の形で実

施できるかに関する情報のいずれかの情報をもって、意思決定プロセスに貢献する機会のことで

ある。 

 

(２)抵抗の取り扱い 

バーク(Burke，1982）は、変革によって受ける既知のものや試行ずみのものの損失と、変化を

強制されることに対する個人的な選択の損失を抵抗として取り扱っている。これについて、彼は、

マリス（Maris，1975）を用いて、「変化に対する人間の度合いは、その変化の種類、およびそれ

が人々にどれくらい理解されているかによって変わってくる。人間が抵抗を示すのは、変化その

ものではなく、それによって受ける損失、または損失の可能性である」36）と述べている。 

 

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 

①除去 

 バーク（Burke，1982）は、抵抗の除去について、トップダウンの一方的な宣言、参画を指摘

している。彼は、「トップダウンの一方的な宣言は、危機的状況で、誰もがその権威を理解し、認

めている場合に、トップダウンの独裁的な命令が変革を制定する最も速やかで、効果的な方法で

ある。参画的な変革は、多くのコミットメントを確保するための方法として、参画的なプロセス

を選択することである。推進チームが、巻き込まなければならない人たちで構成されて、変革を

マネジメントするほど、変革の成功率が高くなる」37）と述べている。 

②織り込み済 

バーク(Burke，1982）においては、抵抗の織り込み済について、トップダウンの一方的な宣言、

参画に焦点が注がれており、それほど明確には述べていない。 

 

２．カンター（Ｋａｎｔｅｒ，１９８３）の研究 

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 

①目的 
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 この研究の目的は、企業のとるべき行動についての考え方、適正な行動の基準と価値などにつ

いて文化的見地から見た米国の企業文化を明らかにすることである。具体的には、従業員に積極

的に改革に取り組ませ、それに成功する条件とは何かを明らかにすることである。 

②方法 

この研究の方法は、自身の経営コンサルト経験、アンケート調査とインタビュー調査である。

具体的には、フォーチュン誌企業番付の製造業企業上位 1,000 社と非製造業企業 250 社の中から

当初接触した 246 社のうち、65 社の人的資源担当者の副社長あるいは、選任されたスタッフがこ

の段階の調査に参加している。回収方法は、65 社のうち、58 社の担当者からは、推薦する革新的

企業の名前を記入した調査フォームを回収し、７社の副社長からは口頭でコメントを受け取って

いる。さらに、回答者のうち 40 人には、推薦した理由を 45 分から 90 分の間で、電話インタビ

ューを実施している。その後、詳細な調査として、1977 年、問題解決のプロセスへの従業員参加

の事例について情報を集め、1979 年から 1980 年に調査のための質問票を作成し、主要企業の協

力を求めている。この調査への協力は、37 社で、うち 10 社は、４つの詳細な調査のうちの２つ

に参加している。 

③結論 

 この研究の結論は、上述の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 38）。革新的な組

織には、少なくとも２つの組織と２つの人員配置・活用法が必要であり、その実行のために、特

定の職種と職能集団をもつ階層制度が必要なことである。ただし、革新的な組織は同時に未知の

ことを行う方法を見極めるため、企業家を勇気づけ、従業員とともに刷新と改革をこなせるよう

にすることが必要である。彼女は、詳細な調査のうちの 10 社の調査結果が、主にこの研究の分析

と結論につながっていると指摘している。例えば、参加のチェスナットリッジの成功事例がある。

この成功事例は、企業が資金と支援を与え、改革を積極的に推進し、支持者をまとめる革新的な

管理者が必要なことを示している。同工場の最高幹部や主要な利害関係者の説得などを通じて、

準備は注意深く進められている。重要な支持者と権威ある最高幹部も運営委員会に入っていた。

正式なデータ集めとフィードバック作業が行われ、集まった情報は、全従業員に知らされている。

運営委員会と行動グループは、間断ない連絡を行い、運営委員会は、行動グループに報いるとの

約束を企業側にとりつけている。生産計画は、全社から絶賛されている。この計画で得た成果は、

変化に備え、それを予期し、作り出す、やり方である。変化の先取りは、労働者の才能を並列参

加組織に柔軟に組み込み、この組織で学んだもの（個人的な技能や組織上のシステム）を階層制

度の運用に適応することによって可能となる。この場合の並列組織は、草の根活性化の道具であ

ると同時に、彼らの能力と生産性を上げるための新機軸を生み出すメカニズムである。通常の任

務以外の有意義な問題にあえて取り組むことのできる参加によって、従業員の活性化、問題解決

への参画と改革のための結集は可能となる。並列組織では、労働者と管理者はより平等なチーム

に参加しており、そこでは、地位の標準化がされ、全員が力を合わせて、１つの解決へ向けて努

力する。参加は、コミュニケーションに近い社内プロセスである。従業員が参加に意義を感じる

のは、グループの一員としてだけでなく、任務が重要なためである。従業員は、より大きな組織

に関係ある何かを築くことに、自尊心と成就感を抱く。階層制度は、日常の活動のための組織で、

維持に重点を置いている。その一方で、問題解決のための参加は、改革に力点があり、並列組織

となって具体化される。問題解決のためにさまざまな方法で一時的にグループを作ることができ、

階層制度かの地位による制約は受けない。これとは別に意思決定機関がつくられ、両者間に指揮
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監督関係が形成される。並列組織には、全体として、融通性があり、参加者に上下はない。柔軟

性に富んでいる並列組織は、正規の階層制度よりはるかに幅広い機会と権限が与えられる。その

主な任務は、日常の仕事の継続的な再検討、新たな選択肢の探求、新たな手段と対処方法の開発

であり、改革を制度化することである。 

 

(２)抵抗の取り扱い 

カンター（Kanter，1983）は、勤労意欲を失う、消極的な態度、退職を抵抗として取り扱って

いる。これについて、彼女は、「企業内部には、保守的なムードが充満して、従業員は、積極的な

勤労意欲を失い、与えられた仕事だけを機械的に遂行する消極的な態度で、社内の空気は沈滞し、

改革への意欲をもつ能力ある中間管理職は、その機会が与えられる他の企業に転職していく。参

加に対する抵抗としては、参加に見合うだけの報酬が全くない場合や、参加することによって、

日常の仕事から時間とエネルギーを取られれば取られるほど、抵抗は強くなる。命令による参加

は、従業員が望んでいないのに参加をさせると、従業員の積り積もった不平が露呈し、経営者へ

抵抗意識が含まれるようになる」39）と述べている。 

 

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 

①除去 

 カンター（Kanter，1983）は、抵抗の除去について、それほど明確には述べていない。 

②織り込み済 

 カンター（Kanter，1983）は、抵抗の織り込み済について、参加を指摘している。ここで参加

については、チェスナットリッジ工場の事例分析 40）に基づいている。 

 

３．ナドラー（Ｎａｄｌｅｒ，１９９８）の研究 

(１)研究の概要 

この研究の概要（①目的、②方法、③結論）は、以下のとおりである。 

①目的 

この研究の目的は、変革を行う際に生起する抵抗の実態について明らかにし、その抵抗を克服

する方法について、提示することである。 

②方法 

 この研究の方法は、自身の長い組織変革研究データと経営コンサルト経験に基づくものである。

具体的には、1978 年、コロンビア大学大学院ビジネス・スクールの教授として、組織変革につい

て研究を継続しており、同時に企業の経営コンサルトも行っている。 

③結論 

 この研究の結論は、上述の調査に基づいて、以下のような結論を提示している 41）。組織変革を

推進する際に生起する抵抗は、不安定であるから、安全策をとって何もしないこと、将来への不

確実性からリーダーにストレスがかかること、パワーをもつ人はそれを失うことを心配し統制を

強めること、パワーをもたない人はより大きなパワーを持つように策略を凝らすが、それに対応

しなければならないことである。その不安が増すと、従業員は何が起ろうとしているか理解でき

ず、対処方法も分からなくなる。よって、不安が個人の行動を歪め、公式組織の正常な構造、プ
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ロセス、システムが崩壊する。その抵抗を克服する方法として、彼は、12 の対策ステップを提示

している。対策ステップ１は、カギを握るパワー・グループの支持を築くことである。参加、説

得、公式および非公式の奨励策、孤立化、通風である。（中略）。対策ステップ２は、リーダーの行

動を支援の拡大に活用することである。対策ステップ３は、シンボルと言葉を意図的に活用する

ことである。対策ステップ４は、変革を加えない安定した部分を明確にすることである。対策ス

テップ５は、現状に対する不満を表明化することである。対策ステップ６は、変革への立案と実

行への参加体制を築くことである。対策ステップ７は、変革を支持する行動に報いることである。

対策ステップ８は、人々に過去から離別する時間と機会を与えることである。対策ステップ９は、

明確な将来像を描いて、組織内に伝えることである。対策ステップ 10 は、複数のテコ入れポイン

トを利用することである。対策ステップ 11 は、変革期の管理システム（変革期計画、変革期統括

責任者、変革期の資源、変革期の構造）を設けることである。最後の対策ステップ 12 は、フィー

ドバックを収集し、分析することである。 

 

(２)抵抗の取り扱い 

ナドラー（Nadler，1998）は、抵抗は、明確に表に出るとは限らず、噂話、不満を口にするこ

と等を抵抗として取り扱っている。これについて、彼は、「抵抗の強さは、身に迫った変革の範囲

や規模と直接の相関関係がある。変革の４類型である調整や適応に対する抵抗は、比較的弱く、

組織内で、変革の影響を受ける部分だけに限られる。再方向づけや再建へと変革の度合いが強ま

るにつれて、抵抗の範囲も広がり、程度も強くなる。抵抗は、４類型に共通して見られる。変革

によって、噂話やあらゆる面で不安定になり、不確実になる結果、従業員にもストレスがかかる。

また、従業員は不満を口にすることや、不安を抱いて、組織内の統制も効きにくくなるのである」
42）と述べている。 

 

(３)抵抗のマネジメント 

この研究の抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）は、以下のとおりである。 

①除去 

 ナドラー（Nadler，1998）は、抵抗の除去について、変革への抵抗を克服するために、12 段階

のステップを提示している。彼は、「12 段階のステップそれぞれの状況に合わせて調整すべきも

のである。対策ステップ１は、カギを握るパワー・グループの支持を築くことである。対策ステ

ップ２は、リーダーの行動を支援の拡大に活用することである。対策ステップ３は、シンボルと

言葉を意図的に活用することである。対策ステップ４は、変革を加えない安定した部分を明確に

することである。対策ステップ５は、現状に対する不満を表明化することである。対策ステップ

６は、変革への立案と実行への参加体制を築くことである。対策ステップ７は、変革を支持する

行動に報いることである。対策ステップ８は、人々に過去から離別する時間と機会を与えること

である。対策ステップ９は、明確な将来像を描いて、組織内に伝えることである。対策ステップ

10 は、複数のテコ入れポイントを利用することである。対策ステップ 11 は、変革期の管理シス

テム（変革期計画、変革期統括責任者、変革期の資源、変革期の構造）を設けることである。対策

ステップ 12 は、フィードバックを収集し、分析することである」43）と述べている。 

②織り込み済 

ナドラー（Nadler，1998）は、抵抗の織り込み済について、変革への抵抗を克服するために、
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12 段階のステップに焦点が注がれており、それほど明確には述べていない。 

 

第５節 小括：要約と考察 

本章では、抵抗のマネジメント（除去と織り込み済）に関する先行研究のレビューについて、

提示した。第２節では、社会心理学における先行研究として、社会や組織の中で、人間の抵抗が

どのようにマネジメントされてきたのかについて、社会心理学者で著名なレヴィン（Lewin,1948・

1951）、コッチ・フレンチ（Coch and French，1948）、リピット・ワトソン・ウェストレー（Lippit， 

Watson and Westley，1958）の研究、シャイン（Schein，1965）、ベニス（Bennis,1996）、お

よび上野（2012）の研究をレビューした。第３節では、経営学における先行研究として、企業等

の組織の中で抵抗がどのようにマネジメントされてきたのかについて、組織行動論で著名なロビ

ンス（Robbins，1997）、コッター（Kotter，1999）、および松田（2019）の研究をレビューした。

第４節では、マネジメント実践における先行研究として、コンサルタント経験と研究との融合で

著名なバーク（Burke，1982）、カンター（Kanter，1983）、およびナドラー（Nadler，1998）の

研究をレビューした。以下に、要約と考察を提示する。 

 

１．要約 

上述をまとめたのが、表４－１から表４－５である。 

 

表４－１ 社会心理学における先行研究 

項目＼研

究 
レヴィン（Ｌｅｗｉｎ，１９４８） レヴィン（Ｌｅｗｉｎ，１９５１） 

コッチ・フレンチ（Ｃｏｃｈ and Ｆｒｅｎｃｈ，

１９４８） 

(１)概要 

①目的②

方法③結

論 

①有効的リーダーシップの探究 

②心理学実験 

③リーダーが集団の雰囲気を作

る。民主的集団は協働と他の児童

への賞賛、建設的示唆の発露、他

の児童に事実に即した行動 

①成員の態度と集団決定の関係、計

画的変革と集団決定の関係の提示 

②観察と実証的実験 

③集団決定は討議の方が積極的参

加を促すため効果がある。集団の中

の個人を変化させる方が容易 

①人々はなぜ変化に対して抵抗をす

るのか、抵抗を克服できるのか 

②実証的実験 

③作業能率は回復の速さと参加量に

比例し、労働移動や攻撃の割合は参

加量と反比例する 

(２)抵抗

の取り扱

い 

個人攻撃、地位の失墜、出席さ

せない状況を作る、敵意のある

批評等の言動 

個人と社会的標準のもつ価値との

間の関係が変化への抵抗の要因 

摩擦、敵意の表明、故意の生産抑制、

非協力的態度、作業単価に対する不

平、経営層への攻撃、退職 

(３)①除

去②織り

込み済 

①民主的なリーダーシップ、人

の入れ替え集団の雰囲気づくり 

②明確には述べていない 

①参加 

②明確には述べていない 

①変更計画の立案に参加させるこ

と、説得や励まし 

②明確には述べていない 

 

表４－２ 社会心理学における先行研究・続 

項目＼

研究 
リピット・ワトソン・ウェストレー（Ｌｉｐ

ｐｉｔ，Ｗａｔｓｏｎ ａｎｄ Ｗｅｓｔｌｅｙ，１

９５８） 

 

シャイン（Ｓｃｈｅｉｎ，１９６５） 

 

ベニス（Ｂｅｎｎｉｓ，１９９６） 

(１)研究

の概要 

①目的

②方法

③結論 

①４タイプのクライエントにチ

ェンジ・エージェントの問題設

定、運営方針、技法等の比較研究

②文献渉猟と研究グループ参加 

③チェンジ・エージェントは新し

い中心を作り上げるか古い中心

をクライエント・システム全体の

代表として強化する。システムの

中にリーダーシップあるいは力

①組織が対処できていない課題と

その対処方法を明らかにすること 

②文献渉猟 

③対処の段階（第１段階：変化を感

じる、第２段階：適切な情報を得る、

コンサルタント活用、第３段階：決

定に参加させる、第４段階：トップ

リーダーの態度が組織内影響、第５

段階：システム内変化の情報を正確

①計画的組織変革の戦略と具体的方

法、実践課程を明らかにすること 

②文献渉猟と経験 

③組織変革の程度を明確にし、科学

への依存度を高め、専門家が増えて、

企業の直面する激しい環境変化の流

れに直面したとき、組織的努力の伝

統的概念を補い、かつ根底から変え

てくれる社会的発明を必要とする 



95 

の新しい源を探し出すこと、新結

合の問題点と活動方策を援助 

に提示、６段階：外部環境と内部環

境の統合とフィードバック 

(２)抵抗

の取り

扱い 

変革目標から逸脱させる方向に

働く力 

モラールの低下、非建設的な競争、

怠業、自己防衛 

変革が、従業員に根強い不安感を引

き起こすこと 

(３)①除

去②織

り込み

済 

①明確には述べていない 

②チェンジ・エージェントの存在

と役割を活用 

①設計と参加 

②良いコミュニケーション、柔軟性

と創造性、信頼感による組織創造 

①変革推進者への信頼、情報の認識

と感情的・価値観的要素の考慮、合理

性に訴える説得 

②変革努力 

 

表４－３ 社会心理学における先行研究・続⓶ 

項目＼

研究 
上野（２０１２） 

(１)研究

の概要 

①目的

②方法

③結論 

①説得への抵抗の意義について

明らかにすること 

②文献渉猟と事例分析 

③受け手に意見や考えを表明す

る機会がある方が抵抗は少ない 

(２)抵抗

の 取 り

扱い 

説得への抵抗とは、働きかけに対

して態度が変化しない現象や逆

方向に態度変化が生じる現象 

(３)①除

去②織

り 込 み

済 

①説得 

②明確には述べていない 

 
表４－４ 経営学における先行研究 

項目＼

研究 
ロビンス（Ｒｏｂｂｉｎｓ，１９９７） コッター（ｋｏｔｔｅｒ，１９９９） 松田（２０１９） 

(１)研究

の概要 

①目的

②方法

③結論 

①なぜ人びと変化に抵抗するの

か、どのように除去するのか 

②文献渉猟と事例分析 

③個人的抵抗要因：習慣、安全、経

済的要因、未知に対する不安、選択

的情報処理、組織的抵抗要因：構造

的慣性、変革の焦点、グループ慣

性、専門性の脅威、既存権力関係へ

の脅威、資源配分。除去：教育及び

コミュニケーション、参加、促進と

サポート、交渉、操作と吸収、強制 

①組織を動かす人々の行動と意思

決定の影響を明らかにすること 

②実験とコンサルティング経験 

③８段階プロセス提示。第１段階：

認識の徹底、第２段階：推進チー

ム結成、第３段階：ビジョンの策

定、第４段階：ビジョンの伝達、

第５段階：ビジョン実現へのサポ

ート、第６段階：計画策定・実行、

第７段階：定着と変革の実現、第

８段階：新しいアプローチの定着 

①既存の理論を整理し、その内容と

抵抗の実態を明らかにすること 

②文献渉猟と社会調査 

③ミクロ組織論的：要因：損失、ス

トレス、信頼、認知、学習の議論、

メカニズム：損失と強制、認知（ス

キーマ、コンフリクト）、組織文化

変革の議論。除去：参加、褒章制度、

ビジョン等の議論。抵抗内容：同じ

抵抗的な行動でもかなり差異があ

り、その程度も異なる 

(２)抵抗

の取り

扱い 

不満を示す、職務の遅延、ストライ

キ、組織への忠誠心の低下、動機づ

けの減退、ミスの増加、病気による

欠勤、蓄積による想定外の行動 

快く思わない気持ち、不満が蔓延

し、噂話、誤った情報、猛反発等 

呼びつけられる、説明を求められ

る、委員会の開催難航、旧のやり方

へのこだわりや固執、無視する、悪

口、約束反故、不参加、拒否 

(３)①除

去②織

り込み

済 

①教育とコミュニケーション、参

加、促進とサポート、交渉、操作お

よび吸収、強制 

②明確には述べていない 

①教育とコミュニケーション、参

加促進、手助け、交渉と合意、策

略と懐柔、強制 

②明確には述べていない 

①参加、報奨制度、ビジョン等 

②抵抗は必要、成長の元、成長には

必要能力、抵抗も人の意思表現、抵

抗をオープンにする 

 

表４－５ マネジメント実践における先行研究 

項目＼

研究 
バーク（Ｂｕｒｋｅ，１９８２） カンター（Ｋａｎｔｅｒ，１９８３） ナドラー（Ｎａｄｌｅｒ，１９９８） 

(１)研究

の概要 

①目的

②方法

①組織開発と組織変革の関係 

②コンサルト経験と文献渉猟 

③効果的に実施するためにプロセ

スを綿密に計画する必要があり、

①文化的見地から見た米国企業の

文化を明らかにすること 

②コンサルト経験 

③革新的な管理者が必要。最高幹

①抵抗を克服する方法を提示 

②研究蓄積とコンサルト経験 

③克服する方法として、12 段階の

ステップを提示 
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③結論 参画的方法が成功を導く 部や主利害関係者の説得と準備 

(２)抵抗

の取り

扱い 

損失と変化を強制されることに対

する個人的な選択の損失 

勤労意欲を失う、消極的な態度、

退職 

噂話、不満を口にすること等 

(３)①除

去②織

り込み

済 

①トップダウンによる一方的な宣

言、参画的な変革 

②明確には述べていない 

①明確には述べていない 

②参加 

 

①12 段階のステップ。１：支持を

築く、２：リーダー行動の活用、３：

シンボルと言葉の意図的活用、４：

安定した部分の明確化、５：不満を

表明、６：参加体制を築く、７：支

持する行動に報いる、８：離別する

時間と機会を与える、９：明確な将

来像を描く、10：複数のテコ入れポ

イント、11：管理システム設置、12：

フィードバックと分析 

②明確には述べていない 

 

２．考察 

(１)抵抗の取り扱い 

抵抗の取り扱いは、社会心理学における先行研究では、レヴィン（Lewin，1951）、コッチ・

フレンチ（Coch and French，1948）、シャイン（Schein，1965）および、ベニス（Bennis，1996）

によると、主に、なぜ抵抗が生起するのか、人間の見える行動や発言など、表面化しやすい現象

を抵抗として指摘している。次に、経営学における先行研究では、コッター（Kotter，1999）、松

田（2019）は、主に、抵抗をどのように取り除くのかという理論的視点から抵抗を取り扱ってい

る。ただし、松田（2019）は、抵抗を取り除くだけでなく、抵抗をどのようにマネジメントする

のかという視点も指摘している。最後に、マネジメント実践における先行研究では、カンター

（Kanter，1983）とナドラー（Nadler，1998）は、実践的に、組織内の雰囲気がよく分かるよう

に、噂話等までを抵抗として指摘している。ここで、留意しなければならないのは、同様な表現

で扱っていてもそれが同義あるいは同様に取り扱われているのか、ということである。表現が豊

富になって現象説明が向上しても、微妙な差異はないのか、ということである。これは、今後、

研究するにおいて重要な観点であり、これに関する議論の方向性や纏まりに関連してくると考え

らえる。 

 

(２)抵抗のマネジメント 

①除去 

抵抗のマネジメントにおける除去については、社会心理学における先行研究では、レヴィン

（Lewin，1951）、シャイン（Schein，1965）および、コッチ・フレンチ（Coch and French，

1948））によると、主に抵抗をどのように取り除くかという観点から、参加（変更計画の立案）が

指摘されており、上野（2012）は、説得を指摘している。経営学における先行研究では、ロビン

ス（Robbins，1997）、コッター（Kotter，1999）および、松田（2019）によると、抵抗をどのよ

うに取り除くのかという観点から、教育とコミュニケーション、参加、促進とサポート、交渉、

操作および吸収、強制、報奨制度、ビジョン等が指摘されている。マネジメント実践における先

行研究では、バーク（Burke，1982）とナドラー（Nadler，1998）によると、トップダウンの一

方的な宣言、参画的な変革、参加の 12 段階のステップが指摘されている。 

 上述からすると、抵抗のマネジメントにおける除去は、多様であると考えられる。ただし、言



97 

うまでもないが、社会心理学→経営学→マネジメント実践となるにつれて、具体性と実践度が向

上し、有効的になることは分かる。なお、ミクロ組織論では、抵抗とコンフリクトが同義語とし

て、混同されて扱われてきたように、この除去においても、コンフリクトの解消行動としての交

渉や強制が使用されており、差異がないのか、用語は同様でもマネジメント内容が異なるのかが

課題であると考えられる。 

②織り込み済 

抵抗のマネジメントにおける織り込み済については、社会心理学における先行研究では、リピ

ット・ワトソン・ウェストレー（Lippit，Watson and Westley，1958）によると、チェンジ・エ

ージェントが、シャイン（Schein，1965）によると、良いコミュニケーション、柔軟性、創造性、

真の心理的信頼感がある組織を創ることが、ベニス（Bennis，1996）によると、変革努力を指摘

されている。経営学における先行研究では、松田（2019）によると、抵抗をオープンにした変革

推進が指摘されている。最後に、マネジメント実践における先行研究では、カンター（Kanter，

1983）は参加を指摘している。共通的には、抵抗を予期して、抵抗をポジティブに捉えて、マネ

ジメントするという考え方は、抵抗を除去するという考え方に比べて、研究がそれほど多くない

ことが分かった。しかし、今までは、抵抗を除去するという考え方が主流であったが、人間を多

様な側面から見ることや、抵抗の研究が深化することで、抵抗も一方的に除去するという考え方

から、マネジメントするという考え方に変わってきたことが分かった。ただし、抵抗の織り込み

済は、先行研究からもその手法は、抽象的なものが多いのが特徴的であるため、さらなる研究が

求められると考えられる。 
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な研究会に続いて、同計画のための運営委員会が設立され、その委員会メンバーは、推進者とその支持者、グルー

プの責任者、工場の人事責任者、総務関係のスタッフ１人、顧問の１人であり、全員が自主的に参加している。さ

らに、正式な支援と権限与えるため、工場内外の製造や人事担当の管理職で構成された計画諮問グループも設立

されている。このグループは、計画実行に決定を下す権威ある助言や、従業員が参加する正当性、計画を可視化し

ている。1977 年 10 月、運営委員会は初会合を開き、この計画そのものに正式に着手し、工場内調査を開始する

ことを承認している。次に、計画の下部への移行として、第２段階では、生産部門の従業員の計画への参加が開始

されている。1977 年 11 月から 1978 年２月に、従業員からのデータ収集とフィードバック作業が行われている。

実態調査の第１回会合では、従業員からの不安や不信感が表明され、同工場の従業員の問題点が明確になってい

る。その内容は、昇進、自動販売機の値上げや、作業コーティネーターへの不満、雇用慣行に関するものであった。

1978 年１月、各生産グループとの会合が自由参加で開かれた。次は、組織と行動計画を作るために、既存の階級

制度と仕事の割り当てから離れて、それを補完する問題解決と行動のための仕組みを作り上げることである。フ

ィードバックの会合後の大きな会議で現場主任たちに対してこの組織の説明が行われた結果、３つのグループが

自主的に最初の行動グループになって、現場主任者が懸念している諸問題に対処するとともに、この並列組織が

機能する事実を実際に示すことになった。この３つのグループから各１人ずつが運営委員のメンバーになってい

る。３つのグループは、２か月にそれぞれ４回から５回会合を開いた。グループは、必要に応じて、技術や計画立

案に関する一連の短い研修会を受けている。各グループは、運営委員会に、自分たちの職場にふさわしい行動計画

のための計画案を迅速に提出し、同委員会は、機能するように協力した。次に、行動を起こすために、行動グルー

プは、具体的な計画と目標を作り上げ、特定の計画の課題を学び取り、他の会社を訪れ、自分たちの計画に関連し

たチェスナットリッジについての情報を集め、チコブで他に利用できるものを探し、行動グループ同士や運営委

員会と行動を調整した。運営委員会は、報告を聞き、指針を与えるために、会合を開いた。チェスナットリッジは、

行動グループの４つの活動すべてが６か月以内に完了している。これは、生産計画がスタートしてから１年後で

ある。他のグループも行動のためのさまざまな提言や進言、主任同士の話し合いの場を同工場は、直ちに採用して

いる。その結果、活気にあふれた職場が誕生している。最初のグループは、作業が終了後、予定どおり解散した。

この計画に参加した工場の従業員は、重要な技能を新たに身につけ、生産能力を増し、その過程で自分たちの仕事

に一層満足するようになったのである。コミュニケーションは、どこでも非常にうまく行われていたので、ハンガ

リー出身者は発言を理解され、行動グループの会合でアイデアを次々に出した。女性主任は、以前より快活にな

り、落ち着いて部下を掌握できるようになった。この行動計画で、どのようにして部下をひきつけ、部下のために

ことを運ぶかが分かったからである。生産計画出身の労働者は、工場で管理者がその技量の向上が目にとまり、必

要とされた。試験行動グループの数人は、同計画の業績によって、５から 15％昇給している。運営委員会は、工
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場長と従業員を集め、生産計画の成果を提示している」と述べている。 

41）ナドラー（Nadler，1998），邦訳，102－134 頁。 

42）ナドラー（Nadler，1998），邦訳，103－113 頁。 

43）ナドラー（Nadler，1998），邦訳，114－134 頁。 
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第５章 調査の設計 

 

第１節 はじめに 

本章の目的は、本研究の課題を明らかにするために実施したアンケート調査とインタビュー調

査の２つの調査（以下、本章において「本調査」と呼称する。）の設計について、提示することで

ある。第２節では、本研究における本調査の概要について、提示する。第３節では、本研究にお

ける概念の操作化について、提示する。第４節では、本調査の分析として独自に作成した２軸・

４類型の内容について、提示する。第５節では、本調査で使用した質問項目の設定について、提

示する。第６節では、本調査における倫理事項とデータの管理について、提示する。 

 

第２節 概要 

１．課題 

 本調査 1）の課題は、第１に、組織変革の抵抗における実態について、独自に設定した類型を基

に明らかにすることである。第２に、その抵抗の類型ごとに、抵抗のマネジメント（除去と織り

込み済）について、明らかにすることである。 

 

２．対象 

 本調査の対象は、以下のとおりである。最初に、アンケート調査の対象は、東洋経済新報社『2019
年２集会社四季報』（2019 年４月 15 日発行）から大阪府、兵庫県、岡山県、広島県、香川県に所

在する組織（企業、病院、公益財団法人、社会福祉法人）を 161 抽出している。さらに、web 検

索で東京都、和歌山県、大阪府、兵庫県、岡山県、香川県、広島県、遼寧省（中国、本社は東京）

に所在する組織を 59 抽出し、合計で 220 組織を対象とした。これらの組織の抽出については、

組織変革における抵抗は、川上（2018b）の事例分析を基にすれば、業種や規模に限定されず、多

様な企業や諸組織において生起していることを念頭に抽出した。 
次に、インタビュー調査の対象は、アンケート調査で回答のあった企業の中で、協力を得るこ

とのできた組織（病院、企業、公益財団法人）であり、合計で７組織である。 
 

３．方法 

本調査の方法は、本研究で採用した定量的方法として定量的データを取得するために、質問票

を使用するアンケート調査を実施している。さらに定性的方法として本研究で採用した定性的デ

ータを取得するために、面談によるインタビュー調査を実施している。以上の本研究で採用した

調査方法の詳細は、次のとおりである。 

 

(１)アンケート調査 

本調査におけるアンケート調査は、質問票（兼）回答票の郵送による調査である。これにより、

組織変革における抵抗の実態を把握するためのデータを網羅的にかつ効率的に収集することがで

きる。この調査は、質問（兼）回答票を上述の調査対象の管理職層（例：人事部長、看護部長、事

務長等）に郵送、およびメール送信し、回答を記載していただき、所属の松田陽一研究室に返送、

あるいは筆者宛にメールにて返信していただく方法を採用している。なお、調査期間は、2019 年

８月７日（郵送・送信の開始）～同年 10 月 24 日（返送・返信の最終日）である。なお、当初の
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締め切り日は、2019 年９月６日であったが、その時点で回答組織が 10 組織であったため、再度、

59 組織に郵送およびメール送信し、回答を記載していただいている。その締め切りは９月 30 日

と 10 月 11 日であるが、10 月 24 日にも回答があり、最終の締切日としている。最終的に、この

調査は郵送数 181 組織と、メール数 39 組織との合計 220 組織を対象にアンケート調査を実施し

ている。最終的な回答数は、合計 44 組織である。有効回答率は、20％である。 
 
(２)インタビュー調査 

 インタビュー調査は、アンケート調査から得られたデータに対して補完し、さらにインテンシ

ブなデータを取得するという意味をもっている。とくに、アンケート調査で設定した質問項目に

おいて、さらに定性的なデータを必要とするものについて尋ねている。インタビュー調査を実施

した時期は、2019 年９月 25 日（最初の実施日）2022 年 10 月２日（最終の実施日）までである。 
 このインタビュー調査を実施した組織は、上述のアンケート調査に回答いただいた組織の中で、

協力を得ることのできた組織であり、合計で７組織である。業種、あるいは組織の種別は、人材

研修サービス業、公益財団法人、スポーツ関連・健康づくり事業、非鉄金属業、病院、製薬業２社

である。インタビュー回数は、１回である。インタビュー調査は、対面、あるいは Line、Zoom 動

画を用いたオンラインで実施している。対面の場合は、指定された組織の面談室あるいは、指定

されたロビー等で行い、先方が１名、当方が１名、あるいは２名（指導教員と共同）で実施して

いる。 
 なお、このインタビュー調査は、事前に送付した質問票（兼）質問票を手元に置き、回答者と

面談する方式で行っている。インタビュー調査の記録については、回答者から事前に許可を得て

IC レコーダーに録音している。インタビュー時間は、42 分（最短時間）から 79 分（最長時間）

である。また、このインタビュー調査の後、粗原稿段階にて、インタビュー先に会話内容のチェ

ックを依頼し、公表内容についてもインタビュー先に送信して論文掲載への同意・許可を得てい

る。以上については、本研究の主指導教員も確認している。 
 
第３節 概念の操作化 

  本調査では、本研究の課題に対して、用語の概念を客観的に測定するために、概念の操作化を

図り、そして具体的な質問項目の設定を行い、２つの調査を実施している。これについて、野中

（1974）2）、坂下（1985）3）、および松田（2011）4）は、ラザースフェルドとローゼンベルグ（Lazarsfeld 
and Rosenberg，1955）に基づいて、「社会（調査における）変数の形成の課題は、どのように用

語を測定可能な概念に翻訳するか、つまり、どのようにして概念を変数にするのか、その方法で

ある。よって、組織現象を測定する場合、（用語による）概念の操作化を行う必要がある」と、述

べている。 

ここで、概念の操作化とは、命題や仮説に含まれる概念を操作（測定）可能な変数に置き換え

る作業である 5）。具体的には、坂下（1985）6）と松田（2011）7）は、ラザースフェルドとローゼ

ンベルグ（Lazarsfeld and Rosenberg，1955）に基づいて、その操作化の手順について、次のよ

うに４つの主要手続を述べている。具体的には、①概念の選択、②次元の選択、③（次元を構成

する）インディケータ（indicator）の選択、④（インディケータを測定する）尺度（scale）の選

択であり、⑤データ収集、⑥情報圧縮、⑦インデックス（index）と⑧類型であり、坂下（1985）
と松田（2011）によれば、具体的には、以下のとおりである。 
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①概念の選択 

 これは、測定する組織現象について、それを説明可能にする適切な用語＝概念を選択し、その

操作可能性を検討することである。 

②測定次元の選択 
 これは、上述で選択した概念について、操作可能な独立次元（換言すれば、概念の切り口）を

選択することである。これが単次元であるか、多次元であるかの識別が重要である。仮に、多次

元であるならば、それに対応する現象は複数の直行軸からなる幾何学空間の中で記述することが

できる。換言すれば、ここで指す独立次元とは、仮説の中の変数に相当する。 
③インディケータの選択 
 これは、上述した次元を測定するための「ものさし」であり、この次元の測定用具を開発する

ことである。また、社会調査における質問票の各質問項目はインディケータに相当する。一般に

質問票を用いる場合には，回答者のバイアスを少なくするために一つの次元に対して複数のイン

ディケータを用いることが多いが、これは、概念とインディケータとの関係は絶対的なものでは

なく、確率的なことによる。 
④尺度の選択 
 これは、上述のものさしの尺度を選択することである。よって、尺度はインディケータの目盛

と言える。具体的には、「名目尺度（nominal scale）」、「序数尺度（ordinal scale）」、「区間尺度

（interval scale）」、および「比率尺度（ratio scale）」がある。基本的には、１つのインディケー

タに対して１つ以上の尺度を選ぶことになる。 
⑤～⑧の作業 

多くのインディケータによって⑤データ収集した後、そのデータを⑥情報圧縮し、１つの⑦イ

ンデックスにまとめる必要がある。ここで、多くの選択された情報について、インデックスは１

次元のスケールで対象を位置づけることができる。実際は、因子分析等によってインディケータ

の選別を行い、１次元が１変数になるように再定義を行う。しかし、全ての場合に複数インディ

ケータの値を１つのインデックスに集約（圧縮）できるとは限らない。その場合は、統計学上は、

その対象のインデックスの形成が困難に分布している可能性があると考えられる。よって、この

場合は、インデックスではなく独立した⑧類型が存在することを示唆している。 

上述（概念の操作化のプロセス）について、野中（1974）、坂下（1985）、松田（2011）は、ラ

ザースフェルドとローゼンベルグ（Lazarsfeld and Rosenberg，1955）に基づいて、以下の図５

－１8）のように提示している。 

 

 

 
 
出所：野中（1974），147－150 頁。  

①概念の選択 ②次元の選択 ③インディケータの選択 ④尺度の選択 

⑤データ収集 ⑥情報圧縮 
⑦インデックス 

⑧類型 
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図５－１ 概念の操作化のプロセス 

 

 上述に基づいて、第５節では、組織変革における抵抗の測定次元の選択とインディケータの選

択、および尺度の選択を行い、具体的な質問項目を提示している。 

 

第４節 本研究の２軸・４類型 

１．本研究の類型化に関する過程：事例分析・地震のメタファー・２軸 

 本調査の分析における類型化は、主に８組織の事例分析 9）に基づいて、２軸を抽出し、閾値

を設定し、独自に４つの類型を設定し、実施している。第３章でも述べたように、従来、社会科

学において、２軸・４類型による類型化は、多くの既存研究でも提示されることが多いが、閾値

の設定がなく大半は理念型であり、各類型間の境界はあいまいである。しかし、BCG（Boston 
Consulting Group）が提唱するポートフォリオ・モデル（Portfolio Model）のように採用する組

織が独自に閾値を設定し、独自の目的に従って使用すれば、それは統計的一般化の程度は低くて

も、採用する組織にとっては有益である。これは、多くの組織は個別事情で諸活動を行っており、

統計的一般化を考慮するとはそもそもないからである。それらを踏まえて、以下で提示する４つ

の類型においては、数値による閾値を提示しているが、現実的には、その閾値が一般的に固定的

に定まらない場合が多いことに留意が必要である。 

本研究の類型化における２軸の抽出の過程、およびそれに基づいて設定した４類型の詳細につ

いては、以下のとおりである。 

 

(１)事例分析による軸の抽出 

本研究における類型化について、事例分析から始めたのは、組織変革における抵抗を類型化し

た先行研究を調査したが、ほぼ渉猟できなかったことによる。松田（2011）も指摘しているとお

り、例えば、経営学においても研究や議論が進めば、リーダーシップ研究や組織変革の研究のよ

うに、類型化の議論が提示されている場合もある 10）。繰り返すが、本研究のように組織の中の人

を対象とした組織変革における抵抗の類型化に関する研究はそれほど見出すことができなかっ

た。 

次に、軸の抽出において、本来であれば、統計的一般化を図る上でもアンケート調査による因

子分析（主成分分析）によって抽出するのが一般的である。しかし、本研究では、その前提とし

て事例分析によって、統計的一般化を図る前に、仮定的に軸の抽出を図ることにした。それによ

って、効率的に類型化議論の前提が設定できると考えたからである。そこで、ロバート・イン

（Robert Yin，1994）のケーススタディの方法に基づき、三隅（1984）のリーダーシップ研究等

が、どのような方法で軸の抽出を図り、２軸４類型を導出したのかについて、多くの文献渉猟を

進めた。とくに、三隅（1984）は、リーダーシップの PM モデルを導出する過程において、矢田

部（1950）に基づいて、「あらゆる学問は、その研究対象の現象的分類から出発し、その各領域を

支配する法則の探究を行い、その探究の結果をかかげて再度分類を修正して行く。かくして分類

と法則の探究とは循環的相互既定の関係によって学問の体系が発展していく」11）と述べている。

そこで、事例分析による抵抗現象を書き出してみることからスタートした。 

 

(２)地震のメタファー 
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次に、抵抗現象の類型化について、松田（2019）は、地震のメタファーで説明できるのではな

いかと提案している 12）。この考え方に基づけば、抵抗現象の時間は、地震の震度 13）（ある地点の

地震動の強弱の程度を段階的に示す数字で、継続時間も含まれる）に相当し、抵抗現象の規模（そ

の程度）は、マグニチュード 14）（地震全体の規模の大きさ）に相当していると考えられる。 

本研究の２軸４類型はこのアイディアに基づいている。 

 

(３)２軸の抽出 

上述のアイディアを基に、類型化の基礎になる軸の抽出については、川上（2018b）の事例分析

によって２軸を抽出した。 
最初に、事例（８組織）の選択は、組織変革がうまく変革できたと思われる事例を基に、抵抗

現象に関する記述が多い事例をランダムに選んでいる。次に、松田（2011）の研究を基にして、

組織変革における抵抗について、その概要、抵抗時間、抵抗人数、抵抗の除去の方法、マネジメ

ント施策の観点から整理した。次に、その事例ごとに、読み取れる範囲内において、抵抗時間、

抵抗人数と行動量（抵抗の様相）を記述することにした。それらを俯瞰すると、事例ごとに抵抗

は、時間と規模（抵抗人数や比率と、抵抗が生起したときの職場内の雰囲気等の様相）で区分し、

各々説明できるのではないだろうかと考えた。 

以上について、上述した地震のメタファーから、時間については震度を基に「長い（揺れが大

きく時間的に長い）」「短い（揺れが小さく時間的に短い）」、規模についてはマグニチュードを基

に「大きい（揺れの範囲が広く、大きい）」と「小さい（揺れの範囲が狭く、小さい）」と区分する

ように考えた。 
そして、時間軸と規模軸という２軸の組合せから、①時間が長い・規模が大きい（Ⅰ類型）、②

時間が短い・規模が小さい（Ⅱ類型）、③時間が短い・規模が小さい（Ⅲ類型）、④時間が長い・規

模が小さい（Ⅳ類型）を設定した。なお、ここで、事例分析による具体的なⅠ類型は天草エアラ

イン（奥島（2016）、鳥海（2016））、Ⅱ類型はキリンビール高知支店（田村（2016））、Ⅲ類型は

旭山動物園（遠藤,（2010）、菅野（1997）、週刊 SPA!編集部編（2005））、Ⅳ類型は TESSEI（遠

藤（2012））である 15）。以上から、事例分析に基づいた２軸・４類型の各類型について、その詳

細を提示したのが、図５－２である。 
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注）上図においては以下のとおりである。(1)除去の判断理由、(2)施策、(3)抵抗の様相①コミュニケーション、②

雰囲気、③行動、④変化を嫌う風土、⑤反対、⑥不信感、⑦噂話、⑧不安、⑨体調、(4)抵抗の要因①悲観的状況、

②オープンネス、③消極的組織風土、④従業員の仕事観、⑤従業員の組織変革観、(5)抵抗の除去①リーダーシッ

プ、②参加、③設計、④説得、⑤妥協、⑥強制、(6)①除去、②織り込み済 
出所：事例分析から筆者作成。 
図５-２ ４類型の詳細 

 
２．２軸における閾値の設定 

次に、上述の２軸の閾値の設定については、以下のとおりである。ただし、抽出した２軸は、

事例分析によるものであり、あくまで仮定的であり、今後、一般化の程度を向上させることが課

題としては残っている。 

 

(１)時間軸の閾値 

時間軸は、川上（2018b）において、数年間にわたり長く続いている抵抗の事例もあれば、６か

月程度で収束した時間的に短い事例もあることが判明している。これによって、抵抗は、短いあ

るいは、長いという「時間」で説明するように考えた。そして、今日の社会生活の中で多く用い

られている時間（期間）を区分する単位として１年がある。また、上述の事例分析からも、短い

事例は１年未満が多く、１年以上の事例もある。既存研究でも組織変革自体について、長期に亘

る場合が多いことが指摘されている。よって、閾値の設定として、操作的にはその時間が「１年

以上」は「長い」とし、それ「１年未満」は「短い」として区分することにした。 
 
(２)規模軸の閾値 

 規模軸は、川上（2018b）において、従業員の大多数が反対して、組織の存続がかかったような

抵抗の事例もあれば、従業員のごく少数人にやる気が見られないような事例もあることが判明し

ている。これによって、抵抗の程度（強度）については、大きい、小さいという「規模（人数の

多・少と程度の強・弱との合成）」で説明できるのではないかと考えた。よって、その対象組織に

Ⅱ類型 

(１)意識の変化:高い (２)交代 

(３)①良い ②悪い ③大きい ④強い ⑤弱い 

⑥強い ⑦無 ⑧強い ⑨悪い  

(４)①強い ②強い ③強い  ④弱い ⑤強い 

(５)①高い ②高い ③高い ④高い ⑤高い 

⑥高い (６)①面談、チームワーク ②設計、参画

意識 

Ⅰ類型 

(１)意識の変化:高い (２)交代、再建 

(３)①悪い ②悪い ③大きい ④強い ⑤強い 

⑥強い ⑦有 ⑧強い ⑨悪い 

(４)①強い ②強い ③強い  ④強い ⑤強い 

(５)①高い ②高い ③高い ④高い ⑤高い 

⑥高い (６)①コミュニケーション、方針提示 

②抵抗者に役割、設計、信頼関係の構築 

Ⅲ類型 

(１)意識の変化:高い (２)三つの戦略 

(３)①良い ②良い ③大きい ④弱い ⑤強い 

⑥弱い ⑦無 ⑧強い ⑨良い 

(４)①弱い ②弱い ③弱い  ④弱い ⑤弱い 

(５)①高い ②高い ③高い ④高い ⑤弱い  

⑥弱い (６)①話し合いや意見の場の設定（自主的

な勉強会） ②使命感を持たせる（現場の自主性） 

Ⅳ類型 

(１)意識の変化:高い (２)交代 

(３)①悪い ②悪い ③大きい ④強い ⑤強い 

⑥強い ⑦有 ⑧弱い ⑨良い 

(４)①強い ②強い ③強い  ④強い ⑤強い 

(５)①高い ②高い ③高い ④高い ⑤弱い  

⑥弱い (６)①チーム、正社員採用、信頼関係の再

構築 ②役割を与え推進者育成 

  

大 
 

短 

規
模
軸 

時間軸 

小 
 

長 
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おける抵抗者の人数比率によって「大きい」と「小さい」として区分することにした。そして、規

模軸の閾値については、三隅（1984）松田（2000，2014a，2014b）等に基づき、対象組織内の人

数の 50％以上は「大きい」、50％未満は「小さい」として区分することにした。 
なお、規模に含まれる強度（合成のもう一方の次元）については、さらに下位次元として、本

研究では、①「悲観的状況」、②「オープンネス」、③「消極的組織風土」、④「従業員の仕事観」、

⑤「従業員の組織変革観」を抽出し、採用している 16）。これは、以下の第５節で詳述するが、具

体的には、①「組織変革を悲観的に捉えているほど悪い」、②「職場内でコミュニケーションがと

りにくく、オープン度が低いほど悪い」、③「従業員は不満が多く、やる気もなく、職場内の雰囲

気が悪い」、④「従業員は組織変革に心配や不安を抱き、早退や遅刻、退職者が多いほど悪い」、

⑤「従業員は組織に不信感が強く、自己の損失感、誤認知、妨害行為が頻発するほど悪い」とい

うように①～④がすべて「悪い」場合は、強度が「大」と区分した。ただし、①～④のすべてが

「悪い」となる場合は、渉猟した事例においては該当がなく、本調査でもそれが想定されたため、

上述の①～④の内、１つでも「悪い」事例を強度が「大」と区分するようにした。 
 その一方で、①～④のすべてにおいて「良い」場合は、強度が「小」と区分した。 

 

３．抵抗の４類型・２軸と閾値 

上述の２軸（時間軸と規模軸）と閾値に基づいて、その組合せである４つの類型として提示し

たのが、図５－３である。Ⅰ類型は時間が１年以上で規模が 50％以上の類型、Ⅱ類型は時間が１

年未満で規模が 50％以上の類型、Ⅲ類型は時間が１年未満で規模が 50％未満の類型、Ⅳ類型は

時間が１年以上で規模が 50％未満の類型である。 
上述に基づき、抵抗現象の分析のための４類型について提示したのが、以下の図５－３である。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

出所：川上(2017)，341－344 頁、（2018b）より筆者作成。 

図５-３ 抵抗の４類型 

 

なお、次節で詳述するが、本調査において、抵抗の様相については、三隅（1984）を一部援用

している 17）。また、抵抗の除去については、コンフリクトの解消行動にもある「妥協」、「強制」

の次元 18）を採用している。これについては、第２章で提示したメーヨー（Mayo，1933）19）や第

４章で提示したロビンス（Robbins，1997）20）でも「強制」を用いていることが判明し、これに

より採用することにした。 

Ⅱ類型（時間：短・１年未

満、規模：大・５０％以上） 
Ⅰ類型（時間：長・１年以上、

規模：大・５０％以上） 

Ⅲ類型（時間：短・1 年未

満、規模：小・５０％未満） 
Ⅳ類型（時間：長・1 年以上、

規模：小・５０％未満） 

  

大 

規
模
軸 

小 

時間軸 
短 長 

50％ 

１年 
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第５節 質問項目の設定 

１．概念の操作化の手続 

（１）測定次元の選択 

 最初に選択する概念は、調査の課題に基づけば「（抵抗の）実態」である。本調査では、川上（2019）
や松田（2000）をはじめ上述の事例分析と先行研究、および松田研究室で実施した従来のアンケ

ート調査の経験に基づき、概念の独立・測定次元として、操作可能な抵抗の①時間（生起と除去）、

②施策、③規模、④要因、⑤－１除去判断、⑤－２除去の方法、⑥マネジメント（除去と織り込み

済）を設定している。 
 

（２）インディケータの選択と尺度の選択 

 インディケータは、測定次元の下位次元であるが、具体的には質問項目となる。その詳細につ

いては、以下のとおりである。なお、この選択の根拠については、川上（2019）や松田（2020）
をはじめ事例分析と先行研究、および松田研究室が実施した従来のアンケート調査の経験に基づ

いている。また、次の尺度の選択とリ・ワーディングを含め、プレアンケート調査を同じ大学院

のゼミ生に協力していただき、何度か行いながら、選択している。なお、質問（兼）回答票および

詳細については、川上（2019）で具体的に提示している。 

①時間：生起時と除去時 

 インディケータは、生起開始時と除去時であり、相当する西暦年月を尋ねている。 

②施策 

 インディケータは、次の事項に関連するものとして、組織の買収や合併、経営者の交代、経営

戦略や方針等の変更、新事業や製品の創造、人事諸制度の変更、新部署の設置や統廃合、職場内

の環境整備・改善、ステークホルダーへの対応、社内教育・研修、組織内コミュニケーション活

動、コンプライアンス遵守、経営理念やビジョンの浸透、国・法律等の制度改正、ダイバーシテ

ィの推進、働き方改革の 15 項目を選択した。これ以外にも選択候補はあるが、プレアンケート調

査において反応が悪く、質問票全体の質問数、および回答者の意向（あまり多いと回答率が下が

る）を考慮し、これに決定した。また、その選択したインディケータは、従来の調査経験より独

立的次元であると考えており、二重共線性等の問題については、分析時に考慮している。これを

複数選択肢にて尋ねている。 

③規模 

 インディケータは、生起した抵抗における組織内従業員比率であり、対象組織内従業員数に対

する抵抗者の従業員比率を百分率にて尋ねている。 

④要因（様相のグルーピング） 

 インディケータは、a)悲観的状況、b)オープンネス、c)消極的組織風土、d)従業員の仕事観、e)
従業員の組織変革観である。これは、様相として尋ねたインディケータの下位次元をグーピング

して尋ねている。具体的には、a)悲観的状況は、さらに６つの下位次元として、理解の時間、仕事

のやり方の変化、意識変化の時間、マネジメント活動の予想外、ネガティブな情報の拡散、計画

時間の延長がある。次に、b)オープンネスは、さらに６つの下位次元として、組織内行事への参

加、気軽に話し合える状況、議論の停滞、意見がトップ経営者に届いていないこと、返答がない・

遅いこと、見当違いな噂話がある。次に、c)消極的組織風土は、さらに６つの下位次元として、閉
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塞感の蔓延、不満、やる気のなさ、上司から無理な圧力、成功体験に固執している言動、変化を

嫌う職場風土がある。次に、d)従業員の仕事観は、さらに６つの下位次元として、心配の声、将来

への不安、早退や遅刻、退職者増、仕事量増、仕事の責任範囲の不明確がある。最後の e)従業員

の組織変革観は、組織を信頼していないこと、消極的イメージ、自己の利益の損失、誤った認知、

慣れた仕事のやり方に固執、妨害がある。これを５点尺度にて尋ねている。 

⑤－１除去判断 

 インディケータは、判断根拠であり、自由記述にて尋ねている。 

⑤－２除去の方法 

 インディケータは、リーダーシップ、参加、設計、説得、妥協、強制である。具体的には、a)リ
ーダーシップは、さらに６つの下位次元として、率先、トップダウン、キーマン告知、プロセス

開示、自社の情報開示、社内コミュニケーションの向上がある。次に、b)参加は、さらに６つの下

位次元として、議論の機会、説明会の開催、推進組織(チーム等)の設置、キーマンの推進組織(チ

ーム等)メンバー、抵抗者の推進グループ取り込みがる。次に、c)設計は、さらに６つの下位次元

として、企業理念や経営ビジョンの明示、自社の将来イメージの明示、自社業績の開示、プログ

ラム構築、目的の浸透、短期的な成果の開示がある。次に、d)説得は、さらに６つの下位次元とし

て、経営トップの方針理解、抵抗者(グループ)との粘り強い話し合い、１人１人との話し合い、

抵抗者との信頼関係の構築、仕事分析、行動規範の説明がある。次に、e) 妥協は、さらに６つの

下位次元として、できることから着手、他部署と協働、抵抗者(グループ)との決着、抵抗者の待

遇考慮、意見や提案取り入れ、抵抗者(グループ)への謝罪がある。最後の f) 強制は、さらに６つ

の下位次元として、仕事の組み込み、責任者変更、マネジメント力の差異、交替・異動、人事評価

を下げること、退職勧奨がある。これを５点尺度にて尋ねている。 

⑥マネジメント（除去と織り込み済） 

 インディケータは、除去の具体的方法と織り込み済の方法であり、自由記述にて尋ねている。 

 

２．質問項目の設定 

（１）アンケート調査の質問項目 

 上述の概念の操作化に基づくアンケート調査の質問項目は、表５－１のとおりである。また繰

り返すが、プレアンケートを何度か行いながら、リ・ワーディングを含む質問項目の修正を図っ

ている。なお、以下の問４・５の具体的な質問項目（インディケータの詳細）については、第６章

で提示している。また、質問（兼）回答票の詳細については、川上（2019）に提示している。 

 

表５-１ 測定次元・インディケータ・具体的な質問項目・尺度等 

問 次元 インディケータ 具体的な質問項目 尺度等 

問１ 

(１) 

(２) 

時間 生起、除去（類型の閾値：長；１年以上、

短；年未満） 
あなたが経験した、あるいは主導した仕事で

直面したその組織変革における抵抗は、(1)い
つごろ生起しましたか。次に、(2)いつ頃その

抵抗は除去できましたか。上記の(1)と(2)につ

いて下記に西暦年月を記入してください。 

数値 
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問２ 施策 組織の買収や合併、経営者の交代、経営

戦略や方針等の変更、新事業や製品の創

造、人事諸制度の変更、新部署の設置や

統廃合、職場内の環境整備・改善、ステ

ークホルダーへの対応、社内教育・研修、

組織内コミュニケーション活動、コンプ

ライアンス遵守、経営理念やビジョンの

浸透、国・法律等の制度改正、ダイバー

シティの推進、働き方改革 

問２．あなたが経験した、あるいは主導した

仕事で直面したその組織変革における抵抗

は、どのようなマネジメント活動に関連して

生起しましたか。下記に提示するマネジメン

ト項目の中で最も該当する番号に１つだけ○

印をつけてください。 

選択 

問３ 規模 対象組織内従業員数に対する抵抗者の

従業員比率（類型の閾値：50％以上；大、

50％未満；小） 

あなたが経験した、あるいは主導した仕事で

直面したその組織変革における抵抗は、どれ

ぐらいの人数が抵抗していたと考えられます

か。組織全体の人数を分母にして、そのおお

よその百分率値(％。小数点以下は不要)を下

記の蘭に記入してください。 

数値 

問４ 

 

 

 

 

 

 

要因 様相 a) 悲観的状況(１～６) あなたが経験した、あるいは主導した仕事で

直面したその組織変革における抵抗は、どの

ような様相を呈していましたか。下記に提示

する様相を示す項目におけるあてはまる程度

について、下記Ａ欄の得点の中で最も該当す

る番号に１つだけ〇印をつけてください。 

５ 点 尺

度 
様相 b）オープンネス（７～12） 
様相 c)消極的組織風土（13～18） 
様相 d）仕事観（19～24） 

様相 e)組織変革観（25～30） 

問 １

（３） 

判断 判断根拠 その除去に関する判断根拠を下記に自由にご

回答ください。 
自由記

述 

問５ 

 

 

 

  

除去 a)リーダーシップ（１～６） あなたが経験した、あるいは主導した仕事で

直面したその組織変革における抵抗は、どの

ようにして除去しましたか。下記に提示する

除去の方法を示す項目における当てはまる程

度について、下記Ｂ欄の得点の中で最も該当

する番号に１つだけ○印をつけてください。 

５点尺

度 b)参加（７～12） 
c)設計（13～18） 
d)説得（19～24） 
e)妥協（25～30） 
f)強制（31～36） 

問６ 

マ ネ

ジ メ

ント 

除去の方法 (1)回答で思い浮かべていただいた事例につ

いて、こうすれば、抵抗をもっとうまく除去

できた思われる具体的な方法はありますか。 

自 由 記

述 

織り込み済 (2)抵抗は生起するものですが、当初よりそれ

を想定し予め対応を図る（織り込み済）とい

う考え方があります。これについてどのよう

に考えますか。 
 

（２）インタビュー調査の質問項目 

 インタビュー調査の質問項目は、表５－２のとおりである。基本的には、アンケート調査と同

一である。 

 

表５-２ インタビュー調査の質問項目 

問 質問項目 具体的な質問内容 
問１ 抵抗の時間と除去判断 

①時間 

②除去 

(3)抵抗判断根拠 

(1)どういう時期に抵抗が発生しましたか。(2)それはどのような抵抗でし

たか。(3)なぜ抵抗と判断しましたか。 

問２ 抵抗の施策 

(1)目的 

(2)活動や内容 

(3)成果 

１．組織変革のその施策や活動の内容についてお聞かせください。 

(1)目的、(2)活動や内容、(3)成果  

 

問３ 抵抗の様相と要因 抵抗が発生した時期の組織内の(1)悲観的状況、(2)オープンネス、(3)消極



110 

問４ (1)悲観的状況 

(2)オープンネス 

(3)消極的組織風土 

(4)従業員の仕事観 

(5)従業員の組織変革観 

的組織風土、(4)従業員の仕事観、(5)従業員の組織変革観についてお聞か

せください。 

問４ 抵抗の除去判断 

 

(1)その抵抗は、いつ除去できたあるいは、弱まりましたか。(2)なぜ抵抗

が除去できたあるいは、弱まったと判断しましたか。 

問５ 抵抗の除去 

(1)リーダーシップ  

(2)参加 

(3)設計 

(4)説得 

(5)妥協 

(6)強制 

組織変革における抵抗の除去方法についてお聞かせください。 

問６ 抵抗のマネジメント 

(1)除去 

(2)織り込み済 

参加した従業員の意識や行動の変化についてお聞かせください。 

 

３．課題と質問項目の関係 

 本研究の課題、調査の課題、および質問項目との関係は、表５－３のとおりである。  

 

表５-３ 研究の課題と調査の課題（質問項目）との関係 

研究の課題 調査の課題 質問項目 
組織変革の抵抗における実態

（actual situation）について、独

自に設定した類型に基づいて明

らかにする。 

企業等を対象に、組織変革におけ

る抵抗の実態について独自の類型

によって明らかにすることであ

る。 

１．アンケート調査：問１(1)、問２、問３、

問４ 
２．インタビュー調査：問１、問２、問３ 

その抵抗の類型ごとに、抵抗のマ

ネジメント（従来議論のよくある

除去も含む）について提示する 

の抵抗の類型ごとに、抵抗のマネ

ジメント（従来議論のよくある除

去も含む）について提示する 

１．アンケート調査：問１(2)、問１(3)、
問５、問６ 
２．インタビュー調査：問４、問５、問６ 

 

第６節 本調査における倫理事項とデータの管理 

本調査における倫理的事項とデータの管理について、以下のように充分配慮している。 

 

１．本調査における倫理事項 

本調査における倫理事項について、アンケート調査については、郵送、およびメール送信し、

依頼文を通じて調査の旨・データの処理・保存の倫理的事項について、同意を得てから回答して

もらっている。一部については、具体的な詳細は、報告書で提示している。次に、インタビュー

調査においては、事前に依頼文を通じて調査の旨についても許可をもらって録音しており、その

音声内容を文字化し、粗稿段階で内容についてチェック・修正していただいている。また、デー

タの処理・保存の倫理的事項については、すべて同意を得ている。 

 

２．データの管理 

データの管理については、USB に保存し、鍵のかかる場所で保管している。 
 

第７節 小括 
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本章では、本研究の課題を明らかにするために実施した２つの調査の設計について、提示した。

第２節では、本研究における調査の概要について、提示した。第３節では、本研究における概念

の操作化について、提示した。第４節では、本研究で調査の分析に使用するために独自に作成し

た２軸・４類型の内容について、提示した。第５節では、上述の調査で使用した質問項目の設定

について、提示した。第６節では、本調査における倫理事項とデータの管理について、提示した。 

 

注 

1）ここで、本調査とは、本研究の課題を明らかにするために実施した２つの調査（アンケート調査とインタビュ

ー調査）を指している。 
2）野中（1974），147－150 頁。 

3）坂下（1985），130－132 頁。 

4）松田（2011），118－120 頁。 

5）坂下（1985），131 頁、松田（2011），118 頁。 

6）坂下（1985），131 頁－132 頁。 

7）松田（2011），119－120 頁。 

8）野中（1974），147－150 頁。 
9）川上（2018b），143－159 頁。ここで８つの事例とは、天草エアライン、キリンビール高知支店、旭山動物園、

TESSEI、森下仁丹、ヤマト運輸、はとバス、日本海総合病院である。この他にも事例分析を試みているが、組織

変革の抵抗に関する詳細な記述があるものを採用した。 
10）松田（2011），266 頁。 

11）矢田部（1950），263 頁、三隅（1984），５頁。 
12）松田（2019），254 頁。 
13）勝又（1995），116 頁。 

14）勝又（1995），236 頁。 

15）詳細は川上（2018b），143－159 頁。 
16）川上（2018b）では、①「職場のコミュニケーション」、②「職場内の雰囲気」、③「職場内の労働状況」、④

「思い込み」を抽出し、採用している。その①～④のすべてにおいて、「悪い」事例は、強度が「大」と区分した。

ただし、①～④のすべてが「悪い」となる場合は、渉猟した事例においては該当がなく、上述の①～④の内、１つ

でも「悪い」事例を「大」と区分するようにした。その一方で、①～④のすべてにおいて「良い」場合は、強度が

「小」と区分した。 
17）ここでは、三隅（1984）の 92－125 頁、156 頁、166 頁、198 頁、304－319 頁を基に、雰囲気、コミュニケ

ーション、精神衛生の次元を抽出し、松田（2011）と比較対照し、応用できる質問項目を一部用いている。 
18）野中（1978），208－209 頁、野中（1983），162 頁参照。 
19）メーヨー（Mayo，1933），邦訳，74 頁。 

20）ロビンス（Robbins，1997），邦訳，403 頁。 
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第６章 アンケート調査の分析結果 

 

第１節 はじめに 

本章では、本研究の課題を明らかにするため実施したアンケート調査の分析結果について、提

示する。第２節では、本研究の実施概要について、実施期間、質問（兼）回答票の郵送・メール送

信数、返送・メール返信のあった回答者の数を提示する。次に、第３節では、アンケート調査の

分析結果について、集計結果とそれを前５章で提示した４類型に対照した結果を提示する。具体

的には、第１に、①抵抗時間と除去判断、②抵抗の施策、③抵抗の規模（比率）、④抵抗の様相と

要因、⑤抵抗の除去、⑥抵抗のマネジメント：除去と織り込み済を提示する。最後に、第４節で

は、小括を提示する。 

 

第２節 実施概要 

この調査の実施期間、質問（兼）回答票の郵送・メール送信数、返送・メール返信のあった回答

者の数は次のとおりである。 

①実施期間：2019 年 8 月 7 日（郵送・メール送信の開始）～同年 10 月 24 日（返送・メール返

信の最終日） 
②郵送・メール送信数：220（その内、メール送信数：59） 
③回答者の数：44（有効回答率：20％）1） 
次に、回答者の属性は、表６－１のとおりである。 

 

表６－１ 回答者の属性(Ｎ=４４) 

 

 
 
 
 
 

注）表 1 の％値は、百分率数値の少数点第 2 位の数値を四捨五入している。 
 

第３節 分析結果：４類型に対照して 

１．抵抗の時間と除去判断 

(１)時間 

抵抗の時間について、尋ねた結果が、表６－２である。具体的には、抵抗が生起した時期とそ

れが除去できたと特定できる時期について、それぞれ西暦年・月で尋ねている（例：生起が 2000
年１月、除去が 2001 年 11 月であれば、１年 11 か月の時間として算定した）。それに基づいて抵

抗のあった時間を計算しているが、最短は、２か月であり、最長は 11 年９か月である。また、１

年未満が 45.0％（18）であり、１年以上が 55.0％（22）である。なお、カッコ内数値は回答者の

数であり、この表記については、本論文の以下の章においても同様である。 
 
 
 
 

属性 回答数 ％ 

１．企業等 26 59.1 
２．病院  13 29.5 
未記入 5 11.4 
合 計 44 100.0 
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表６－２ 抵抗の時間 (Ｎ=４４)  
 
 
 

  

 

 

 

 

 

 

  

次に、抵抗の時間について、それを類型ごとにまとめた結果が、図６－１である。抵抗の時間

は、Ⅱ・Ⅲ類型は「１年未満」であり、Ⅰ・Ⅳ類型は「１年以上」である。結果をみると、Ⅰ類型

は、最短時間・１年から最長時間・11 年９か月である。Ⅱ類型は、最短時間・２か月から最長時

間・11 か月である。Ⅲ類型は、最短時間・２か月から最長時間・11 か月である。Ⅳ類型は、最短

時間・１年から最長時間：10 年である。 
 
 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

注）問１で未記入の項目がある場合は、類型化できないため、サンプル数に含めていないため、表６-２と図６-１

の合計が異なっている（サンプル No.１、７、10、30）。 

出所：筆者作成。 

図６－１ 時間と類型 

 

(２)除去判断 

 抵抗の除去判断について、その理由を自由記述で尋ねた結果が表６－３である。 
 
表６－３ 除去判断 

抵抗の時間 回答数 抵抗の時間 回答数 抵抗の時間 回答数 

２か月 4 １２か月 2 ３年３か月 1 

３か月 1 １年１か月 1 ５年 2 

４か月 1 １年６か月 2 ８年 1 

５か月 1 １年７か月 1 ９年５か月 1 

６か月 3 １年８か月 2 １０年 1 

７か月 2 １年９か月 1 １１年９か月 1 

８か月 1 ２年 1 未記入 4 

９か月 1 ２年２か月 2 － － 

１０か月 1 ２年９か月 1 － － 

１１か月 3 ３年１か月 2 合 計 44 

Ⅱ類型(６)：平均値５か月 

２か月(1)、３か月(1)、５か月(1)  
７か月(1)、６か月(1)、11 か月(1) 

Ⅰ類型(８)：平均値４年５か月 

１年９か月(1)、２年(1)、２年２か月(2)  

３年１か月(1)、５年(1)、８年(1)、11 年９か月(1)   
Ⅲ類型(１２)：平均値６か月 

２か月(3)、４か月(1)、６か月(3)  
７か月(1)、９か月(1)、10 か月(1)  
11 か月(2) 

Ⅳ類型(１４)：平均値３年１か月 

１年(2)、１年１か月(1)、１年６か月(2)  
１年７か月(1)、１年８か月(2)、２年９か月(1) 
３年１か月(1)、３年３か月(1)、５年(1)  
９年５か月(1)、10 年(1) 

No.2：現在も完全に除去できていない。しかし、管理職の理解を少しずつ得ることができている。協力者が増加し
てくることは、変革には大きな後押しとなる。 
No.3：必要な書類が記入出来るようになった 
No.4：代替案により組織変革の一部が実施できた 
No.5：指示に同意して行動してくれるようになった。 
No.6：昨年までは人事異動に対し、拒否する職員が多く、人員配置に関する問題が常に発生していた。しかし、2019
年６月以降、人事異動に対し、拒否する職員はみられなくなった。（2019 年４月に看護部長交替） 

  

大 
 
規
模
軸 
小 
 

時間軸 長 短 
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注）上記表６－３における各行の左端数字は、この調査における回答者のサンプルナンバーを示している。 
 
次に、抵抗の除去の判断について、それを類型ごとにまとめた結果が、表６－４である。 
 
 
 

No.8：取り組み内容そのものを実践に移し、肯定的な言動がみられるようになった。 
No.9：運用が安定し、リードする人が変わってきたが、大きな問題が発生しなかった。 
No.11：起業後２人で会社を運営していた後に雇用した女性の件でぎくしゃくし始め、さらにもう一人雇用したこ
とで、起業時からのスタッフが辞めたいと言い出した。引き止めるために散々話し合いをしたことと、私が親の介
護のために東京と岡山を実施したり来たりはじめたことで、それまで私が担当していた仕事を任せました。その 2
点により除去できたと解釈しています。本人から「もう辞めるとは言わない」と言われました。その社員 の親も介
護 が必要な事態となり相談に乗ったり紹介したり、と仕事仲間、家族以上のコミュニケーションがとれたと思って
いる。 
No.12：組織体制変更後しばらくしたらスムーズに新しい仕事の開始ができました。 
No.13：抵抗に関する声が聞かれなくなった。（不満の声がおさまった。） 
No.14：社員からある程度自由な意見が出るようになってきた。 
No.15：学科改編により５学科を総合学科（６系列）に改組した。これに伴い単位制、２学期制となり、クラスも
科を横断したクラス編成になった。この制度が現場の教員の指導に大きな負担となり、クラス運営も系列運営にも
問題が出た。これを運用しながら、２学期の通年授業にし、コース制を引くなどの改良を行い総合学科という学科
に対する不満が表面的に見えなくなった。 
No.16：不満を言う声が挙がらなくなったため。 
No.17：新しい取組に対して、反対したり不満を言ったりすることが無くなり、前向きに取組むのが当たり前の風
土が感じられた。 
No.18：保守的な思想、仕事の縦割りが蔓延していたが、筆頭的なリーダーが仕事の進め方に対して自ら改善提案
をしてきた。又、若手にも改善を進めていく様指導を始めた。 
No.19：抵抗していた No.２、No.３を包括できる若手の出現と実績により、他の若手が協力的になった。 
No.20：施設内の管理職、看護師長が交代となり、利用者に対するケアの質が変化したと思われた。在宅復帰支援
のための自立援助が全体の職員へ浸透してきたため。 
No.21：変革の必要が腑に落ちておらず、行動が伴なっていないから（変わっていない）。 
No.22：完全には除去できていないが、キーマンに役職を与えたことにより少し協力的になってきていた。（2018
年４月に退職したため、その後の状況は不明） 
No.23：会社の方針に従い、変更することができた。 
No.24：定常化したこと 
No.25：目的に関する各個人に関する目標値となったことによる。 
No.26：ストレスチェックの結果から、軽減されたと判断。 
No.27：配置替えにより解消 
No.28：M＆A に起因するであろう退職者が止まった。 
No.29：仕事改善を前提に、研究の協力を求め、対話をつづけた。古い精神科の歴史の中で、長年就労している准
Ns.（男性）にとってはかなりの衝撃だったようです。従って、対話にはかなりの時間を要しました。２か月後、彼
から協力しますとの返事がありました。 
No.31：相談という形から決定事項として話がおりてきたので、体制を整備するしかなかった。 
No.32：医薬品事業撤退（S 製薬に事業譲渡）に伴う合弁契約の解消により、抵抗の現場であった「合弁会社」は
解散。（出向社員は出向元へ戻ることになり、「抵抗」は消失（除去）した） 
No.33：社長の思うように仕事を進めることになった。 
No.34：月次処理、決算処理を何度も経験し各従業員が仕事に慣れて各自余裕がもてるようになりネガティブな意
見も見受けられなくなった。 
No.35：こちらの要望、変革の方向性について、オフィシャルにネガティブな解答を得たため。 
No.36：同じ課内でのグループ間の交流が希薄であったが、メンバーの交換を行い、互いにメンバー同士が融合し、
一体感が醸成されたことから 
No.37：変更等に関する社内関係者の理解が得られたこと。変更案の履行、進捗が得られたこと。 
No.38：経営方針への同意取付け 
No.39：抵抗（抵抗者）の退職により組織変革に対しての抵抗が無くなった為。 
No.40：現在も抵抗は続いているが、その部署の長のマネジメントもあり、成果をあげることはできている。 
No.41：管理職の発言、行動の変化（これまでは、生産量、生産金額、予実管理には全く関心がなかったが、毎月
の報告書および昼会などのミーティング等で、製造工程の管理職から、「今月の予算達成のため○○を優先して製
造して出荷する」等の発言が出るようになった。） 
No.42：事業中止（主力サプライア製品の販売撤退）の理由、根拠および将来像などがトップダウンで伝わってい
なかった、またトップの判断が曖昧であった事が抵抗を招いた。実際には 2013 年６月に事業譲渡が完了し、その
後新たなビジョン等の共有で関係者の納得が得られた。 
No.43：組織変更、マネジメントルール改定を完了し、新組織並びに新ルールでのマネジメント開始１か月後に社員
の準拠状況を確認できたこと。 
No.44：社内ミーティングにより、そのことについて議題にあがらなくなったため。上層部との面談でそのことに
ついて深く話合われることがなくなったため。 
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表６－４ 除去判断と類型 

Ⅰ類型(８) Ⅱ類型(６) Ⅲ類型(１２) Ⅳ類型(１４) 
No.６：昨年までは人事異
動に対し、拒否する職員
が多く、人員配置に関す
る問題が常に発生してい
た。しかし、2019 年６月
以降、人事異動に対し、拒
否する職員はみられなく
なった。（2019年４月に看
護部長交替） 
No.９：運用が安定し、リ
ードする人が変わってき
たが、大きな問題が発生
しなかった。 
No.14：社員からある程度
自由な意見が出るように
なってきた。 
No.17：新しい取組に、反
対や不満を言うことが無
くなり、前向きに取組む
のが当たり前の風土が感
じられた。 
No.21：変革の必要が腑に
落ちておらず、行動が伴
なっていない（変わって
いない） 
No.22：完全には除去でき
ていないが、キーマンに
役職を与えたことにより
少し協力的になってきて
いた。（2018 年４月に退職
したため、その後の状況
は不明） 
No.36：同じ課内でのグル
ープ間の交流が希薄であ
ったが、メンバーの交代
を行い、互いにメンバー
同士が融合し、一体感が
醸成されたことから 
No.41：管理職の発言、行
動の変化（これまでは、生
産量、生産金額、予実管理
には全く関心がなかった
が、毎月の報告書および
昼会などのミーティング
等で、製造工程の管理職
から、「今月の予算達成の
ため○○を優先して製造
して出荷する」等の発言
が出るようになった。） 

No.３：必要な書類が記入
出来るようになった。 
No.12：組織体制変更後し
ばらくしたらスムーズに
新しい仕事の開始ができ
ました。 
No.40：現在も抵抗は続い
ているが、その部署の長
のマネジメントもあり、
成果をあげることはでき
ている。 
No.42：事業中止（主力サ
プライア製品の販売撤
退）の理由、根拠および将
来像などがトップダウン
で伝わっていなかった、
またトップの判断が曖昧
であった事が抵抗を招い
た。実際には 2013 年６月
に事業譲渡が完了し、そ
の後新たなビジョン等の
共有で関係者の納得が得
られた。 
No.43：組織変更、マネジ
メントルール改定を完了
し、新組織並びに新ルー
ルでのマネジメント開始
１か月後に社員の準拠状
況を確認できたこと。 
No.44：社内ミーティング
により、そのことについ
て議題にあがらなくなっ
たため。上層部との面談
でそのことについて深く
話合われることがなくな
ったため。 

No.８：取り組み内容その
ものを実践に移し、肯定
的な言動がみられるよう
になった。 
No.20：施設内の管理職、
看護師長が交代となり、
利用者に対するケアの質
が変化したと思われた。
在宅復帰支援のための自
立援助が全体の職員へ浸
透してきたため。 
No.25：目的に対する各個
人に関する目標値となっ
たことによる。 
No.26：ストレスチェック
の結果から、軽減された
と判断 
No.27：配置替えにより解
消 
No.29：仕事改善を前提
に、研究の協力を求め、対
話をつづけた。古い精神
科の歴史の中で、長年就
労している准 Ns.（男性）
にとってはかなりの衝撃
だったようです。従って、
対話にはかなりの時間を
要しました。２か月後、彼
から協力しますとの返事
がありました。 
No.31 相談という形から
決定事項として話がおり
てきたので、体制を整備
するしかなかった。 
No.33 社長の思うように
仕事を進めることになっ
た。 
No.34：月次処理、決算処
理を何度も経験し各従業
員が仕事に慣れて各自余
裕がもてるようになりネ
ガティブな意見も見受け
られなくなった。 
No.35：こちらの要望、変
革の方向性について、オ
フィシャルにネガティブ
な解答を得たため。 
No.37：変更事に関する社
内関係者の理解が得られ
たこと。変更案の履行、進
捗が得られたこと。 
No.38：経営方針への同意
取付け。 

No.２：現在も完全に除去で
きていない。しかし、管理職
の理解を少しずつ得ること
ができている。協力者が増加
してくることは、変革には大
きな後押しとなる。 
No.４：代替案により組織変
革の一部が実施できた。 
No.５：指示に同意して行動
してくれるようになった。 
No.11：起業後２人で会社を
運営していた後に雇用した
女性の件でぎくしゃくし始
め、さらにもう一人雇用した
ことで、起業時からのスタッ
フが辞めたいと言い出した。
引き止めるために散々話し
合いをしたことと、私が親の
介護のために東京と岡山を
実施したり来しはじめたこ
とで、それまで私が担当して
いた仕事を任せました。その
2 点により除去できたと解釈
しています。本人から「もう
辞めるとは言わない」と言わ
れました。その社員 の親も
介護 が必要な事態となり相
談に乗ったり紹介したり、と
仕事仲間 、家族以上のコミ
ュニケーションがとれたと
思っている。 
No.13：抵抗に関する声が聞
かれなくなった。（不満の声
がおさまった。） 
No.15：学科改編により５学
科を総合学科（６系列）に改
組した。これに伴い単位制、
２学期制となり、クラスも科
を横断したクラス編成にな
った。この制度が現場の教員
の指導に大きな負担となり、
クラス運営も系列運営にも
問題が出た。これを運用しな
がら、２学期の通年授業に
し、コース制を引くなどの改
良を行い総合学科という学
科に対する不満が表面的に
見えなくなった。 
No.16 不満を言う声が挙がら
なくなったため。No.18：保守
的な思想、仕事の縦割りが蔓
延していたが、筆頭的なリー
ダーが仕事の進め方に対し
て自ら改善提案をしてきた。
又、若手にも改善を進めてい
く様指導を始めた。 
No.19：抵抗していた No.２、
No.３を包括できる若手の出
現と実績により、他の若手が
協力的になった。 
No.23：会社の方針に従い、変
更することができた。 
No.24：定常化したこと 
No.28：M＆A に起因するで
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あろう退職者が止まった。
No.32：医薬品事業撤退（S 製
薬に事業譲渡）に伴う合弁契
約の解消により、抵抗の現場
であった「合弁会社」は解散。
（出向社員は出向元へ戻る
ことになり、「抵抗」は消失
（除去）した） 
No.39：抵抗（抵抗者）の退職
により組織変革に対しての
抵抗が無くなった為。 

注）No.１、７、10、30 は、記入なしである。なお、問１で未記入の項目がある場合は、類型化できないため、サ

ンプル数に含めていない（サンプル No.１、７、10、30）。 

 
上述の表６－４の内容を簡略的に要約し、各類型においてそれらを象徴する用語を提示したの

が図６－２である。Ⅰ類型では、前向きな発言と取り組みの生起したことが主たる理由である（問

題なし、自由な発言、キーマンに役割、管理職の前向き行動等）。Ⅱ類型では、経常の仕事遂行が

円滑になり、納得性の向上したことが主たる理由である（例：スムーズに仕事が開始、新ビジョ

ン共有・納得、新ルールに準拠確認等）。Ⅲ類型では、同意と協調が主たる理由である（例：経営

方針に同意、全職員への浸透、協力的発言、理解、履行等）。Ⅳ類型では、収束と協力が主たる理

由である（例：不満が収束、コミュニケーションの向上、抵抗者の退職、協力等）。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

出所：筆者作成。 

図６－２ 除去判断と類型 

 

２．抵抗の施策 

Ⅱ類型(６)：仕事と納得 

No.３:必要な書類に記入 
No.12:スムーズに仕事開始 

No.40:抵抗は継続、成果 
No.42:事業譲渡完了、新ビジョン共有・納得  

No.43:新ルールに準拠確認  

No.44:議題に上がらない  

Ⅰ類型(８)：前向きな発言と取り組み 

No.６:人事異動拒否なし  

No.９:運用が安定、大きな問題なし 
No.14:ある程度自由な意見 
No.17:反対や不満なく、前向きな発言・取り組み 

No.21:無理解・行動が伴わす変化なし 
No.22:不完全、キーマンに役割、協力的 
No.36:メンバーの交代で、一体感の醸成 
No.41:管理職の前向きな発言・行動の変化 

Ⅲ類型(１２)：同意と協調 

No.８:肯定的言動 
No.20:ケアの質変化、全職員へ浸透 
No.25:目的が各個人の目標値化 
No.26:ストレス軽減 

No.27:配置換えで解消 

No.29:協力的発言 
No.31:体制整備 
No.33:経営者の思うように仕事が進む 
No.34:ネガティブな意見消失 
No.35:方向性にオフィシャルにネガティブ解答 
No.37 理解、履行、進捗  

No.38 経営方針に同意 

Ⅳ類型(１４)：収束と協力 

No.２:不完全、管理職の理解、協力者増加 
No.４:代替案で、一部実施 
No.５:指示に同意して行動  
No.11:辞職撤回、コミュニケーション向上 

No.13・15・16:不満の声なし・不満が収束  
No.18:改善提案・指導開始 
No.19:抵抗者を包括する若手出現、協力的 

No.23:方針に従い、変更 
No.24:定常化  No.28:退職止まった 
No.32:抵抗現場(合弁会社)解散  

No.39:退職で抵抗消失  
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 抵抗が生起した施策について、尋ねた結果が、表６－５である。上位項目の３つは、①「３．経

営戦略や方針等の変更(7)」、②「５．人事諸制度の変更等(5)」・「７．職場内の環境整備・改善(5)」
である。なお、カッコ内数値は回答者の数である。 
 
表６－５ 抵抗の施策（Ｎ＝４４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）「16.その他」の記述は以下のとおりである。 

定期的な人事異動制度、合弁会社の組織運営という記述のある回答があった。 

 

次に、抵抗が生起した施策について、それを類型ごとにまとめた結果が、図６－３である。 
 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）問１で未記入の項目がある場合は、類型化できないため、サンプル数に含めていないため、表６-３と図６-２

の合計が異なっている（サンプル No.１、７、10、30）。 

出所：筆者作成。 

施策項目 回答数 

１．組織の買収や合併に関連して 3 

２．経営者の交代に関連して 1 

３．経営戦略や方針等の変更に関連して 7 

４．新事業や製品の創造等に関連して 3 

５．人事諸制度の変更等に関連して 5 

６．新部署の設置や統廃合に関連して 4 

７．職場内の環境整備・改善に関連して 5 

８．ステークホルダーへの対応に関連して 0 

９．社内教育・研修等に関連して 2 

１０．組織内コミュニケーション活動に関連して 4 

１１．コンプライアンス順守等に関連して 0 

１２．経営理念やビジョンの浸透に関連して 1 

１３．国・法律等の制度改正に関連して 1 

１４．ダイバーシティの推進に関連して 0 

１５．働き方改革に関連して 2 

１６．その他（具体的に：                  ） 4 
未記入 2 
合計 44 

Ⅱ類型（６） 

買収や合併(1)、経営戦略や方針等の変更(1)、 

人事諸制度の変更等(1)、新部署の設置や統廃合(1)、
組織内コミュニケーション活動(1)、 

その他・記述なし(1) 

Ⅰ類型（８） 

経営戦略や方針等の変更(2)、新事業や製品の創造

等(1)、人事諸制度の変更等(1)、組織内コミュニケ

ーション活動(1)、経営理念やビジョンの浸透(1)、
その他・定期的な人事異動制度・記述なし(2) 

Ⅲ類型（１２） 

買収や合併(1)、経営者の交代(1)、経営戦略や方針

等の変更(3)、人事諸制度の変更等(1)、 

新部署の設置や統廃合(1)、職場内の環境整備・改

善(2)、社内教育・研修等(1)、組織内コミュニケー

ション活動(1)、働き方改革(1) 

Ⅳ類型（１４） 

買収や合併(1)、経営戦略や方針等の変更(1)、新事

業や製品の創造等(2)、人事諸制度の変更等(2)、新

部署の設置や統廃合(2)、職場内の環境整備・改善

(3)、社内教育・研修等(1)、国・法律等の制度改正

(1)、その他・合弁会社の組織運営(1) 
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図６－３ 施策と類型 

 

３．抵抗の規模（比率） 

抵抗の規模（比率）について、尋ねた結果が、表６－６である。平均値（百分率）は 38.2%で

ある。具体的に、これは組織内での抵抗者の比率を尋ねている。上位回答３つは、①「20％(7)」、
②「10％(6)」、③「30％(5)」である。最低は１％、最高は 100％である。なお、50％未満とした

回答者が 65.0％(26)、同じく 50％以上が 35.0％(14)であり、50％未満の回答者が多かった。 
 

表６－６ 抵抗の規模（抵抗者の比率）（Ｎ＝４４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）「100％：当該部署」の記述という記述のある回答があった。 

 
次に、抵抗の規模について、それを類型ごとにまとめた結果が、図６－４である。抵抗の規模

は、Ⅱ・Ⅲ類型は「（組織内の抵抗者比率が）50％以上」であり、Ⅰ・Ⅳ類型は「（同）50％未満」

である。結果をみると、Ⅰ類型とⅡ類型では、抵抗の比率は、50％以上である。Ⅲ類型とⅣ類型

では、50％未満である。 
 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

注）問１で未記入の項目がある場合は、類型化できないため、サンプル数に含めていないため、表６-４と図６-３

の合計が異なっている（サンプル No.１、７、10、30）。 

出所：筆者作成。 

図６－４ 規模と類型 

 
４．抵抗の様相と要因 

抵抗の比率 回答数 抵抗の比率 回答数 

１％ 2 ３５％ 1 
９％ 1 ４０％ 1 
１０％ 6 ５０％ 3 
１４％ 1 ６０％ 2 
２０％ 7 ７０％ 3 
２５％ 1 ８０％ 2 
３０％ 5 ９０％ 2 
３３％ 1 １００％ 2 
小 計 24 未記入 4 

 合 計 44 

Ⅱ類型(６)：平均値 68.3％ 

50％(2)、60％(1)、70％(1)、80％(1)、 
100％(1) 

Ⅰ類型(８)：平均値 76.3％ 

50％(1)、60％(1)、70％(2)、80％(1)、90％(2) 
100％(1) 

Ⅲ類型(１２)：平均値 15.3％ 

１％(2)、９％(1)、10％(4)、14％(1)、20％(1) 
30％(1)、33％(1)、35％(1) 

Ⅳ類型(１４) ：平均値 22.5％ 

10％(2)、20％(7)、25％(1)、30％(3)、40％(1) 
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(１)様相 

抵抗の様相について、「５：そう思う」から「１：そう思わない」の５点尺度で尋ねた結果が、

表６－７である。上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「18．変化を嫌う職

場風土(4.30）」、②「３．意識の変化に時間を要する(4.15)」、③「26．組織変革に消極的イメージ

(4.10）」、「29．慣れた仕事のやり方に固執(4.10）」である。また、下位項目の３つは、その他の項

目を除いて、その数値（平均値）が高くなる順に①「21．早退や遅刻の増加(1.45）」、②「22．退

職者の増加(2.50）」、③「7．組織内行事への参加の容易さ(2.70）」である。 
 

表６－７ 抵抗の様相（Ｎ＝４０）  
項  目 平均値 ５ ４ ３ ２ １ 未 

１．あなたは、従業員が組織変革を理解するのに長くかかったと思い

ましたか。 
3.53  10 13 7 8 2 0 

２．あなたは、従業員の仕事のやり方が変わるのに長くかかったと思

いましたか。 
3.73 10 18 6 3 3 0 

３．あなたは、従業員の意識が変化するのに長くかかったと思いまし

たか。 
4.15  18 13 6 3 0 0 

４．あなたは、そのマネジメント活動が予想に反して進まないと思いま

したか。 
3. 40  11 8 11 6 4 0 

５．あなたは、ネガティブな情報がすぐに組織内に広まったと思いまし

たか。 
3.38  14 10 1 7 8 0 

６．あなたは、抵抗によって当初の計画時間が延長されたと思いまし

たか。  
2.73  7 5 7 12 9 0 

７．あなたは、従業員が組織内行事に参加しやすい状況だったと思い

ましたか。：Ｒ 
2.70 1 11 8 15 5 0 

８．あなたは、組織内は気軽に話し合える状況だったと思いました

か。：Ｒ 
3.10  5 11 10 11 3 0 

９．あなたは、議論が停滞していると思いましたか。 3.40 9 11 10 7 3 0 
１０．あなたは、従業員の意見がトップ経営者に届いていないと思い

ましたか。  
3.13  9 11 5 6 9 0 

１１．あなたは、従業員からの返答がない、あるいは遅いと思いました

か。 
3.15  5 15 6 9 5 0 

１２．あなたは、組織内に見当違いな噂話があったと思いましたか。 2.80  9 7 4 7 13 0 
１３．あなたは、組織内に閉塞感が蔓延していると思ましたか。 3.60  9 16 7 6 2 0 
１４．あなたは、人間関係の不満が聞こえてきたと思いましたか。 3.75  12 13 9 5 1 0 
１５．あなたは、従業員にはやる気がないと思いましたか。 2.93  5 12 6 9 8 0 
１６．あなたは、上司から無理な圧力を感じた従業員がいたと思いま

したか。  
3.38  11 10 7 7 5 0 

１７．あなたは、成功体験に固執している従業員の言動があると思い

ましたか。 
3.13  5 16 5 7 7 0 

１８．あなたは、変化を嫌う職場風土があると思いましたか。 4.30 19 16 4 0 1 0 
１９．あなたは、従業員から組織変革に対する心配の声があったと思

いましたか。 
3.85  14 15 3 7 1 0 

２０．あなたは、従業員には将来への不安があったと思いましたか。 3.58  15 8 5 9 3 0 
２１．あなたは、従業員の早退や遅刻が増えたと思いましたか。 1.45  1 0 5 4 30 0 
２２．あなたは、退職者が増えたと思いましたか。 2.50  5 9 3 7 16 0 
２３．あなたは、仕事量増加を嫌がる従業員がいたと思いましたか。 3.53 10 14 6 7 3 0 
２４．あなたは、仕事の責任範囲が不明確であると思いましたか。 3.15  7 11 4 17 1 0 
２５．あなたは、従業員が組織を信頼していないと思いましたか。 3.43  8 12 10 9 1 0 
２６．あなたは、組織変革に消極的イメージをもつ従業員がいたと思

いましたか。 
4.10  12 22 4 2 0 0 

２７．あなたは、自己の利益の損失を考えている従業員はいたと思い

ましたか。  
3.63  11 14 8 3 4 0 
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注）「31．その他」の記述は以下のとおりである。・礼儀を欠いた年下に対し不平不満を抱く真面目な社員がいた

という記述のある回答があった。「R」は、反転項目を示している（得点が高くなるほど、選択肢中の数値が低く

なり良い状態である）。なお、紙幅の都合上、標準偏差値は割愛している（算出は本稿提示データで可能である）。 

 

次に、抵抗の様相について、それを類型ごとにまとめた結果が、表６－８である。 
Ⅰ類型の上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「18．変化を嫌う職場風土

(4.63）」、「29．慣れた仕事のやり方に固執(4.63）」、③「14．人間関係の不満(4.38）」、「26.組織変

革に消極的イメージ(4.38）」、「28．従業員の誤った認知 (4.38）」である。また下位項目の３つは、

その他の項目を除いて、その数値（平均値）が高くなる順に①「21．早退や遅刻の増加(1.38）」、
②「22．退職者の増加(2.25）」、③「30．組織変革を妨害する(3.00）」である。 
Ⅱ類型の上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「３．意識の変化に時間を

要する(4.67）」・「18．変化を嫌う職場風土(4.67）」・「26．組織変革に消極的イメージ(4.67）」で

ある。また、下位項目の３つは、その他の項目を除いて、その数値（平均値）が高くなる順に①

「６．当初の計画時間が延長 (2.00）」、②「21．早退や遅刻の増加(2.17）」、③「10 従業員の意見

がトップ経営者に届いていない(2.50）」である。 

Ⅲ類型の上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「３．意識の変化に時間を

要する(3.92）」、「18．変化を嫌う職場風土(3.92）」、③「29．慣れた仕事のやり方に固執(3.83）」
である。また、下位項目の３つは、その他の項目を除いて、その数値（平均値）が高くなる順に①

「21．従業員の早退や遅刻の増加(1.42）」、②「12．組織内に見当違いな噂話(1.83）」、③「22．
退職者の増加(2.00）」、である。 

Ⅳ類型の上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「18．変化を嫌う職場風土 

(4.29）」、②「３．意識の変化に時間を要する(4.14）」、③「26．組織変革に消極的イメージ(4.00）」
である。また、下位項目の３つは、その他の項目を除いて、その数値（平均値）が高くなる順に①

「21．早退や遅刻の増加(1.21）」、②「15．やる気がない(2.43）」、③「６．抵抗によって当初の

計画時間が延長 (2.64）」である。 
 

表６－８ 様相と類型（Ｎ＝４０）  

２８．あなたは、従業員が誤った認知をしていると思いましたか。 3.48  9 15 5 8 3 0 
２９．あなたは、慣れた仕事のやり方に固執する従業員がいたと思い

ましたか。 
4.10 16 17 4 1 2 0 

３０．あなたは、組織変革を妨害する従業員がいたと思いましたか。 2.98 7 8 7 13 5 0 
３１．その他（                             ） 0.13 1 0 0 0 0 39 

項  目 平均値 Ⅰ類型 Ⅱ類型 Ⅲ類型 Ⅳ類型 
１．あなたは、従業員が組織変革を理解するのに長くかかったと思

いましたか。 
3.53 4.13 3.83 3.00 3.50 

２．あなたは、従業員の仕事のやり方が変わるのに長くかかったと

思いましたか。 
3.73 4.25 4.00 3.33 3.64 

３． あなたは、従業員の意識が変化するのに長くかかったと思いま

したか。 
4.15 4.13 4.67 3.92 4.14 

４．あなたは、そのマネジメント活動が予想に反して進まないと思い

ましたか。 
3. 40 3.38 4.00 3.00 3.50 

５． あなたは、ネガティブな情報がすぐに組織内に広まったと思い

ましたか。 
3.38 3.75 4.00 2.42 3.71 

６．あなたは、抵抗によって当初の計画時間が延長されたと思いま

したか。  
2.73 3.13 2.00 2.92 2.64 

７．あなたは、従業員が組織内行事に参加しやすい状況だったと思 2.70 3.13 2.83 2.33 2.71 
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注）「31．その他」の記述は以下のとおりである。・礼儀を欠いた年下に対し不平不満を抱く真面目な社員がいた

という記述のある回答があった。「R」は、反転項目を示している（得点が高くなるほど、選択肢中の数値が低く

なり良い状態である）。なお、紙幅の都合上、標準偏差値は割愛している（算出は本稿提示データで可能である）。 

 
上述の表６－８の内容を簡略的に要約し、各類型においてそれらを象徴する用語を提示したの

が図６－５である。Ⅰ類型では、従業員の仕事への固執と人間関係の不満が主たる様相である。

Ⅱ類型では、従業員が組織変革に強い嫌悪感を示し、従業員の意識改革に時間を要していること

が主たる様相である。Ⅲ類型では、弱い嫌悪感と仕事への固執が主たる様相である。Ⅳ類型では、

従業員が嫌悪感を示し、従業員の意識改革に時間を要していることが主たる様相である。 
 
 
 
 
 
 
 

いましたか。：Ｒ 

８． あなたは、組織内は気軽に話し合える状況だったと思いました

か。：Ｒ 
3.10 3.88 2.83 2.58 3.21 

９．あなたは、議論が停滞していると思いましたか。 3.40 4.25 2.83 3.25 3.29 
１０．あなたは、従業員の意見がトップ経営者に届いていないと思

いましたか。  
3.13 4.25 2.50 2.67 3.14 

１１． あなたは、従業員からの返答がない、あるいは遅いと思いま

したか。 
3.15 3.88 3.33 2.42 3.29 

１２．あなたは、組織内に見当違いな噂話があったと思いましたか。 2.80 3.13 3.17 1.83 3.29 
１３．あなたは、組織内に閉塞感が蔓延していると思いましたか。 3.60 4.00 3.83 3.33 3.50 
１４．あなたは、人間関係の不満が聞こえてきたと思いましたか。 3.75 4.38 3.17 3.50 3.86 
１５．あなたは、従業員にはやる気がないと思いましたか。 2.93 3.63 3.67 2.67 2.43 
１６．あなたは、上司から無理な圧力を感じた従業員がいたと思い

ましたか。  
3.38 4.13 3.50 3.08 3.14 

１７． あなたは、成功体験に固執している従業員の言動があると思

いましたか。 
3.13 3.25 2.67 2.67 3.64 

１８．あなたは、変化を嫌う職場風土があると思いましたか。 4.30 4.63 4.67 3.92 4.29 
１９．あなたは、従業員から組織変革に対する心配の声があったと

思いましたか。 
3.85 3.75 4.33 3.33 4.14 

２０．あなたは、従業員には将来への不安があったと思いましたか。 3.58 3.75 3.83 3.58 3.36 
２１．あなたは、従業員の早退や遅刻が増えたと思いましたか。 1.45 1.38 2.17 1.42 1.21 
２２．あなたは、退職者が増えたと思いましたか。 2.50 2.25 2.83 2.00 2.93 
２３．あなたは、仕事量増加を嫌がる従業員がいたと思いましたか。 3.53 4.13 3.67 3.33 3.29 
２４．あなたは、仕事の責任範囲が不明確であると思いましたか。 3.15 3.38 3.00 3.00 3.21 
２５．あなたは、従業員が組織を信頼していないと思いましたか。 3.43 4.00 4.17 2.67 3.43 
２６．あなたは、組織変革に消極的イメージをもつ従業員がいたと

思いましたか。 
4.10 4.38 4.67 3.75 4.00 

２７．あなたは、自己の利益の損失を考えている従業員はいたと思

いましたか。  
3.63 4.00 3.00 3.58 3.71 

２８．あなたは、従業員が誤った認知をしていると思いましたか。 3.48 4.38 3.33 2.92 3.50 
２９．あなたは、慣れた仕事のやり方に固執する従業員がいたと思

いましたか。 
4.10 4.63 4.50 3.83 3.86 

３０．あなたは、組織変革を妨害する従業員がいたと思いましたか。 2.98 3.00 3.83 2.67 2.86 
３１．その他（                             ） 0.13 0.00 0.00 0.00 0.36 



122 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：筆者作成。 

図６－５ 様相と類型 

 

(２)要因（様相のグルーピング） 

上述の表６－７では、抵抗の様相について尋ねているが、それをグルーピングして要因とみな

し、類型ごとにまとめた結果が、表６－９である。具体的に、抵抗の様相のグルーピングについ

て、質問項目１から６は悲観的状況要因、質問項目７から 12 はオープンネス要因、質問項目 13
から 18 は消極的組織風土要因、質問項目 19 から 24 は従業員の仕事観要因、質問項目 25 から 30
は従業員の組織変革観要因とみなしている。 
全体でみると、上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「従業員の組織変革

観(3.62)」、②「消極的組織風土(3.51)」、③「悲観的状況(3.49)」である。 

Ⅰ類型の上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「従業員の組織変革観(4.07)」、
②「消極的組織風土(4.00)」、③「悲観的状況(3.80)」である。 

Ⅱ類型の上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「従業員の組織変革観(3.92)」、
②「悲観的状況 (3.75)」、③「消極的組織風土(3.59)」である。 

Ⅲ類型の上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「従業員の組織変革観(3.24)」、
②「消極的組織風土(3.20)」、③「悲観的状況 (3.10)」である。 

Ⅳ類型の上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「従業員の組織変革観(3.56)」、
②「悲観的状況 (3.52)」、③「消極的組織風土(3.48)」である。 

 

 

 

 

 

Ⅱ類型（６）：強い嫌悪感と意識改革 
上位 
・変化を嫌う職場風土(4.67) 
・意識の変化に時間を要する(4.67） 
・組織変革に消極的イメージ(4.67) 
下位 
・抵抗で当初の計画時間が延長(2.00) 
・従業員の早退や遅刻の増加(2.17) 
・従業員の意見がトップに届かない(2.50) 

Ⅰ類型（８）：仕事への固執と不満 
上位 
・変化を嫌う職場風土(4.63） 
・慣れた仕事のやり方に固執(4.63） 
・人間関係の不満(4.38) 
・組織変革に消極的イメージ(4.38) 
・従業員の誤った認知 (4.38） 
下位 
・従業員の早退や遅刻の増加(1.38) 
・退職者の増加(2.25)  
・組織変革を妨害(3.00) 

Ⅲ類型（１２）：弱い嫌悪感と仕事への固執 
上位 
・変化を嫌う職場風土(3.92） 
・意識の変化に時間を要する(3.92） 
・慣れた仕事のやり方に固執(3.83） 
下位 
・従業員の早退や遅刻の増加(1.42) 
・組織内に見当違いな噂話(1.83) 
・退職者の増加(2.00) 

Ⅳ類型（１４）：嫌悪感と意識改革 
上位 
・変化を嫌う職場風土(4.29） 
・意識の変化に時間を要する(4.14) 
・組織変革に消極的イメージ(4.00） 
下位 
・従業員の早退や遅刻の増加(1.21) 
・やる気がない(2.43) 
・抵抗で当初の計画時間が延長(2.64) 
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表６－９ 要因と類型（Ｎ＝４０）  

要因＼類型 平均値 Ⅰ類型 Ⅱ類型 Ⅲ類型 Ⅳ類型 

悲観的状況（No.１－６） 3.49 3.80 3.75 3.10 3.52 
オープンネス（No.７－１２） 3.05 3.75 2.92 2.51 3.16 
消極的組織風土（No.１３－１８） 3.51 4.00 3.59 3.20 3.48 
従業員の仕事観（No.１９－２４） 3.01 3.11 3.31 2.78 3.02 
従業員の組織変革観（No.２５－３０） 3.62 4.07 3.92 3.24 3.56 
 
次に、表６－９に基づいて、抵抗の要因について、類型ごとにまとめた結果が、図６－７であ

る。Ⅰ類型では、従業員が、組織変革に不信感や不満が大きく、消極的あるいは自己の利益の損

失、慣れた仕事のやり方への固執や妨害など悲観的であることが主たる要因である。Ⅱ類型では、

従業員が、組織変革に不信感や不満があり、慣れた仕事のやり方への固執や妨害があることが主

たる要因である。Ⅲ類型では、それほど大きくはないが、従業員が、組織変革に不信感や不満が

あり、消極的であることが主たる要因である。Ⅳ類型では、従業員が、組織変革に不信感や不満

があり、慣れた仕事のやり方への固執や妨害があることが主たる要因である。 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：筆者作成。 

図６－６ 要因と類型 

 

５．抵抗の除去 

 抵抗の除去について、「5：そう思う」から「1：そう思わない」の５点尺度で尋ねた結果が、表

６－10 である。上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「1．リーダーが、率先

して組織変革を推進したこと(4.30)」、②「3．リーダーが、組織変革前にキーマンに告知したこ

と(4.23)」、③「25．組織変革が、うまくいかなくなった時にできることから着手したこと(4.15)」
である。また下位項目の３つは、その他の項目を除いて、①「36．抵抗者とみなされる従業員を

退職勧奨したこと(1.45)」、②「35．抵抗者とみなされる従業員の人事評価を下げたこと(1.70)」、
③「34．抵抗者とみなされる従業員を交替・異動させたこと(1.78)」である。 
 

Ⅱ類型（６） 
・従業員の組織変革観(3.92） 
・悲観的状況(3.75） 
・消極的組織風土(3.59） 
・従業員の仕事観(3.31） 
・オープンネス(2.92） 

Ⅰ類型（８） 
・従業員の組織変革観(4.07） 
・消極的組織風土(4.00） 
・悲観的状況(3.80） 
・オープンネス(3.75） 
・従業員の仕事観(3.11） 

Ⅲ類型（１２） 
・従業員の組織変革観(3.24） 
・消極的組織風土(3.20） 
・悲観的状況(3.10） 
・従業員の仕事観(2.78）  
・オープンネス(2.51） 

Ⅳ類型（１４） 
・従業員の組織変革観(3.56) 
・悲観的状況(3.52） 
・消極的組織風土(3.48) 
・オープンネス(3.16） 
・従業員の仕事観(3.02)  
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表６－１０ 抵抗の除去（Ｎ＝４０） 

注）「37．その他」の記述は以下のとおりである。そのとり組みを研究にしましたという記述のある回答があった。 
なお、紙幅の都合上、標準偏差値は割愛している（算出は本稿提示データで可能である）。 

 

次に、抵抗の除去について、それを類型ごとにまとめた結果が、表６－11 である。 
Ⅰ類型の上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「１．リーダーが、率先して

組織変革を推進したこと(4.75)」、②「６．リーダーが、社内コミュニケーションの向上に努めた

こと(4.25)、②「15．従業員に自社の業績について開示したこと(4.25)」である。また、下位項目

の３つは、その他の項目を除いて、その数値（平均値）が高くなる順に①「36．抵抗者とみなさ

項  目 平均値 ５ ４ ３ ２ １ 未 
１．あなたは、率先して組織変革を推進しましたか。 4.30  23 9 5 3 0 0 
２．あなたは、トップダウンで組織変革を推進しましたか。 3.55  13 11 6 5 5 0 
３．あなたは、組織変革前にキーマンに告知をしましたか。 4.23  20 14 3 1 2 0 
４．あなたは、従業員に組織変革のプロセスを開示しましたか。 3.65  14 12 5 4 5 0 
５．あなたは、従業員に自社の情報を開示しましたか。 3.75  10 18 6 4 2 0 
６．あなたは、社内コミュニケーションの向上に努めましたか。 4.13  15 17 6 2 0 0 
７．あなたは、従業員に日頃から議論を行う機会を設けましたか。 3.45  7 16 8 6 3 0 
８．あなたは、全従業員に組織変革のための説明会を開催しましたか。 3.38  11 13 4 4 8 0 
９．あなたは、組織変革のために推進組織(チーム等)を作りましたか。 3.18  11 8 8 3 10 0 
１０．あなたは、社内のキーマンを推進組織(チーム等)メンバーにしまし

たか。 
3.38  12 11 4 6 7 0 

１１．あなたは、抵抗者を組織変革のための推進グループに取り込みまし

たか。 
2.75  8 7 6 5 14 0 

１２．あなたは、組織変革活動を推進するための研修を行いましたか。 2.35  3 7 7 7 16 0 
１３．あなたは、従業員に企業理念や経営ビジョンを明示しましたか。  3.68  15 11 5 4 5 0 
１４．あなたは、従業員に自社の将来イメージを明示しましたか。 3.53  13 11 5 6 5 0 
１５．あなたは、従業員に自社の業績について開示していましたか。  3.50  14 9 5 7 5 0 
１６．あなたは、組織変革のためのプログラム構築は十分に行われたと

思いますか。 
2.75  2 8 11 16 3 0 

１７．あなたは、従業員に組織変革の目的が浸透していたと思いますか。 2.98  5 6 14 13 2 0 
１８．あなたは、従業員に短期的な成果を示しましたか。  3.38  8 15 7 4 6 0 
１９．あなたは、従業員に経営トップの方針を理解させるように説明しまし

たか。 
3.68  13 13 7 2 5 0 

２０．あなたは、抵抗者(グループ)に粘り強い話し合いをしましたか。  3.55  12 11 7 7 3 0 
２１．あなたは、従業員１人１人と話し合いの機会を設けましたか。  3.00  10 7 6 7 10 0 
２２．あなたは、抵抗者との信頼関係の構築に努めましたか。 3.85  12 15 9 3 1 0 
２３．あなたは、直属の上司と部下が仕事分析を行うように指示しました

か。 
2.80  3 12 9 6 10 0 

２４．あなたは、従業員に社内の行動規範を丁寧に説明しましたか。 3.18  6 10 13 7 4 0 
２５．あなたは、うまく進まなかった時に、できることから着手しましたか。 4.15  17 17 2 3 1 0 
２６．あなたは、うまく進まなかった時に、他部署と協働しましたか。 3.65  11 13 10 3 3 0 
２７．あなたは、抵抗者(グループ)との決着を早期に図りましたか。 3.03  7 8 9 11 5 0 
２８．あなたは、抵抗者の待遇面を考慮しましたか。 2.55  5 3 14 5 13 0 
２９．あなたは、抵抗者の意見や提案を取り入れましたか。 3.33  4 18 9 5 4 0 
３０．あなたは、抵抗者(グループ)に謝ったことはありましたか。 2.73  5 12 4 5 14 0 
３１．あなたは、組織変革施策を仕事の中に組み込みましたか。 3.38  7 13 11 6 3 0 
３２．あなたは、組織変革の推進のために責任者を変更しましたか。 2.05  4 5 3 5 23 0 
３３．あなたは、推進者と抵抗者のマネジメント力の差異を明示しましたか。 2.28  4 6 8 1 21 0 
３４．あなたは、抵抗者とみなされる従業員を交替・異動させましたか。 1.78  3 3 4 2 28 0 
３５．あなたは、抵抗者とみなされる従業員の人事評価を下げましたか。 1.70  1 2 7 4 26 0 
３６．あなたは、抵抗者とみなされる従業員を退職勧奨しましたか。 1.45  0 2 5 2 31 0 
３７．その他（                              ） 0.13  1 0 0 0 0 39 
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れる従業員を退職勧奨したこと(1.25)」、②「33．推進者と抵抗者のマネジメント力の差異を明示

したこと(1.38)」、③「35．抵抗者とみなされる従業員の人事評価を下げたこと(1.63)」である。 
Ⅱ類型の上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「３．リーダーが、組織変革

前にキーマンに告知したこと(4.67)」、②「１．リーダーが、率先して組織変革を推進したこと

(4.33)」、③「15．従業員に自社の業績について開示したこと(4.17))」、「22．抵抗者との信頼関

係の構築に努めたこと(4.17)」、「25．組織変革が、うまくいかなくなった時にできることから着

手したこと(4.17)」である。また、下位項目の３つは、その他の項目を除いて、その数値（平均

値）が高くなる順に①「32．組織変革の推進のために責任者を変更したこと(1.83）」、②「36．抵

抗者とみなされる従業員を退職勧奨したこと(2.00)」、③「12．組織変革活動を推進するための研

修を実施したこと(2.17)」である。 

Ⅲ類型の上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「６．リーダーが、社内コミ

ュニケーションの向上に努めたこと(4.42)」、②「３．リーダーが、組織変革前にキーマンに告知

したこと(4.25)」、③「25．組織変革が、うまくいかなくなった時にできることから着手したこと

(4.08)」である。また、下位項目の３つは、その他の項目を除いて、その数値（平均値）が高くな

る順に①「36．抵抗者とみなされる従業員を退職勧奨したこと(1.33)」、②「35．抵抗者とみなさ

れる従業員の人事評価を下げたこと(1.42)」、③「32．組織変革の推進のために責任者を変更した

こと(1.58)」、「34．抵抗者とみなされる従業員を交替・異動させたこと(1.58)」である。 

Ⅳ類型の上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「１．リーダーが、率先して

組織変革を推進したこと(4.29）」、②「25．組織変革が、うまくいかなくなった時にできることか

ら着手したこと(4.21）」、③「３．リーダーが、組織変革前にキーマンに告知したこと(4.07）」、で

ある。また、下位項目の３つは、その他の項目を除いて、その数値（平均値）が高くなる順に①

「36．抵抗者とみなされる従業員を退職勧奨したこと(1.43）」、②「34．抵抗者とみなされる従業

員を交替・異動させたこと(1.57）」、「35．抵抗者とみなされる従業員の人事評価を下げたこと

(1.57）」、である。 

 
表６－１１ 除去と類型（Ｎ＝４０） 

項  目 平均値 Ⅰ類型 Ⅱ類型 Ⅲ類型 Ⅳ類型 
１．あなたは、率先して組織変革を推進しましたか。 4.30  4.75 4.33 4.00 4.29 
２．あなたは、トップダウンで組織変革を推進しましたか。 3.55  3.88 3.67 3.33 3.50 
３．あなたは、組織変革前にキーマンに告知をしましたか。 4.23  4.13 4.67 4.25 4.07 
４．あなたは、従業員に組織変革のプロセスを開示しましたか。 3.65  3.63 4.00 3.58 3.57 
５．あなたは、従業員に自社の情報を開示しましたか。 3.75  3.63 3.67 3.92 3.71 
６．あなたは、社内コミュニケーションの向上に努めましたか。 4.13  4.25 4.00 4.42 3.86 
７．あなたは、従業員に日頃から議論を行う機会を設けましたか。 3.45  3.88 3.00 3.67 3.21 
８．あなたは、全従業員に組織変革のための説明会を開催しましたか。 3.38  4.13 3.17 3.08 3.29 
９．あなたは、組織変革のために推進組織(チーム等)を作りましたか。 3.18  3.25 3.50 3.00 3.14 
１０．あなたは、社内のキーマンを推進組織(チーム等)メンバーにしま

したか。 
3.38  3.25 3.83 3.25 3.36 

１１．あなたは、抵抗者を組織変革のための推進グループに取り込みま

したか。 
2.75  2.63 2.33 2.50 3.21 

１２．あなたは、組織変革活動を推進するための研修を行いましたか。 2.35  2.63 2.17 2.17 2.43 
１３．あなたは、従業員に企業理念や経営ビジョンを明示しましたか。  3.68  4.00 3.33 3.58 3.71 
１４．あなたは、従業員に自社の将来イメージを明示しましたか。 3.53  3.88 4.00 3.42 3.21 
１５．あなたは、従業員に自社の業績について開示していましたか。  3.50  4.25 4.17 2.75 3.43 
１６．あなたは、組織変革のためのプログラム構築は十分に行われたと 2.75  2.50 3.33 2.75 2.64 
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注）「37．その他」の記述は以下のとおりである。そのとり組みを研究にしましたという記述のある回答があった。 
なお、紙幅の都合上、標準偏差値は割愛している（算出は本稿提示データで可能である）。 

 

次に、表６－11 に基づいて、抵抗の除去について、類型ごとにまとめた結果が、図６－８であ

る。Ⅰ類型では、リーダーが組織変革を推進し、社内コミュニケーションの向上に努めることと、

従業員に業績を開示して現状を把握できるようにしていることが主たる除去である。Ⅱ類型では、

リーダーが組織変革前にキーマンに告知し、組織変革を推進し、従業員に業績を開示したり、抵

抗者との信頼関係の構築をしたり、うまくいかなくなった時できることから着手していることが

主たる除去である。Ⅲ類型では、リーダーが社内コミュニケーションに努めたり、組織変革前に

キーマンに告知したり、うまくいかなくなった時できることから着手していることが主たる除去

である。Ⅳ類型では、リーダーが組織変革を推進し、組織変革前にキーマンに告知して、うまく

いかなくなった時にできることから着手していることが主たる除去である。 
 
 
 
 
 
 
 
 

思いますか。 

１７．あなたは、従業員に組織変革の目的が浸透していたと思います

か。 
2.98  2.88 3.83 2.75 2.86 

１８．あなたは、従業員に短期的な成果を示しましたか。  3.38  3.63 3.50 3.08 3.43 
１９．あなたは、従業員に経営トップの方針を理解させるように説明しま

したか。 
3.68  4.13 4.00 3.25 3.64 

２０．あなたは、抵抗者・グループに粘り強い話し合いをしましたか。  3.55  3.25 4.00 3.50 3.57 
２１．あなたは、従業員１人１人と話し合いの機会を設けましたか。  3.00  3.00 3.67 2.42 3.21 
２２．あなたは、抵抗者との信頼関係の構築に努めましたか。 3.85  3.75 4.17 4.00 3.64 
２３．あなたは、直属の上司と部下が仕事分析を行うように指示しまし

たか。 
2.80  2.38 3.33 3.17 2.50 

２４．あなたは、従業員に社内行動規範を丁寧に説明しましたか。 3.18  3.13 3.50 3.33 2.93 
２５．あなたは、うまく進まなかった時に、できることから着手しました

か。 
4.15  4.13 4.17 4.08 4.21 

２６．あなたは、うまく進まなかった時に、他部署と協働しましたか。 3.65  2.88 3.50 3.83 4.00 
２７．あなたは、抵抗者(グループ)との決着を早期に図りましたか。 3.03  1.88 3.33 3.67 3.00 
２８．あなたは、抵抗者の待遇面を考慮しましたか。 2.55  2.50 3.17 2.67 2.21 
２９．あなたは、抵抗者の意見や提案を取り入れましたか。 3.33  3.38 3.17 3.25 3.43 
３０．あなたは、抵抗者(グループ)に謝ったことはありましたか。 2.73  2.63 2.83 2.25 3.14 
３１．あなたは、組織変革施策を仕事の中に組み込みましたか。 3.38  3.88 4.00 3.42 2.79 
３２．あなたは、組織変革推進のために責任者を変更しましたか。 2.05  2.50 1.83 1.58 2.29 
３３．あなたは、推進者と抵抗者のマネジメント力の差異を明示しました

か。 2.28  1.38 3.00 2.33 2.43 

３４．あなたは、抵抗者とみなされる従業員を交替・異動させましたか。 1.78  1.75 2.67 1.58 1.57 
３５．あなたは、抵抗者とみなされる従業員の人事評価を下げました

か。 
1.70  1.63 2.67 1.42 1.57 

３６．あなたは、抵抗者とみなされる従業員を退職勧奨しましたか。 1.45  1.25 2.00 1.33 1.43 
３７．その他（                              ） 0.13  0 0 0.42 0 
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出所：筆者作成。 

図６－７ 除去と類型 

 

上述の表６－10 では、抵抗の除去について尋ねているが、それをグルーピングして行動（ある

いはマネジメント）とみなし、類型ごとにまとめた結果が、表６－12 である。具体的に、抵抗の

除去のグルーピングについて、質問項目１から６はリーダーシップ、質問項目７から 12 は参加、

質問項目 13 から 18 は設計、質問項目 19 から 24 は説得、質問項目 25 から 30 は妥協、質問項

目 31 から 36 は強制と除去の行動とみなしている。 
全体でみると、上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「リーダーシップ

(3.94)」、②「説得(3.34)」、③「設計(3.30)」、④「妥協(3.24)」、⑤「参加(3.08)」、⑥「強

制(2.11)」である。 

Ⅰ類型の上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「リーダーシップ(4.05)」、

②「設計(3.52)」、③「参加(3.30)」である。 

Ⅱ類型の上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「リーダーシップ(4.06)」、

②「説得(3.78)」、③「設計(3.69)」である。 

Ⅲ類型の上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「リーダーシップ(3.92)」、

②「妥協(3.29)」、「説得(3.28)」である。 

Ⅳ類型の上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる順に①「リーダーシップ(3.83)」、

②「妥協(3.33)」、③「説得(3.25)」である。 

 

 

 

 

Ⅱ類型（６） 
上位 
・リーダーが変革前にキーマンに告知(4.67) 
・リーダーが率先して組織変革を推進(4.33） 
・従業員に自社の業績について開示(4.17) 
・抵抗者との信頼関係の構築(4.17) 
・うまくいかない時できることから着手(4.17) 
下位 
・責任者を変更(1.83) 
・抵抗者を退職勧奨(2.00) 
・変革活動を推進するための研修実施(2.17) 

Ⅰ類型（８） 
上位 
・リーダーが率先して組織変革を推進(4.75） 
・リーダーが社内コミュニケーションの向上に
努めた(4.25） 
・従業員に自社の業績について開示(4.25) 
下位 
・抵抗者を退職勧奨(1.25) 
・マネジメント力の差異を明示(1.38) 
・抵抗者の人事評価を下げた(1.63) 

Ⅲ類型（１２） 
上位 
・リーダーが社内コミュニケーションの向上に
努めた(4.42） 
・リーダーが変革前にキーマンに告知(4.25) 
・うまくいかない時できることから着手(4.08) 
下位 
・抵抗者を退職勧奨(1.33) 
・抵抗者の人事評価を下げた(1.42) 
・責任者を変更(1.58) 
・抵抗者を交替・異動(1.58) 

Ⅳ類型（１４） 
上位 
・リーダーが率先して組織変革を推進(4.29） 
・うまくいかない時できることから着手(4.21) 
・リーダーが変革前にキーマンに告知(4.07） 
下位 
・抵抗者を退職勧奨(1.43) 
・抵抗者を交替・異動(1.57) 
・抵抗者の人事評価を下げた(1.57) 

  

大 
 

規
模
軸 

小 
 

時間軸 短 長 
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表６－１２ 除去と類型 

類型 
次元 

平均値 Ⅰ類型 Ⅱ類型 Ⅲ類型 Ⅳ類型 

リーダーシップ（No.１－６） 3.94 4.05 4.06 3.92 3.83 
参加（No.７－１２） 3.08 3.30 3.00 2.95 3.11 
設計（No.１３－１８） 3.30 3.52 3.69 3.06 3.21 
説得（No.１９－２４） 3.34 3.27 3.78 3.28 3.25 
妥協（No.２５－３０） 3.24 2.90 3.36 3.29 3.33 
強制（No.３１－３６） 2.11 2.07 2.70 1.94 2.01 
 
次に、表６－12 に基づいて、抵抗の除去（行動のグルーピング）について、類型ごとにまとめ

た結果が、図６－９である。Ⅰ類型では、リーダーが、抵抗を除去するために、設計や従業員の

参加を行っていることが主たる除去である。Ⅱ類型では、リーダーが、抵抗者を説得し、設計を

行っていることが主たる除去である。Ⅲ類型では、リーダーが、妥協し、抵抗者に説得を行って

いることが主たる除去である。Ⅳ類型では、Ⅲ類型と同様に、リーダーが、妥協し、抵抗者に説

得を行っていることが主たる除去の方法である。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
出所：筆者作成。 

図６－８ 除去と類型 

 
６．抵抗のマネジメント：除去と織り込み済  

 抵抗のマネジメントにおいて、従来、よく議論されているのは、除去である。しかし、近年の研

究では、第１章でも述べたように、抵抗をネガティブな要因とは考えずに、その生起を予め想定

し、積極的に織り込んで抵抗をマネジメントしていくという、事例や発見事実が報告されている

2）。これは、コンフリクトの議論においては以前より指摘されていた。ここでは、抵抗のマネジ

メントとして除去と織り込み済について、自由記述で回答いただいた内容の分析結果を提示する。 

 

Ⅱ類型（６） 
・リーダーシップ(4.06) 
・説得(3.78) 
・設計(3.69) 
・妥協(3.36) 
・参加(3.00) 
・強制(2.70) 

Ⅰ類型（８） 
・リーダーシップ(4.05) 
・設計(3.52) 
・参加(3.30) 
・説得(3.27) 
・妥協(2.90) 
・強制(2.07) 

Ⅲ類型（１２） 
・リーダーシップ(3.92) 
・妥協(3.29) 
・説得(3.28) 
・設計(3.06) 
・参加(2.95) 
・強制(1.94) 

Ⅳ類型（１４） 
・リーダーシップ(3.83) 
・妥協(3.33) 
・説得(3.25) 
・設計(3.21) 
・参加(3.11) 
・強制(2.01) 

  

大 
 

規
模
軸 

小 
 

時間軸 短 長 
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(１)除去 

 抵抗のマネジメントにおける除去について、その具体的な方法を自由記述で尋ねた結果が、表

６－13 である。これは、前項の「５．抵抗の除去」について、さらに詳細な内容を尋ねている。 

 
表６－１３ 抵抗のマネジメント（除去）（Ｎ=38） 

No.1：コミュニケーションの強化 
No.2：①成功体験を共にする。②行動してみる。 
No.3：早期に説明会や勉強会を数回、行うべきであった。 
No.4：組織統合を仕事統合に変更した。 
No.5：人事異動 
No.6：①人事異動制度導入の必要性について、全看護職員に提示しておく。②とくに不公平感を感じさせない。③
異動基準も明確にしておくと良かったのではないかと考えます。 
No.9：１人１人への十分な説明をすれば、時期が早くなったかもしれない。 
No.10：①各部署からの情報をとる（スタッフが言いやすい環境を部長は整えている）②わかりやすいよう説明し、
理解、協力を得ている。 
No.11：①やるべき仕事以外について相談したり、余分な仕事を依頼することは、相手にとって迷惑で良くないこ
ととの思いでいたが、相手はそうは思っていなかった。②経営状態 を知ってもらうために財務 諸表を見せたり、
税理士さんに会ったり、出張や打ち合わせの席に同行したり、私の給与を教えたり、親の介護の相談 …といったこ
とを全くしなかったので、そういう事まで話してほしかった、と言われた。③最初から私がすべてを明らかにし、
無理目なお願いなどをもっと早期にしていれば、もっと早く除去できたのかもしれませんが、長くなった分しっか
りと話し合いができたので本当に良かったと思う。④しかしこれは残りの２名（後に入社した者）の場合は通じな
いことだと思う。⑤創業時のメンバーに対する抵抗除去と、それ以外は説明を繰り返し行なう別のアプローチ（例
えば給与などの待遇改善など）が必要なのでは。 
No.12：①面談、②個別ケア、③傾聴 
No.13：①平素から従業員との良好な人間関係に努めておく。②不安要因ばかりではなく、良い面の情報も同じよ
うに示す。                                                             
No.14：①各部署の上司と社員との信頼関係が深くなればなる程、抵抗は少なくなる（除去できる）と考える。②
よって、信頼関係の構築がキーワードと考えます。 
No.15：総合学科が本校に有用な根幹の部分を共有し、精査していない他校からの流用でないシラバスに出来るよ
うに、現場の動き辛ったり、実態に合わない部分について意見を拾い上げた。 
No.16：①抵抗者とより密に情報共有を行う。②コミュニケーションの機会を増やす。③抵抗者と良好な関係にあ
る第三者を介す。④抵抗者の意見、考えを先に理解する（認める）。 
No.17：特になし 
No.18：①相手に伝わるビジョンを示せていなかった（理解できるだろうとして）。ビジョンに向って段階的な変
革をすべきだった。②改革をするにあたってチームをつくるべきだった（トップダウン方法だった）。 
No.19：①運営と改善のそれぞれ得意とする分野があり人員配置が取れればよかった。当時その能力がある人がお
らず、新採用によってパワーバランスが崩れ、前に進みはじめた。 
No.20：①経営に関する総合的な判断や方針を明確にトップが行うべきであると思う。②トップやミドル層が情報
をよりフォロワー側へ提示するシステムが必要と思う。 
No.21：抵抗＝「関心がない」「不満を言う」を想定して回答します。１対１や少数の場で抵抗者の考えているこ
とを聴き、何がネックなのか掘り下げ、理解しようとするプロセス、解決に向けわかりやすいアクションを起こせ
ばよかったと思います。 
No.22：トップの独断で始めてしまったため、事前にキーマンに説明し理解を得たうえで、組織変革に巻き込んで
おくべきだったのではと考えられる。                                                            
No.23：①事前の情報開示と実施する目的を具体的に社内で共有し、相互に意見交換をしながら実施する。②時間
的に余裕をもって実施する。 
No.24：リスクを排除するための施策が効果的であることを示す根拠を充実させること。 
No.25：抵抗勢力の行動を分析するための資源を投入していればもっと早く除去できた。 
No.26：抵抗者に対して、「マイナスイメージ」先入観を持ってしまい、コミュニケーション不足が生じていたこ
とが原因と思われ、普段から会話する機会を増やすことが必要である。 
No.29：ありません。 
No.31：関係部署内で十分な話し合い意見を出す場面を設定すべきであった。 
No.32：①両親会社の経営層の当該「合弁会社」設立に対する意味付けや運営方法に対する理解が低かったため、
現場にくすぶる出向者の不平・不満の対応にかなりの時間と労力を割かれた。②苦労を伴う出向先（合弁会社）で
の人事評価方法（評価の加点）や出向期限の目途明示（ローテーション可能性）など、出向者のモチベーションア
ップにつながる方策を検討するべきであったと考える。 
No.33：①社長や役員クラスの力を借りて、トップダウンでブルドーザー的に変革する（ある意味、なぎ倒す）。
②仕事の仕方はある程度変えることはできる。③ただし、年齢的に 40 代後半～50 代で柔軟ではない方は難しい。
④また、個々の内面的な気持ちの変革にまでは至らない。 
No.34：入念な準備とフォロー体制 
No.35：①推進する人材を増やすこと。②または、トップマネージャーからのトップダウン。 
No.36：①メンバー各自の考え方、価値観を理解でき、なじむのが早ければもっと早く成果が得られたと考える。
②抵抗が怖く、遠慮がちに進めた側面もあった。 
No.38：経営内容・業績と地域分析を提示した。 
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注）上記表６－13 における各行の左端数字は、この調査における回答者のサンプルナンバーを示している。 
 
次に、抵抗のマネジメントにおける除去について、それを類型ごとにまとめた結果が表６－14

である。 
 

表６－１４ 抵抗のマネジメント（除去）（Ｎ=38） 
Ⅰ類型(８) Ⅱ類型(６) Ⅲ類型(１２) Ⅳ類型(１４) 

No.６：①人事異動制度導
入の必要性について、全
看護職員に提示してお
く。②とくに不公平感を
感じさせない。③異動基
準も明確にしておくと良
かったのではないかと考
えます。 
No.９：１人１人への十分
な説明をすれば、時期が
早くなったかもしれな
い。 
No.14：①各部署の上司と
社員との信頼関係が深く
なればなる程、抵抗は少
なくなる（除去できる。）
と考える。②よって、信頼
関係の構築がキーワード
と考えます。 
No.21：抵抗＝「関心がな
い」「不満を言う」を想定
して回答します。１対１
や少数の場で抵抗者の考
えていることを聴き、何
がネックなのか掘り下
げ、理解しようとするプ
ロセス、解決に向けわか
りやすいアクションを起
こせばよかったと思いま
す。 
No.22：トップの独断で始
めてしまったため、事前
にキーマンに説明し理解
を得たうえで、組織変革
に巻き込んでおくべきだ
ったのではと考えられ
る。 
No.36：①メンバー各自の
考え方、価値観を理解で
き、なじむのが早ければ
もっと早く成果が得られ
たと考える。②抵抗が怖

No.３：早期に説明会や勉
強会を数回、行うべきで
あった。 
No.12：①面談、②個別ケ
ア、③傾聴 
No.42：①早期に会社方針
を説明、説得し共有する。
②経営観点から見た現状
の説明（個人によって理
解はまちまち）や将来像
について共有し、個人間
の認識差をなくす。③多
くの抵抗は個人、事業の
将来への不安、それを経
営陣が理解していないと
いうことに起因してい
る。④面談等の機会を増
やすなどのサポートをす
べきであった。 
No.43：民事再生法を申請
した企業の買収、並びに
同業他社の買収を通じた
改革であったが、企業買
収の際に、厳しい現実を
明確に説明しておけば、
社員も現実を理解し、改
革への意識付けをもっと
早い段階で高めることが
できたと思う。 
No.44：抵抗は想定内のも
のであったため、着地点
の時間軸をもう少し考え
ながらすすめると良かっ
たと感じた。 

No.20：①経営に関する総
合的な判断や方針を明確
にトップが行うべきであ
ると思う。②トップやミ
ドル層が情報をよりフォ
ロワー側へ提示するシス
テムが必要と思う。 
No.25：抵抗勢力の行動を
分析するための資源を投
入していればもっと早く
除去できた。 
No.26：抵抗者に関して、
「マイナスイメージ」先
入観を持ってしまい、コ
ミュニケーション不足が
生じていたことが原因と
思われ、普段から会話す
る機会を増やすことが必
要である。 
No.29 ：ありません。
No.31：関係部署内で十分
な話し合い意見を出す場
面を設定すべきであっ
た。 
No.33：①社長や役員クラ
スの力を借りて、トップ
ダウンでブルドーザー的
に変革する（ある意味、な
ぎ倒す）。②仕事の仕方は
ある程度変えることはで
きる。③ただし、年齢的に
40 代後半～50 代で柔軟
ではない方は難しい。④
また、個々の内面的な気
持ちの変革にまでは至ら
ない。 
No.34：入念な準備とフォ
ロー体制 
No.35：①推進する人材を
増やすこと。②または、ト
ップマネージャーからの
トップダウン。 

No.２：①成功体験を共に
する。②行動してみる。
No.４：組織統合を仕事統
合に変更した。 
No.５：人事異動 
No.11：①やるべき仕事以
外について相談したり、
余分な仕事を依頼するこ
とは、相手にとって迷惑
で良くないこととの思い
でいたが、相手はそうは
思っていなかった。②経
営状態を知ってもらうた
めに財務  諸表を見せた
り、税理士さんに会った
り、出張や打ち合わせの
席に同行したり、私の給
与を教えたり、親の介護
の相談…といったことを
全くしなかったので、そ
ういう事まで話してほし
かった、と言われた。③最
初から私がすべてを明ら
かにし、無理目なお願い
などをもっと早期にして
いれば、もっと早く除去
できたのかもしれません
が、長くなった分しっか
りと話し合いができたの
で本当に良かったと思
う。④しかしこれは残り
の２名（後に入社した者）
の場合は通じないことだ
と思う。⑤創業時のメン
バーに対する抵抗除去
と、それ以外は説明を繰
り返し行なう別のアプロ
ーチ（例えば給与などの
待遇改善など）が必要な
のでは。 
No.13：①平素から従業員
との良好な人間関係に努

No.39：抵抗（抵抗者）とは基本的に面談を行いました。根気よく面談の回数を重ねていく以外の方法がなかった
為、除去までの間、この方法が主流でした。面談は私（理事長）と事務長が行いましたが、直接の上司の立ち合い
も必要だと考えます。 
No.40：.なし 
No.41：①私が、経営トップの意向と変革の意味価値を、もっと粘り強く語り話し合う時間をとるべきであった。
（私のオフィスと工場の物理的な距離が離れており、私が従業員と接している時間が少なかった、②また私自身の
仕事が多忙のため、従業員と話し合う時間をとることが出来なかった。）③また、管理職に対して、部下マネジメ
ント等の教育を実施すべきであった。（管理職が実務に忙殺され、部下のマネジメントがうまく出来ていなかった。）   
No.42：①早期に会社方針を説明、説得し共有する。②経営観点から見た現状の説明（個人によって理解はまちま
ち）や将来像について共有し、個人間の認識差をなくす。③多くの抵抗は個人、事業の将来への不安、それを経営
陣が理解していないということに起因している。④面談等の機会を増やすなどのサポートをすべきであった。 
No.43：民事再生法を申請した企業の買収、並びに同業他社の買収を通じた改革であったが、企業買収の際に、厳
しい現実を明確に説明しておけば、社員も現実を理解し、改革への意識付けをもっと早い段階で高めることができ
たと思う。 
No.44：抵抗は想定内のものであったため、着地点の時間軸をもう少し考えながらすすめると良かったと感じた。 
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く、遠慮がちに進めた側
面もあった。 
No.41：①私が、経営トッ
プの意向と変革の意味価
値を、もっと粘り強く語
り話し合う時間をとるべ
きであった。（私のオフィ
スと工場の物理的な距離
が離れており、私が従業
員と接している時間が少
なかった、②また私自身
の仕事が多忙のため、従
業員と話し合う時間をと
ることが出来なかった。）
③また、管理職に対して、
部下マネジメント等の教
育を実施すべきであっ
た。（管理職が実務に忙殺
され、部下のマネジメン
トがうまく出来ていなか
った。） 

No.38：経営内容・業績と
地域分析を提示した。 

めておく。②不安要因ば
かりではなく、良い面の
情報も同じように示す。 
No.15：総合学科が本校に
有用な根幹の部分を共有
し、精査していない他校
からの流用でないシラバ
スに出来るように、現場
の動き辛かったり、実態
に合わない部分について
意見を拾い上げた。 
No.16：①抵抗者とより密
に情報共有を行う。②コ
ミュニケーションの機会
を増やす。③抵抗者と良
好な関係にある第三者を
介す。④抵抗者の意見、考
えを先に理解する（認め
る）。 
No.18：①相手に伝わるビ
ジョンを示せていなかっ
た（理解できるだろうと
して）。ビジョンに向って
段階的な変革をすべきだ
った。②改革をするにあ
たってチームをつくるべ
きだった(トップダウン
方法だった)。 
No.19：①運営と改善のそ
れぞれ得意とする分野が
あり人員配置が取れれば
よかった。当時その能力
がある人がおらず、新採
用によってパワーバラン
スが崩れ、前に進みはじ
めた。 
No.23：①事前の情報開示
と実施する目的を具体的
に社内で共有し、相互に
意見交換をしながら実施
する。②時間的に余裕を
もって実施する。 
No.24：リスクを排除する
施策が効果的であること
を示す根拠を充実させる
こと。 
No.32：①両親会社の経営
層の当該「合弁会社」設立
に対する意味付けや運営
方法に対する理解が低か
ったため、現場にくすぶ
る出向者の不平・不満の
対応にかなりの時間と労
力を割かれた。②苦労を
伴う出向先(合弁会社)で
の人事評価方法（評価の
加点)や出向期限の目途
明示(ローテーション可
能性)など、出向者のモチ
ベーションアップにつな
がる方策を検討するべき
であったと考える。 
No.39：抵抗(抵抗者)とは
基本的に面談を行いまし
た。根気よく面談の回数
を重ねていく以外の方法
がなかった為、除去まで
の間、この方法が主流で
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した。面談は私（理事長)
と事務長が行いました
が、直接の上司の立ち合
いも必要だと考えます。 

注）No.１:コミュニケーションの強化、No.７:記入なし、Ⅲ類型：No.８:記入なし、No.10:各部署からの情報をと

る（スタッフが言いやすい環境を部長は整えている）わかりやすいよう説明し、理解、協力を得ている。No.12:①
面談、②個別ケア、③傾聴、Ⅰ類型：No.17:特になし、Ⅲ類型：No.27:記入なし、Ⅳ類型：No.28:記入なし、No.30:
記入なし、Ⅲ類型：No.37:記入なし、Ⅱ類型：No.40:記入「なし」。問１で未記入の項目がある場合は、類型化で

きないため、サンプル数に含めていない（サンプル No.１、７、10、30）。 
 
上述の表６－14 の内容を簡略的に要約し、各類型においてそれらを象徴する用語を提示したの

が図６－10 である。 
Ⅰ類型では、人間関係の維持を行うための行動が主たる除去の方法である（全員に提示、１人

１人への十分な説明、信頼関係の構築、メンバーの価値観共有、話し合う行動等）。Ⅱ類型では、

早期に具体的な手法を実施することが主たる除去の方法である（例：早期に説明会、勉強会、面

談、個別ケア、傾聴、時間軸を考慮等）。Ⅲ類型では、日頃からコミュニケーションがとれる場の

設定が主たる除去の方法である（例：普段から会話の機会、話し合いや意見の場の設定、入念な

準備・フォロー体制等）。Ⅳ類型では、人間関係の改善行動が主たる除去の方法である（例：早期

に相談、待遇改善、平素から良好な人間関係、コミュニケーションを増やす、抵抗者との良好な

関係にある第３者を介す、抵抗者の意見を先に理解し、認める等）。つまり、時間が長い・短いは、

Ⅰ類型とⅣ類型に共通的である、主に人に関することと、Ⅱ類型とⅢ類型では、主に仕事に関す

ることに除去の観点を置いていることによるものと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）Ⅲ類型：No.８:記入なし、Ⅰ類型：No.17:特になし、Ⅲ類型：No.27:記入なし、Ⅳ類型：No.28:記入なし、Ⅲ

Ⅱ類型(６)早期に具体的手法の実施  
No.３:早期に数回、説明会・勉強会 
No.12:面談、個別ケア、傾聴 
No.42:早期に方針説明、説得と共有。現状
説明と将来像を共有、面談の機会を増やす  
No.43:早期段階で明確に現状説明 
No.44:着地点の時間軸を考慮 

Ⅰ類型(８)人間関係維持行動 
No.６:全員に提示、公平な基準の明確化   
No.９:１人１人への十分な説明 
No.14:信頼関係の構築 
No.21:１対１・少数の場で傾聴、解決プロセス 
No.22:事前にキーマンを巻き込む 
No.36:メンバーの価値観共有   
No.41:話し合う時間、管理職教育 

Ⅲ類型(１２)場の設定 
No.20:経営者の判断、情報開示 
No.25:抵抗勢力の行動分析に資源投入 
No.26:普段から会話の機会 
No.31:話し合いや意見の場の設定 
No.33:トップダウンで仕事のやり方変更、
個々の気持ちまで至らない 
No.34:入念な準備・フォロー体制 
No.35:推進者を増やす、トップダウン 
No.38:業績と地域分析の提示 

Ⅳ類型(１４)人間関係改善行動 
No.２:成功体験 No.４:組織統合を仕事統合に
変更、No.５:人事異動 
No.11:早期相談、仕事依頼、繰り返し説明、待
遇改善 No.13:平素から良好な人間関係、良い情
報提示 No.15:実態に合わない部分の意見を
拾い上げる No.16:情報共有、コミュニケーシ
ョンを増やす、抵抗者と良好な関係にある第三
者を介す、抵抗者の意見を先に理解する、認め
る、No.18:伝わるビジョン提示、段階的変革、
チームを作る、No.19:新規採用 
No.23:事前に情報開示・目的共有、意見交換、
時間的余裕 
No.24:施策の効果的根拠提示 
No.32:目的・運営に理解・モチベーション向上
の方策 
No.39:面談(トップ、管理職、直属上司) 

大 
 

規
模
軸 

小 
 

時間軸 短 長 
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類型：No.29:ありません。Ⅲ類型：No.37:記入なし、Ⅱ類型：No.40:記入「なし」 

出所：筆者作成。 

図６－９ 抵抗のマネジメント（除去）と類型 

 
(２)織り込み済  

本研究では、抵抗のマネジメントとして新たに織り込み済という観点を加えている。それにつ

いて、自由記述で尋ねた結果が表６－15 である。 
 

表６－１５ 抵抗の織り込み済（回答数：３８） 
No.1：①ステークホルダーがいることを念頭に活動した。②また、その組織にあったやり方を模索しながらすすめ
ていった。 
No.2：①繰り返しの説明。②相手の理解度を確認しながら、納得にもってゆく。  
No.3：①抵抗は当然である。②抵抗者の感情と能力を見極め出来る方法を一緒に考えるようにした。 
No.4：①抵抗者を責任者に置いたり、課題を与えるなど対応を実施した上であれば織り込み済と考える。②しかし、
何も策をせずでは変革は難しいと考える。 
No.5：①人事評価を取り入れて１人１人を良く知る。②集団と１人では考えが変わる為、集団力が強い。  
No.6：施策、活動を取り組むための目的やルール、基準を明確にしておくことで不公平感を抱くことは回避できると思いま
す。不公平・不平等な現状を放置していることは、抵抗勢力が大きくなる原因ではないかと感じています。  
No.8：変化に対して抵抗があることは当然なのかもしれないという認識をもち、目的目標など今後を示しながら段階的な取り
組みを実施していく。  
No.9：始めた事に対して必ず抵抗はあると思うので、協力者に方法を根付かせた後、抵抗者をとり込むことが有効だと考え
ていた。  
No.10：数名はスタッフにいますが、面談をかさねて協力体制に持っていこうと努力して行くこと。  
No.11：一律ではないと思う。弊社のような小さな組織でさえそうなので、数万人規模の大企業などではマネジメ
ントも教科書通りには進まないようです。  
No.12：ほとんどの社員は変化を恐れ、慣れた仕事のやり方や伝統的な習慣を捨てようとしない、現状を打破する
必要性を意識させることが重要。 
No.13：すべての従業員から同意を得ること、又、不満を招かないような、組織変革は考えられない。ただし、従
業員との良好な人間関係や信頼関係が構築されていれば、抵抗の強度が弱い、或いは、短期に収束するような気が
する。   
No.14：行動等見える抵抗については、抵抗のマネジメントで対応することも可能であると思うが、意識が変わら
ないことによる見えざる抵抗については面従腹背ということもあることから、周到な準備と仕掛けが必要であると
考えます。  
No.15：行おうとしていることへの説明不足、理解不足、また施策に対する未成熟な部分を含んでいるので、予測
される抵抗を運用中に修正していくために必要だと思われる。   
No.16：抵抗者に対し、過度に反応的（敵対的）な意識を持たないよう、余計な偏見を持たないよう対応すべきだ
と考えます（抵抗がポジティブに働く面も吟味する）。 
No.17：私の経験則では①キーマンを推進チームに取り込む、②小さな成功体験を組織全体に経験させる、という
２点しか除去方法は無いと思っています。他の方法で有効なものがあれば、知りたいです。  
No.18：聞いた事なかったので、機会があれば聞いてみたい。 
No.19：No.2 に各分野に明るい面がある。しかし、基本的に変化を楽しめる人がいることが大切。事前に折り込んでいるもの
の、定年が近い人は変化しようとしない。年齢や勤務歴、性の差によるグループ化と抵抗の結びつきと壊し方には No.2 の影
響が大きいと考える。 
No.20：抵抗者が無関心となる事が多いので、どのようにすれば関心をもつのか考えることが大切と思う。 
No.21：必要だと思います。一定数の抵抗者は必ずいること、抵抗の段階があることを事前に想定した上で検討し
なければ、視野が狭くなり進まないと思います。 
No.22：組織変革により不利益を伴う人もいるため、事前に根回しおよび調整によりある程度の理解を得る必要が
あると思う。 
No.23：まったくその通りと考えます。そのために時間をかけて社風の改善や社内コミュニケーションの充実をさ
らに進めていく。 
No.24：例えば変化に巻き込まれる当事者の考えと変革者の考えをすり合わせておくことで、変革の持続性、効果
に影響するなどメリットはあると思います。 
No.25：そのとおりだと思う。 
No.26：組織変革に重要なのは、目的、目標を明確にし、組織全体が理解した上で行動することを目指す必要があ
る。 
No.29：①まず「対話」に徹することをしました。②協力者（一番の）になってもらうこと。③研究として成果を
はっきりさせることを約束しました。 
No.32：組織マネジメントをある程度経験した現時点では、「新しい組織変革」に伴う「抵抗」がある程度予想で
き、あらかじめその対処法まで考慮してから「変革」を開始することができると考える。しかしながら、上層部が
考えた「組織変革」のストーリーに従い、現場の監督として出向させられた当時（30 歳後半～40 歳前半）は、現場
の事象に目を奪われ、全体像や大きな方向性を完全に把握した動きができていなかったと反省している。 
No.33：比較的従順な風土で、一枚岩でない場合は、トップマネジメントの職位の力で抵抗を除去できる。 
No.34：仕事の混乱や業績低下等の問題を最小限に抑えるのに必要であると思います。 
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次に、抵抗のマネジメントにおける織り込み済について、それを類型ごとにまとめた結果が表

６－16 である。 
 

表６－１６ 抵抗の織り込み済（回答数：３８） 

Ⅰ類型(８) Ⅱ類型(６) Ⅲ類型(１２) Ⅳ類型(１４) 
No.６：施策、活動を取り組
むための目的やルール、
基準を明確にしておくこと
で不公平感を抱くことは回
避できると思います。不公
平・不平等な現状を放置し
ていることは、抵抗勢力が
大きくなる原因ではないか
と感じています。 
No.９：始めた事に対して
必ず抵抗はあると思うの
で、協力者に方法を根付か
せた後、抵抗者をとり込む
ことが有効だと考えていた。 
No.14：行動等見える抵抗
については、抵抗のマネ
ジメントで対応すること
も可能であると思うが、
意識が変わらないことに
よる見えざる抵抗につい
ては面従腹背ということ
もあることから、周到な
準備と仕掛けが必要であ
ると考えます。 
No.17：私の経験則では①
キーマンを推進チームに
取り込む、②小さな成功
体験を組織全体に経験さ
せる、という２点しか除
去方法は無いと思ってい
ます。他の方法で有効な
ものがあれば、知りたい

No.３：①抵抗は当然であ
る。②抵抗者の感情と能
力を見極め出来る方法を
一緒に考えるようにし
た。 
No.12：ほとんどの社員は
変化を恐れ、慣れた仕事
のやり方や伝統的な習慣
を捨てようとしない、現
状を打破する必要性を意
識させることが重要。
No.40：過去のうまく実施
したこと、自分たちの思
う care のあり方へのこだ
わりから抵抗が生まれて
いた。抵抗はあるものと
して、前に進んでゆく方
向性を示すことは大切だ
と思う。 
No.42：ある程度は仕方が
ないと考える。個人の考
え方は仕事そのものに対
する考え方、そして職務
上の立場による知り得る
情報量も異なり、抵抗は
必ず発生する。重要なの
は抵抗者が会社としての
方針、その必要性を理解
しているかどうか？その
内容が経営陣で共有され
ているかどうか？である
と考える。少なくともこ

No.８：変化に対して抵抗
があることは当然なのかもし
れないという認識をもち、目
的目標など今後を示しなが
ら段階的な取り組みを実施
していく。 
No.20：抵抗者が無関心と
なる事が多いので、どの
ようにすれば関心をもつ
のか考えることが大切と
思う。 
No.25：そのとおりだと思
う（＝抵抗は、必ず生起す
るので、当初よりマネジ
メントする）。 
No.26：組織変革に重要な
のは、目的、目標を明確に
し、組織全体が理解した
上で行動することを目指
す必要がある。 
No.29：①まず「対話」に
徹することをしました。
②協力者（一番の）になっ
てもらうこと。③研究と
して成果をはっきりさせ
ることを約束しました。
No.33：比較的従順な風土
で、一枚岩でない場合は、
トップマネジメントの職
位の力で抵抗を除去でき
る。 
No.34：仕事の混乱や業績

No.２：①繰り返しの説明。
②相手の理解度を確認し
ながら、納得にもってゆく。 
No.４：①抵抗者を責任者
に置いたり、課題を与え
るなど対応を実施した上
であれば織り込み済と考
える。②しかし、何も策を
せずでは変革は難しいと
考える。 
No.５：①人事評価を取り
入れて１人１人を良く知
る。②集団と１人では考
えが変わる為、集団力が
強い。 
No.11：一律ではないと思
う。弊社のような小さな
組織でさえそうなので、
数万人規模の大企業など
ではマネジメントも教科
書通りには進まないよう
です。 
No.13：すべての従業員か
ら同意を得ること、又、不
満を招かないような、組
織変革は考えられない。
ただし、従業員との良好
な人間関係や信頼関係が
構築されていれば、抵抗
の強度が弱い、或いは、短
期に収束するような気が
する。 

No.35：必要である。なぜなら、それがなければ、必ずネガティブな結果に集結すると思うので。 
No.36：納得感がないと変革は長続きしない。ある程度の時間は必要。肝心なのは達成するまでやり続けること。
理解者、賛同者を増やしある程度の規模になったら一気に変えていくことが大切。 
No.38：抵抗理由の明確化とその対抗案を複数用意できるのではないでしょうか。 
No.39：必要であると考えます。当事業所では、抵抗（抵抗者）が存在するという認識で組織変革に取り組みまし
た。抵抗が除去できるまでの時間と抵抗が周囲の職員に与える影響を考慮しなければ、抵抗によって計画が頓挫し
た可能性もあります。 
No.40：過去のうまく実施したこと、自分たちの思う care のあり方へのこだわりから抵抗が生まれていた。抵抗は
あるものとして、前に進んでゆく方向性を示すことは大切だと思う。 
No.41：どのような施策であれ抵抗者が生起するのは当然であると思う。そこで、抵抗者に理解、説得するよりも、
理解者を中心とした組織に変え、理解者に権限を与え、組織的に変革を推進した方が、早期に目的が達成できると
思う。企業が変革し、事業やシステムを変革しようとするとき、その流れが理解できず、あるいはそれまでの過去
の延長線上でしか思考ができない、過去の成功事例にとらわれ変革を受け入れられない者について、説明、説得し、
理解を求めることに労力を使うより、変革作業に時間と労力を使うべきであり、その方が変革の実現が早く、成功
確率が高いと思う。全員が変革について理解し、賛同し、協力することは難しいと考えるので、抵抗する者は去っ
て頂いてもかまわず、理解者、賛同者だけで変革していくという強い姿勢で取り組まなければ、遂行は難しいと考
える。 
No.42：ある程度は仕方がないと考える。個人の考え方は仕事そのものに対する考え方、そして職務上の立場によ
る知り得る情報量も異なり、抵抗は必ず発生する。重要なのは抵抗者が会社としての方針、その必要性を理解して
いるかどうか？その内容が経営陣で共有されているかどうか？であると考える。少なくともこれらが共有できてい
れば抵抗者も”個人”ではなく“仕事”としての活動という意味で、ある程度モチベ―ションを持った協力が得ら
れると考える。 
No.43：抵抗への対応策も含めてプランニングするのが通常であって、当然の考え方。抵抗がないことを前提とで
きるのは、オーナー会社でのトップダウンが機能することが明確に分かっている場合のみ。 
No.44：小さな会社のため、小さなほころびが全体の崩壊に簡単につながる。人との信頼の中で、仕事中や仕事外
でも良い関係を構築し、キーマンをみながらうまくとりまとめることが必要だと思った。 
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です。 
No.21：必要だと思いま
す。一定数の抵抗者は必
ずいること、抵抗の段階
があることを事前に想定
した上で検討しなけれ
ば、視野が狭くなり進ま
ないと思います。 
No.22：組織変革により不
利益を伴う人もいるた
め、事前に根回しおよび
調整によりある程度の理
解を得る必要があると思
う。 
No.36：納得感がないと変
革は長続きしない。ある
程度の時間は必要。肝心
なのは達成するまでやり
続けること。理解者、賛同
者を増やしある程度の規
模になったら一気に変え
ていくことが大切。 
No.41：どのような施策で
あれ抵抗者が生起するの
は当然であると思う。そ
こで、抵抗者に理解、説得
するよりも、理解者を中
心とした組織に変え、理
解者に権限を与え、組織
的に変革を推進した方
が、早期に目的が達成で
きると思う。企業が変革
し、事業やシステムを変
革しようとするとき、そ
の流れが理解できず、あ
るいはそれまでの過去の
延長線上でしか思考がで
きない、過去の成功事例
にとらわれ変革を受け入
れられない者について、
説明、説得し、理解を求め
ることに労力を使うよ
り、変革作業に時間と労
力を使うべきであり、そ
の方が変革の実現が早
く、成功確率が高いと思
う。全員が変革について
理解し、賛同し、協力する
ことは難しいと考えるの
で、抵抗する者は去って
頂いてもかまわず、理解
者、賛同者だけで変革し
ていくという強い姿勢で
取り組まなければ、遂行
は難しいと考える。 

れらが共有できていれば
抵抗者も”個人”ではなく
“仕事”としての活動と
いう意味で、ある程度モ
チベ―ションを持った協
力が得られると考える。
No.43：抵抗への対応策も
含めてプランニングする
のが通常であって、当然
の考え方。抵抗がないこ
とを前提とできるのは、
オーナー会社でのトップ
ダウンが機能することが
明確に分かっている場合
のみ。 
No.44：小さな会社のた
め、小さなほころびが全
体の崩壊に簡単につなが
る。人との信頼の中で、仕
事中や仕事外でも良い関
係を構築し、キーマンを
みながらうまくとりまと
めることが必要だと思っ
た。 
 

低下等の問題を最小限に
抑えるのに必要であると
思います。 
No.35：必要である。なぜ
なら、それがなければ、必
ずネガティブな結果に集
結すると思うので。 
No.38：抵抗理由の明確化
とその対抗案を複数用意
できるのではないでしょ
うか。 

No.15：行おうとしている
ことへの説明不足、理解
不足、また施策に対する
未成熟な部分を含んでい
るので、予測される抵抗
を運用中に修正していく
ために必要だと思われ
る。 
No.16：抵抗者に対し、過
度に反応的（敵対的）な意
識を持たないよう、余計
な偏見を持たないよう対
応すべきだと考えます
（抵抗がポジティブに働
く面も吟味する）。 
No.18：聞いた事なかった
ので、機会があれば聞いて
みたい。 
No.19：No.2に各分野に明
るい面がある。しかし、基本
的に変化を楽しめる人がい
ることが大切。事前に折り
込んでいるものの、定年が
近い人は変化しようとしな
い。年齢や勤務歴、性の差
によるグループ化と抵抗の
結びつきを壊し方には
No.2 の影響が大きいと考
える。 
No.23：まったくその通り
と考えます。そのために
時間をかけて社風の改善
や社内コミュニケーショ
ンの充実をさらに進めて
いく。 
No.24：例えば変化に巻き
込まれる当事者の考えと
変革者の考えをすり合わ
せておくことで、変革の
持続性、効果に影響する
などメリットはあると思
います。 
No.32：組織マネジメント
をある程度経験した現時
点では、「新しい組織変
革」に伴う「抵抗」がある
程度予想でき、あらかじ
めその対処法まで考慮し
てから「変革」を開始する
ことができると考える。
しかしながら、上層部が
考えた「組織変革」のスト
ーリーに従い、現場の監
督として出向させられた
当時（30 歳後半～40 歳前
半）は、現場の事象に目を
奪われ、全体像や大きな
方向性を完全に把握した
動きができていなかった
と反省している。 
No.39：必要であると考え
ます。当事業所では、抵抗
（抵抗者）が存在すると
いう認識で組織変革に取
り組みました。抵抗が除
去できるまでの時間と抵
抗が周囲の職員に与える
影響を考慮しなければ、
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抵抗によって計画が頓挫
した可能性もあります。 

注）No.１:ステークホルダーがいることを念頭に活動した。また、その組織にあったやり方を模索しながらすすめ

ていった。No.７:記入なし、No.10:数名はスタッフにいますが、面談をかさねて協力体制に持っていこうと努力し

て行くこと。Ⅲ類型：No.27:記入なし、Ⅳ類型：No.28:記入なし、No.30:記入なし、Ⅲ類型：No.31:記入なし、Ⅲ

類型：No.37:記入なし。問１で未記入の項目がある場合は、類型化できないため、サンプル数に含めていない（サ

ンプル No.１、７、10、30）。 

 
上述の表６－16 の内容を簡略的に要約し、各類型においてそれらを象徴する用語を提示したの

が図６－11 である。Ⅰ類型では、事前準備が主たる織り込み済の捉え方である（基準の明確化、

抵抗者を取り込む、周到な準備、キーマンを推進チームに取り込む、抵抗の段階を考慮、理解者

に権限を与える等）。Ⅱ類型では、従業員の意識づけを行うことが主たる除去の方法である（例：

できる方法を考えさせる、必要性を意識させる、共有、良い関係構築等）。Ⅲ類型では、抵抗者を

取り込むことが主たる除去の方法である（例：段階的に取り組む、無関心にならないように関心

をもたせる、組織全体に目的を理解させる等）。Ⅳ類型では、抵抗者に役割を与えることや、良好

な人間関係の構築が主たる除去の方法である（例：責任者にする、良好な人間関係や信頼関係の

構築、コミュニケーションの充実等）。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）Ⅲ類型：No.27:記入なし、Ⅳ類型：No.28:記入なし、Ⅲ類型：No.31:記入なし、Ⅲ類型：No.37:記入なし 

Ⅱ類型(６)意識づけ 
No.３:抵抗は当然、出来る方法を考える 
No.12:現状打破する必要性を意識させる 
No.40:抵抗はあるもの、前に進む方向性を
示す 
No.42:新ビジョン共有、納得  No.43:抵抗
への対応策も含めてプランニングするのが
当然 
No.44:良い関係構築、キーマンを見ながら
まとめる   

Ⅰ類型(８)事前準備 
No.６:目的、ルール・基準の明確化 
No.９:必ず抵抗はある、協力者に方法を根付かせ、
抵抗者を取り込む 
No.14:見える抵抗はマネジメント可能、見えざる
抵抗は周到な準備と仕掛けが必要 
No.17:キーマンを推進チームに取り込む、小さな
成功体験を組織全体にさせる 
No.21:マネジメント必要、事前に、一定数の抵抗者
は必ずいる、抵抗の段階があることを想定 
No.22:事前に根回しや調整で理解を得る 
No.36:メンバーの価値観共有 
No.41:抵抗(者)は当然生起。理解者に権限与える 

Ⅲ類型(１２)取り込み 
No.８:変化に抵抗は当然の認識、目的、目標
を示し段階的に取り組む 
No.20:抵抗者が無関心にならないよう関心
をもたせる 
No.25:抵抗のマネジメントする 
No.26:目的、目標を明確にし、組織全体が理
解し行動 
No.29:対話、協力者、成果 
No.33:従順な風土で、一枚岩でない場合は
職位の力で抵抗を除去 
No.34:問題を最小限に抑えるため必要  
No.35:マネジメント必要 
No.38:抵抗理由の明確化と複数の対抗案を
用意 

Ⅳ類型(１４)役割と良好な人間関係の構築 
No.２:繰り返し説明、理解度確認、納得させる 
No.４:責任者にする、課題を与える 
No.５:人事評価を取り入れ１人１人を知る、集団力 
No.11:一律ではない、教科書通りに進まない 
No.13:全従業員からの同意、不満のない組織変革
はない、良好な人間関係や信頼関係は抵抗の強度
が弱い、短期に収束する 
No.15:抵抗を修正するためマネジメント必要 
No.16:抵抗者に過度に反応的な意見を持たないよ
う対応、抵抗がポジティブに働く面も吟味 
No.18:聞いたことがないので、聞いてみたい 
No.19:事前に折り込んでいる、年齢、勤務歴等の差
によるグループ化と抵抗の結びつきと壊し方には
No２の影響 
No.23:社風改善、社内コミュニケーションの充実 
No.24:考えのすり合わせ、持続性、効果にメリット 
No.39:経験から抵抗は予想できる、現場の事象だ
けでなく全体像を把握(No.32:マネジメント必要、
抵抗は存在(時間と周囲に与える影響を考慮) 

大 
 

規
模
軸 

小 
 

時間軸 短 長 
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出所：筆者作成。 

図６－１０ 抵抗のマネジメント（織り込み済）と類型 

 

第４節 小括：要約と考察  

本章では、本研究の課題を明らかにするため実施したアンケート調査の分析結果について、提

示した。第２節では、本研究の実施概要について、具体的には、実施時間、質問（兼）回答票の郵

送・メール送信数、返送・メール返信のあった回答者の数を提示した。第３節では、本研究にお

ける分析結果を４類型に対照して提示した。以下に、要約と考察を提示する。 
 

１．要約  

(１)抵抗の時間と除去判断 

①時間 

抵抗時間について、最短は２か月であり、最長は 11 年９か月である。また、１年未満が 45.0％
（18）であり、１年以上が 55.0％（22）である。Ⅰ類型は、平均値４年５か月（最短・１年から

最長・11 年９か月）、Ⅱ類型は、平均値５か月（最短・２か月から最長・11 か月）、Ⅲ類型は、平

均値６か月（最短・２か月から最長・11 か月）、Ⅳ類型は、平均値３年１か月（最短・１年から最

長：10 年）である。(表６－２)(図６－１)。 
②除去判断 

抵抗の除去判断の理由について、Ⅰ類型では、前向きな発言と取り組みの生起しだしたことで

ある。Ⅱ類型では、経常の仕事遂行が円滑になり、納得性の向上したことである。Ⅲ類型では、

同意と協調である。Ⅳ類型では、収束と協力である。(表６－４)(図６－２)。 
 

(２)抵抗の施策 
抵抗が生起した施策について、Ⅰ類型は、経営戦略や方針等の変更、新事業や製品の創造等、

人事諸制度の変更等、組織内コミュニケーション活動、経営理念やビジョンの浸透である。Ⅱ類

型は、買収や合併、経営戦略や方針等の変更、人事諸制度の変更等、新部署の設置や統廃合、組

織内コミュニケーション活動である。Ⅲ類型は、買収や合併、経営戦略や方針等の変更、人事諸

制度の変更等、新部署の設置や統廃合、職場内の環境整備・改善、社内教育・研修等、組織内コミ

ュニケーション活動、働き方改革である。Ⅳ類型は、買収や合併、経営戦略や方針等の変更、新

事業や製品の創造等、人事諸制度の変更等、新部署の設置や統廃合、職場内の環境整備・改善、

社内教育・研修等、国・法律等の制度改正等である(表６－５)(図６－３)。 
 

(３)抵抗の規模（比率） 
抵抗の規模（比率）について、平均値は 38.2%である。上位回答の３つは、①「20％(7)」、②

「10％(6)」、③「30％(5)」である。抵抗の規模は、Ⅱ・Ⅲ類型は「（組織内の抵抗者比率が）50％
以上」であり、Ⅰ・Ⅳ類型は「（同）50％未満」である。(表６－６)(図６－４)。 
 

(４)抵抗の様相と要因 

①様相 

抵抗の様相について、Ⅰ類型では、従業員の仕事への固執と人間関係の不満である。Ⅱ類型で
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は、従業員が組織変革に強い嫌悪感を示し、従業員の意識改革に時間を要していることである。

Ⅲ類型では、弱い嫌悪感と仕事への固執である。Ⅳ類型では、従業員が嫌悪感を示し、従業員の

意識改革に時間を要していることである。(表６－７)(表６－８)(図６－５)。 
②要因 

抵抗の要因について、Ⅰ類型では、従業員が、組織変革に不信感や不満が大きく、消極的ある

いは自己の利益の損失、慣れた仕事のやり方への固執や妨害など悲観的であることである。Ⅱ類

型では、従業員が、組織変革に不信感や不満があり、慣れた仕事のやり方への固執や妨害がある

ことである。Ⅲ類型では、従業員が、組織変革に不信感や不満があり、消極的なことである。Ⅳ

類型では、従業員が、組織変革に不信感や不満があり、慣れた仕事のやり方への固執や妨害する

ことである。(表６－９)(図６－７)。 
 

(５)抵抗の除去 

抵抗の除去について、Ⅰ類型では、リーダーが組織変革を推進し、社内コミュニケーションの

向上に努めること、従業員に業績を開示して現状を把握することである。Ⅱ類型では、リーダー

が組織変革前にキーマンに告知し、組織変革を推進し、従業員に業績を開示し、抵抗者との信頼

関係の構築し、できることから着手していることである。Ⅲ類型では、リーダーが社内コミュニ

ケーションに努め、組織変革前にキーマンに告知し、できることから着手していることである。

Ⅳ類型では、リーダーが組織変革を推進し、組織変革前にキーマンに告知し、できることから着

手していることである。(表６－11)(図６－８)。 

次に、抵抗の除去のグルーピングについて、Ⅰ類型では、リーダーが、抵抗を除去するために、

設計や従業員の参加を行っていることである。Ⅱ類型では、リーダーが抵抗者を説得し、設計を

行っていることである。Ⅲ類型では、リーダーが妥協し、抵抗者に説得を行っていることである。

Ⅳ類型では、リーダーが、妥協し、抵抗者に説得を行っていることである。(表６－12)(図６－９)。 

 

(６)抵抗のマネジメント：除去と織り込み済 

①除去 

抵抗のマネジメントにおける除去について、Ⅰ類型では、人間関係の維持を行うための行動で

ある。Ⅱ類型では、早期に具体的な手法を実施することである。Ⅲ類型では、日頃からコミュニ

ケーションがとれる場の設定である。Ⅳ類型では、人間関係の改善行動である。(表６－13)(表６

－14) (図６－10)。 
②織り込み済 

抵抗のマネジメントにおける織り込み済について、Ⅰ類型では、事前準備が主たる織り込み済

の捉え方である。Ⅱ類型では、従業員の意識づけを行うことである。Ⅲ類型では、抵抗者を取り

込むことである。Ⅳ類型では、抵抗者に役割を与えることやコミュニケーションによって、良い

人間関係や信頼関係の構築である。(表６－15)(表６－16) (図６－11)。 
 

２．考察 

第１に、組織変革の抵抗における実態については、多様な様相があるものの独自に作成した４

類型に、ある程度適合しているといえる。概略的ではあるが、仕事関連への不満や固執は、規模

軸に影響を与え、人間関係の不満は、時間軸に影響を与えると考えられる。これは、仕事関連に
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関する不満や固執は、個人独自のことではなく、すぐに多くの人の共感を得やすいために対象人

数の増加を加速させる要因になっていると考えられるからである。もう一方の人間関係の不満は、

一度、生起するとなかなか解消しにくい面があり、規模（人数）とは別に一般的にどうしても平

常の状態戻るには時間がかかる要因になっていると考えられるからである。 
抵抗の様相について、Ⅰ類型では、抵抗の規模が大きく時間も長くなっている。これは、従業

員が仕事に固執していることと元々の人間関係の不仲や不満が主たる様相であることから、規模

的にも大人数になり、また除去までに時間がかかると考えられることによる。Ⅱ類型では、抵抗

の規模は大きいが、時間は短くなっている。これは、従業員が組織変革に強い嫌悪感（Ⅳ類型の

ように人と仕事に対しての嫌悪感ではない）を示し、従業員の意識改革が主たる様相であること

から、仕事に関する要因が強いために規模が大きく、その一方で人間関係に関する様相は弱いた

めに時間的に短くなっていると考えられることによる。Ⅲ類型では、抵抗の規模も小さく時間も

短くなっている。これは、組織変革への嫌悪感が弱く、仕事への固執が、主たる様相であること

から、他の類型と比較しても考えられることによる。Ⅳ類型では、抵抗の規模は小さいが時間は

長くなっている。これは、組織変革への嫌悪感が弱く、仕事への固執が、主たる様相であること

から規模的には小さいが、人間関係の不満によって時間的に長くなっていると考えられる。 
次に、抵抗の要因について、Ⅰ類型では、従業員が組織変革への不信感があることや自己の利

益の損失を考えることや慣れた仕事に対してであり、Ⅱ類型では、従業員が組織変革に不信感や

不満があり、慣れた仕事のやり方への固執である。抵抗時間が長い、短い差異の１つには、主に

自己の利益の損失が上げられる。Ⅲ類型では、従業員が組織変革に不信感や不満があり、組織変

革に消極的ではあるが、他の類型と比較してもそれほど大きくはないことから、抵抗の規模が小

さく、時間が短くなっている。Ⅳ類型は、Ⅱ類型と同様に、組織変革に不信感や不満があり、慣

れた仕事のやり方への固執が要因であるが、Ⅱ類型ほど数値が高くないことが特徴的である。 
これらをみると、同じ抵抗現象であるにもかかわらず、抵抗の規模や時間にも差異があり、要

因においても一括りに捉えるよりも細かく捉えていくことの方が現象把握には正確であると考え

られる。 
次に、抵抗の除去について、リーダーが率先して組織変革を推進しているのは、Ⅰ類型からⅣ

類型まで共通している。ただし、リーダーの率先とはいうものの、Ⅱ類型では、組織変革前にキ

ーマンを変革に巻き込んでいることと、抵抗者との信頼関係の構築が特徴的であり、Ⅲ類型では、

リーダーが従業員間のコミュニケーションの向上に努めていることが特徴的である。これは、規

模の大小がこの差異の要因（Ⅲ類型は、少ないエネルギーと小さい範囲で除去できる）であると

考えられる。 
次に、抵抗の除去のグルーピングについて、リーダーシップは、Ⅰ類型からⅣ類型まで、どの

類型でも数値が最も高く、共通的であり、これは、先行研究からも明らかになっている。また、

強制は、どの類型でも数値が低く、あまり積極的に行われていないことも共通的である。現実的

には、強制によってマネジメントするよりも他の方法（説得や設計等）を用いていることが判明

している。ここで明らかになったことは、除去の方法として、従業員を参加させることが効果的

であることをコッチ・フレンチ（Coch and French，1948）は主張しているが、現場では、参加

以外の除去の方法も用いられていることと、現実的には、参加がそれほど用いられていないと考

えられることである。 
第２に、抵抗のマネジメント(除去と織り込み済)は、その抵抗の類型ごとには、やや異なる様
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相を呈している。 

抵抗のマネジメントの除去について、Ⅰ類型では、人間関係の維持を行うための行動が主たる

除去の方法であることは、抵抗の規模が大きく時間が長いことによると考えられる。Ⅱ類型では、

早期に、説明会や面談、勉強会等の具体的な手法を実施が主たる除去の方法であることは、抵抗

の規模が大きく時間が短いことによると考えられる。Ⅲ類型では、日頃からコミュニケーション

がとれる場の設定が主たる除去の方法であることは、抵抗の規模が小さく時間が短いことによる

と考えられる。Ⅳ類型では、人間関係の改善行動が主たる除去であることから、抵抗の規模は小

さいが、時間が長くかかっていると考えられる。 
これをみると、説明や面談等は、Ⅰ類型からⅣ類型まで、共通的である。しかし、Ⅰ類型とⅣ

類型は共通して人間関係に関することである。その対象は、Ⅰ類型は、主にキーマンと従業員（抵

抗者含む）であり、Ⅳ類型は、主に抵抗者である。つまり、時間が長い・短いを区分するのは、Ⅰ

類型とⅣ類型に共通的であるのは、主に人に関することである。Ⅱ類型とⅣ類型は、主に、仕事

に関することであり時間が影響しているが、Ⅱ類型は説明会や面談、Ⅲ類型は場の設定であり、

これは規模が影響していると考えられる。 
次に、抵抗のマネジメントの織り込み済について、Ⅰ類型では、抵抗者を取り込んだり、キー

マンを推進チームに取り込んだり、事前準備が主たる捉え方である。Ⅱ類型では、従業員にでき

る方法を考えさせたり、組織変革の必要性を考えさせたり、良い人間関係の構築が主たる捉え方

である。Ⅲ類型では、抵抗者を取り込むことが主たる除去である。Ⅳ類型では、抵抗者に役割を

与えることやコミュニケーションによって、良い人間関係や信頼関係の構築が主たる除去である。 
これをみると、Ⅰ類型とⅢ類型では、抵抗者を取り込むことであり、Ⅱ類型とⅣ類型では、良

い人間関係の構築である。Ⅰ・Ⅲ類型のように両極では、抵抗者に取り込むことが織り込み済に

なる。それに対して、Ⅱ・Ⅳ類型のようにそれからどちらかの軸が不足すると、人間関係の構築

が織り込み済になるが、Ⅱ類型では、従業員の意識を変えることによる人間関係の構築であり、

Ⅳ類型ではコミュニケーションによる人間関係の構築であり、やや異なっている。これについて、

時間と規模の観点からは、Ⅱ類型は、規模は大きいが短時間でマネジメントするにはこのやり方

（強制的に意識変革を図る）であり、Ⅳ類型は、規模が小さいが長時間でマネジメントするには

このやり方（ゆっくり対話しながら行う）が適合的であると考えられる。 

 

注                                         

1）一部、未記入の組織もあるがそれも含めている。 
2）松田（2019），262 頁。 
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第７章 インタビュー調査の分析結果 

 
第１節 はじめに 

本章の目的は、本研究の課題を明らかにするために、前章で提示したアンケート調査の分析結

果を補完するために行ったインタビュー調査の分析結果について、提示することである。具体的

には、第２節では、回答者のプロフィールと調査の概要を提示する。第３節では、本研究で提示

した４類型のうちのⅠ類型の事例である D 社と F 社のインタビュー調査の分析結果について、提

示する。具体的には、①抵抗時間と除去判断、②抵抗の施策、③抵抗の規模（比率）、④抵抗の様

相と要因、⑤抵抗の除去、⑥抵抗のマネジメント（除去と織り込み済）について、提示する。な

お、この内容については、以下の節において同様である。第４節では、本研究で提示した４類型

のうちのⅡ類型の事例である E 病院のインタビュー調査の分析結果について、提示する。第５節

では、本研究で提示した４類型のうちのⅢ類型の事例である G 社のインタビュー調査の分析結果

について、提示する。第６節では、本研究で提示した４類型のうちのⅣ類型の事例である A 社、

B 財団、C 社のインタビュー調査の分析結果について、提示する。第７節では、小括を提示する。 
 

第２節 回答者のプロフィールと調査の概要  

回答者のプロフィール（業種、回答者）と調査の概要（調査時、調査時間、場所）は、抵抗の概

要（類型、時間、規模）は、表７－１①・同②のとおりである。なお、具体的な企業等の名称につ

いては、インタビュー先の意向により、具体名称ではなく、A 社、B 財団と表記している。また、

回答者の職位は、インタビュー当時のものである。 
 
表７－１① 回答者のプロフィールと調査の概要 

組織名 Ａ社 Ｂ財団 Ｃ社 

１．業種 人材研修サービス業 スポーツ関連事業 スポーツ・健康づくり事業 
２．回答者 代表取締役社長 課長 代表取締役社長 
３．調査時 2019 年９月 25 日 2019 年 10 月３日 2019 年 10 月４日 
４．調査時間 42 分 １時間５分 53 分 
５．場所等 対面・ロビー 対面・B 財団面談室 対面・ロビー 
６．類型（時間・規

模・人数） 
Ⅳ類型（２年９か月・

25％・１人） 
Ⅳ類型（１年６か月・10％・

10 人） 
Ⅳ類型（１年８か月・数％（全体

は 100 人）） 
 
表７－１② 回答者のプロフィールと調査の概要 

組織名 Ｄ社 Ｅ病院 Ｆ社 Ｇ社 
１．業種 非鉄金属業 病院 製薬業 製薬業 
２．回答者 副工場長 副師長 執行役員 元開発部長 
３．調査時 2019年 10月 19日 2019 年 11 月８日 2020 年３月３日 2022年10月２日 
４．調査時間 １時間 27 分 １時間 11 分 １時間 19 分 54 分 
５．場所等 対面・ロビー 対面・E 病院面談室 オンライン オンライン 
６．類型（時間・規

模・人数） 
Ⅰ類型（５年・50％・

15 人） 
Ⅱ類型（１年未満・

100％・20 人） 
Ⅰ類型（１年９か

月・50％・４0 人） 
Ⅲ類型（６か月・

20％・数人） 
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第３節 Ⅰ類型の事例 

１．Ｄ社の分析結果 

(1)抵抗の概略 

抵抗の概略は、以下のとおりである。同社は、焼却炉でものを燃やし、その際に発生する熱で

ボイラーを燃焼し、蒸気を発生させてタービンを回す発電事業を行っている。近年、経営的には

赤字が続いており、黒字転換を図るために、焼却炉の稼働スケジュールについて、80 日間の稼働

後に１週間止めて工事をして再度 80 日間稼働から 45 日間の稼働後に４あるいは６日間止めて工

事をして再度 45 日間稼働に操業スタイルを変更しようとした。その際に抵抗が生起している。そ

の抵抗時間は、５年である。抵抗の規模（比率）は、50％である。30 人の半数の 15 人からは、

不満の声等が上がり、残りの 15 人は無関心で、協力的ではなかったのである。組織内の雰囲気が

悪く、もともとのグループ間の人間関係は、それほど良いとは言えなかった。 

 
(２)抵抗の時間と除去判断 

①時間 

同社は、抵抗の時間について、アンケート調査問１(1)(2)の回答の中で、「2011 年４月末頃に抵

抗が生起した」「2016 年３月頃にその抵抗を除去できた」と回答している。その抵抗の時間を計

算すると、「５年」である。 
このインタビュー調査では、抵抗の時間について、アンケート調査と同じ「５年」であること、

抵抗の内容は操業スタイル変更後、その内容およびやり方に対して、従業員から不満の声が上が

ったことを指摘している。副工場長は、次のように述べている。 
 
「私は、事務グループリーダーとして 2009 年 12 月に入社しました。私の仕事内容は、日々の事務を回して決

算を締める仕事です。私は元銀行員で、決算を見るのは得意です。出来上がった数字を見れば何があったのか分か

ります。過去のデータはあるけれど、まとめていませんでした。一生赤字だったら、みんなが頑張っても、しょう

がないと思って、2010 年度は、現場で作業をしたり、過去データをまとめたり、会社が何をやっているのか、ど

ういうことをやったら、この数字になっていったのかを現場を回りながら事業性があるのかを調べました。当時

はコンサルタント的感覚でやっていたかもしれません。同じ従業員ですからみんなも本当のことを言ってくれる

ので、銀行員時代の調査よりは圧倒的にやりやすい、内情が分かりやすい状態ではありました。（中略）。最初の半

年くらいでデータまとめや解析が終わりました。2010 年度の後半には、次の予算を作ります。（それは）工場長の

仕事ですが、「私が作りますよ。」と言って、2011 年度の予算からは、私が作っています。本来は、工場長から「こ

ういう数字を出して。」と言われて、その数字を元に予算を作ります。予算作成は工場長の仕事ですが、「私は（予

算作成が）できるので案を作りますよ。」と提案しました。結局、それが採用されました。（中略）。実は 2010 年

度は、勝手にデータ分析をしているだけなので、抵抗は何もないのですが、2011 年度の予算を立てるにあたって、

今までの操業のやり方とは全く別のスタイルで予算を組みました。その予算を 2011 年度から履行してもらうため

に、2011 年１月にグループリーダーを対象に説明会をしました。本社の承認があって、２月に予算が決定します

ので、2011 年２月頃従業員に説明をしました。その時は、私は入社して１年目なので、入社間もない人が言い出

したみたいな感じです。元銀行員か、何か知らないけどみたいな感じでしょうか、それはあったと思います。仕事

内容は事務で、企画ではないので、小さい会社なので、「お前に何が分かるんだ」みたいな感じでしょう。（中略）。

2011 年４月に抵抗が発生しました。変えようとする最初に抵抗が大きかったです。「なぜそんなことしなきゃいけ

ないの？」と言われました。止まっているものを動かそうとした瞬間に１番摩擦が大きくて、１回動き始めると抵

抗はさっと行くといいますか、摩擦係数に変わるので、抵抗はありますが、前に動くという感じです。（中略）。や

はり回し始める時が、１番抵抗があると思います」 
 
同社は、抵抗の除去の時期について、変更の半年後、同年 10 月頃に、チームリーダーによる抵

抗現象が見られなくなり、その変更から１年後の 2012 年４月頃には職場内で変更についての反
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対の声が聞こえなくなった時期を指摘している。また、2014 年から開始したチーム再編について

もメリットが実感できたことで除去できたことを合わせて指摘している。その一方で、無関心の

従業員を能動的に変えることは難しく、完全に除去できたかどうかは不明であったことを指摘し

ている。副工場長は、次のように述べている。 
 

「2011 年４月から操業スタイルを変えて、成功してきて、半年くらいで、グループリーダーが納得して、最初

の１年間で、操業スタイルに関することは、全く文句を言わなくなりました。次に、2012 年に赤字になって 2013
年には黒字に戻りましたが、仲が悪いことによって、品質改善がされません。例えば、「あっちが悪い、こっちが

悪い。」と言っているので、理由をフィードバックしてあげれば、お互いの話を聞くことによって、改善ができた

かもしれません。そこで 2014 年に、チームを再編成して１人が前処理工程も焼却工程もできるような仕組みを作

りました。実際にやってみると、過去のチーム体制は休みがとりづらかったけれど、自分たちが計画的に休みをと

れるし、チーム内でも意外と話をしてみると、いい同僚が多い、というようなことも分かってきて、その辺で、抵

抗は除去できていったと思います。（中略）。しかし５年かかった中で、無抵抗の人を能動的にするのに時間がかか

ったと思います。今でも 100％能動的とは言えません。けれども、2014 年従業員の現場改善活動を始めて、現場

でチームを６チーム（なるべく仕事が同じ人達を）に分けて、日勤のスタッフも６チームの中に配属して、いわゆ

る小集団活動と言われる社内独自の活動を始めています」 
 

②除去判断 

同社は、除去の判断理由について、アンケート調査問１(3)の回答の中で、「新しい取組に対して、

反対したり不満を言ったりすることが無くなり、前向きに取組むのが当たり前の職場風土が感じ

られた」と回答している。 
このインタビュー調査では、抵抗の除去の判断について、①実際に行っていく中で、成功体験

を積むことによって納得している様子が見受けられたこと、②従業員間の不仲が解消され、不満

が聞こえなくなったこと、③会議の場で、前向きな改善に対する発言が見受けられるようになっ

たことを指摘している。副工場長は、次のように述べている。 
 
「操業スタイルの変更については、成功体験を積むことによって、グループリーダークラスは最初の半年くら

いで、このやり方は結構いけるみたいな感じになったと思います。（中略）。チームを再編した時、最初は、「いや

だ、いやだ。」と言っていたんですけれども、計画的に休みも取れるようになってきたし、まあ意外と話をしてみ

ると、いいやつが多いとなって、抵抗は除去できていったと思います。（中略）。ただ、５年かかったなかで、無抵

抗の人を能動的にするのに時間がかかりました。今でも 100％能動的とは言いませんが、2014 年４月に従業員の

現場改善活動を始めています。現場で仕事内容が同じ人達を６チームに分けて、いわゆる小集団活動を社内の独

自の活動としてやっています。改善したいことを提案して実施までやってもらいます。基本的には、みんなのアイ

デアをどんどん形に変えています。昔は、みんながタバコ部屋で愚痴でしか言っていなかったようなことを改善

活動の中で、発言をしてやるようになってきました」 
 

(３)抵抗の施策 

同社は、抵抗の施策について、アンケート調査問２の回答の中で、「３．経営戦略や方針等の変

更に関連して」を選択している。 

このインタビュー調査では、抵抗の施策について、2011 年４月から行った上述の操業スケジュ

ールの変更を指摘している。また、その結果、赤字から黒字へ転換しているが、2012 年度には設

備トラブルの修繕により再び赤字に陥り、再度、黒字に転換するためには従業員の意識改革を行

う重要性を感じ、2014 年４月からチームを活用した仕事改善活動へ取り組んでいることを指摘し

ている。副工場長は、次のように述べている。 
 
「弊社は電気を作っています。焼却炉でものを燃やした後にボイラーでお湯を沸かします。その蒸気を回収し

て、タービンを回して発電事業をやっています。焼却炉なので、１回火をつけたら 24 時間操業で、夜も交替勤務
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をしています。通常の定期メンテナンスは、火を落として、焼却炉の壊れた補修作業をします。 
当時は、焼却炉を 80 日間稼働後に１週間止めて工事をして、また 80 日間稼働させるという操業スケジュール

の予算を５年間当たり前のように立てていました。しかし、私が過去の操業データを解析した時に、80 日間連続

で稼働したことは１回もありませんでした。それにもかかわらず、その操業スケジュールの予算を組んでいまし

た。しかし、途中でトラブルが発生して、突然、業者を呼んで修理をしてもらうので、トラブルにかかる修繕費が

高くなっていました。どうして、できもしないスケジュールを組んでいるのか、私には不思議でした。 
過去のデータ結果からは、45 日間操業は、85％の確立で操業できていました。45 日間稼働して４日間止める、

あるいは 45 日間稼働して今度は６日間止めて期間のいる工事をやることで、連続の操業期間を短くした方が、ヒ

ット率が上がります。365 日×24 時間分の稼働率で利益が決まります。その稼働率を上げるのは、例えば、80 日

間操業できたとしても途中で止まっていて、結果、年間稼働率を計算すると、計画よりも少なくなります。 
確実に止めていけば、業者も日程調整をして、見積もりができるし、トラブルが発生してみんなが呼び出される

こともなくなるので、みんなも楽になるはずだという考えから、工場長に「私が予算書を作りますよ。」と承諾を

得て、新しく予算を組んで、みんなに話をしました。それが抵抗の始まりだったんです。（中略）。結果からいうと、

2011 年は初の黒字を出しています。しかし、2012 年に設備的なトラブルで、また大赤字に戻りました。操業スタ

イルに関しては、文句は言いませんけれど、2014 年に立て直しを図りました。従業員がもっと自発的に仕事改善

をしたいと言えるようにしたかったので、チームで仕事をすることによって、品質も上がっていくので、変更を行

いました」 
  

(４)抵抗の規模（比率） 

同社は、抵抗の規模について、アンケート調査問３の回答の中で、「抵抗していた人数は、組織

全体のおおよそ 50％くらいであった」と回答している。 
このインタビュー調査では、抵抗の規模について、全体 30 人の半数の 15 人からは抵抗があっ

たが、残りの 15 人は無関心で、協力的ではなかったことを指摘している。副工場長は、次のよう

に述べている。 
 
「私が感じたのは、50％の人は明確にいやだと言っていたと思います。30 人のうち（半数の）残りの 15 人は、

ただ言われたことをやる人達だけなので、それを抵抗に含めるのかどうかです。いわゆる賛同はしていないんで

すよ。工場長以外は、賛同者は１人もいなかったと思います。いろいろな無抵抗は、50％いた感じです」 

 

(５)抵抗の様相と要因 

①様相 

同社は、抵抗の様相について、アンケート調査問４の回答の中で、得点「５」を選択した項目

は、「１．あなたは、従業員が組織変革を理解するのに長くかかったと思いましたか」「２．あな

たは、従業員の仕事のやり方が変わるのに長くかかったと思いましたか」「３．あなたは、従業員

の意識が変化するのに長くかかったと思いましたか」「４．あなたは、そのマネジメント活動が予

想に反して進まないと思いましたか」「９．あなたは、議論が停滞していると思いましたか」「11．
あなたは、従業員からの返答がない、あるいは遅いと思いましたか」「13. あなたは、組織内に閉

塞感が蔓延していると思ましたか」「14.あなたは、人間関係の不満が聞こえてきたと思いました

か」「17 あなたは、成功体験に固執している従業員の言動があると思いましたか」「18. あなたは、

変化を嫌う職場風土があると思いましたか」「19. あなたは、従業員から組織変革に対する心配の

声があったと思いましたか」「20. あなたは、従業員には将来への不安があったと思いましたか」

「26. あなたは、組織変革に消極的イメージをもつ従業員がいたと思いましたか」「28. あなたは、

従業員が誤った認知をしていると思いましたか」「29. あなたは、慣れた仕事のやり方に固執する

従業員がいたと思いましたか」の 15 項目である。 
このインタビュー調査では、抵抗の様相について、当初、グループリーダーから不安と不満の
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声が上がり、それが現場へ伝わり、従業員の反対する声が見聞きされるようになったことを指摘

している。副工場長は、次のように述べている。 
 
「過去のデータ結果から、操業スケジュールを変更して新しく 2011 年度から履行するための予算を組んで話を

しました。それが抵抗の始まりです。当時、従業員は 30 人くらいでしたが、操業スケジュールの変更を行うと、

毎日の生活が変わるので、全員に影響します。従業員からは、「今まで通りでいい」と、聞こえてきました。（中

略）。私は、入社１年目なので、ぽっと出の人が、言い出したみたいな感じです。元銀行員か、何か知らないけど

みたいな感じはあったと思いますよ。小さい会社なので、お前に何が分かるんだ、みたいな感じがありました。

「俺らは、今まで 80 日間の操業を目指してやってきたのに、なぜそんな 45 日間操業で、こまごま、こまごま毎

回焼却炉を止める必要があるのか。」と、ディスカッションで言われました。説明しても、「それは分かるんだけれ

ども、やったこともないし、入社間もない人が言っていることだし、机上の空論でしょ、工事の回数も増える」と、

みんなは思っているわけです。（中略）。現状に対する不満はとてもありましたが、ここが難しいところだなと思っ

たのは、人は変ることに対してすごく抵抗をするんです。それは、意識下なのか無意識下なのかは分かりません

が、今までやってきたことを否定されたような気分になっているんです。しかも、やったことがないから 45 日間

の操業スケジュールでやったらうまくいくという保証もないんです。「変えたくないから理論的ではなく、とにか

く変わることに対して嫌なんですよ。まずは、グループリーダーが抵抗しました。組織全体に負け癖がついてい

て、やってもどうせだめですから、創業して５年間必死でやっているんだけれども、１回もうまくいったことが無

いから、みんなできなくて当たり前になっていて、心のどこかで、負けて当たり前みたいな思いがあったと思いま

す。私から見ると、以前の方が大変だなと思いましたが、それを５年間やってきたから従業員には普通です。「今

やっていることが、変わったから大変だ。」と、言ってきましたね。私は、50％の方は明確にいやだと言っていた

と思います。残りの 15 人は、ただ言われたことをやる人達だけなので、それを抵抗に含めるのかどうか、いわゆ

る賛同はしていません。工場長以外は、賛同者は１人もいなかったと思います」 
 

②要因 

a．悲観的状況（No.１－６）  

同社は、悲観的状況について、アンケート調査問４(1)－(6)の回答の中で、得点「５」を選択し

た項目は、「１．あなたは、従業員が組織変革を理解するのに長くかかったと思いましたか」、「２．

あなたは、従業員の仕事のやり方が変わるのに長くかかったと思いましたか」、「３．あなたは、

従業員の意識が変化するのに長くかかったと思いましたか」、「４．あなたは、そのマネジメント

活動が予想に反して進まないと思いましたか」の４項目である。 
このインタビュー調査では、悲観的状況について、抵抗者ではない従業員を能動的にするのに

時間がかかり、従業員の消極的状況を指摘している。副工場長は、次のように述べている。 
 

「（組織変革）が、５年かかったなかで、無抵抗の人を能動的にするのに時間がかかりました。今でも 100％能

動的とは言えません」 
 

b．オープンネス（No.７－12） 

同社は、オープンネスについて、アンケート調査問４(7)－(12)の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「９．あなたは、議論が停滞していると思いましたか」「11. あなたは、従業員から

の返答がない、あるいは遅いと思いましたか」の２項目である。得点の「１」を選択した項目は

ない。 
このインタビュー調査では、重要視していたチーム間のコミュニケーションがとれておらず仕

事上のトラブルが発生時に話し合いが持てる状況ではなく、責任転嫁が生起していたことを指摘

している。副工場長は、次のように述べている。 
 
「仕事の職種で、いくつかのグループに分かれています。当時、グループ内ではコミュニケーションをとってい

ましたが、グループ同士がとても仲が悪くて、トラブルが多いので、何かあった時に、他のグループのせいにして

いました。例えば、焼却炉がトラブルになった時も、それ以前に、前処理工程がありますが、その前処理の仕事ぶ
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りが悪いから、自分たちの焼却炉がトラブったと思っていました。けれども、前処理の人達は、焼却炉がトラブっ

ている時に、「本当に腕が悪いからいつも止めているな。」と言っていました。グループ間でのコミュニケーション

はあまりないし、どちらかというと、お互いがお互いのせいにしている感じでしたね。（中略）。操業スタイルを変

更する時に、みんなが、絶対に抵抗をすることは分かっていました。大きく変わってしまうことへの漠然とした不

安があることは想定していたので、私は、コミュニケーションをすごくとるようにしていました。現場のメンバー

に納得してもらわないといけないので、グループは別ですが、現場やタバコ部屋に行って、みんなと話をしたり、

声を掛けたりしましたね」 
 

c．消極的組織風土（No.13－18） 

同社は、消極的組織風土について、アンケート調査問４(13)－(18)の回答の中で、得点「５」を

選択した項目は、「13. あなたは、組織内に閉塞感が蔓延していると思ましたか」、「14.あなたは、

人間関係の不満が聞こえてきたと思いましたか」、「17. あなたは、成功体験に固執している従業

員の言動があると思いましたか」、「18. あなたは、変化を嫌う職場風土があると思いましたか」の

４項目である。得点の「３」「２」「１」を選択した項目はない。 
このインタビュー調査では、消極的組織風土について、抵抗が発生した時期の組織内の雰囲気

が悪かったこと、創業以来の赤字が続いているために従業員に諦めの気持ちがあり、会議でも発

言がなく、不満があったことを指摘している。副工場長は、次のように述べている。 

 

「最初は、雰囲気が悪かったです。もともと、赤字が続いて、トラブル続きで、すごく停滞していて、会社の雰

囲気自体が悪かったです。会議や打合せでは、シーンとして、誰も何も言いませんが、裏に回れば愚痴や不満はと

ても言っていました。従業員が、何かを言えない雰囲気ではなく、言っても意味がない、というみたいな諦めや負

け癖がありました」 
 

d．従業員の仕事観（No.19－24） 

同社は、従業員の仕事観について、アンケート調査問４(19)－(24)の回答の中で、得点「５」を

選択した項目は、「19. あなたは、従業員から組織変革に対する心配の声があったと思いましたか」

「20. あなたは、従業員には将来への不安があったと思いましたか」の２項目である。 
このインタビュー調査では、従業員の仕事観について、従業員は不安から退職を口にしたが、

この変革についての欠勤も退職もなかったことを指摘している。副工場長は、次のように述べて

いる。 
 
「大きく変わってしまうことへの不安、漠然とした不安があるだろうなというのはもともと想定していました。

（中略）。みんな来て給料をもらって、帰るだけの人なので、会社に来ればいいので、欠勤や退職はなかったです。

「もう辞めてやる。」と言う人は、たくさんいましたけれど、辞めた人は１人もいません。口だけで、みんな生活

がありますから。退職や欠勤は相当の出来事です」 
 

e．従業員の組織変革観（No.25－30） 

同社は、組織変革観について、アンケート調査問４(25)－(30)の回答の中で、得点「５」を選択

した項目は、「26. あなたは、組織変革に消極的イメージをもつ従業員がいたと思いましたか」「28. 
あなたは、従業員が誤った認知をしていると思いましたか」「29. あなたは、慣れた仕事のやり方

に固執する従業員がいたと思いましたか」の３項目である。得点の「３」「２」「１」を選択した項

目はない。 
このインタビュー調査では、組織変革観について、従業員が組織変革に対して、今までやって

きたことを根拠なく正しいと思い、知らないことへの不安があったことを指摘している。副工場
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長は、次のように述べている。 
 
「毎日の仕事には慣れがあります。ですから昨日とは違うことをやると、今でも従業員は言葉にできない恐怖

感を感じると思います。今までやってきたことと違うことをやるという時に、最初から構えます。変えることに対

して、すごく抵抗します。私が感じた思い込みは、根拠がないけど、今までやってきたことが正しいということで

す。本当の意味で、聞いてもらえないです。昨日までの仕事の忙しさとか楽さを知っているのに、やはり、知らな

いことや、やったことがないことに対して、例えば、「今より忙しくなったらいやだな」とか、「責任が増えたら嫌

だな」とか、多分その分からないものに対する不安が抵抗を生んでいると思います」 
 

(６)抵抗の除去 

同社は、抵抗の除去について、アンケート調査問５の回答の中で、得点「５」を選択した項目

は、「１．あなたは、率先して組織変革を推進しましたか」、「２．あなたは、トップダウンで組織

変革を推進しましたか」、「３．あなたは、組織変革前にキーマンに告知をしましたか」、「４．あ

なたは、従業員に組織変革のプロセスを開示しましたか」、「５．あなたは、従業員に自社の情報

を開示しましたか」、「６．あなたは、社内コミュニケーションの向上に努めましたか」、「９．あ

なたは、組織変革のために推進組織（チーム等）を作りましたか」、「10．あなたは、社内のキー

マンを推進組織（チーム等）メンバーにしましたか」、「11．あなたは、抵抗者を組織変革のため

の推進グループに取り込みましたか」、「14．あなたは、従業員に自社の将来イメージを明示しま

したか」、「15．あなたは、従業員に自社の業績について開示していましたか」、「18．あなたは、

従業員に短期的な成果を示しましたか」、「20．あなたは、抵抗者（グループ）に粘り強い話し合

いをしましたか」、「22．あなたは、抵抗者との信頼関係の構築に努めましたか」、「25．あなたは、

うまく進まなかった時に、できることから着手しましたか」、「31．あなたは、組織変革施策を仕

事の中に組み込みましたか」の 16 項目である。 
このインタビュー調査では、抵抗の除去について、キーマンを推進チームに入れることと小さ

な成功体験を組織全体につませることを指摘している。副工場長は、次のように述べている。 
 
「除去の方法は、キーマンを推進チームに取り込むこと、私の最初の事例でいうと、グループリーダーと、当然

工場長もですけれども、その人たちを推進チーム（に取り込んで）、賛同者になってもらうということが、最初な

のかなということが１つです。それから、２つ目は、改善にもつながるところ、小さな成功体験を組織全体に経験

させていく、この２点です」 
 

①リーダーシップ（No.１－６） 

同社は、リーダーシップについて、アンケート調査問５(1)－(6)の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「１．あなたは、率先して組織変革を推進しましたか」「２．あなたは、トップダウ

ンで組織変革を推進しましたか」「３．あなたは、組織変革前にキーマンに告知をしましたか」「４．

あなたは、従業員に組織変革のプロセスを開示しましたか」「５．あなたは、従業員に自社の情報

を開示しましたか」「６．あなたは、社内コミュニケーションの向上に努めましたか」の６項目で

ある。得点の「４」「３」「２」「１」を選択した項目はない。 
このインタビュー調査では、リーダーシップについて、職位によるリーダーシップではなく、

周りを巻き込んで変革していくリーダーシップが良いことを指摘している。副工場長は、次のよ

うに述べている。 
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「私はそもそも、指示や指導するリーダーが素晴らしいリーダーだとは思っていません。１人でできることは

限界があると思っています。リーダーは、周りを巻き込んで、チームアップしていける人だと思っているし、私

がそういうスタイルです。上に立って引っ張るイメージではありません。横の人にも上の人に対しても、リーダ

ーシップを発揮してもいいです。組織上のリーダーは工場長かもしれませんが、私がプロジェクトのリーダーで

はあるので、工場長はリーダーではありませんが、組織上の承認は得ます。私は、そういうリーダーシップスタ

イルが１番有効と思っています。（リーダーとして）キーマンを取り込みます。キーマンが賛同派になれば、そ

のキーマンがその下の人たちを賛同派にしていくだろうから、伝播していくイメージです。先ずは、キーマンを

推進チームに取り込むというのが肝かなと思っています」 
 

②参加（No.７－12） 

同社は、参加について、アンケート調査問５(7)－(12)の回答の中で、得点「５」を選択した項

目は、「９．あなたは、組織変革のために推進組織(チーム等)を作りましたか」「10. あなたは、社

内のキーマンを推進組織（チーム等）メンバーにしましたか」「11. あなたは、抵抗者を組織変革

のための推進グループに取り込みましたか」の３項目である。 
このインタビュー調査では、参加について、会社の活動に参加させるために、１チームの人数

を少なくしていることを指摘している。副工場長は、次のように述べている。 
 

「会社の活動に、参加していない人たちがたくさんいたので、チームに参加せざるを得ないようにしています。

なるべく、大きなチームにしません。１つの大きなチームは、（その中の）人数が多いとぶら下がり人員が出ます。

ですから、（１チームは）５、６名です。その５、６名でも多いかもしれません。チームを作る時は、なるべく、

ぶら下がりできないようなサイズにします」 
 

③設計（No. 13－18） 

同社は、設計について、アンケート調査問５(13)－(18)の回答の中で、得点「５」を選択した項

目は、「14. あなたは、従業員に自社の将来イメージを明示しましたか」「15. あなたは、従業員に

自社の業績について開示していましたか」「18. あなたは、従業員に短期的な成果を示しましたか」

の３項目である。得点「１」を選択した項目はない。 
このインタビュー調査では、設計について、組織変革の設計は予め行っていたが、実際に変革

を行う中で、変えていったことを指摘している。副工場長は、次のように述べている。 
 
「設計は最初からありました。経験しながら、感じながら、多少は形も変わってきたと思います。早く黒字に

したいし、働いている会社に誇りを持ってほしいし、仕事に自信をもってほしいからです。さらに、自分の仕事

は、ただ来て帰るだけではなくて、明日はこういうのを変えようとか、何かそういう前向きな仕事として捉えられ

るような組織にしていきたいなと思っていました」 
 

④説得（No.19－24） 

同社は、説得について、アンケート調査問５(19)－(24)の回答の中で、得点「５」を選択した項

目は、「20. あなたは、抵抗者(グループ)に粘り強い話し合いをしましたか」「22. あなたは、抵抗

者との信頼関係の構築に努めましたか」の２項目である。得点の「４」「３」を選択した項目はな

い。 
このインタビュー調査では、説得について、従業員の見えない不満も考慮して、従業員の話を

聞いてから組織変革施策の目的を伝えていく過程で、説得も行っていることを指摘している。副

工場長は、次のように述べている。 

 
「（説得は）しています。私は、現場の不満とか愚痴とかを聞いて、見えていない不満があるのかなと思っていま
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す。まあ、カチンとくる人もいますが、それは１つの意見として取り入れます。この人には何が不満の種なのかを

聞いてから、組織としてよくないところがあるのか考えます。（会社として）何をどう考えて、こういうことをや

っているんだよと、必ず伝えるようにしています。 
やはり（従業員は）、伝言ゲームをしていくので、伝わる過程で、中にはいけてないリーダーがいると、「上が

言っているからやらなあかんのよ。」みたいに言われると、本当に、何のためにやりたいかが伝わっていないケー

スがあるんです。ですから、「いや、そうではなくて、こういうことを思って、こういう運動はやっています」と

伝えると「そうなんですか」となります」 
 

⑤妥協（No.25－30） 

同社は、妥協について、アンケート調査問５(25)－(30)の回答の中で、得点「５」を選択した項

目は、「25. あなたは、うまく進まなかった時に、できることから着手しましたか」の１項目であ

る。 
このインタビュー調査では、抵抗者の意見や提案を取り入れて、変革のスピード化を図ること

やうまくいかない時には、やり方を変更することで目的を達成することを重視しているが、意見

や提案を表明しない従業員の抵抗の方が大きいと感じていることを指摘している。副工場長は、

次のように述べている。 
 

「（段階的に）私は、最終目指したゴールに対しては、その時、その時、一旦の妥協点は見出しています。一

旦、踊り場を作って、やり方を変えて、目指してやっています。最初のやり方に固執しません。私のポリシーで

もありますが、手段を目的化しないように意識しています。そもそも目的に向って進まないのであれば、手段を

変えていきます。（抵抗者の意見や提案なども取り入れないと）スピーディになりません。（抵抗者の意見や提

案など）それ自体は抵抗だと思っていません。むしろヒントです。ダンマリの方が抵抗としては大きいです」 
 

⑥強制（No. 31－36） 

同社は、強制について、アンケート調査問５(31)－(36)の回答の中で、得点「５」を選択した項

目は、「31. あなたは、組織変革施策を仕事の中に組み込みましたか」の１項目である。 
このインタビュー調査では、組織変革の施策を仕事として行うために、チームリーダーをシャ

ッフルして、リーダーが他の仕事も理解できるようにしたことを指摘している。副工場長は、次

のように述べている。 
 

「（強制的に）組織（構造）を変更しています。リーダーの変更もやっています。（抵抗者の中のリーダーも）変

えています。ただ降格という形ではなく、その時の人材の話になります。ここ（の段階）までは、この人でうまく

いったけど、ここ（の段階）から次を目指すなら、他の人がいいというのもあるので、リーダーをシャッフルする

ような感じです。それに応じてポジション替えをして、リーダー自身も他の仕事を覚えることによって、裾野が広

がります。そこの多能工化のような、視野を広げるのも狙っていました。基本的には、ここまではこのリーダーで

きたけど、ここからはうまくいかないなという時は、組織（構造の）変更もやっています」 
 

(７)抵抗のマネジメント：除去と織り込み済 

①除去 

同社は、抵抗のマネジメントにおける除去について、アンケート調査問６(1)（自由記述）の回

答の中では、抵抗をもっとうまく除去できたと思われる具体的な方法について、「特になし」と回

答している。 
このインタビュー調査では、仕事の多能工化を図る過程で、休暇の取得率向上や、仲間意識の

醸成によって、抵抗現象を除去できたことを指摘している。副工場長は、次のように述べている。 
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「これ（抵抗が除去できたこと）については、チーム間の仕事、相手の仕事、自分の仕事もしなければいけな

いような多能工化をしたことです。「組織を変えます」といった時は、最初は、これもものすごく抵抗がありまし

た。もともと、中の悪い従業員の中にみんな放り込まれることになるので、すごく、「やだ、やだ」と言う従業員

もいました。（中略）。また分からない感じになるから抵抗するわけです。過去のスタイルは、焼却は２人番なの

で、１人が休むと、１人で焼却炉は動かせません。ですから体の調子が悪いとか、家族の何かがあると言っても休

めませんでした。しかし、実際にやってみると、３人番にすることによって、自分たちが計画的に休みをとれま

す。年休取得率が低く、もともとそれも狙いの中の１つではありました。そういうことを実感していくと、自分に

もいいことがたくさん起ってきます。例えば、計画的に休みも取れるようになってきたし、話をしてみると、お互

いに、意外といい人が多いということもあったので、抵抗は除去できていったと思います」 
 

②織り込み済 

同社は、抵抗のマネジメントにおける織り込み済について、アンケート調査問６(2)（自由記述）

の回答の中で、「①キーマンを推進チームに取り込む、②小さな成功体験を組織全体に経験させる

という２点しか除去の方法は無いと思っています。（中略）」と回答している。 

このインタビュー調査でも同様であるが、抵抗を除去するために予め考え、抵抗をマネジメン

トするという視点（抵抗している従業員を除去するのではない）を指摘している。副工場長は、

次のように述べている。 

 

「２つあります。最初に、キーマンを推進チームに取り込むことです。私の事例でいうと、工場長とグループリ

ーダーに推進チームに入ってもらって、賛同者になってもらうことです。それから、２つ目は、改善にもつながる

ところですが、小さな成功体験を組織全体に経験させていくことです」 
 

２．Ｆ社の分析結果  

(1)抵抗の概略 

抵抗の概略は、以下のとおりである。同社は、ジェネリック医薬品を製造する製薬会社である。

受託製造を中心とした収益の立て直しを図るために、受託事業部を立ち上げ後、従業員教育を開

始している。その際に抵抗が生起している。その抵抗時間は、１年９か月である。抵抗の規模（比

率）は、50％である。従業員 160 人の半数以上（抵抗者である役員とその取り巻きである従業員）

が、難癖をつけて返す等の抵抗を示したのである。もともと、従業員は、職場に不満を持ってい

ても、声に出すと上司から、排除されていたので、何も言わない従業員だけが残っていたために、

多くの従業員は受け身の姿勢になっており、もともとの人間関係は、それほど良いとは言えなか

った。 

 

(２)抵抗の時間と除去判断 

①時間 

同社は、抵抗の時間について、アンケート調査問１(1)(2)の回答の中で、「2016 年 10 月頃に抵

抗が生起した」「2018 年７月頃にその抵抗を除去できた」と回答している。その抵抗の時間を計

算すると、「１年９か月」である。 
このインタビュー調査では、抵抗の時間について、アンケート調査と同じ「１年半から２年以

上」であることが判明している。抵抗の内容については、組織変革の施策を開始直後の段階では、

抵抗現象は見られなかったが、進めようとする段階で抵抗現象が見受けられたことを指摘してい

る。そして、2016 年 10 月頃から徐々に抵抗が生起したことを指摘している。執行役員は、次の

ように述べている。 
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「2016 年１月からその会社へ行っています。10 月から本格的に事業部になりました。10 月に行ったときには、

抵抗はすぐにはありませんでした。10 月から抵抗があったわけではありませんが、親会社のホールディングス会

社に従って、親会社のやり方で仕事を進めようとすると、やはり抵抗はありました。（中略）。やろうとしているこ

とに対しては、嫌がらせではないですけれども、難癖をつけてきました。発言もそうです。例えば、稟議書につい

ても必ず何か難癖をつけてきました。極めて幼稚な内容ですけれども、論理的な説明が通りません。感情的という

か、感覚的というところが多くて、こちらはロジックで説明していますが、中々意図的か能力的にか分かりません

けれども、理解しない、そういうところはありました」 
 
同社は、抵抗の除去の時期について、人の入れ替えを行うことによって、抵抗者の取り巻きが

居なくなり、今までの意識や感覚が通用しなくなると理解するようになるまでに１年半から２年

以上かかったと指摘している。執行役員は、次のように述べている。 
 
「ついて来られない人達が辞めていったことです。（中略）。それから、その抵抗者の取り巻きが居なくなったと

いうことです。その抵抗者の感覚、そういう意識が通用しなくなったということです。つまり、１つには、親会社

が上場したことで、上場審査やコンサル的に証券会社が入ってきます。その抵抗者が財務を担当しているにも関

わらず、今の時代の流れに対応できないわけです。本来は、管理本部を通して我々のところに資料がくるはずが、

外部の方が、社内の財務担当者が対応できないのが分かっているから、そこを通りません。その時に、抵抗者本人

が、居る価値がないことを自覚したと思います。そういう意味では、一流の大手の証券会社や監査法人が入ってき

たので、そこに対応できない人達が辞めざるを得なくなったということになります。私のところに直接話が来る

ので、対応すると、証券会社や監査法人が納得します。その仕事に対応できないと、相手にされないということで

す。それから、親会社が何人も財務に派遣させていましたが、抵抗者が、（仕事について）指摘してきた従業員を

みんな辞めさせているんです。自分自身もできないのかも分からないです。意図的か分からないですが、経営側は

その数字を信用してやっていますが、１週間後に決算前に、ガラッと変わったりします。毎月、毎月そういう状態

で、総崩れになっても、抵抗者は平気で、早く辞めてもらった方がよいと思いますが、それがなかなかできなかっ

たのが、会社の黒字化が遅くなった原因だと思います。（中略）。人間はすぐに変われるものではないです。ですか

ら、もっと早くに、人の入れ替えをやっていたら、もっと早くに変わったと思います。やはり、抵抗が除去できた

と思うまでに、１年半から２年以上かかったように思います」 
 
②除去判断 

同社は、除去の判断について、アンケート調査問１(3)の回答の中で、「管理職の発言、行動の変

化（これまでは、生産量、生産金額、予実管理には全く関心がなかったが、毎月の報告書および

昼食などのミーティング等で、製造工程の管理職から、「今月の予算達成のため○○を優先して製

造して出荷する」等の発言が出るようになった。）」と回答している。 
このインタビュー調査では、抵抗の除去の判断理由は、①物事がスムーズに進むようになった

こと、②今までの感覚や意識が通用しなくなったことを指摘している。執行役員は、次のように

述べている。 
 
「例えば、３年で黒字にしようと計画しても、２年間抵抗されたら、物事がスムーズに進まないので、組織変革

は５年かかるわけです。やっと、昨年、その抵抗者である役員が辞めて、今は割とスムーズに物事が進んでいま

す。ついて来られない人達が辞めていって、その抵抗者の取り巻きが居なくなったということです。それから、そ

の抵抗者の感覚や意識が通用しなくなったということです」 
 

(３)抵抗の施策 

同社は、抵抗の施策について、アンケート調査問２の回答の中で、「３．経営戦略や方針等の変

更に関連して」を選択している。同社は、ジェネリック医薬品を製造する製薬会社である。 
このインタビュー調査では、抵抗の施策について、受託製造を中心とした収益向上を図るため

に部門の設立や発表会など、さまざまな取組みを試行したのだが、そのために従業員の意識改革
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を図り、その際に抵抗が生起したことを指摘している。執行役員は、次のように述べている。 
 
「私がその会社に行き始めたのは、2016 年１月からです。同年 10 月から執行役員として就任しました。その

会社は、昔ながらの風習での販売スタイルでやっていましたので、田舎の中小企業を今時の時代に沿った中小企

業に変革していこうとしました。もっと企業の収益の変革を図ろうとしました。具体的には、自社での販売と受託

製造という２つの柱がありました。受託製造を中心とした収益構造にしていくという変革です。そこで、受託事業

部を立ち上げました。（中略）。次に、従業員の教育をスタートしました。会社の方針や年度計画などの発表会は、

トップも含めてやりました。会議では、テレミーティングもありました。各部門でも毎月ミーティングを行って、

発表会をやっていました。従業員は、受託製造は下請けの意識があって、自分達では何もコントロールできないか

ら、言われたとおりに作るという意識がありました。しかし私は、受託製造は下請けではなく、委託している製造

会社の委託部門という位置づけで、ビジネスパートナーとして意識をもたせようとしました」 
 

(４)抵抗の規模（比率） 

同社は、抵抗の規模について、アンケート調査問３の回答の中で、「抵抗していた人数は、組織

全体のおおよそ 60％くらいであった」と、と回答している。 
このインタビュー調査では、抵抗の規模について、全体 160 人の半数以上が抵抗しており、ア

ンケート調査の回答を裏付ける内容を指摘している。執行役員は、次のように述べている。 
 

「60 数年ものんびりと丼ぶり勘定でやってきている会社です。今までのんびりやってきた人達は、上からのも

のすごい圧力で、従わないものはみんな排除されていたので、イエスマンだけ残っていました。不満を持っていて

も言うことを聞くだけのような人達しかいませんでした。手を上げて声を出したら、上から排除されていたので、

皆は何も言わないのが１番良かったんです。（中略）。彼らは、ある意味では悪くないわけです。（中略）。受け身で、

言うことだけを聞いていればよかった人達に、「どう思っているんだ？」とか「どう考えているんだ？」とか、「自

分で考えろ、手を上げて発言しろ」とか「申し出をしろ」とか、自分から手を上げて、自分から発言して、「自分

から行動を起せ」と言い続けるわけですから、（彼らも）相当抵抗を感じていたわけです。（160 人のうち）半分く

らい入れ替えになっていると思います。特に、若い方です。もちろん、管理職もいます。来てもらった人たちも、

そこにいた人達となかなか話が通じないということで、指導する側が辞めていったケースもあります」 
 

(５)抵抗の様相と要因 

①様相 

同社は、抵抗の様相について、アンケート調査問４の回答の中で、得点「５」を選択した項目

は、「１．あなたは、従業員が組織変革を理解するのに長くかかったと思いましたか」「２．あな

たは、従業員の仕事のやり方が変わるのに長くかかったと思いましたか」「３．あなたは、従業員

の意識が変化するのに長くかかったと思いましたか」「４．あなたは、そのマネジメント活動が予

想に反して進まないと思いましたか」「11．あなたは、従業員からの返答がない、あるいは遅いと

思いましたか」「13. あなたは、組織内に閉塞感が蔓延していると思ましたか」「14．あなたは、人

間関係の不満が聞こえてきたと思いましたか」「15．あなたは、従業員にはやる気がないと思いま

したか。」「16．あなたは、上司から無理な圧力を感じた従業員がいたと思いましたか」「18．あな

たは、変化を嫌う職場風土があると思いましたか」「20．あなたは、従業員には将来への不安があ

ったと思いましたか」「23．あなたは、仕事量の増加を嫌がる従業員がいたと思いましたか」「24．
あなたは、仕事の責任範囲が不明確であると思いましたか」「25．あなたは、従業員が組織を信頼

していないと思いましたか」「26．あなたは、組織変革に消極的イメージをもつ従業員がいたと思

いましたか」「28．あなたは、従業員が誤った認知をしていると思いましたか」「29．あなたは、

慣れた仕事のやり方に固執する従業員がいたと思いましたか」「30．あなたは、組織変革を妨害す

る従業員がいたと思いましたか」の 18 項目である。 
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このインタビュー調査では、抵抗の様相について、①管理部門のトップからは難癖をつけて返

すなどの発言や行動、②行動が伴わないこと、③工場の従業員には感情的な発言があったことを

指摘している。執行役員は、次のように述べている。 
 
「管理部門のトップからの抵抗がありました。そこが、親会社であるホールディングス会社に対して、新しいや

り方をさせることをよく思っていないわけです。今まで、管理部門のトップで、部下に何でも言うことを聞かせて

いました。役員としてのポジションはありますけれども、実質的にホールディングス会社からの指示で動かされ

るようになって、あまり自分の意思は通らなくなりました。つまり、親会社からの指示の実行部隊でしかなかった

ので、年齢的なファクターや時代背景と、これまでの長い歴史の中におけるポジションや、やり方への執着があっ

たために、われわれ親会社側の人間もそうですけれども、やり方が変わることにはすごく抵抗を示していました。

（中略）。忙しいので、新規に雇用しようとしても、現場の役員は、人を入れませんでした。その抵抗者の役員は、

「やっています、やっています。」と言いますが、やっていませんでした。（中略）。工場側の従業員は、今までは

数字のことも言われておりませんし、納期はもちろん守るようにはしていたんだろうと思いますけれども、納期

に合わせた生産に対しては、意識が低かったように思います。自分たちの材料がいつ入って、この工程がいつ空い

ているから、いつ仕上がるから、出荷はいつになるので納期の時期はいつだという組み立てになっていました。一

連の生産管理システムがなかったので、サプライチェーンがつながっていませんでした。原料がいつ入って、製造

されて、出荷されるというところの生産計画がなかったので、そこを作るというところでも、だいぶ抵抗があった

ように思います。（中略）。今まで何とか成り行きでやってきて、そういうところに、「予実管理をしなさい、目標

管理をしなさい。」と言っても、「なんで、そういうことをしないといけないのか？」と言うわけです。（中略）。や

ろうとしていることに対しては、難癖をつけてくるということがありました。発言もそうですし、例えば、稟議書

についても、極めて幼稚な内容ですけれども、必ず何か難癖をつけてきました。感情的というか、感覚的というと

ころが多いと感じました」 
 

②要因 

a．悲観的状況（No.１－６）  

同社は、悲観的状況について、アンケート調査問４(1)－(6)の回答の中で、得点「５」を選択し

た項目は、「１．あなたは、従業員が組織変革を理解するのに長くかかったと思いましたか」、「２．

あなたは、従業員の仕事のやり方が変わるのに長くかかったと思いましたか」、「３．あなたは、

従業員の意識が変化するのに長くかかったと思いましたか」、「４．あなたは、そのマネジメント

活動が予想に反して進まないと思いましたか」の４項目である。 
このインタビュー調査では、悲観的状況について、一般的であるが、抵抗者が抵抗する時間（生

起から収束まで）が長ければ、組織変革の全体にかかる時間も長くなることを指摘している。執

行役員は、次のように述べている。 
 

「例えば、３年で黒字にしようと乗り込んでも、その抵抗者が辞めるまでに２年かかったら（２年抵抗された

ら）、組織変革は５年かかるわけです。ですから、今の会社ももっと早くに、人の入れ替えをやっていたら、もっ

と早くに変わったと思います。やっと、昨年、その抵抗者の役員が辞めて、今は割とスムーズに物事が進んでいる

ようです」 

 

b．オープンネス（No.７－12） 

同社は、オープンネスについて、アンケート調査問４(7)－(12)の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「11. あなたは、従業員からの返答がない、あるいは遅いと思いましたか」の１項

目である。得点「１」を選択した項目はない。 
このインタビュー調査では、オープンネスについて、組織変革を行う際の社内の情報は職位の

上下には伝わりにくいこと、その反面、管理職同士間は横に早く流れやすかったこと（一部の人

間だけは流れやすい）、社内ではフランクにコミュニケーションがとれていなかったことを指摘し

ている。執行役員は、次のように述べている。 
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「従業員同士のコミュニケーションは、あまりなかったです。なかったというのは、一般の若い子たちがどうし

ていたかは、私は知らないです。ただ、管理職同士では、何かトラブルがある時や、課題がある時はやっていまし

た。しかし、普段は、それほどコミュニケーションの現状は見ていません。社内では、いわゆる職位の上下にはあ

まり情報が流れないけれども、横に流れていて、同じ課長同士、同じ係長同士、一般従業員同士は、横にはあっと

いう間に情報が流れていました。（中略）。会社全体としてのコミュニケーションは、昔からいた人達はとれていた

と思います。私たちは、親会社から乗り込んできたので、従業員にとっては、横ではなく、職位が上のような認識

だったと思うので、ですから横同士はもっとフランクにお話しができていたと思いますが、我々とはフランクに

お話しできなかったように思います」 
 

c．消極的組織風土（No.13－18） 

同社は、消極的組織風土について、アンケート調査問４(13)－(18)の回答の中で、得点「５」を

選択した項目は、「13. あなたは、組織内に閉塞感が蔓延していると思ましたか」「14.あなたは、

人間関係の不満が聞こえてきたと思いましたか」「15. あなたは、従業員にはやる気がないと思い

ましたか」「16.あなたは、上司から無理な圧力を感じた従業員がいたと思いましたか」「18. あな

たは、変化を嫌う職場風土があると思いましたか」の５項目である。得点「４」「３」「１」を選択

した項目はない。 
このインタビュー調査では、消極的組織風土について、抵抗の生起当初は職場の雰囲気は良く

ないこと、閉塞感があり以前の上司圧力による消極的風土があったこと、表面上だけの賛成（従

順）があったことを指摘している。執行役員は、次のように述べている。 
 

「抵抗が発生した時期の雰囲気は、あまりいいものではありませんでした。なかなかですよね。大部分な人は、

従順なわけです。ですから、我々は、受け容れてもらえたんだろうと思います。（中略）。賛成派と反対派がいます。

抵抗勢力側と、推進派がいるとしたら、今まで、上から圧力をかけられて、言うことだけを聞いていた人達です。

言うことを聞かないとか、意見を言うと、はじかれたり、辞めさせられたりしていたので、結局残っている人達と

言うのは、ある意味、言うことを聞く人達です。しかし、やはり１番怖いのは、表面上だけ我々に合わせているこ

とです」 
 

d．従業員の仕事観（No.19－24） 

同社は、従業員の仕事観について、アンケート調査問４(19)－(24)の回答の中で、得点「５」を

選択した項目は、「20. あなたは、従業員には将来への不安があったと思いましたか」「23. あなた

は、仕事量の増加を嫌がる従業員がいたと思いましたか」「24. あなたは、仕事の責任範囲が不明

確であると思いましたか」の３項目である。 
このインタビュー調査では、従業員の仕事観について、従業員のうち半数の入れ替わりや若年

従業員の退職に関しての管理職への不信（自己保身のために仕事する）を指摘している。執行役

員は、次のように述べている。 

 
「2017 年、2018 年の頃だと思いますが、変革をして、１年か１年半か経ったくらいに、ついてこられない人は

辞めています。従業員 160 人のうち、半分くらい入れ替えになっていると思います。もちろん、管理職もいます

けれども、特に、若い従業員が辞めています。来てもらった人たちも、そこにいた人達となかなか話が通じないと

いうことで、指導する側も辞めていったケースもあります。（中略）。若い従業員は、現場の役員を辞めさせないこ

とは、親会社のトップに対しても腹が立つというのもありますが、従業員からも「なんで？」という声がありま

す。でも、その人に逆らうと自分の身が危ないというのもあるので、なかなかジレンマを感じながらやっていた従

業員もいると思います。問題意識を持って本当にキーとなる子は、何人か辞めています。それは、その人が辞めさ

せていました」 
 

e．従業員の組織変革観（No.25－30） 
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同社は、組織変革観について、アンケート調査問４(25)－(30)の回答の中で、得点「５」を選択

した項目は、「25. あなたは、従業員が組織を信頼していないと思いましたか」「26. あなたは、組

織変革に消極的イメージをもつ従業員がいたと思いましたか」「28. あなたは、従業員が誤った認

知をしていると思いましたか」「29. あなたは、慣れた仕事のやり方に固執する従業員がいたと思

いましたか」「30. あなたは、組織変革を妨害する従業員がいたと思いましたか」の５項目である。

得点「３」「２」「１」を選択した項目はない。 
このインタビュー調査では、組織変革観について、従業員に組織変革の必要性を丁寧に、時間

をかけて説明したことで、従業員の思い込みはなかったこと（信頼の構築、正確な認知）を指摘

している。執行役員は、次のように述べている。 

 

「できるだけ分かるように説明をしていたつもりですので、思い込みによる抵抗はなかったように思います。

経営側の話をしただけではだめなので、どういう意味という説明をしていかないといけないので、自分の部門に

ついては、１時間、２時間しゃべらないといけないようなこともありました。そういうふうに丁寧に説明したつも

りですし、１つ１つの事象についても丁寧に説明をしていったつもりではあります」 
 

(６)抵抗の除去 

同社は、抵抗の除去について、アンケート調査問５の回答の中で、得点「５」を選択した項目

は、「１．あなたは、率先して組織変革を推進しましたか」、「２．あなたは、トップダウンで組織

変革を推進しましたか」、「３．あなたは、組織変革前にキーマンに告知をしましたか」、「４．あ

なたは、従業員に組織変革のプロセスを開示しましたか」、「５．あなたは、従業員に自社の情報

を開示しましたか」、「８．あなたは、全従業員に組織変革のための説明会を開催しましたか」、「９．

あなたは、組織変革のために推進組織(チーム等)を作りましたか」「10．あなたは、社内のキーマ

ンを推進組織（チーム等）メンバーにしましたか」、「13．あなたは、従業員に企業理念や経営ビ

ジョンを明示しましたか」、「14．あなたは、従業員に自社の将来イメージを明示しましたか」、「15．
あなたは、従業員に自社の業績について開示していましたか」、「17．あなたは、従業員に組織変

革の目的が浸透していたと思いますか」、「18．あなたは、従業員に短期的な成果を示しましたか」、

「19．あなたは、従業員に経営トップの方針を理解させるように説明しましたか」、「24．あなた

は、従業員に社内の行動規範を丁寧に説明しましたか」、「25．あなたは、うまく進まなかった時

に、できることから着手しましたか」、「31．あなたは、組織変革施策を仕事の中に組み込みまし

たか」、「32．あなたは、組織変革の推進のために責任者を変更しましたか」「34．あなたは、抵抗

者とみなされる従業員を交替・異動させましたか」の 19 項目である。 
このインタビュー調査では、抵抗の除去について、影響力のあるキーマンを取り込んで意識を

変えていくことと、第三者による教育を指摘している。執行役員は、次のように述べている。 

 

「抵抗を除去できるのは、やはり影響がある人（キーマン）の意識を変えていかないと進まないので、リーダ

ーとなる人（キーマン）をまずは、こちらに引き込んでいくというのが１つです。それから、もっとダイナミッ

クなことをするとなると、外部から人を入れて教育をお願いすることです。従業員を教育していただくために、

他社の OB や、その地域の大学の場合は、中小企業を対象として、品質改善などのアドバイスをするセンターが

あるので、そういうところと契約をして指導をしていただきます。他社の OB の方や他社を退職していろいろな

ノウハウをお持ちの方を１年、２年契約をして指導してもらうこともしました。キーとなるような管理職を自己

啓発のために、講座やセミナーに派遣しました。社内でも講師を立てて、教育をしていく、主要となるところに

は、以前からいた従業員を上に上げていくことがいいんですけれども、やはり限界があるんです。ですから主要

な部門には、外部から人を入れていくことをしないと、なかなかそこの 60 年の歴史の中で、自前で育てて、上

げていくというのは、難しい。これは、中小、どこの会社でもそうだと思います。（中略）。（外部からの方
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が）（従業員の意識や行動は）少しずつは変わりますが、やはりトップから（組織変革の必要性は）落としてい

かないと、難しいと思います。そこにいた人達は、十分な教育を受けていない、そこの中のやり方でずっとやっ

てきています」 
 

①リーダーシップ（No.１－６） 

同社は、リーダーシップについて、アンケート調査問５(1)－(6)「リーダーシップ」の回答の中

で、得点「５」を選択した項目は、「１．あなたは、率先して組織変革を推進しましたか」「２．あ

なたは、トップダウンで組織変革を推進しましたか」「３．あなたは、組織変革前にキーマンに告

知をしましたか」「４．あなたは、従業員に組織変革のプロセスを開示しましたか」「５．あなた

は、従業員に自社の情報を開示しましたか」の５項目である。得点「３」「２」「１」を選択した項

目はない。 
このインタビュー調査では、リーダーシップについて、リーダーが率先して社内情報の開示・

浸透し、下請け意識の払拭を図ったことを指摘している。執行役員は、次のように述べている。 
 
「先ず、製造現場の人達に、売上や利益の数字の感覚を持たせて、彼らが自主的に製品を製造して、これを計画

通りに生産することの必要性を認識させることをやりました。それは受託製造部員にも（同様）です。彼らには受

託製造は、下請け的な意識があって、自分達では何もコントロールできないから言われたとおりに作るという意

識がありましたが、受託製造は下請けではなく、製造会社の委託部門ということで、ビジネスパートナーとして、

能動的にそういうアクションを起こすような意識をもたせようとしました。（中略）。（抵抗を除去できるのは）

先ずは、やはり影響がある人（キーマン）の意識を変えていかないと進まないので、そこのリーダーとなる人、つ

まりキーマンとなる人をこちらに引き込んでいくというのが１つです。それから、もっとダイナミックなことと

なると、外部から人を入れて教育をお願いすることです。（外部から人を入れて）少しずつは変わりますが、やは

りトップから（組織変革の必要性は）落としていかないと、難しいと思います」 
 

②参加（No.７－12） 

同社は、参加について、アンケート調査問５(7)－(12)「参加」の回答の中で、得点「５」を選択

した項目は、「８．あなたは、全従業員に組織変革のための説明会を開催しましたか」「９．あな

たは、組織変革のために推進組織（チーム等）を作りましたか」「10. あなたは、社内のキーマン

を推進組織（チーム等）メンバーにしましたか」の３項目である。 

 このインタビュー調査では、参加について、管理職育成のための朝会の開催とそこにおける啓

蒙活動によって支持者の巻き込みを図ったことを指摘している。執行役員は、次のように述べて

いる。 
 

「管理職クラスとは、いろいろなミーティングで話をしていきました。朝会とか昼会で、受託製造は、工場と密

接な関係がありますので、出来るだけ工場の人達と話しました。朝会は、毎朝８時半から 10 分から 15 分です。

それは工場の中の管理部門、生産管理部門です。そこに私も机を置いていました。（その内容は）毎日、そこの工

場管理部門にはホールディングスや受託事業部が考えていること、受託製造とはどういうことか、薬品とはどう

いうものなのか、なぜ彼らを管理職として育てなければいけないのか、彼らを育てないと組織も育たないし、組織

も従業員に教育もできないということです。先ずは管理職を教育するために、朝会で啓蒙をしていきました。（中

略）。改革のためのチームは作っていません。組織（体制）を変えました。社長と役員として行って、何人か巻き

込んでいきました。そこで幸をそうしたのは、朝会だと思います。毎日、毎日、毎日、各部門で仕事の報告とかす

る時に、布教活動をしました。「親会社は、こうしようとしている」とか「あなたたちはこうあるべきだ」「こうし

てほしい」とか「こういう考え方でやる」「注文書と注文請書というのは個別契約だ」とか「なぜ納期を守らなけ

ればいけないのか」「会社同士の約束でもあるけれども、その薬が間に合わなかったら、患者さんが亡くなってし

まいます」それを認識していなければいけません。この業界では、それは他人ではなく、自分の最愛の人にこの薬

が届かなかったら、亡くなると思っていなくてはいけません」 
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③設計（No.13－18） 

同社は、設計について、アンケート調査問５(13)－(18)「設計」の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「13. あなたは、従業員に企業理念や経営ビジョンを明示しましたか」「14. あなた

は、従業員に自社の将来イメージを明示しましたか」「15. あなたは、従業員に自社の業績につい

て開示していましたか」「17. あなたは、従業員に組織変革の目的が浸透していたと思いますか」

「18. あなたは、従業員に短期的な成果を示しましたか」の５項目である。得点の「２」「１」を

選択した項目はない。 
このインタビュー調査では、設計について、管理職への啓蒙として社内情報（営業、経営数字、

お客様紹介、課題）の明示、品質改善へのコメントを指摘している。執行役員は、次のように述

べている。 
 
「先ずは管理職を教育するために、朝会で啓蒙をしていきました。それから、昼に工場の管理職の人達のミー

ティング、昼会が 10 分くらいありますので、そこに出ていき、受託の営業の情報を言っていきます。それから数

字を必ず言います。売上や達成率、利益を言っていきます。それからトピックスとして、その時のお客様から紹介

いただいたことや、課題（今、緊急でこれが急いでいるとか、これを何とかしてほしい）ということを続けました。

それとは別に、私が行く前から品質改善をやっていました。各製造現場が各部門でチームを組んで、いろいろな品

質改善の取り組みをしていきます。（私は）検討会や発表会に出て、それぞれの評価やコメントをしていきました」 
 

④説得（No.19－24） 

同社は、説得について、アンケート調査問５(19)－(24)「説得」の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「19. あなたは、従業員に経営トップの方針を理解させるように説明しましたか」

「24. あなたは、従業員に社内の行動規範を丁寧に説明しましたか」の２項目である。 
このインタビュー調査では、説得について、従業員が思い込みをしないように時間をかけて丁

寧な説明を行ったことを指摘している。執行役員は、次のように述べている。 
 
「思い込みによる抵抗はなかったように思います。できるだけ分かるように説明をしていたつもりです。経営

側の話をしただけではだめなので、どういう意味があって、という説明をしていかないといけないので、私の部門

については、１時間、２時間しゃべらないといけないようなこともありました。そういうふうに丁寧に説明したつ

もりです。１つ１つの事象についても丁寧に説明をしていったつもりではあります」 

 

⑤妥協（No.25－30） 

同社は、妥協について、アンケート調査問５(25)－(30)「妥協」の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「25. あなたは、うまく進まなかった時に、できることから着手しましたか」の１

項目である。 
このインタビュー調査では、妥協について、企業と従業員の意識には大きなズレがあったがギ

ブアップしたこと、期日が決まっている上場を進めるために所定労働時間減少、手当や基本給の

値上げを指摘している。執行役員は、次のように述べている。 
 
「数字を見せながら、従業員に舵取りをさせなければいけないとなると、なかなかこちらの期待や要求するも

のと、彼らが受け入られるものと対応できるものとは、大きなズレがありました。考え方とか、意識とか、従業員

にこちらが言った言葉の意味が通じない、こちらも従業員のいうことが理解できない、彼らは、彼ら達用語を使い

ますが、なかなかそういうコミュニケーションが取れないので、我々が頼んで指導に来てもらっているんだけれ

ども、指導に来た方が悩んでしまって、１年でギブアップしたという事例もあります。我々は親会社として、責任

と義務があります。親会社として、子会社として上場するためにキーの会社としなければいけなかったので、時間

も決まっているとなると、やはり前に進めるしかありません。（中略）。社長と私と決めたことは、現場の従業員
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によい思いをさせようと思いました。ですから、所定労働時間を減らすこと、次に、手当を上げること、次に、基

本給を上げていこうというのを決めてやりました」 
 

⑥強制（No.31－36） 

同社は、強制について、アンケート調査問５(31)－(36)「強制」の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「31. あなたは、組織変革施策を仕事の中に組み込みましたか」「32. あなたは、組

織変革の推進のために責任者を変更しましたか」「34. あなたは、抵抗者とみなされる従業員を交

替・異動させましたか」の３項目である。 
このインタビュー調査では、強制について、抵抗者（現場のトップ）の退職を図って強引に進

めることも１つの方法であることを指摘している。執行役員は、次のように述べている。 

 
「企業変革する時に思うのは、本当に、中心となって抵抗する人が居なくてもどうにかなります。多少、最初

は戸惑うかもしれませんが、その人はいつかの時点ではいなくなります。ですから、本気で組織変革をやるなら、

思い切って抵抗者を辞めさせて強引にやった方がよいのではないかと思います。それと、現場のトップから変え

ていかないといけないと思います」 
 

 (７)抵抗のマネジメント：除去と織り込み済 

①除去 

同社は、抵抗のマネジメントにおける除去について、アンケート調査問６(1)（自由記述）の回

答の中では、抵抗をもっとうまく除去できたと思われる具体的な方法について、「私が、経営トッ

プの意向と変革の意味価値を、もっと粘り強く語り話し合う時間をとるべきであった（①物理的

な距離、②時間）。また、管理職に対して、部下マネジメント等の教育を実施すべきであった（管

理職が部下のマネジメントができていなかった）（要約）」と回答している。 

このインタビュー調査では、①説明する場の設置、②従業員の教育、③キーマンとのコミュニ

ケーションによって課題の抽出を行うこと、④キーマンの意識を変えること、⑤人の入れ替え、

⑥チームへの参加を指摘している。執行役員は、次のように述べている。 

 
「受託製造は、工場と密接な関係があります。工場の中の管理部門である生産管理部門に私も机を置いていま

した。工場の人達、特に管理職クラスとは、朝会と昼会に、いろいろなミーティングをしました。朝会は、毎朝８

時半から 10 分から 15 分間程度行われます。（中略）。向上管理部門には、ホールディングス会社と受託事業部の

考えや、受託製造とは何か、薬品とはどういうものかを啓蒙していきました。そして先ずは管理職を教育すること

は、彼らを育てないと組織も育たないので、朝会で啓蒙をしていきました。それから、昼に工場の管理職のミーテ

ィングとして、昼会が 10 分くらいあります。そこで、まず受託営業の情報を細かく伝えます。具体的には、売上、

達成率、利益、それからトピックスとして、その時のお客様から紹介いただいたことや、緊急のこととか、これを

何とかしてほしいという要望も続けて伝えました。それから、以前から品質改善をやっていました。各製造現場が

部門でチームを組んで、いろいろな品質改善や、取り組みをしていきます。私は、検討会や発表会などに出て、そ

れぞれの評価やコメントをしました。（中略）。除去の方法として、その部門のキーマンとなる人とコミュニケーシ

ョンをとっていきます。具体的には、部門の現状や、愚痴と不満を聞いて、その中から問題点を出していきまし

た。そういうところが、オフィシャルな場面ではなかなか上がってきません。２年くらい経つとそこが出てくるよ

うになりました。そこからキーマンをピックアップして、そこの辺の情報を知っている人に時々声を掛けるとか、

飲みに連れて行くとかして、情報を集めていました。（中略）。抵抗を除去するためには、そういうキーマンとなる

影響がある人の意識を変えていかないと進みません。先ずは、そこのリーダーとなるキーマンをこちらに引き込

んでいくのが１つです。それから、もっとダイナミックに、従業員を教育していくために、雇用形態はさまざまで

すが、新規雇用をして、教育をお願いすることです。他社の OB の方や、他社を退職していろいろなノウハウをお

持ちの方と１年間、あるいは２年契約をして指導してもらうこともしました。この地域の大学では、中小企業を対

象として、品質改善などのアドバイスをするセンターがあるので、契約をして指導をしていただきました。自己啓

発として、キーとなる管理職を講座やセミナーに派遣もしました。社内でも講師を立てて、教育しました。（中略）。

管理職のみならず、次の管理職を担う従業員をチームなどに参加させることも大事です。その新しい意識、新しい
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やり方、新しい感覚に触れさせることです。やはり見させること、直面させることだと思います。それは大事だと

思います。新しい感覚を知らないので、そこに触れさせて、単語だけでも認識させることは大事だと思います」 
 

②織り込み済 

同社は、抵抗のマネジメントにおける織り込み済について、アンケート調査問６(2)（自由記述）

の回答の中で、「どのような施策であれ抵抗者が生起するのは当然であると思う。そこで、抵抗者

に理解、説得するよりも、理解者を中心とした組織に変え、理解者に権限を与え、組織的に変革

を推進した方が、早期に目的が達成できると思う。（中略）。抵抗者の理解を求めることに労力を

使うより、変革作業に時間と労力を使うべきであり、その方が変革の実現が早く、成功確率が高

いと思う。（中略）」と回答している。 

このインタビュー調査でも同様であり、予め抵抗を予想してマネジメントするという観点から

は、トップダウンによる主要部門に内部からの中間管理職昇進を図ること、抵抗者が退職せざる

を得な状況を設定することを指摘している。執行役員は、次のように述べている。 

 
「主要な部門には、以前から居た従業員を昇進させていく方がいいですけれども、やはり限界があります。です

から主要な部門の中間管理職には、外部から人を入れ採用していくことをしないと、なかなかそこの 60 年の歴史

の中で、自前で育てて、上げていくというのは、難しいです。そうすると少しずつは変わりますが、やはりトップ

から落としていかないと、難しいと思います。そこにいた人達は、そこの中のやり方でずっとやってきているの

で、やはり外部の人を入れないとなかなか難しいです。（中略）。親会社が上場するために、上場審査があって証券

会社や監査法人が入りました。その抵抗者が、財務を担当しているにも関わらず、今の時代の流れに対応できませ

んでした。本来は、管理本部を通して私のところに資料が届きますが、証券会社や監査法人から直接私に話がきま

した。財務の方も親会社が何人も派遣させました。その時に、抵抗者本人が、居る価値がないことを自覚したと思

います。そういう意味では、一流の大手の証券会社や監査法人が入ってきたので、そこに対応できない人達が辞め

ざるを得なくなったということになります」 

 

第４節 Ⅱ類型の事例 

１．Ｅ病院の分析結果１） 

(1)抵抗の概略 

 抵抗の概略は、以下のとおりである。同病院は、1952 年財団法人の精神科病院として設立され

ている。新設された病棟の立て直しを図るために、副看護部長（当時：師長）が、仕事改善を行う

際に抵抗が生起している。その抵抗時間は、１年未満である。抵抗の規模（比率）は、100％であ

る。対象部署の 20 数人ほぼ全員が抵抗していた。副看護部長は、当時について、職員は病棟が荒

れているから師長が乗り込んできたのだ、という考えをもち、仕事に対する不安や不満等があっ

たと指摘している。 

 

(２)抵抗の時間と除去判断 

①時間 

同病院は、抵抗の時間について、このインタビュー調査では、「１年未満」と指摘している。具

体的には、段階的に抵抗が弱まっていき、完全に収束したのは１年後であり、２年目に行動計画

を各自で作成する際には、抵抗者はいなかったことを指摘している。よって、このことから１年

未満であると判断した。副看護部長は、次のように述べている。 

 
「前の師長は、いろいろな事があって急に辞めてしまったので、自分たちの病棟が荒れているから、自分たちは

見捨てられて、そこに新任の師長が乗り込んできた、というような図式を感じました。最初に 20 何人の職員全員

に面接をした時、乗り込んできたと思っているから、「師長さんとはごめんなさい、一緒に働きたくないんです。
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病棟を変わりたいんです」と言われました。（中略）認知症病棟の主治医は、60 歳で東京都立の精神科の研究所を

定年して、５年間勤務しました。その主治医は、みんなと同じ行動だけをしていました。無視というよりは、その

渦の中に入りたくないと感じました。先生は私を無視していましたが、視線は外しているけど見ているはずなの

で、いくら話をしてもらえなくてもチームが毎日見られるように大げさに立ち振る舞いました。１か月後に初め

て、その医師から声が掛かかりました。私は、「話した。これでもういける」と思いました。（中略）。１年くらい

かかるわけです。「今起こったことはこうなんです」というように、それまでは私が勝手に結びつけていっていた

わけです。１年で私が時間割を作って、２年目からは「自分たちで作ってください。自分たちで回すようにしてく

ださい。」と言いました。抵抗者はいませんでした」 
 

②除去判断 

同病院は、除去の判断について、このインタビュー調査では、初期段階で少数の協力者によっ

て組織変革が加速したこと、病棟異動後も早期の協力的者からの前向きな発言が見受けられたこ

とを指摘している。副看護部長は、次のように述べている。 
 
「私が異動して、２か月後に運動会がありました。今までは、運動会当日に「行きますか。行きませんか。」と

言って連れ出していました。そのやり方は、ありえません。それを知って、「レクリエーションは危機管理の企画

書をください。」と言いました。レクリエーションで事故があった時に、判例がありますが、国は治療とは認めま

せん。運動会は半日ですが、「OT のベテランに指導を受けながら介護士のベテランで作りなさい。」と言って、一

から作って、何時に誰がどの患者さんにつくとか、時間でタイムスケジュールを組ませました。 
大昔から現場にいた主治医が、「こんなに系統的にレクリエーションを展開してもらったのは、ここに来て初め

てだ。ありがとう。」と言いました。（中略）。全員が一度にということではなく、早くから信用してくれた人は、

１人２人が近づいてくるということは、ありました。その人たちが協力してくれて、いい方向に加速していきまし

た。年数が経ったら、11 病棟あるので異動させなければいけませんが、早くから信用してくれた人たちが、みん

な出ていきました。異動した後に会うと目をウルウルとさせて、「一緒にやりたい、勉強がしたい。」と言われまし

た。みんな渡っていいんだ、という感じでした」 
 

(３)抵抗の施策 

同病院は、抵抗の施策について、このインタビュー調査では、新設された病棟の立て直しを図

るために、副看護部長（当時：師長）が、面談や勉強会、資格取得、発表会など、段階に応じて、

さまざまな方法により仕事改善活動への取組みを指摘している。副看護部長は、次のように述べ

ている。 
 
「当時、師長としてその病棟に異動したので、最初に 20 何人の看護師全員に面接をしました。一緒に仕事をし

たことのある人は、１人いたくらいです。大体の人は、「初めまして」くらいでした。（中略）。患者さんは、統合

失調とアルツハイマーが少し混ざって、割と元気な人が多かったです。しかし、こちらは何の計画もせず、どうだ

ったのかという成果もまとめていませんでした。それを１つ１つ、「病棟はきちんと仕事をしよう」といったそん

な掛け声は意味がないと思いました。私は、病棟が荒れ果てているので教育しかないと考えて、「私も知らないの

で、私が勉強するから一緒にしよう」と言って、まず私が認知症ケア学会に入りました。そして、看護師も資格の

ある人だけでなく病棟の職員も、年間であなたは何をしますという年間計画を、１年間見えるようにしました。１

日も見えるようにしました。時間割を作っていいように動かして、成果を１年後に出すようにしました。（中略）。

最初の初めましての面接のときに「私は辞めるのでこんな面接はいりません。」と言った人は、他の病院からきて

急性期しか知らないのですが。（中略）。認知症をやりたいと言い出しました。彼女は、「アメリカでソーシャルワ

ーカーのナオミ・フェイルが作ったコミュニケーションツールで、認知症のバリテーションの資格を取りたい。」

と言って、日本では主要なきのこエスポアールさんの協力も得ました。しかし、国が認めた日本看護協会の資格で

はないので、病院はお金を出してくれませんでした。自費で、有給を使って１年間かかりましたが、取得しまし

た。具体的な受講内容は、１期から４期まで４人の患者さんにバリデーションをしなければいけません。１期から

最後は植物状態の４期の患者さんまでをビデオで撮って、それを講師に送ります。１年後にビデオが合格になれ

ば、やっとペーパーが受けられます。そのペーパーの合格率が 16%です。不合格の場合は、１年間やり直しです。

（中略）。今起こったことはこうなんです、というように、それまでは私が勝手にひっつけていっていたわけです。

（中略）。１年目に私が作って、２年目からは「自分たちで回すように作ってください」と言いました」 
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(４)抵抗の規模（比率） 

同病院は、抵抗の規模について、このインタビュー調査では、部署の 20 数人ほぼ全員による抵

抗現象が見受けられたことを指摘している。よって、このことから約 100％と判断した。副看護

部長は、次のように述べている。 
 

「やはり師長で行くので、やらなければいけないので最初に 20 何人の職員全員に面接をしました。一緒に仕事をしてい

る人間は１人いたくらいです。だいたい初めましてくらいでした。「師長が、自分たちの病棟が荒れているから乗り込んでき

た。」というスタイルです。前の師長がいろいろな事があって急に辞めてしまったので、自分たちは見捨てられてそこに次の

師長が乗り込んできたというような図式を感じました。職員の表情、視線、発言、全てがそうでした。詰所に入ったら皆蜘蛛

の子を散らしたようにいなくなるんです。詰所に帰ってこない。電子カルテではないから、帰ってこないといけないのにそれ

でも帰ってこないんです。私と同じ空間にいたくない。主治医も無視です。私と話をしてくれない」 

 

(５)抵抗の様相と要因 

①様相 

同病院は、抵抗の様相について、このインタビュー調査では、職員が詰所に帰って来なければ

仕事にならないにもかかわらず避けたり、話をしなかったり等の態度や傍観して関わりたくない

といった行動があったことを指摘している。副看護部長は、次のように述べている。 
 
「職員の表情、視線、発言、全てがそうでした。私が詰所に入ったら皆蜘蛛の子を散らしたようにいなくなるん

です。そして、詰所に帰ってこない。主治医も無視です。私と話をしてくれない。主治医もみんなと同じ行動だけ

をしている。無視というよりはその渦の中に入りたくないというように感じました」 
 

②要因 

a．悲観的状況（No.１－６）  

同病院は、悲観的状況について、このインタビュー調査では、部署ほぼ全員による抵抗は長期

にわたり、その状況は強かったことを指摘している。副看護部長は、次のように述べている。 

 

「（１年は）長かったです。針の筵。人数で来られたら針の筵だということに仕事の場面で初めて経験しまし

た」 

 

b．オープンネス（No.７－12） 

同病院は、オープンネスについて、このインタビュー調査では、組織変革を行う以前は、情報

共有ができていなかったが、積極的に、相手に分かりやすく伝わるように、現場のコミュニケー

ションを重要視したことを指摘している。副看護部長は、次のように述べている。 
 
「（例えば誕生日には贈りものをするとか）そんなことはやっていません。個人的に誘うことはないです。「あな

たの行動は助かりました。」と返しました。褒めて、フィードバックはしました。病院が、例えば若い男の子に君

づけで呼ぶ人がいますが、さんづけでないと成長しないので、使わないようにという方針です。私は全員にさんづ

けで、「これ、これで助かった。ありがとう。」と、それは十分に返していきました。何か変だなと思ったら「今日

は大丈夫なんですか。」と尋ねました。有給を使える病院なので「午後から帰っていいです。」と言いました。自分

が気に留めてもらっているというのをわかりやすくしました。前の病棟からやっていますけど、もっと大袈裟に

やったかもしれません。（中略）。患者さんのために私が上手く動かさないといけないのでぎくしゃくさせるわけ

にはいきません。針の筵だと思っていたので、すごくエネルギーが必要でした。その頃は前の看護部長だけが知っ

ていて、他の師長は一切知らなかったので、くり返さないために、新たに師長になった人には「こんなことが昔は

あったんです。こんな風にして何とか今があるので、繰り返してはいけない。」ということは話すことがあります」 
 

c．消極的組織風土（No.13－18） 
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同病院は、消極的組織風土について、このインタビュー調査では、抵抗が発生した時期の組織

内の雰囲気について、「針の筵」のように悪かったことを指摘している。副看護部長は、次のよう

に述べている。 
 
「針の筵でした。人数で来られたら、針の筵だということに仕事の場面で初めて経験しました。電子カルテでは

ないので詰所に帰ってこないといけないのに、それでも帰ってこないんです。私と同じ空間にいたくないと感じ

ました」 
 

d．従業員の仕事観（No.19－24） 

同病院は、従業員の仕事観について、このインタビュー調査では、抵抗が発生した時期に異動

を申し出た職員１人（仕事より職場で一緒に仕事する上司・同僚関係を優先）は病棟を異動させ

たことを指摘している。副看護部長は、次のように述べている。 
 
「面接のときに、「師長さんとは、一緒に働きたくないんです。病棟を変わりたいんです。ごめんなさい。」と言

われました。それで看護部長に「このように言っています。どうぞ移動させましょう。」と言って、看護部長が異

動させました」 
 

e．従業員の組織変革観（No.25－30） 

同病院は、組織変革観について、このインタビュー調査では、職員は今までやっていたことが

法律違反との認識をもっていないこと（変わる必要はない）を指摘している。副看護部長は、次

のように述べている。 
 
「私たちは悪いことをしていないのになぜこんなことをされなければいけないのか、という気持ちがあったと

思います。当時、不当隔離をしていました。隔離というのは「配膳を邪魔するからここにいてください。」と言っ

て施錠していました。しかし、少しだけでもダメです。法律違反です。法律違反をきちんと教えていなかったので

す。ですから病棟へ行った日から敵でした」 
 

(６)抵抗の除去 

同病院は、抵抗の除去について、このインタビュー調査では、強制的にやらせるよりも対話を

して、抵抗現象を除去することを指摘している。副看護部長は、次のように述べている。 
 
「（抵抗の除去の方法が対話というのは）私はものすごく感じます。首根っこを掴むのも難しいじゃないです

か。個室で一対一にしました」 
 

①リーダーシップ（No.１－６） 

同病院は、このインタビュー調査では、リーダーシップについて、当初はトップダウンで変革

を進めたが、フィードバックや褒める等の配慮行動も行ったことを指摘している。副看護部長は、

次のように述べている。 
 

「最初はトップダウンでやりました。ですから１年くらいは嫌われました。（中略）。私は、この病棟の中で、「時間を取っても

らえますか。」と言っています。他の部署にもものすごく協力してもらわないといけないでしょう。例えば、口から栄養を取る

患者のために、（看護師が）栄養課に、なかなか交渉に行かなくて、「栄養課はしてくれません。絶対にダメです。」と言っ

て、交渉をすることを知らなかったから、私がその辺りをつなぎました。私が交渉をするのは簡単ですけどパワーを使ってし

まうので、そうではなくて、「あなたが交渉しなさい。一緒に行きましょう。」と言って交渉もさせました。ケースケースできちん

とそこに行って話をする。自我と自我の出会いです。そういうことをよく知っている病院なのに、割と職場の仲間にはそれが

使えません。（中略）。最近やっているのは鏡開きの時に、ぜんざいです。朝から皆でぜんざいを食べています。医者も含

めて男性が何人かいるけどバレンタインにはあげません。その日は、自由に食べてもらうように、朝から晩までチョコフォン
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デュをしています。個人的な誘いはないです。しかし、「あなたの行動は助かりました。」と、返しました。褒めてフィードバッ

クはしました。（中略）。その頃のことは、前の看護部長だけが知っていて他の師長は一切知らないので、新たに師長になっ

た人には「昔はこんなことがありました。」ということは、くり返さないために話すことがあります。「こんな風にして何とか今があ

る。」「繰り返してはいけない」と言っています」 

 

②参加（No.７－12） 

同病院は、参加について、このインタビュー調査では、病棟のメンバーをチームと考えて、副

看護部長（当時：師長）が、メンバーに参加意識をもたせるように、仕事として行事の企画書を

作成することや１年間の計画書とその１日の詳細までを作成させたことを指摘している。副看護

部長は、次のように述べている。 
 

「私が異動して、２か月後くらいに半日の運動会があったので「企画書を見せて。」と言いました。その日に「行きますか。

行きませんか。」と言って（患者を）連れて出ていました。そのやり方はありえません。レクリエーションで事故があった時に、

国はレクリエーションをまず治療とは認めないです。いろいろな判例があるけれども結構だめです。「介護士のベテランで作

りなさい。OT のベテランに指導を受けながら作りなさい。」「分かりました。」と言って、一から作って、何時に誰がどの患者さ

んにつくとか、時間でタイムスケジュールを組ませました。主治医がそれを見た時に「こんなに系統的にレクリエーションを展

開してもらったのはここに来て初めてだ。ありがとう。」と、言ったんです。（中略）。それを何の計画もしていなかったんです。

どうだったのかというのを何の成果もまとめていないんです。病棟はきちんと仕事をしようとか、そんな掛け声は意味がない

じゃないですか。荒れ果てているので教育しかないので、私も（認知症について）知らないから、私が勉強するから一緒にし

ようと（声掛けをしました）。まず、私が認知症ケア学会に入って、年間であなたは何をしますというのを、看護師も資格のあ

る人間だけではなくて、（全員が）何をしますというのを１年間見えるようにしました。１日も見えるようにしましたし、時間割を

作っていいように動かして、成果を１年後に出すことです」 

 

③設計（No. 13－18） 

同病院は、設計について、このインタビュー調査では、認知症についての勉強を行うために、

認知症ケア学会に入り、１年後に、成果を出すために、個人の１年間の計画や時間割を作成し、

１日の計画までを作成したことを指摘している。副看護部長は、次のように述べている。 
 
「前の看護部長の時に、認知症の知識がない職員ばかりでやり始めたんです。勉強をすべきなのに何年もたってひどい

状況だったんです。「そこに行きなさい。」と言われて（私は）涙が出そうになりました。認知症のレベルを知らない人間が「明

日からそこに行きなさい。」というレベルだったんです。（中略）。まず、私が認知症ケア学会に入って、看護師資格のある人

だけではなく（職員全員）、１年間、あなたは何をしますというのを見えるようにしました。１日も見えるようにしました。時間割

を作って動かしました。それで成果を１年後に出すという（計画です）」 

 

④説得（No.19－24） 

同病院は、説得について、このインタビュー調査では、退職を申し出た看護師に期間延長のお

願いをし、その後、退職を回避できたことを指摘している。副看護部長は、次のように述べてい

る。 
 
「初めましての最初の面接のときに、「私は、（この病院を）辞めるのでこんな面接はいりません。」と言った人は、今日居り

ます。スーパー救急の病棟から、戻ってきたんです。「頼むから１ヶ月待ってください。」と言って、１か月後に「何とかする。」

と言って、「ここは病院ではない。私が知っている病院を伝えるから待ってほしい。」と言って、彼女は待ってくれたんです。

それでやっているうちに１か月経っても何も言わないから、私も何も言わないでおこう。２か月経っても何も言わないから（私

も何も言わないでおこう。）、それから（彼女は）ずっと居るんです」 

 

⑤妥協（No.25－30） 

同病院は、妥協について、このインタビュー調査では、チームの様子を見ながら時間をかけて、

まずは会話ができるように行動し、患者のために職員が対立することがないように様子を気にか
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けたことを指摘している。副看護部長は、次のように述べている。 
 

 「主治医もみんなと同じ行動だけをしています。無視というよりはその渦の中に入りたくないというような感じです。（中略）。

先生は私を無視するから、でも視線は外しているけど、何かを一生懸命に見ているはずです。ですから、いくら話をしてもら

えなくても、毎日チームが（私を）見られるように私は大げさに立ち振る舞いました。１か月後に初めて（主治医から）声が掛

かりました。「話した。これでもういける」と、（私は）思いました。（中略）。私は、全員にさんづけで呼びます。「これこれで、助

かった。ありがとう。」と、それは十分に返していきました。何か（様子が）変だなと思ったら、「今日は大丈夫なんですか。」、

「有給を使える病院なので、午後から帰っていいです。」と言いました。自分が気に留めてもらっているというのをわかりやす

くするのも、前の病棟からやっていますが、もっと大袈裟にやったかもしれません。患者さんのために私が上手く動かさない

といけないのでぎくしゃくさせるわけにはいきません。すごくエネルギーがいりました。針の筵だと思っていました」 

 

⑥強制（No. 31－36） 

同病院は、強制について、このインタビュー調査では、上述のとおり、強制よりも対話を重視

している。また、早期に部署の異動を行ったのは、本人の希望によるものであったことを指摘し

ている。副看護部長は、次のように述べている。 

 
「その人は先に異動しました。その人は最後まで粘ったと思います」 

 

(７)抵抗のマネジメント：除去と織り込み済 

①除去 

同病院は、抵抗のマネジメントにおける除去について、このインタビュー調査では、対話を指

摘している。副看護部長は、次のように述べている。 

 
「抵抗の除去の方法は対話というのは、私は、ものすごく感じます。この病棟の中で「時間を取ってもらえます

か」と言って、個室で、一対一で対話しました。」 
 

②織り込み済 

同病院は、抵抗のマネジメントにおける織り込み済について、このインタビュー調査でも同様

であり、（除去としての対話もあるが、ここでは織り込み済として）対話のやり方は１対１で行い、

抵抗者が協力者になるように、抵抗者の仕事意欲をサポートし、資格を取得するための勉強会を

行う中で仕事のやり方や取り組みが変化してきたことを指摘している。副看護部長は、次のよう

に述べている。 

 

「この病棟の中で「時間を取ってもらえますか。」と言って、個室で、一対一で対話しました。（中略）。最初の

初めましての面接のときに「私は、辞めるのでこんな面接はいりません。」と言った人は、今日居りますけれども、

スーパー救急の病棟から戻ってきたんです。「頼むから１か月待ってください。」と言って、１か月後に「何とかす

る。」と言って、「ここは（私が知っている）病院ではない。私が知っている病院を伝えるから待ってほしい。」と

言って、待ってくれたんです。それでやっているうちに１か月経ってもなにも言わないから「私も何も言わないで

おこう。」２か月たっても何も言わないから、それからずっと居るんです。彼女もよその病院からきて急性期しか

知らないんですが、途中から認知症をやりたいと言い出したんです。それで認知症のバリテーションの資格を取

りたいと言って、それで外部の協力も得ました。（しかし、外部の資格を）私は取りたいと言ったけど、国が認め

た資格とは違うので、病院はお金を出してくれなかったんです。（彼女は）自費で有給を使って、１年かかります

が、１期から４期の４人の患者さんにバリデーションしなければいけないんです。その承諾を（私が）全部家族に

とって「やっていいですか」という文章を作って、認知症協会が作っている承諾書で「１年後に必ず資格を取らせ

るから頑張って」と、（彼女に）言いました。彼女は、それをビデオで撮って講師に送るんです。１年後にビデオ

が合格になれば、やっとペーパーが受けられるんです。そのペーパーの合格率が 16%なんです。落ちたら１年間

やり直しなんです。（中略）。（成果は、彼女は）辞めていないでしょう」 
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第５節 Ⅲ類型の事例 

１．Ｇ社の分析結果  

(1)抵抗の概略 

抵抗の概略は、以下のとおりである。同社は、製薬業である。社長が交代して、１年後に売上

向上のために、社長自らが勉強会で営業のやり方を従業員に指導する取組みを行っている。その

際に抵抗が生起している。その抵抗時間は、６か月である。抵抗の規模（比率）は、20％である。

抵抗者は、不満を言う人と言わない人もいたことから営業 20 人のうちの数人である。もともと、

営業部の従業員間のコミュニケーションは良く、人間関係は良かった。 

 

(２)抵抗の時間と除去判断 

①時間 

 同社は、抵抗の時間について、アンケート調査問１(1)(2)の回答の中で、「2012 年４月末頃に抵

抗が生起した」「2012 年 10 月頃にその抵抗を除去できた」と回答している。その抵抗の時間を計

算すると、「６か月」である。 
このインタビュー調査では、抵抗の時間について、問２(1)で、抵抗の生起の時期と、問４(1)で、

除去の時期を尋ねた結果「６か月」である。その内容は、製品の売上の向上のための営業のやり

方に対して、社長自らが開催した勉強会時に、従業員が不満を口にし、抵抗が生起したこと、た

だし、その程度については、不明（強いか弱いか分からない）ことを指摘している。元開発部長

は、次のように述べている。 
 

「社長には、聞こえないかもしれないけど、こちらの企画部門の人たちは、本社部門の本社の中にいるので、

現場には直接は行っていないので、（席が）横にいるから、いろいろな又聞きくらいで聞こえてきます。ですから、

直接は聞かないけど、そういう人から聞きます。直接、私に「そんなことできませんよ」と、言ってくることはあ

りませんでした。経営側の人間だと思われていたから、そういうことではないかと思います。」 
 
同社は、抵抗の除去の時期について、変更から半年後に、従業員による不満の声が聞こえなく

なったことや社長の思うように仕事が進むようになったことを指摘している。元開発部長は、次

のように述べている。 
 
「私がこの時に捉えたのは、何もしない抵抗です。表立って、何かをするわけではないけど、何もしない抵抗だ

と思います。自分はこの時、そういうふうに捉えたのだと思います。私は、社長の思うようにミーティングを進め

ることになったので、進んできたというふうに、そう（思います）。」 
 

②除去判断 

同社は、除去の判断について、アンケート調査問１(3)の回答の中で、「社長の思うように仕事を

進めることになった」と回答している。 
このインタビュー調査では、抵抗の除去について、社長の思うように仕事が進むようになった

ことであるが、その一方で、2015 年（その数年）後に、当時、売上が伸びていなかったことや従

業員が社長の言うような活動をしていなかったことが判明したことを指摘している。元開発部長

は、次のように述べている。 

 
「私は、社長の思うようにミーティングを進めることになったので、進んできたというふうに、そう（思いま

す）。それは従順に、従っていました。ですから、抵抗が除去できたと判断しました。もう、従順で抵抗なしにな
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りました。もう抵抗もなかったけど、（従業員は）もう何も発言しなくなったという感じです」 
 

(３)抵抗の施策 

同社は、抵抗の施策について、アンケート調査問２の回答の中で、「２．経営者の交代に関連し

て」を選択している。同社は、製薬業である。 

このインタビュー調査では、抵抗の施策について、社長が交代して、１年後に売上向上のため

に、社長自らが勉強会で営業のやり方を従業員に指導する取組みを行っている。元開発部長は、

次のように述べている。 
 

 「社長も初めの１年間は、全然違う業界の社長になったから、様子を見ていたんだと思います。それで、いろい

ろなことが分かってきたのが、１年経ってからということだと思います。社長は、営業が弱かったので営業を強く

したいという目的です。社長が変わって、おそらく営業を強くしたいと思ったと思います。社長は、営業上がりな

ので、陣頭指揮をとって、自らが営業部員１人１人に「ちゃんと仕事をしなさい」的な、そういう活動を始めたと

いうことです」 
 

(４)抵抗の規模（比率） 

同社は、抵抗の規模について、アンケート調査問３の回答の中で、「抵抗していた人数は、組織

全体のおおよそ 20％くらいであった」と回答している。 
このインタビュー調査では、抵抗の規模について、全体 20 人のほとんどが、社長が進めるよう

な営業のやり方はできないと思っていたのではないかと元開発部長は指摘している。しかし、不

満を言う人と言わない人もいたことから、表面化していることを現象と捉えているのではないか

と考えられる。元開発部長は、次のように述べている。 
 
「小さい組織だったので、全国に 20 人くらいしか、営業がいないわけです。（中略）。ぶりぶり、ぶりぶり言っ

ていました。「そんなことできない」と、言っていました。（営業の）ほとんどの人がそう思っていたと（私は）思

います。言う人と言わない人もいました」 
 

(５)抵抗の様相と要因 

①様相 

同社は、抵抗の様相について、アンケート調査問４の回答の中で、得点「５」を選択した項目

は、「５．あなたは、ネガティブな情報がすぐに組織内に広まったと思いましたか」、「12．あなた

は、組織内に見当違いな噂話があったと思いましたか」、「13. あなたは、組織内に閉塞感が蔓延し

ていると思ましたか」、「14.あなたは、人間関係の不満が聞こえてきたと思いましたか」、「16. あ
なたは、上司から無理な圧力を感じた従業員がいたと思いましたか」、「18.あなたは、変化を嫌う

職場風土があると思いましたか」、「23. あなたは、仕事量の増加を嫌がる従業員がいたと思いま

したか」、「27. あなたは、自己の利益の損失を考えている従業員はいたと思いましたか」、「29. あ
なたは、慣れた仕事のやり方に固執する従業員がいたと思いましたか」、「30. あなたは、組織変革

を妨害する従業員がいたと思いましたか」の 10 項目である。 
このインタビュー調査では、抵抗の様相について、勉強会を始めた当初は、従業員からの不満

の声があったが、表面的には、従業員は従順で、抵抗があるのかどうか、分からないような抵抗

であることを指摘している。元開発部長は、次のように述べている。 
 
「ほとんど活動していないんだろうね、というのは見えていました。ぶつぶつ言っていました。（勉強会を始め
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て）すぐと言っても、１か月、２か月、３か月くらい経ってから聞こえてきたと思います。営業活動は、そこに訪

問して、話を聞いてきて、こうですよということが営業ですが、アポイントをとって、それをやっていなかった。 
それが、結局、解消されたか？といったら、（営業に）行かないから解消されていないんだけど、社長の言ってい

ることは聞いています。でも、そこは難しいです。ですから、抵抗をして行っていないのか？能力がないから、行

っていないのかは、よく分からないところもあります。この業界では、営業は、専門知識をもった相手と話をする

ことなので、その専門知識が、そもそもないんです。ですから、（営業に）行くのも「こんなこと聞かれたら、ど

うしようか」と自信がないと思います。答えられないから、行かないような気がしていました。怖いと思うわけで

す。基本的には、勉強もしていません。やっぱり、意欲がないというか。（中略）。もう１つ言うと、給料がいいん

です。例えば、ものすごい低評価になったとしても、ABCDE とかつけて、仮に、D になっても、もともとの給料

が高いから、ですからぬるま湯です。ですから表向きは、従順です。でも首とかにはならなかったので、考え方

が、やっぱりゆるかったです。受け流していればいいので、明らかに活動もしないですよね。私としては、活動も

しないよねというのが、抵抗だと捉えたんだと思います。（中略）。今までは、ぬるま湯だったところに、「やろう

ぜ」と言っても、「まあ、まあ、ええやん」って感じを受けました。極端に言うと、首にならないし、そんなふう

に見えました」 
 

②要因 

a．悲観的状況（No.１－６） 

同社は、悲観的状況について、アンケート調査問４(1)－(6)の回答の中で、得点「５」を選択し

た項目は、「５．あなたは、ネガティブな情報がすぐに組織内に広まったと思いましたか」の１項

目である。 
このインタビュー調査では、悲観的状況について、社長の考えている営業のやり方を表面上は

行っていたが、実際には、何もしない抵抗であったことを指摘している。元開発部長は、次のよ

うに述べている。 
 

「何も変わらなかった。おそらく変わっていないんだと思う。私がこの時に捉えたのは、何もしない抵抗です。

（中略）。社長の言われるような営業のやり方をされたのかなと、思ったんですけれども、おそらく、表向きは、

そうなっています」 
 
b．オープンネス（No.７－12） 

同社は、オープンネスについて、アンケート調査問４(7)－(12)の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「12. あなたは、組織内に見当違いな噂話があったと思いましたか」の１項目であ

る。 
このインタビュー調査では、オープンネスについて、営業部の従業員間のコミュニケーション

はもともと良く、表面上も変化がなかったことを指摘している。元開発部長は、次のように述べ

ている。 
 
「営業さん同士は、すごく仲が良かったです。表面上は変わらないと思う。正面切って、ぶーたら、ぶーたら言

っている人はいません。（仕事を）やるやらないは別として、基本的には、素直です。（中略）。あいつが嫌いです

から、口も利かないなんていう、そういうのはないよね。そういう抵抗はないよね。ですから、ここでいうところ

の抵抗は対社長だよね」 
 
c．消極的組織風土（No.13－18） 

同社は、消極的組織風土について、アンケート調査問４(13)－(18)の回答の中で、得点「５」を

選択した項目は、「13. あなたは、組織内に閉塞感が蔓延していると思ましたか」「14.あなたは、

人間関係の不満が聞こえてきたと思いましたか」「16.あなたは、上司から無理な圧力を感じた従

業員がいたと思いましたか」「18. あなたは、変化を嫌う職場風土があると思いましたか」の４項
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目である。 
このインタビュー調査では、消極的組織風土について、抵抗の生起時には、組織内の雰囲気は、

従業員同士は和気あいあいとして良かったが、その一方で、社長には返事はするが、その後反応

に乏しかったことを指摘している。元開発部長は、次のように述べている。 

 

「ですから、（従業員同士は）和気あいあいとしていました。社長が来たら、普通シーンとします。ですから、

大人しい人達ですから、もう、何を言ってもシーンとしている感じです。「はい。」と、返事はしますが、私から見

ると、どうなの？という感じはしました」 
 

d．従業員の仕事観（No.19－24） 

同社は、従業員の仕事観について、アンケート調査問４(19)－(24)の回答の中で、得点「５」を

選択した項目は、「23. あなたは、仕事量の増加を嫌がる従業員がいたと思いましたか」の１項目

である。 
このインタビュー調査では、従業員の仕事観について、勉強会後も従業員は専門的な知識の不

安から営業の訪問回数がそれほど増えず、結果的に売上も向上していないことを指摘している。

元開発部長は、次のように述べている。 

 
「この業界では、営業は、専門知識をもった相手と話をすることなので、その専門知識が、そもそもないんだよ

ね。ですから、営業に行くのも自信がないのよ。（中略）。でも首とかにはならなかったので、考え方が、やっぱり

緩かった。（中略）。表向きは、仕事をしていないかもしれないけど、資料には、書いていたみたいだけど、例えば、

本当の MR の営業さんで強かったら、例えば、１日に７件訪問したとか、各病院７件訪問したとかいうケースが

出てくるんだけども、そもそも少ないです。もともと少ないから。ですから訪問回数を上げていくと、訪問回数が

上がって、売り上げがちょっとずつでも上がっていくはずだけども、あまり変わっていなかったんじゃないかな

と思います。（中略）。行き当たりばったり的な感じです」 
 
e．従業員の組織変革観（No.25－30） 

同社は、組織変革観について、アンケート調査問４(25)－(30)の回答の中で、得点「５」を選択

した項目は、「27. あなたは、自己の利益の損失を考えている従業員はいたと思いましたか」「29. 
あなたは、慣れた仕事のやり方に固執する従業員がいたと思いましたか」「30. あなたは、組織変

革を妨害する従業員がいたと思いましたか」の３項目である。 
このインタビュー調査では、組織変革観について、従業員は、今までのやり方に満足している

にもかかわらず、仕事量が増えることによる自己の損失や仕事のやり方を変えることへの抵抗で

あることを指摘している。元開発部長は、次のように述べている。 

 
「勉強会をしたって、そんなこと言ったって無理だよ的な感じです。おそらく、「何を言ってんの？」という感

じです。ですから、俺たち幸せで、うまくやっているのに、「なぜそんなことしなきゃいけないのよ？」という変

えることへの抵抗です。結局、中身的には何も変わらなかったということです」 
 

(６)抵抗の除去 

同社は、抵抗の除去について、アンケート調査問５の回答の中で、得点「５」を選択した項目

は、「１．あなたは、率先して組織変革を推進しましたか」、「２．あなたは、トップダウンで組織

変革を推進しましたか」、「４．あなたは、従業員に組織変革のプロセスを開示しましたか」、「13．
あなたは、従業員に企業理念や経営ビジョンを明示しましたか」、「14．あなたは、従業員に自社

の将来イメージを明示しましたか」、「23．あなたは、直属の上司と部下が仕事分析を行うように
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指示しましたか」、「27．あなたは、抵抗者（グループ）との決着を早期に図りましたか」、「31．
あなたは、組織変革施策を仕事の中に組み込みましたか」の８項目である。 
このインタビュー調査では、抵抗の除去について、月２回の勉強会を継続したことを指摘して

いる。元開発部長は、次のように述べている。 

 
「除去の方法は、営業は、普段いないので、全国のいろいろなところに出ているので、月に１回、２回くらいで

勉強会を重ねていくと、段々分かってきて、そうね、みたいな感じで分かってきて、落ち着いてきたんじゃないか

なと思います」 
 

①リーダーシップ（No.１－６） 

同社は、リーダーシップについて、アンケート調査問５(1)－(6)「リーダーシップ」の回答の中

で、得点「５」を選択した項目は、「１．あなたは、率先して組織変革を推進しましたか」、「２．

あなたは、トップダウンで組織変革を推進しましたか」、「４．あなたは、従業員に組織変革のプ

ロセスを開示しましたか」の３項目である。 
このインタビュー調査では、リーダーシップについて、社長自らが率先して、営業部門の従業

員に勉強会で、売上を伸ばすために、営業のやり方を指導しているが、トップダウン的であった

ことを指摘している。元開発部長は、次のように述べている。 

 
「当然、売上を上げたいし、例えば、営業や訪問の仕方とか、活動の仕方です。営業部長がいましたが、任し

ておけないと、社長自らが出ていった感じです。自分（社長）が営業上がりですから、見てられない感じです。

（中略）。新しく社長が変わって入ってきて、１年目は、社長も（営業の）様子を見ていたんだろうけども、な

かなか（営業の従業員が）動かないので、（社長は）２年目になって、いろいろなことを動かそうと、自ら動か

し始めた時期です。その時に、私が異動で、そこに入っていったので、そんな感じの時期です。（中略）。社長

ですから、とにかくやれという感じです。完全にトップダウンです」 
 

②参加（No.７－12） 

同社は、参加について、アンケート調査問５(7)－(12)「参加」の回答の中で、得点「５」を選択

した項目はない。得点「４」を選択した項目は、「７．あなたは、従業員に日頃から議論を行う機

会を設けましたか」の１項目である。 
このインタビュー調査では、参加について、従業員を営業のやり方のために勉強会に参加させ

ている。営業範囲は全国で行っているため、会う機会が限られているが、月に１、２回の半日勉

強会で議論を行う場を設けたことを指摘している。元開発部長は、次のように述べている。 

 

「小さい組織だったので、全国に 20 人くらいしか、営業がいないわけです。会社でもこの話の時は、子会社は、

70 人から 80 人くらいしかいなかったから、大阪に十何人、東京に十何人いて、おそらく月曜日に集まってくる

けど、それから、みんな旅に出ます。九州の人は、例えば、１週間で四国、九州へ行って帰ってくるとか、普段ず

っと（本社に」居るわけではないです。勉強会（半日ミーティング）には、東京からも全員集めています。営業は、

１人でやって、１人で帰ってきます」 
 

③設計（No. 13－18） 

同社は、設計について、アンケート調査問５(13)－(18)「設計」の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「13. あなたは、従業員に企業理念や経営ビジョンを明示しましたか」、「14. あな

たは、従業員に自社の将来イメージを明示しましたか」の２項目である。 
このインタビュー調査では、設計について、社長は、１年目は組織内の様子を見ているが、売
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上を上げるために、２年目は自らが勉強会の指揮をとっており、その勉強会の回数は、月に１か

ら２回、時間は半日であったことを指摘している。元開発部長は、次のように述べている。 

 
「おそらく 2012 年は、社長が変わって 2 年目くらいなので、１年目の時は、黙っていたけど、自分（元開発部

長）が替わってきたから、２年目くらいになって、これではらちがあかないから、自分が動き出したというくらい

の時かなと思います。（中略）。（部長への相談は）部長は、営業部長兼取締役ですが、らちが明かないから、（社長

が）自らが出ていったんだと思います。まさに勉強会で陣頭指揮とって、こうやってやるんや的な感じです。月１

回から２回くらいで、営業（の従業員）を集めて、自ら「ああ、するんや」、「こうするんや」というのをやってい

たかなと思います」 
 

④説得（No.19－24） 

同社は、説得について、アンケート調査問５(19)－(24)「説得」の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「23. あなたは、直属の上司と部下が仕事分析を行うように指示しましたか」の１

項目である。 
このインタビュー調査では、説得について、勉強会で社長自らが毎回１時間から２時間、従業

員に営業のやり方を講義し、それを重ねるごとに従業員の考え方も変化してきたことを指摘して

いる。元開発部長は、次のように述べている。 

 
「みんながみんな一斉に（営業に）行っているわけではなくて、本社のほうに構えていて、例えば、売上を見て、

今度は、どういうキャンペーンをやるかとか、売上をあげるために、今月はこの製品でいくかとか、そういうのを

決める営業企画という部門が、先ず前座として話をして、こんな売り上げがあった、今回はこういうことがあった

とか、という話もしながら、最後に社長が出てきて、１時間か、２時間くらいしゃべるという感じです。（中略）。

もう、（従業員は）従順にならざるを得ないっていう感じだと思うんだよね。例えば、普段は、私も含めて他の人

たちは本社の社長のそばでずっと仕事をしているから、こういう考え方をしていると、この人となりが割とすぐ

に分かります。でも営業の人は、普段いないので、全国のいろいろなところに出ているので、勉強会を重ねていく

と、段々分かってきます。我々が、３か月くらいで分かるところを、月に１回、２回くらいで（勉強会で）、ちょ

っと遅れるけども、段々分かってきます。それが、「そうねー」みたいな感じで分かってきて、落ち着いてきたの

ではないかなと思います」 
 

⑤妥協（No.25－30） 

同社は、妥協について、アンケート調査問５(25)－(30)「妥協」の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「27. あなたは、抵抗者（グループ）との決着を早期に図りましたか」の１項目で

ある。 
このインタビュー調査では、妥協について、従業員が訪問先の数が増えなくても、少ない人数

で全国をカバーしていることで、できないこともある程度、理解されてきたことを指摘している。

元開発部長は、次のように述べている。 

 

「それ（訪問先）が１つでも上がればいいけど、あまり変わらなかったような気がします。そもそも少ない人数

で、全国をカバーしているから、余計そうならざるを得ない部分もあります。例えば、ピンポイントで今日は、こ

こと、ここと、重要なところを攻めようとかということだってできるけど、それはしているように思えなかったも

のね。ですから、行き当たりばったり的な感じです。どこまで直の課長や係長に言っていたか分からないので、あ

る程度、なあなあの部分があったんじゃないかなという気はします。やっぱり、言ったってできないからです」 
 

⑥強制（No. 31－36） 

同社は、強制について、アンケート調査問５(31)－(36)「強制」の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「31. あなたは、組織変革施策を仕事の中に組み込みましたか」の１項目である。 
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このインタビュー調査では、強制について、営業の売上を目的として、社長自らが営業のやり

方を指導する中で、従業員にとっては高圧的なところもあったことを指摘している。元開発部長

は、次のように述べている。 

 

「みんながみんな一斉に（営業に）行っているわけではなくて、本社のほうに構えていて、例えば、売上を見て、

今度は、どういうキャンペーンをやるかとか、売上をあげるために今月はこの製品でいくかとか、そういうのを決

める営業企画という部門があります。営業企画の人たちが、先ず前座として話をして、こんな売り上げがあった、

今回はこういうことがあったと、という話もしながら、最後に社長が出てきて、１時間か、２時間くらいしゃべる

という感じです。まあ、何となく、（社長が従業員に対して）追いつめるところもあったと思うけど、「なんで、こ

こは、こんなんよ。」とか、そんな感じです。高圧的ではなかったと（私は）思うけど、でも、おそらく高圧的に

感じるだろうと思います。社長が出てくると、誰も何も言えないという感じでした」 
 

(７)抵抗のマネジメント：除去と織り込み済 

①除去 

同社は、抵抗のマネジメントにおける除去について、アンケート調査問６(2)（自由記述）の回

答の中では、抵抗をもっとうまく除去できたと思われる具体的な方法について、「社長や役員クラ

スの力を借りて、トップダウンでブルドーザー的に変革する（ある意味、なぎ倒す）。仕事のやり

方はある程度変えることはできる。ただし、年齢的には 40 代後半から 50 代の方で柔軟ではない

方は難しい。また個々の内面的な気持ちの変革にまでは至らない」と回答している。 
このインタビュー調査では、社長のリーダーシップによって、表面的には抵抗現象が除去でき

ている。しかし、一方でトップダウン的なやり方では、従業員の意識や行動を変えることまでは

できていないことも指摘している。元開発部長は、次のように述べている。 

 

「社長ですから、とにかくやれという感じです。完全にトップダウンです。その時の除去の方法だったら、も

う少しやりようがあったと思うところもあります。例えば、トップダウンと副官がいて、並び役みたいな人で、調

整役みたいな人です。社長があんなこと言っているけど、まあまあ、まあまあ、というようなところの人はいなか

ったです。（職位としては）います。やらなきゃいけない人がいるんだけど、例えば、そこに副社長がいるとか、

営業の取締役がいるとか、普通います。でも、そんな人たちは、社長に物を申せないです。それは、社長のキャラ

でしょう。中小企業で、社長がやるといったら、そのとおりになるわけです。大企業は、いろいろな考え方の人た

ちがいるので、社員が何となくこういうふうに考えがちだよね、というのはあるけれど、中小企業は、社長がこう

いったら、そのとおりみたいな感じです。そういう感じのサイズの企業なので、この時の社長のキャラは、滅茶苦

茶濃かったです。みんなイエスマンですから。やるといったら、「はい」しか言いようがなかったです。この時の

抵抗も初めは、ぶつぶつ言っていた感じだけど、それさえ言わなくなったというのが、私の感覚の除去という意味

で書いたような気がします。（社長）自ら出ていってという感じで、俺が教えてやるという感じでした。営業の人

たちがなあなあで、生きてきているので、厳しさがなかったのかな？怒られ続けているから、怒られることに何か

しようと思わないのか（もしれません。）ですから慣れてしまっていたのかなぁという感覚です」 
 

②織り込み済 

同社は、抵抗のマネジメントにおける織り込み済について、アンケート調査問６(2)（自由記述）

の回答の中で、「比較的従順な風土で、一枚岩ではない場合は、トップマネジメントの職位の力で

抵抗を除去できる」と回答している。 

このインタビュー調査では、勉強会で従業員に営業のやり方を教える前に、営業とは何か、仕

事とは何かというような意識改革を最初に行う必要性を指摘している。元開発部長は、次のよう

に述べている。 

 

「できたかどうかわからないけど、やはり根本的な意識改革をすべきだったんじゃないかなと思います。そう
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いう営業の（やり方の）ことではなく、営業は、仕事は、どういうことなのという意識改革です。もうちょっと何

か、そういうの（意識改革）が、やりようがあったかもしれません。もうでも今でも思うけど、やっぱり 40 歳を

超えた人たちに、そういうことを言って、仕事のやり方を変えようと言っても、やっぱり無理なんだよね。負け犬

根性みたいなものがかなりついていたように思っていました。難しかったんじゃないかなという思いはあります。

ですからそうなる前に、根本的な話ですが、もうちょっと何か、やりようがあったと思います。 
でも社長が何とかしないといけないから、大なたふるったけど何ともならなかったという感じです。元営業の

人だったから余計に、社長は自分が営業をできると思ったから。（社長が）元営業ではない人だったら、もっと他

のことをやったかもしれません」 
 

第６節 Ⅳ類型の事例 

１．Ａ社の分析結果  

(1)抵抗の概略 

抵抗の概略は、以下のとおりである。同社は、人材研修サービス業を行っている。取引先が増

えたことによる仕事量の増加に伴い、人手不足を解消するために、新規に１人を採用したことで、

創業当時から勤務している従業員が、新規採用者と価値観の相違によって、退職の意向を示した

ことによる抵抗が生起している。その抵抗時間は、２年９か月である。抵抗の規模（比率）は、

25％である。抵抗者は、従業員４人のうちの１人であり、不満や退職を示したことである。 

 

(２)抵抗の時間と除去判断 

①時間 

同社は、抵抗の時間について、アンケート調査問１(1)(2)の回答の中で、「2009 年３月末頃に抵

抗が生起した」「2011 年 12 月頃にその抵抗を除去できた」と回答している。その抵抗の時間を計

算すると、「２年９か月」である。 
このインタビュー調査では、抵抗の時間について、問２(1)で、抵抗の生起の時期と、問４(1)で、

除去の時期を尋ねた結果「２年９か月」である。その内容は、この調査から、新規採用者の B さ

んを雇用してから半年後に、A さんが退職の意向を示したことによる抵抗が生起しており、抵抗

が除去できたのは、抵抗者である A さんとの良好な関係が再構築できた 2011 年の 12 月頃と指摘

している。社長は、次のように述べている。 

 
「（抵抗の生起は）B さんを採用してから半年くらい経って、創業時から勤務していた A さんが、「辞める。」と

言い始めました。それがいわゆる組織変革における抵抗です。（中略）。A さんは、人を採用してしまうと、やはり

取り返しがつかないことも起きてしまうかもしれないから、未然にあらゆるリスクは排除していきたいという考

えから、「もっと他の人をあたっていった方がいいのではないか。」と言いました。私は、本当に忙しくて大変だっ

たので、「この人で決めた。」と、宣言をしました。そうすると、A さんは、「宣言をした以上しかたがない。」と、

やっていました。しかし、B さんと、コミュニケーションをとっていく中で、A さんは、「やはりこの人問題があ

るんじゃないか。」と、言い始めました。でも私は「その人でいい。」と言っているので、私と A さんの間でバチ

バチと始まったんです」 
 
「（抵抗の除去は）2011 年の 12 月頃です。（中略）。ですから抵抗の期間は、かなり長いです。私は A さんに、

必死で「辞めないで」と言っていました。A さんから、「ここまで言ってもらえるは、この会社ですからだよね。

他の会社だったら、辞めたいと言って引き留められはしても、もうそこまで」と言われました。今は、私は A さ

んと、人間的な人間レベルの付き合いをやっています」 
 
②除去判断 

同社は、アンケート調査問１(3)の回答の中で、除去の判断理由について、「退職の意向を撤回し

たことと、仕事を任せたことで、より良いコミュニケーションが取れるようになったこと（要約）」
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と回答している。 
このインタビュー調査では、抵抗の除去の判断理由は、信頼している A さんが退職の意向を撤

回し、より強固な信頼関係の構築ができたことで乗り越えたと判断したことを指摘している。社

長は、次のように述べている。 
 
「A さん本人が、「もう辞めるとは言わない」と、言いました。そこは、嘘はないと思います。中小、零細企業

は、人が足りないときに選べないです。来る人をどんどん採用していくしかない、いるメンバーの中でやりくりし

ていくしかないと思うので、そこは試練を乗り越えたと思っています」 
 
(３)抵抗の施策 

同社は、抵抗の施策について、アンケート調査問２の回答の中で、「９．社内教育・研修等に関

連して」を選択している。同社は、2005 年人材教育を行うための研修会社として創業している。 

このインタビュー調査では、抵抗の施策について、取引先が増えたことによる仕事量の増加に

伴い、人手不足を解消するために、新規に１人を採用したことに端を発し、創業当時から勤務し

ている従業員の A さんが、新規採用者と価値観の相違による退職の意向を示したことで、外部の

研修会社で新規採用者にの新人研修を行ったことを指摘している。社長は、次のように述べてい

る。 

 

「取引先が増えていったということと、それに伴って仕事量が増えたので、やはり人手が必要になったので B
さんを採用しました。（中略）。A さんは、私が起業したのを手伝ってくれていました。起業する時に、互いに出資

をし合って、A さんに、「役員に入る？」と、話もしましたが、A さんは起業には全然興味がないし、結婚してい

て子どももいるし、身体もあまり強くないことと、私の父親が、そういうふうにやると、いずれはバトルになっ

て、うまくいかなくなるというのは必ずある、と言うので、A さんを雇用という形にして、お手伝いしてもらおう

と思って始まった話です。A さんは優秀な人なので、私はすごくラッキーだったんです。そもそも、私の会社クラ

スが、雇えるような人ではないです。 
A さんから見て、新しく入ってきた B さんが、「どうなんだろうか？」というところから始まりました。それは、

世代間ギャップとか、礼儀を知らないとか、そういう内容です。（中略）。採用してから１か月ほどで、B さんに外

部の研修会社で受講してもらい、外部からのアプローチを得ました。Bさんの研修を外部に委託しました。（中略）。

この１件があってから、A さんは役職ではありませんが、A さんにリーダー的な役割を与え、仕事連絡は A さん

を通して、B さん、C さんに伝えるように変えました。何かあったら、A さんに相談してください、ということを

お願いしているので、直接私のところには、言ってこないようにしました。A さんを中心にいろいろなコミュニケ

ーションを起こすような形にはしています」 
 
(４)抵抗の規模（比率） 

同社は、抵抗の規模について、アンケート調査問３の回答の中で、「抵抗していた人数は、組織

全体のおおよそ 25％くらいであった」と回答している。 
このインタビュー調査では、抵抗の規模について、従業員４人のうちの１人の A さんが退職の

意向を示したことを指摘している。社長は、次のように述べている。 
 
「A さん、B さん、C さん、D さんも採用しています。（中略）。A さんが、「辞める」と言い始めました」 

 

(５)抵抗の様相と要因 

①様相 

同社は、抵抗の様相について、アンケート調査問４の回答の中で、得点「５」を選択した項目

は、「14．あなたは、人間関係の不満が聞こえてきたと思いましたか」、「19．あなたは、従業員か
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ら組織変革に対する心配の声があったと思いましたか」、「24．あなたは、仕事の責任範囲が不明

確であると思いましたか」、「31．その他（礼儀を欠いた年下に対し不平不満を抱く真面目な従業

員がいた）」の４項目である。 
このインタビュー調査では、抵抗の様相について、新規採用を行う相談の段階では、「採用に対

する意見の相違」が発生しているが、これを抵抗とは考えず、実行段階では、「退職を口にする」、

「不満を言う」などの発言が見受けられたことを指摘している。社長は、次のように述べている。 
 
「A さんは、「２人体制でも今の仕事量だったら、十分やっていける」と言いましたが、私は、「やはり自分もそ

のことだけではなくて、他の仕事もあるので、やはり人を増やしていった方が、余裕をもっていろいろなことに対

応できると、考えました。（中略）。新規採用を行う前に、A さんは私に、「他の人を採用したほうがいいんじゃな

いか？」という声があったことと、私は A さんに、「人を採用するのは、時間も労力もかかるし、１人来て面接を

したりとか、書類を見たりとかいうところも時間を割いてしまうので、採用コストもかなりかかってしまいます

し、もうこの人で決めてしまいたい、悪いところがあったら、その人を注意するなりして、この人で、突き進んで

いきたい。」と、言いました。（中略）。創業時から勤務している A さんが、「いい人が採用されたね」と思ってい

たら、何も、いざこざも起きなかったんですけれども、A さんから見て、新しく入ってきた B さんが、「どうなん

だろうか？」というところから始まりました。それは、世代間ギャップとか、礼儀を知らないとか、そういう内容

です。うちはマナーとか、接客とか、人付き合いとか、対人コミュニケーションをよくしましょう、というところ

をサービスにしていますので、「従業員が言葉遣いを知らないとか、年長者に対して礼を欠いた対応をとるとか、

やはりそれは良くないので、教育を行ってほしい。」という声が出ました。（中略）。A さんは、ずっと文句を言っ

ていましたけれども、やはり彼女もプロフェッショナルで、言われた仕事はきちんとこなしていましたし、表面的

には、B さんを嫌と言いながらも、上手にやっていました。ただ、A さんは、私にはずっとそういうことを言って

いたので、「内心は許せないんだろうなぁ。」というのが、私は分かっていましたが、A さんも我慢してくれるだろ

うと思っていました。しかし、A さんが、「辞める」と言い始めたので、私は、「これはだめだなぁ」と思いました。

（中略）。A さんが、私に、「B さんを採用するときに、意見を言ったのに、全然、聞き入れないし、雇用するから

と、採用をそのまま決めたし・・・。少ないメンバーなので、言えば他の人を採用するかな？と思ったら、私の意

見を押し切ったからねぇー。」と、言っていました。アドバイスを聞き入れてくれなかったという、私に対する不

信感があったみたいです」 
 

②要因 

a．悲観的状況（No.１－６）  

同社は、悲観的状況について、アンケート調査問４(1)－(6)の回答の中で、得点「５」「３」「２」

を選択した項目はない。得点「４」を選択した項目は、「１．あなたは、従業員が組織変革を理解

するのに長くかかったと思いましたか」、「３．あなたは、従業員の意識が変化するのに長くかか

ったと思いましたか」、「５．あなたはネガティブな情報がすぐに組織内に広まったと思いました

か」の３項目である。得点「１」を選択した項目は、「２．あなたは、従業員の仕事のやり方が変

わるのに長くかかったと思いましたか」、「４．あなたは、そのマネジメント活動が予想に反して

進まないと思いましたか」、「６．あなたは、抵抗によって当初の計画期間が延長されたと思いま

したか」の３項目である。 
このインタビュー調査では、悲観的状況について、従業員が退職の撤回をするまでの時間的に

長かったことを指摘している。社長は、次のように述べている。 
 

「（抵抗の除去は）2011 年の 12 月頃です。（中略）。ですから抵抗の期間は、かなり長いです。」 

 

b．オープンネス（No.７－12） 

同社は、オープンネスについて、アンケート調査問４(7)－(12)の回答の中で、得点「５」「４」

を選択した項目はない。得点「３」を選択した項目は、「７．あなたは、従業員が組織内行事に参
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加しやすい状況だったと思いましたか：R」、「８．あなたは、組織内は気軽に話し合える状況だっ

たと思いましたか。：R」の２項目である。得点の「２」を選択した項目は、「11. あなたは、従業

員からの返答がない、あるいは遅いと思いましたか」の１項目である。得点の「１」を選択した

項目は、「９．あなたは、議論が停滞していると思いましたか」、「10.あなたは、従業員の意見がト

ップ経営者に届いていないと思いましたか」、「12. あなたは、組織内に見当違いな噂話があった

と思いましたか」の３項目である。 
このインタビュー調査では、オープンネスについて、悪くなったなどの変化があったとは考え

ていないことを指摘している。社長は、次のように述べている。 
 
「抵抗が発生した際の、組織内のコミュニケーションは、特に悪くなったとかはないです」 

 
c．消極的組織風土（No. No.13－18） 

同社は、消極的組織風土について、アンケート調査問４(13)－(18)の回答の中で、得点「５」

を選択した項目は、「14.あなたは、人間関係の不満が聞こえてきたと思いましたか」の１項目で

ある。得点の「４」を選択した項目は、「13. あなたは、組織内に閉塞感が蔓延していると思まし

たか」の１項目である。得点の「３」を選択した項目は、「16.あなたは、上司から無理な圧力を感

じた従業員がいたと思いましたか」、「17. あなたは、成功体験に固執している従業員の言動があ

ると思いましたか」、「18. あなたは、変化を嫌う職場風土があると思いましたか」の３項目であ

る。得点の「２」を選択した項目はない。得点の「１」を選択した項目は、「15. あなたは、従業

員にはやる気がないと思いましたか」の１項目である。 
このインタビュー調査では、消極的組織風土について、抵抗が発生した時期の組織内の雰囲気

について、表面上の対人関係は、うまくできていたことを指摘している。社長は、次のように述

べている。 
 
「私たちは、研修講師なので、感情労働をしているので、表面上は上手にやっていました」 

 
d．従業員の仕事観（No. 19－24） 

同社は、従業員の仕事観について、アンケート調査問４(19)－(24)の回答の中で、得点「５」を

選択した項目は、「19. あなたは、従業員から組織変革に対する心配の声があったと思いましたか」

「24. あなたは、仕事の責任範囲が不明確であると思いましたか」の２項目である。得点の「４」

を選択した項目はない。得点の「３」を選択した項目は、「23. あなたは、仕事量の増加を嫌がる

従業員がいたと思いましたか」の１項目である。得点の「２」を選択した項目はない。得点の「１」

を選択した項目は、「20. あなたは、従業員には将来への不安があったと思いましたか」、「21. あ
なたは、従業員の早退や遅刻が増えたと思いましたか」、「22. あなたは、退職者が増えたと思いま

したか」の３項目である。 
このインタビュー調査では、従業員の仕事観について、抵抗が発生した時期の組織内の労働状

況について、全く問題はなかったことを指摘している。社長は、次のように述べている。 
 

「A さんは、クライアント先に、行くのもちゃんとしていましたし、仕事を抜かすなどもなかったですし、納期

もきちんと守っていましたし、全く問題ありませんでした」 
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e．従業員の組織変革観（No.25－30） 

同社は、組織変革観について、アンケート調査問４(25)－(30)の回答の中で、得点「５」「４」

を選択した項目はない。得点「３」を選択した項目は、「25. あなたは、従業員が組織を信頼して

いないと思いましたか」、「26. あなたは、組織変革に消極的イメージをもつ従業員がいたと思い

ましたか」、「27. あなたは、自己の利益の損失を考えている従業員はいたと思いましたか」、「29. 
あなたは、慣れた仕事のやり方に固執する従業員がいたと思いましたか」の４項目である。得点

「２」を選択した項目は、「30. あなたは、組織変革を妨害する従業員がいたと思いましたか」の

１項目である。得点「１」を選択した項目は、「28. あなたは、従業員が誤った認知をしていると

思いましたか」の１項目である。 
このインタビュー調査では、組織変革観について、抵抗が発生した時期の組織内の抵抗者の組

織変革観について、研修講師として、あるいは今までの経験の中から当たり前と思っている考え

方の差異が要因であることを指摘している。社長は、次のように述べている。 
 
「要は、A さんは B さんのことが、気に入らないんですけども、私に対する A さんの反発だったんだと思いま

す。A さんは、今まで接客をしていたもの同士の「あ、うん」の呼吸みたいなのがあったり、普通に明るく元気に

挨拶をし合ったり、その他にも年長者に対しても一歩譲るとか、気を遣うとか、というのは基本的なことと考えて

います。私からみると、もう本当にくだらないことだなと思うんですけど、まあ、そういうところが気になったん

でしょうか。でも A さんから言われて、私も「あっ」と気がついたのは、私は雇用主ですが、一緒にやってきた

とはいえ、A さんは、B さんと同じで、一従業員という立場で、A さんと B さんはイコールの関係になっている

というのが、やはり A さんは、嫌だったみたいです。それは、B さんの私に対するもの言いと、創業時からいた

A さんに対するもの言いを上手に使い分けしているというところが確かにありました。私も「嫌だな～」とは思い

ましたけれども、そんなこともいちいち言っていられません。私は、A さんに対して、大人同士だったら、「ここ

はうまくできるでしょ」と考えていたので、私は A さんの話を受け流していました」 
 
(６)抵抗の除去 

同社は、抵抗の除去について、アンケート調査問５の回答の中で、得点「５」を選択した項目

は、「１．あなたは、率先して組織変革を推進しましたか」、「３．あなたは、組織変革前にキーマ

ンに告知をしましたか」、「４．あなたは、従業員に組織変革のプロセスを開示しましたか」、「５．

あなたは、従業員に自社の情報を開示しましたか」、「７．あなたは、従業員に日頃から議論を行

う機会を設けましたか」、「８．あなたは、全従業員に組織変革のための説明会を開催しましたか」、

「10．あなたは、社内のキーマンを推進組織（チーム等）メンバーにしましたか」、「11．あなた

は、抵抗者を組織変革のための推進グループに取り込みましたか」、「13．あなたは、従業員に企

業理念や経営ビジョンを明示しましたか」、「15．あなたは、従業員に自社の業績について開示し

ていましたか」、「17．あなたは、従業員に組織変革の目的が浸透していたと思いますか」、「18．
あなたは、従業員に短期的な成果を示しましたか」、「19．あなたは、従業員に経営トップの方針

を理解させるように説明しましたか」、「20．あなたは、抵抗者（グループ）に粘り強い話し合い

をしましたか」、「21．あなたは、従業員１人１人と話し合いの機会を設けましたか」、「22．あな

たは、抵抗者との信頼関係の構築に努めましたか」、「25．あなたは、うまく進まなかった時に、

できることから着手しましたか」、「29．あなたは、抵抗者の意見や提案を取り入れましたか」、「33．
あなたは、推進者と抵抗者のマネジメント力の差異を明示しましたか」の 19 項目である。 
このインタビュー調査では、抵抗の除去について、内部だけで解決しようとせず、B さんには

外部の研修を受講してもらったことと、その一方で、A さんとは必要以上のコミュニケーション

を重ねて、人間関係の再構築に努めたことを指摘している。社長は、次のように述べている。 
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「お話した内容では、問題となっている B さんに外部の研修会社で、外部からのアプローチを得たということ

です。内部だけで解決しようとしたのではなくて、外部に委託したことです。B さんを研修にやらせてアクション

をとったことと、それから A さんと必要以上にコミュニケ―ションを重ねたことだと思います」 
 

①リーダーシップ（No.１－６） 

同社は、リーダーシップについて、アンケート調査問５(1)－(6)「リーダーシップ」の回答の中

で、得点「５」を選択した項目は、「１．あなたは、率先して組織変革を推進しましたか」「３．あ

なたは、組織変革前にキーマンに告知をしましたか」「４．あなたは、従業員に組織変革のプロセ

スを開示しましたか」「５．あなたは、従業員に自社の情報を開示しましたか」の４項目である。

得点「４」を選択した項目は、「６．あなたは、社内コミュニケーションの向上に努めましたか」

の１項目である。得点の「３」選択した項目は、「２．あなたは、トップダウンで組織変革を推進

しましたか」の１項目である。得点の「２」「１」を選択した項目はない。 
このインタビュー調査では、リーダーシップについて、具体的には、社長自らが、率先して抵

抗者（キーマンでもある）とのコミュニケーションを重ねて、情報開示を行ったことを指摘して

いる。社長は、次のように述べている。 
 
「それから必要以上にコミュニケ―ションを重ねたことだと思います。ほぼ毎日、A さんとスカイプで、やり取

りをしていました。主婦が忙しい時間が終わって、午後８時 30 分からあるいは、午後９時からずっと２、３時間

話していました。その話の内容は、仕事の報告を受けるのは、午後５時か、６時で終わっているので、それ以外の

話です。例えば、A さんも介護の問題が出てきたり、子育ての問題などがあったりしましたが、A さんがモヤモヤ

と感じていることは、私が全部経験済みだったので、そういったことを教えてあげました。もともと、航空会社の

同期生だったので、相談ができて、すごくタイミングが良かったのかなと思います。（中略）。A さんは、「私の仕

事を手伝うために、縁の下の力持ちでいい」と、ずっと言ってくれていました。しかし、私が研修講師業以外のプ

ラスアルファの仕事をお願いしたら、よくないと勝手に思っていました。例えば、広告代理店との取引があります

が、広告代理店の支払い方法は、小切手や為替ではなくて、手形です。手形は、３か月、４か月先に切れます。私

は東京に住んでいないので、その手形の受け取りを A さんに頼むのは、結構、金額が大きいので、「責任が。（中

略）。」と言われそうで、遠慮していました。でも A さんは、全部やってくれて、「そういうのもやりがいがある」

と、言ってくれています。大企業にいると、本当に講師のことだけでもいいし、客室乗務員のその部分の仕事だけ

できればいいですが、小さい会社の社長は、何でもかんでもしなきゃいけないじゃないですか。A さんは、「起業

するつもりは全くないし、自分がリスクを負ってまではやりたくないけど、私のそばにいたら、そういうこと全部

分かるし、経験することができるから、それはすごく面白い」と、言ってくれています。（中略）。ですから、今期

の決算とかも、税理士事務所さんのやり取りとかも全部彼女を同席させて、彼女は財務表を見ることができない

んですけども、一応、儲かっているのか、儲かっていないのか、これぐらい利益があって、今度、何に投資しよう

かみたいな話までできています」 
 

②参加（No.７－12） 

同社は、参加について、アンケート調査問５(7)－(12)「参加」の回答の中で、得点「５」を選択

した項目は、「７．あなたは、従業員に日頃から議論を行う機会を設けましたか」「８．あなたは、

全従業員に組織変革のための説明会を開催しましたか」、「10. あなたは、社内のキーマンを推進

組織（チーム等）メンバーにしましたか」、「11. あなたは、抵抗者を組織変革のための推進グルー

プに取り込みましたか」の４項目である。得点の「４」「３」「２」を選択した項目はない。得点

「１」を選択した項目は、「９．あなたは、組織変革のために推進組織（チーム等）を作りました

か」、「12. あなたは、組織変革活動を推進するための研修を行いましたか」の２項目である。 
このインタビュー調査では、参加について、少人数のため参加と考えられる除去は行わず、個

別に対応したことを指摘している。社長は、次のように述べている。 
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「チームはできていないんですよ、私との関係性がいいか、悪いかで、続いているか、続いていないかです」 
 

③設計（No.13－18） 

同社は、設計について、アンケート調査問５(13)－(18)「設計」の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「13. あなたは、従業員に企業理念や経営ビジョンを明示しましたか」「15. あなた

は、従業員に自社の業績について開示していましたか」「17. あなたは、従業員に組織変革の目的

が浸透していたと思いますか」「18. あなたは、従業員に短期的な成果を示しましたか」の４項目

である。得点「４」を選択した項目はない。得点「３」を選択した項目は、「16. あなたは、組織

変革のためのプログラム構築は十分に行われたと思いますか」の１項目である。「２」を選択した

項目はない。得点「１」を選択した項目は、「14. あなたは、従業員に自社の将来イメージを明示

しましたか」の１項目である。 
このインタビュー調査では、設計について、抵抗者を責任者にしたことと、抵抗者に役割を与

えたことを指摘している。社長は、次のように述べている。 
 
「この１件があって、一応、A さんを私の下に配置して、A さんを中心にいろいろなコミュニケーションを起こ

すような形にはしています。やはり、私に対する物言いと、A さんに対する物言いが、全く違っていたのが社内の

人数が少ないからすぐに分かります。ダイレクトに分かりますが、今は、A さんが吸い上げた情報が私に来るの

で、A さんにもよく見せようと努力します。ですからこの形にして、よかったと思いました。A さんは、こういっ

たことを私が分かっているという状況には、満足してくれていると思います。」 
 

④説得（No. 19－24） 

同社は、説得について、アンケート調査問５(19)－(24)「説得」の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「19. あなたは、従業員に経営トップの方針を理解させるように説明しましたか」

「20. あなたは、抵抗者(グループ)に粘り強い話し合いをしましたか」「21. あなたは、従業員１人

１人と話し合いの機会を設けましたか」「22. あなたは、抵抗者との信頼関係の構築に努めました

か」の４項目である。得点の「４」を選択した項目はない。得点の「３」を選択した項目は、「24. 
あなたは、従業員に社内の行動規範を丁寧に説明しましたか」の１項目である。得点の「２」を

選択した項目はない。得点の「１」を選択した項目は、「23. あなたは、直属の上司と部下が仕事

分析を行うように指示しましたか」の１項目である。 
このインタビュー調査では、説得について、抵抗者の仕事以外の相談を受けて粘り強い話し合

いを行い、信頼関係の構築に努めたことを指摘している。社長は、次のように述べている。 
 
「創業時からいた A さんが、辞めると言い始めて、これはダメだと思って、私も危機感を抱いて、かなり説得

しました。（中略）。（A さんが）大人の対応をずっとしてくれているというのは、分かっていたんですけれども、

（私は）もう辞められたら本当に困る、というので、もういろいろ私が（A さんを）説得をしました。（中略）。私

は、必死で、「辞めないで」と言っていました。（中略）。（A さんからは）ここまで言ってもらえるのは、（あなた）

ですからだよねと、言われました。他の会社だったら、辞めたいと言って、引き留められはしても、もうそこまで

です。（今は、A さんと私は）人間的な人間レベルの付き合いをやっています」 
 

⑤妥協（No. 25－30） 

同社は、妥協について、アンケート調査問５(25)－(30)「妥協」の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「25. あなたは、うまく進まなかった時に、できることから着手しましたか」「29. 
あなたは、抵抗者の意見や提案を取り入れましたか」の２項目である。得点の「４」を選択した

項目はない。得点「３」を選択した項目は、「26. あなたは、うまく進まなかった時に、他部署と
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協働しましたか」「27. あなたは、抵抗者（グループ）との決着を早期に図りましたか」の２項目

である。得点の「２」を選択した項目はない。得点「１」を選択した項目は、「28. あなたは、抵

抗者の待遇面を考慮しましたか」「30. あなたは、抵抗者（グループ）に謝ったことはありました

か」の２項目である。 
このインタビュー調査では、妥協について、社内教育を外部の研修会社に委託したことで抵抗

者からの納得を得られたことを指摘している。社長は、次のように述べている。 
 
「A さんが私に、「社内研修をしたい。社長は研修をしなくていいから、私に任せてくれたら全部 B さんの教育

はするから。」と、言いましたが、私は、「まあ、ちょっと待って。社内でやると何か起ってしまうと私も困るので、

それはやらないでいてほしい」と、A さんを止めました。それは、採用した人も講師です。プロといったら、プロ

です。そして、内部だけで解決しようとしたのではなく、採用してから１か月ほどで、B さんに外部の研修会社で

受講してもらい、外部からのアプローチを得ました。B さんの研修を外部に委託しました。 
その後、研修会社から、フォローアップシートのような結果シートと研修を撮影したビデオが送られてきまし

た。私と B さんの２人で、ビデオを一緒に見て、「あー、確かにこれは、まずいよね」と話をしました。B さんは、

笑っていましたが、何か、納得していました。外部の研修会社からは、「引き続き、この社員に対しては、こうい

う指導が必要です」と、うちが他社にやっているようなことをやられました。 
A さんは、「私が B さんの研修をやるよりも、この外部の研修会社のほうが厳しかっただろうね」と、言ってい

ました。A さんも納得していました」 
 

⑥強制（No. 31－36） 

同社は、強制について、アンケート調査問５(31)－(36)「強制」の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「33. あなたは、推進者と抵抗者のマネジメント力の差異を明示しましたか」の１

項目である。得点の「４」を選択した項目はない。得点「３」を選択した項目は、「31. あなたは、

組織変革施策を仕事の中に組み込みましたか」の１項目である。得点の「２」を選択した項目は

ない。得点「１」を選択した項目は、「32. あなたは、組織変革の推進のために責任者を変更しま

したか」「34. あなたは、抵抗者とみなされる従業員を交替・異動させましたか」「35.あなたは、

抵抗者とみなされる従業員の人事評価を下げましたか」「36.あなたは、抵抗者とみなされる従業

員を退職勧奨しましたか」の４項目である。 
このインタビュー調査では、強制について、仕事内容の差異を明確に示したことを指摘してい

る。社長は、次のように述べている。 

 
「大企業にいると、本当に講師のことだけでもいいし、客室乗務員のその部分の仕事だけできればいい。けれど

も、小さい会社の社長は、何でもかんでもしなきゃいけないじゃないですか。（中略）。彼女（A さんは）は起業

するつもりは全くないし、自分がリスクを負ってそういうことはやりたくないけど、私のそばにいたら、そういう

こと全部分かる、そういうことを経験することができるから、それはすごく面白いと言ってくれています。（中

略）。経営者の会だったり、経営相談とか、マーケティングの話を聞いたり、専門家の方のお話を聞いたりだとか、

それは会社を経営していないと、なかなかやらないです。（中略）。実際にそうなんだ、みたいなところが知れて

（A さんは）うれしいということは言っていました」 
 

(７)抵抗のマネジメント：除去と織り込み済 

①除去 

同社は、抵抗のマネジメントにおける抵抗について、アンケート調査問６(1)（自由記述）の回

答の中で、「早期に、仕事やプライベートな相談までできていればもっと早く（抵抗現象を）除去

できたかもしれないが、十分な話し合いができた。その方法は、誰にでも通用するものではない

（要約）」と記述している。 
このインタビュー調査では、人間関係の再構築、抵抗者との人間関係の再構築、早期に相談す
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ること、従業員によって方法を変えることを指摘している。社長は、次のように述べている。 
 
「必要以上にコミュニケ―ションを重ねたということだと思います。（中略）。女性が長く働いてくると、子育て

のことやいろいろ問題出てきます。ですから、それを相談できたというところが大きかったのかなと思います」 
 

②織り込み済 

同社は、抵抗のマネジメントにおける織り込み済について、アンケート調査問６(2)（自由記述）

の回答の中で、「一律ではない。企業規模により、マネジメントも教科書通りに進まない」（要約）」

と記述している。 
このインタビュー調査では、従業員の仕事の欲求が何かを判断して、仕事を任せることで、従

業員のモティベーションの向上につながっているが、一律ではないため、日頃からのコミュニケ

ーションなどによって、従業員の考え方を理解しておくことが重要なことを指摘している。社長

は、次のように述べている。 
 
「講師業以外のことを頼むのはよくない。（中略）。広告代理店との取引がありますが、手形の受け取り金額

が結構大きいので、彼女にお金のこと頼むのは、遠慮していましたが、全部やってくれています。彼女は、そう

いうのもやりがいがあると言ってくれています。例えば、大企業にいると、本当に講師のことだけでいいし、客

室乗務員のその部分の仕事だけできればいいですが、「小さい会社の社長は、（こういうことも）やっているん

だね」と彼女は言っています。私のそばにいたら、そういうことが彼女にも全部分かります。彼女は、そういう

ことを経験することができるから、それはすごく面白いと言ってくれています。そういうことを知って喜んでい

ます。ですから、今期の決算も、税理士事務所さんのやり取りとかも全部彼女を同席させて、彼女は財務表を見

ることができないですけれども、一応、儲かっているのか、儲かっていないのか、これぐらい利益があって、今

度何に投資しようかという話までできています。経営者の会や、経営相談、マーケティングの話を聞いたり、専

門家の方のお話を聞いたりは、会社を経営していないと、なかなかやりませんが、実際に知れてうれしいという

ことは言っていました」 
 
２．Ｂ財団の分析結果 

(1)抵抗の概略 

抵抗の概略は、以下のとおりである。同財団は、スポーツ関連事業を行っている。2006 年、指

定管理者制度が適用されたことによる外部環境の変化が、組織変革の契機となっている。2009 年

４月から市の公募に選定されるために、2006 年４月から 2008 年３月末日までの３年間に渡って、

予算と事業内容の見直しを行っている。その際に抵抗が生起している。その抵抗時間は、１年６

か月である。抵抗の規模（比率）は、20％である。全職員約 100 人のうちの 10 人くらいが退職

や出向元に戻っていることや不安や不満の声が聞こえてきたことである。 

 

(２)抵抗の時間と除去判断 

①時間 

同財団は、抵抗の時間について、アンケート調査問１(1)(2)の回答の中で、「2007 年 12 月頃に

抵抗が生起した」「2009 年６月頃にその抵抗を除去できた」と回答している。その抵抗の時間を

計算すると、「１年６か月」である。 
このインタビュー調査では、抵抗の時間について、問２(1)で、抵抗の生起の時期と、問４(1)で、

除去の時期を尋ねた結果「１年６か月」であることを指摘している。具体的には、前任者の退職

によって課長（当時は一般職で、2008 年４月から係長）が変革推進メンバーに就任した 2007 年

12 月時点において抵抗が生起したことを指摘している。課長は、次のように述べている。 
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「当初、2006 年の説明会の時には、私はまだ深く参加していなかったので、詳しく理解していませんでしたが、

当時頻繁に「これからは１人２役だ。」と、上役が言っていました。振り返れば、その１人２役の具体的な内容を

示していないから、現場は余計混乱していたと思います。従業員には、その意味が抽象的でピンと来なかったんだ

と思います。（中略）。2007 年 12 月、公募手続きが迫ってきた時期に、当時私の職位は一般職でしたが、私の前

任者（他部署の上司）が 2008 年３月末日で辞めることが明らかになりました。その前年にも管理部門に在籍する

主要な従業員が、出向元へ復帰するなどがあり、退職者がたくさんいました。不安が募る話ばかりでした。（中略）。

仕事は取れましたが、ジョイント・ベンチャーの構成団体になった会社に転籍になる」という噂話は、2009 年６

月の終り頃までずるずるありました」 
 

そして、抵抗が除去できたのは、不安からの思い込みなどによる誤った情報が聞こえてこなく

なった 2009 年６月頃であることを指摘している。課長は、次のように述べている。 
 

「退職者が出たり、出向者３人が元の職場へ戻ったりしたのは、2007 年３月末日まででした。2008 年７月、こ

こで仕事がとれたことが原因かは分かりませんが、退職は収まりました。2009 年４月から、５年間の仕事が決ま

った訳です。やはり５年間の仕事がとれたことで、一定の抵抗は収まった気がしました。組織として、成果が上が

ったということで、不安の声が消えたので、抵抗をあまり感じなくなりました。しかし、別の不安が出てきまし

た。先ほどの「私たちは、B 財団を解雇されて、ジョイント・ベンチャーの構成団体になった会社に雇用されるの

か？その会社に行かないといけないのか？」という話は、その後半年くらいは、ぐじゃぐじゃと続いていました。

2009 年３月まで、ずるずるありましたが、2009 年６月頃になると、落ち着いたように思います」 
 

②除去判断 

同財団は、アンケート調査問１(3)の回答の中で、除去の判断理由について、「抵抗に関する声が

聞かれなくなった（不満の声がおさまった）」と回答している。 
このインタビュー調査では、同財団が抵抗の除去と判断した理由は、推進力に対して、「不安」

や「退職」、「根拠のない噂話」などの発現は、推進者の推進力を奪い、変革を抑止すると考えて

いるので、成果が出て不安の声が聞こえなくなったことによることを指摘している。課長は、次

のように述べている。 

 

「推進していくことに、邪魔をするのが抵抗と思っています。推進していく目的を達成するための成果が、従業

員の不安を黙らすことです。（中略）。自分に関連する成果が聞こえてこないとやはり収まらないと思います。です

から、それぞれ伝えられる成果というものが違うと思います」 
 

(３)抵抗の施策 

同財団は、抵抗の施策について、アンケート調査問２の回答の中で、「13. 国・法律等の制度改

正に関連して」を選択している。 
このインタビュー調査では、抵抗の施策について、2006 年、指定管理者制度が適用されたこと

による外部環境の変化が組織変革の契機となっていると指摘している。2009 年４月から市の公募

に選定されるために、2006 年４月から 2008 年３月末日までの３年間に渡って、予算と事業内容

の見直しを行っていることを指摘している（応募の結果、2008 年７月に事業受託を受けている）。

課長は、次のように述べている。 
 
「2003 年、国の法律改正が行われ、この市にも指定管理者制度が適応になりました。我々の関係施設では、2006

年４月から 2008 年３月末日までの３年間は、これまでの管理実績などが考慮されて指名を受けました。（中略）。

2009 年４月からは公募で選定されたところが管理するので、この３年間で体制を整えて、2008 年に向けての公

募準備を行いました。2006 年、正規職員や各現場長を集めて、制度についての説明を行っています。プロポーザ
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ル方式の入札で、受任期間は５年間です。準備としては、独創的な提案書を作り、且、５年間の予算の見直し、具

体的には、経費の縮減が主なものです。まずは、他の指定管理者制度の先行事例を調べて、今後の作戦を練りまし

た。その中で、今の仕事を全てやるのではなく、できないことを認めて、そこをどのように補強していくかを考え

た結果、役割をはっきりさせて、自分たちの弱い部分は切り離して、民間にお願いしようということになりまし

た。そして、人の雇い方についても検討しました。ただ、現行の従業員個人の利益を損なわないように、給料や報

酬を下げないで進めました。2008 年６月中旬に公募の締め切りがあり、選定は同年７月にされました。（中略）。

この事業以外にも市から委託を受けていましたが、準備期間の 2006 年４月から 2008 年３月までに、公募事業に

関係のない事業は、市が直接管理することになり、一部仕事を失いました。また同時に指定管理事業が取れなかっ

たら、市から整理解雇もあり得るといった話も受けていました。これまでの経緯もあるので、とりわけ正職員につ

いては、退職金をどのように準備するかなどの話も公募対応と並行しながら行っていました」 
 

(４)抵抗の規模（比率） 

同財団は、抵抗の規模について、アンケート調査問３の回答の中で、「抵抗していた人数は、組

織全体のおおよそ 20％くらいであった」と回答している。 
このインタビュー調査では、抵抗の規模について、数値は回答しているものの、単純に人数の

みで比率を判断しているとは考えにくいことを指摘している。課長は、次のように述べている。 
 
「欠勤は無いです。（退職や出向元に戻ったのは）10 人くらいいたんじゃないですかね。その時の全従業員は、

100 人満たないくらいだと思います」 
 

(５)抵抗の様相と要因 

①様相 

同財団は、抵抗の様相について、アンケート調査問４の回答の中で、得点「５」を選択した項

目は、「１．あなたは、従業員が組織変革を理解するのに長くかかったと思いましたか」、「３．あ

なたは、従業員の意識が変化するのに長くかかったと思いましたか」、「５あなたは、ネガティブ

な情報がすぐに組織内に広まったと思いましたか」「16.あなたは、上司から無理な圧力を感じた

従業員がいたと思いましたか」、「19. あなたは、従業員から組織変革に対する心配の声があった

と思いましたか」「20. あなたは、従業員には将来への不安があったと思いましたか」の６項目で

ある。 
このインタビュー調査では、抵抗の様相について、当初、職員の不安の声が上がり、その内容

は、仕事と個人の生活の不安に対するものであり、その後は、噂話も聞こえてきていると指摘し

ている。課長は、次のように述べている。 
 
「それまで抵抗というか、「どうなるん？どうなるん？」という話ばかりでした。不安をぶつけてきました。「私

の生活はどうなるん？」までいきます。最終的には、あなたの生活は知らないけど、お給料が払えるかどうかのと

ころじゃないですか。不安をぶつけられたみたいな感じでしたね。ですから、それまでのプロジェクトは、私も入

ってないので分からないですけども、かなり不安をあおるような「こうなっても絶対じゃないんだ、つぶれるかも

しれないぞ。」という不安な情報を流し過ぎていたように思いました。（中略）。そこで私がしなければならないと

いう話になりました。こういうようにいろいろな人がいて、どうなるん？どうなるん？という議論だけで、具体を

遠慮し合いながら誰も言いません（中略）。仕事が取れた後も、変な噂話は続きました」 

 

②要因 

a．悲観的状況（No.１－６）  

同財団は、悲観的状況について、アンケート調査問４(1)－(6)の回答の中で、得点「５」を選択

した項目は、「１．あなたは、従業員が組織変革を理解するのに長くかかったと思いましたか」「３．

あなたは、従業員の意識が変化するのに長くかかったと思いましたか」「５．あなたは、ネガティ
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ブな情報がすぐに組織内に広まったと思いましたか」の３項目である。 
このインタビュー調査では、悲観的状況について、変革の初期の段階では、内容が正確に伝わ

っていないことによる不安であり、さらに実行段階では、不安を口にするあるいは、根拠のない

噂話などの発言が見受けられたことを指摘している。課長は、次のように述べている。 
 
「当時のリーダーが、職員に向けて、「頑張らなければ仕事がなくなるよ。」と言っていました。しかし、その言

葉の使い方や相手の感じ方、伝わり方にもよるので、良いように伝わればいいのですが、変なところだけが誇張さ

れて伝わっていることも何となく感じました。ですから多くの人達が足元ばかりをみて仕事をしていたと思いま

す。その他、組合交渉などもありましたが、そこでも「私たちの生活はどうなるのか？家のローンは、どうすれば

よいのか？」という切実な話もありました。彼らも不安をぶつけてきました。（中略）。仕事が取れた後も、変な噂

話は続きました。「選定されて、仕事がとれたんだけど、仕事提携をした企業に乗っ取られるんだ」と、今までと

は違う根拠のない噂話が出てきました」 
 

b．オープンネス（No.７－12） 

同財団は、オープンネスについて、アンケート調査問４(7)－(12)の回答の中で、得点「５」を

選択した項目はない。得点の「４」を選択した項目は、「７．あなたは、従業員が組織内行事に参

加しやすい状況だったと思いましたか：R」、「11. あなたは、従業員からの返答がない、あるいは

遅いと思いましたか」「12. あなたは、組織内に見当違いな噂話があったと思いましたか」の３項

目である。 
このインタビュー調査では、オープンネスについて、公式的なチームでは、2007（平成 19）年

４月に就任した事務局長が、細かい情報や進捗状況の伝達のため所属長会議を月１回開催してい

る。非公式なチームとしては、課長（当時、係長）は、同期生との自主的なコミュニケーション

が、一体感を醸成を指摘している。課長は、次のように述べている。 
 
「今までは会議をします。」と言っても、形式的にやって何も決まらなくても、「何かやったぞ」とか、「成果が

あったね」とか、そういう感じでした。しかし、この頃は会議以外に日々、分からなかったり、困ったりしたら、

同期の人達と、どんどん相談をしました。相談は、勤務時間外も関係なく行いました。苦労を分かち合い、本当の

一体感ができたように感じました。（中略）。私自身は、同期の人達以外とのコミュニケーションは、あまりとって

いなかったです。反対に同じ職場内にいる職員からも私には、声を掛けらずらい状態だったと思います。当時、私

は、職場内の他の人から見たら、家に帰っているか、帰っていないのかも分からないような状態で、いつも疲れた

ような感じに見えていたと思います。ですから、職場内の人と話をしても「大丈夫ですか。」と心配してくれる人

はいるけれど、「どうなるんですかね？」と聞かれると、こちらも辛いので、特定の人としかしゃべらなかったよ

うに記憶しています。（中略）。2007 年４月に就任した事務局長が各現場の管理者との対応を積極的にしてくれま

した。例えば、細かい情報を吸い上げて、時々の進捗を伝えるために毎月１回の所属長会議を始めてくださいまし

た。それと同時に、事務局長が、理事長に同行を求め、たくさんある施設を巡回してくださり、大型の修繕工事を

自主的に行い、応募に有利となるような実績を積み上げてくれました」 
 

c．消極的組織風土（No.13－18） 

同財団は、消極的組織風土について、アンケート調査問４(13)－(18)の回答の中で、得点「５」

を選択した項目は、「16.あなたは、上司から無理な圧力を感じた従業員がいたと思いましたか」

の１項目である。 
このインタビュー調査では、消極的組織風土について、抵抗が発生した時期の組織内の雰囲気

について、暗く、悶々として見えていたと考え、推進者間では、活発に前向きな話し合いが行わ

れ、その場の雰囲気は職場内とは対照的であったことを指摘している。課長は、次のように述べ

ている。 
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「職場の雰囲気は、明るくないです。悶々としています。雰囲気は、暗かったです。しかし、同期生４人の団結

力があったので、そこでの発展的な前向きな話は、盛り上がりました。今までは、外郭団体ですから制約があっ

て、やりたくてもできないこともありました。公募は競争ですが、勝ち取れば、部分的には自由度が増すので、職

員の励みになる良い部分もあると考えています」 
 

d．従業員の仕事観（No.19－24） 

同財団は、従業員の仕事観について、アンケート調査問４(19)－(24)の回答の中で、得点「５」

を選択した項目は、「19. あなたは、従業員から組織変革に対する心配の声があったと思いました

か」「20. あなたは、従業員には将来への不安があったと思いましたか」の２項目である。 
このインタビュー調査では、従業員の仕事観について、抵抗が発生した時期の組織内の労働状

況について、欠勤や仕事をさぼるなどの行為はないが、出向していた職員全員が元の職場へ戻り、

退職者もいたことを指摘している。課長は、次のように述べている。 
 
「欠勤者は、いません。その時の全従業員は、100 人に満たないくらいだと思いますが、そのうち退職者は、出

向元へ戻った人も含めると、10 人くらいいたと思います。（そういえば、）いろいろありましたね。今思えば、将

来が不安で生活のことを本気で考えていた従業員もたくさんいたんだろうと思います」 
 

e．従業員の組織変革観（No.25－30） 

同財団は、アンケート調査(25)－(30)の回答の中で、得点「５」を選択した項目はない。得点の

「４」を選択した項目は、「25. あなたは、従業員が組織を信頼していないと思いましたか」「26. 
あなたは、組織変革に消極的イメージをもつ従業員がいたと思いましたか」「29. あなたは、慣れ

た仕事のやり方に固執する従業員がいたと思いましたか」の３項目である。 

このインタビュー調査では、抵抗が発生した時期の組織内の抵抗者の思い込みについて、誤っ

た情報があり、その情報の流れ方と、一旦誤った情報を聞いていると、正しい情報を伝えてもな

かなか理解が進まないことも指摘している。課長は、次のように述べている。 
 
「思い込みはあります。情報がねじれて伝わっていました。具体的には、「K 社とジョイント・ベンチャーを組

んだ。」という情報から、「私たちは、K 社に全部仕事をとられてしまう。」と、訳の分からない情報が飛び交いま

した。私たちは、この財団を解雇されて、みんな K 社に雇用されるのか？K 社に行かないといけないのか？」と

言うんです。「誰が言っているのか？」という話です。「言った人を連れて来てほしい。」という話です。 
現場長も正しい情報を理解していないし、現場に正しい情報を言っても正確に伝わらないし、もう、説明が追い

つかないです。思い込みをすごく感じました。情報は流れているけど、なんか変な流れ方や違った流れ方で、それ

が１番厄介でした。そういうデマを言う人達こそ、「辞めてくれ」と思っていました」 
 

(６)抵抗の除去 

同財団は、抵抗の除去について、アンケート調査問５の回答の中で、得点「５」を選択した項

目は、「１．あなたは、率先して組織変革を推進しましたか」、「９．あなたは、組織変革のために

推進組織（チーム等）を作りましたか」、「18．あなたは、従業員に短期的な成果を示しましたか」、

「25．あなたは、うまく進まなかった時に、できることから着手しましたか」、「26．あなたは、

うまく進まなかった時に、他部署と協働しましたか」の４項目である。 
このインタビュー調査では、抵抗の除去について、組織変革の施策の目的を達成することで、

従業員の不安を少なくすることや、冷静になるための時間も必要であることを指摘している。課

長は次のように述べている。 
 

「除去の方法は、私が思ったのは、推進していくことについて、邪魔をするのが抵抗と思っています。ですから
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推進していく目的を達成することで、不安を黙らすということです。ですからその人々にとって、自分に関連する

成果が聞こえてこないと、やはり（不安も）収まらないと思います。ですから、それぞれ伝えられる成果というも

のが違うと思います。また、時間も大切だと思います。冷え切ったというか、ぶつかり合ってきているわけです。

意見が違っていたとか、そういうのは、急に冷めるものでもないので、やはり成果が上がったから、すぐに仲良く

なったというのではないです。それを収めるのは、やはり時間が必要なんだろうなとは思いました。やはりきれい

な言葉とか大事なんでしょうけれど、やはり冷ます時間が必要だと思います。その２つ、成果と時間です」 
 

①リーダーシップ（No.１－６） 

同財団は、リーダーシップについて、アンケート調査問５(1)－(6)「リーダーシップ」の回答の

中で、得点「５」を選択した項目は、「１．あなたは、率先して組織変革を推進しましたか」の１

項目である。 
このインタビュー調査では、リーダーシップについて、課長（当時は係長）は、前任者の退職

によって、推進チームのリーダーになっており、仕事をとるために率先して活動を行い、事務局

長からのサポートも得たことを指摘している。課長は、次のように述べている。 
 
「私がリーダーとして、動き出したのは、平成 19 年度の 12 月とか、結構遅い時期です。具体的には、前任者

が（平成 20 年）３月いっぱいで辞めるということが明らかになった時期です。そのもう１つ上のボスは、平成 19
年４月くらいには、もういなかったです。（当初のプロジェクトチームというのは）存在していないです。その時

の人間が、退職とか、市の OB の人とかで抜けたりして半数以上いないです。それが動いてないから困ったんで

す（中略）。その手続きは、５年間の仕事のプロポーザルの入札です。その提案書を作って、お金の積み上げを５

年間で 21 ですが、やりました。その締切りが、平成 20 年６月中旬でした。ですから実際、半年少しです。（中

略）。これまでの経緯もあるので、退職金をどうやって払えばいいかなという話と並行しながらしました。（中

略）。私は、他の街の事例とか、聞きながら動きましたけれど、やはり今の仕事の中で、何もかもできるというの

ではなくて、できないことを認めて、そこをどう補強していくかを考えた結果、ジョイント・ベンチャーや、民間

に入ってもらいました。「役割をはっきりさせて弱いところは、あなたたちにお願いします。やりましょう」とい

うスタイルをとりました。そういったことを受けて、その時の上司が動いてくれました。その時、私の職位は、係

長級でしたが、事務局長という局のトップの方が、この１番悪い時期に局長になられたような方だったんですけ

ど、本当に「好きなことをやれ。全部僕がカバーをするから、あなたやってくれ。」と、いう感じで動いてくださ

ったので、有り難かったです」 
 

②参加（No.７－12） 

同財団は、参加について、アンケート調査問５(7)－(12)「参加」の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「９．あなたは、組織変革のために推進組織(チーム等)を作りましたか」の１項目

である。 
このインタビュー調査では、参加について、組織変革を行う当初は、推進チームが作られてい

たが退職などの人の入れ替えによってチームは形骸化されて機能しておらず、課長（当時：係長）

が推進者になってから、同期の仲間で自然発生的にできたチームが機能したことを指摘している。

課長は、次のように述べている。 
 

「形骸的なこともあるかもしれませんが、それを勝ち抜くためのプロジェクトチームというのは、ルールとし

て一応、できていたようです。（中略）。（自然発生的に、非公式チームができた）そういう感じだと思います。で

すから、今こういった経験もあって、今その人たちも（同期３人も）長の付くポジションに就いていますけれど、

私は総務系ですけれども、彼らは事業系に居ても意見とか情報が、普通は縦割りなので情報が流れにくいところ

があると思うんですけれども、その辺は、日頃のコミュニケーションで、情報は流れやすいと思います」 
 

③設計（No. 13－18） 

同財団は、設計について、アンケート調査問５(13)－(18)「設計」の回答の中で、得点「５」を
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選択した項目は、「18. あなたは、従業員に短期的な成果を示しましたか」の１項目である。 
このインタビュー調査では、設計について、説明会の開催やプロジェクトチームを作るなど予

め行っていたが、実際にはあまり機能しておらず、そのチームのメンバーの半数以上が退職や出

向元に戻ったことを指摘している。課長は、次のように述べている。 
 
「各現場長などを集めて、「こういった制度になりますよ」くらいの話はしていると思います。他には、正社員

に対しては、十分な説明を行っています。（中略）。形ばかりで機能は、してなかったと思います。（中略）。平成 19
年 12 月には、プロジェクトチームというのは、存在してないです。当初の人間が、半数以上いません。ですから、

うったてみたいなのは良いです。でも、それが動いてないから困りました」 
 

④説得（No.19－24） 

同財団は、説得について、アンケート調査問５(19)－(24)「説得」の回答の中で、得点「５」「４」

を選択した項目はない。得点「３」を選択した項目は、「19. あなたは、従業員に経営トップの方

針を理解させるように説明しましたか」「23. あなたは、直属の上司と部下が仕事分析を行うよう

に指示しましたか」の２項目である。 
このインタビュー調査では、説得について、当初のプロジェクトチームからは、不安な情報が

伝わり、将来像が見通せないまま具体策の議論ができず、機能していなかったと考えられると指

摘している。しかし、課長（当時：係長）が推進者になって、その後、新事務局長が就任後に、今

までの会議で現状を説明したり、現場の声を拾い上げたりしてその会議を機能させ、理事長にも

施設巡回で、現状を把握してもらったことを指摘している。課長は、次のように述べている。 
 

「（当初の」それまでのプロジェクトは、私も入ってないので分からないですけども、かなり不安を煽るような

ことを「こうなっても絶対ではないんだ、つぶれるかもしれないぞ」という不安な情報を流し過ぎていたように思

いました。私はそのあと（入りました）。下手にね、頭数が多すぎたんだと思います。（中略）。そこに私がしな

ければならないという話になったんです。こういうふうにいろいろな人がたくさんいて、どうなるん？どうなる

ん？という議論だけで、具体を遠慮し合いながら誰も言わない。（中略）。しかし、煽っているつもりはないんで

す。頑張らないと仕事がなくなるよ、ということを言っていたと思いますが、その言葉の使い方とか、相手の感じ

方や、伝わり方によるので、ですから良いように伝わればいいですけれども、また変なところだけは誇張されて伝

わるということも何となく感じました）（中略）。ですからこうやれば、勝てるんだよという未来に向かったよう

な話が足らなかったように思います。（中略）。（平成 19 年事務局長が就任後）、所属長会議が定期的にはあり

ました。その会議で、事務局長から、時々の進捗を伝えていただくというのをしていただきました。もっと濃密な

現場で何が起きているのかということや、細かい情報を吸い上げて、毎月１回にしたのは、その時期だったかもし

れません。それと同時に、その事務局長が、トップの理事長に初めて施設を客観的にみてもらおうと、巡回で全部

見てもらって、「これは直した方がいい。」みたいな話をいただいて、全部修繕してもうということをしてくださ

いました。現場のトップは、事務局長がやってくださって、私が全体的な大きい調整とかさせてもらっていたそん

な感じでした」 
 

⑤妥協（No.25－30） 

同財団は、妥協について、アンケート調査問５(25)－(30)「妥協」の回答の中で、得点「５」を

選択した項目は、「25. あなたは、うまく進まなかった時に、できることから着手しましたか」「26. 
あなたは、うまく進まなかった時に、他部署と協働しましたか」の２項目である。 
このインタビュー調査では、目の前の現状をより良く変えるために、仕事をとるための準備と

同時に、一方では仕事がとれなかった場合も想定して、退職の整理解雇の準備を行ったことを指

摘している。課長は、次のように述べている。 
 

「この事業以外の事業も市からいただいていましたが、平成 18 年度から 20 年度の準備期間は、われわれに準
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備をするように言いながら、この事業に関係ない事業は全部市が取りあげました。それは、この事業を取れなかっ

たらもう全員さよならという、そういう整理を市がしてきたんです。（中略）。そういう状況まで追い込まれてい

たので、ですから退職の整理解雇の話も市から受けていました。これまでの経緯もあるので、退職金をどうやって

払えばいいかなという話と並行しながらしました。ですから、一生懸命、仕事をとらないといけないのと同時に違

うことをしていたのはきつかったです。（中略）。具体的に何をしたかと言われると、とにかく提案書を書く。勝

つための書類をとにかく揃える。勝つための計画の一部としてまず組むということが必要でした。これを何が何

でも出さないといけないです（中略）。感情を理論で整理できないです。こういうぶつかり合いの時に、いくら効

率的にやろうとしたって、自分の感情も抑えられないし、相手の感情もちぐはぐだし、本当に難しいです。ですか

ら、少数の仲間だけでもいかにタッグを組んで、突進していくかというところだけでした」 
 

⑥強制（No. 31－36） 

同財団は、強制について、アンケート調査問５(31)－(36)「強制」の回答の中で、得点「５」を

選択した項目はない。得点の「４」を選択した項目は、「31. あなたは、組織変革施策を仕事の中

に組み込みましたか」「32. あなたは、組織変革の推進のために責任者を変更しましたか」の２項

目である。 
このインタビュー調査では、強制について、今までスポーツ指導をしていたが、事務の仕事に

変更になったことを指摘している。課長は、次のように述べている。 
 
「その時の正規職員は、私も含めて実はみんなスポーツ指導員です。私は水泳の指導員でした。ですからそれを

いきなり事務方に、事務の仕事ばかりをやれという話だったんですが、何もわかりません。私は 2002（平成 14）
年から 2003（同 15）年まで、水泳を教えたり、体育館でマットとか鉄棒を教えたり、という仕事をしていました。

2006（平成 18）年になって、事務の仕事をやれということで、事務的な仕事をし始めました。そして 2007（平成

19）年でこういう話でした。本当に激動でした。死ぬかと思いました。今、振り返ったら、有り難かったという気

持ちがあります。経験値がやっぱり（増えました）。ですから他の指導員は、今でも同期でもずっと指導員もいま

すけども、私は職種が変わったみたいな感じです」 
 

(７)抵抗のマネジメント：除去と織り込み済 

①除去 

同財団は、抵抗のマネジメントにおける抵抗について、アンケート調査問６(1)（自由記述）の

回答の中では、抵抗をもっとうまく除去できたと思われる具体的な方法について、「①平素から従

業員との良好な人間関係に努めておく。②不安要因ばかりでなく、良い面の情報も同じように示

す」と回答している。 
このインタビュー調査では、抵抗の除去は、職員の不安を少なくするのは、仕事の成果であり、

仕事の成果が出たことによって、職員の不安が解消されて、抵抗現象が除去できたことを指摘し

ている。課長は、次のように述べている。 
 

「抵抗に対して、推進していくことについて、邪魔をするのが抵抗と思っていますから、推進していく目的を達

成する成果が、（職員の）不安を黙らすということです」 
 

②織り込み済 

同財団は、抵抗のマネジメントにおける織り込み済について、アンケート調査問６(2)（自由記

述）の回答の中で、「すべての従業員から同意を得ること、また不安を招かないような組織変革は

考えられない。ただし、従業員との良好な人間関係や信頼関係が構築されていれば、抵抗の強度

が弱い、あるいは短期に収束するような気がする」と回答している。 

このインタビュー調査では、同様に、組織変革を同期がサポートしてくれたことで、人間関係
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の構築ができて、現在でも良好な人間関係が続いていることを指摘している。課長は、次のよう

に述べている。 

 

「（中略）。でも嬉しいこともあって、私が右も左も分からないとき、いろいろ書き物をしたりしているなかで、

相談相手というのが、同期の今でも指導しているそういった人間たちだったんです。それが３人いて、私も遅くま

でその日に帰ることが無いくらいの生活が半年くらいありましたから、気がつけばみんな一緒にやってくれて、

「やることはないか？やることはないか？」みたいな感じで、心強かったです。それこそ、有機的に動いていまし

た。自己組織性です」 
 

３．Ｃ社の分析結果  

(1)抵抗の概略 

抵抗の概略は、以下のとおりである。同社は、スポーツ関連・健康づくり事業である。同社は、

顧客の対象が変化したことで、事業部制からホールディングスに移行する過程において、抵抗が

生起している。その抵抗時間は、１年８か月である。抵抗の規模（比率）は、10％である。社長

は、抵抗者の人数が、それほど多いあるいは、抵抗が強いとは思っていなかったことを指摘して

いる。 
 

(２)抵抗の時間と除去判断 

①時間 

同社は、抵抗の時間について、アンケート調査問１(1)(2)の回答の中で、「2016 年４月頃に抵抗

が生起した」「2017 年 12 月頃にその抵抗を除去できた」と回答している。その抵抗の時間を計算

すると、「１年８か月」である。 
このインタビュー調査では、抵抗の時間について、問２(1)で、抵抗の生起の時期と、問４(1)で、

除去の時期を尋ねた結果「１年８か月」である。その内容は、2014 年 12 月、社内での経営方針

発表会にて、全従業員を対象に、分社化について説明会を開催しているが、その分社化の内容お

よび推進のやり方に対して、不安の声が上がっていることを指摘している。しかし、この時点で

は、抵抗は生起しておらず、2017 年１月事業部制からホールディングス会社に移行途中に抵抗が

生起したことを指摘している。社長は、次のように述べている。 
 
「2014 年 12 月末、毎年行っている社内の方針発表会で、全従業員を集めて分社化することを言いました。こ

の時に、当然、いろいろと不安の声がありました。分社化することを決めて、それまで準備はいくつかやっていま

したけれど、実際に動き出したのは、１年後くらいです。2016 年１月から 2017 年１月、分社化に至るまでの約

１年間が大変でした。おそらく自分がどうなるかということに対する不安は、あったと思います。2016 年１月ス

タートしてからも、まるっきり不安の声がなくなってはいなかったと思います。それがずっと、2016 年６月まで、

なかなか払拭されなかったように思います。（中略）。」 
 
抵抗が除去については、2017 年１月に、ホールディングス会社を設立してから実際に動き始め

た半年後の 2017 年６月頃従業員が納得できた部分見受けられ、2017 年 12 月頃には、ほぼ除去

できたことを指摘している。社長は、次のように述べている。 

 
「実際に、2017 年１月からやってみて半年くらい、いろいろなことがありましたけど、それくらいの期間で軌

道に乗ったのかなと思います。実際に動いて半年くらい経つと、言われるだけでは分からなかったけれども、いろ

いろな思い込みをしていたことが、「ああ、こうなんだな」と、納得できた部分もあったと思います。（中略）。（抵

抗現象が除去できたのは）2017 年の後半です。多分、11 月とか、12 月とかその辺りだと思います。（中略）次年

度に向けて、それぞれの会社で年度方針とか、中期方針とかを出すので、それに対して自分が何をしたらよいかと
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いうことが理解できて、それを自分で推進をしていきました」 
 

②除去判断 

同社は、アンケート調査問１(3)の回答の中で、除去の判断理由について、「会社の方針に従い、

変更することができた」と回答している。 
このインタビュー調査では、抵抗の除去について、実行段階で、抵抗者の仕事への取り組み姿

勢から納得している様子が見受けられたことを指摘している。社長は、次のように述べている。 
 
「（抵抗が除去できたのは）直接納得しましたということはないですけれども、やはり大体、見ていると分かる

というところです。やはりモチベーションが上がって仕事をしている状態と、そうではなくて淡々とやっている

状態というのは、大体、見ていたら分かります」 
 

(３)抵抗の施策 

同社は、抵抗の施策について、アンケート調査問２の回答の中で、「６．新部署の設置や統廃合

に関連して」を選択している。同社は、健康づくり事業を行っている。 

このインタビュー調査では、抵抗の施策について、同社は、顧客の対象が変化したことで、事

業部制からホールディングスに移行している。その過程において、１年ほど前の準備期間にさま

ざまな活動が行われている。具体的には、2014 年 12 月末、全従業員を対象にホールディングス

会社へ移行する説明会を開催している。その後、役員会を中心に、勤務形態など具体的内容を決

定している。社長は、次のように述べている。 
 
「2017 年１月、事業部制からホールディングス会社を作って、４つに分社化しました。2015 年１月から準備を

開始しました。最初は、社内で今まで一緒にしていた資産などを、どのように分割していくのか、当然、会計事務

所と相談をしながら進めました。当時、正社員で約 90 人いました。基本的には本人の希望に合わせて、その時点

の仕事を中心に配属を決めました。それまで兼務していた人は、分けました。所属は、ホールディングス会社なの

で、福利厚生は全部同じです。ただし、勤務の形態は、随分変わりますので、結構意見がありました。（中略）。定

期的に毎月２回、幹部会議を行っています。そこにはいろいろな情報が上がってくるようになっています。（中略）。 
2017 年１月実行してから、半年くらいはいろいろなことがありましたが、軌道に乗ったのかなと思います」 
 

(４)抵抗の規模（比率） 

同社は、抵抗の規模について、アンケート調査問３の回答の中で、「抵抗していた人数は、組織

全体のおおよそ 10％くらいであった」と回答している。 
このインタビュー調査では、抵抗の規模について、抵抗者の人数がそれほど多くはなく、抵抗

が強いとは思っておらず、さらに抵抗の感じ方や捉え方が分かりにくいことも指摘している。社

長は、次のように述べている。 
 

「（人数としては）そんなに多くはなかったというふうには思っています。（抵抗の度合いも）そうです。本当に

どういうふうに感じたかというのは、なかなか分かりにくいですけれども、実際にやるまでには、ほぼ納得しても

らえたというふうに思っています」 
 

(５)抵抗の様相と要因 

①様相 

同社は、抵抗の様相について、アンケート調査問４の回答の中で、得点「５」を選択した項目

は、「19. あなたは、従業員から組織変革に対する心配の声があったと思いましたか」、「28. あな
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たは、従業員が誤った認知をしていると思いましたか」の２項目である。 
このインタビュー調査では、抵抗の様相について、従業員の不安の声が上がっているが、それ

が直接的ではなく、間接的に伝わってきている。それが将来的に、モティベーションの低下にも

つながる懸念を指摘している。社長は、次のように述べている。 

 
「抵抗というよりは、納得をしてもらっていないということは、こちらでも分かりました。ですから、そこの不

安を払拭してあげないと仕事に集中できないですし、将来的な不安を持たれると、１番モティベーションが落ち

てくるということがあります。やはり本人と話をして、日頃の仕事態度が悪いということは、そんなにはないです

けれども、やはりそういうところが他の人を介して耳に入るというふうなことがあったので、ここはちょっと払

拭しなければいけないというふうに感じたというところです」 

 

②要因 

a．悲観的状況（No.１－６） 

同社は、問４(1)－(6)の回答の中で、得点「５」を選択した項目はない。得点の「４」を選択し

た項目は、「３．あなたは、従業員の意識が変化するのに長くかかったと思いましたか」「４．あ

なたは、そのマネジメント活動が予想に反して進まないと思いましたか」「５．あなたは、ネガテ

ィブな情報がすぐに組織内に広まったと思いましたか」の３項目である。 
このインタビュー調査では、変革の初期段階の説明会では、抵抗が発生したとは捉えていない

が、その後、移行期において幹部会議で不安の声が次々と上がってきたことを指摘している。社

長は、次のように述べている。 
 
「採用はホールディングス会社ですが、出向という形にするのか、あるいは、会社に籍を置く形にするのか、１

番苦労したのが、誰をどこの所属にするかです。これは１番大変でしたし、ここで１番大きな抵抗がありました。

形としては分けられますが、そこを形式的にではなくて、その時点で１番メインにやっている仕事が何かという

ところを考慮しました。基本的には本人の希望に合わせました。（中略）。2014 年 12 月の末、全社員を集めて説

明会をしました。全体の説明の時は、皆さん大体納得をしたような顔をしていましたが、その後、日常の仕事や幹

部会議の中で、こんな話があるといろいろな抵抗の声が出てきました。実際におそらく自分がどうなるのかさっ

ぱり分からないということで、いろいろな声が上がりました。どうなるのかということに対する不安はあったと

思います。（中略）。具体的な内容は、「今まで事業部を超えてやっていた仕事に対して、自分はどちらに所属をす

るのか」とか、「仕事の内容がどう変わってくるのか」とか、「待遇面と労働条件が変わるのか、変らないのか」と

いったことです」 
 

b．オープンネス（No.７－12） 

同社は、オープンネスについて、アンケート調査問４(7)－(12)の回答の中で、得点「５」を選

択した項目はない。得点の「４」を選択した項目は、「12. あなたは、組織内に見当違いな噂話が

あったと思いましたか」の１項目である。 
このインタビュー調査では、オープンネスについて、情報の伝わり方が通常時の責任者を通じ

ての伝わり方ではなかったことを指摘している。社長は、次のように述べている。 
 
「日頃は、社内コミュニケーションは、会議とかミーティングとかを定期的に行っている。個別の面談は、基本

的には年２回ですが、それはいつやってもよいということにして、その情報が全部人事の責任者にきますが、た

だ、やはりこういう時の情報の流れ方は、なかなか通常通りにいきませんでした。その逆に、間を介さないで直接

話をした方がよいと、そこは意識しながら、対応したというところです。（中略）。思い込みを解消するために、社

内コミュニケーションをずっとやっていますが、そこはなかなか難しいと思います」 
 

c．消極的組織風土（No.13－18） 
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同社は、消極的組織風土について、アンケート調査問４(13)－(18)の回答の中で、得点「５」を

選択した項目はない。得点の「４」を選択した項目は、「14.あなたは、人間関係の不満が聞こえて

きたと思いましたか」「17. あなたは、成功体験に固執している従業員の言動があると思いました

か」「18. あなたは、変化を嫌う職場風土があると思いましたか」の３項目である。 
このインタビュー調査では、消極的組織風土について、抵抗が発生した時期の組織内の雰囲気

について、良い悪いが一定せず、部署長に不安があっただろうことを指摘している。社長は、次

のように述べている。 

 

「社内の雰囲気は、おそらく良かったり悪かったりという時期も多少あったと思います。周りの人に対して、不

安を口に出す人も中にはいたと思います。具体的に言うと、部署長の中には、不安を持っている人もいました。不

安に感じた部分が１番大きかったのかなと思います」 
 

d．従業員の仕事観（No.19－24） 

同社は、従業員の仕事観について、アンケート調査問４(19)－(24)の回答の中で、得点「５」を

選択した項目は、「19. あなたは、従業員から組織変革に対する心配の声があったと思いましたか」

の１項目である。 
このインタビュー調査では、従業員の仕事観について、退職者はいたものの、組織変革とは関

係がなかったことを指摘している。社長は、次のように述べている。 

 
「退職は、今回のこととは関係なく、２人ほどいましたけど、これが理由でということはないというふうに思っ

ています」 
 

e．従業員の組織変革観（No.25－30） 

同社は、組織変革観について、アンケート調査問４(25)－(30)の回答の中で、得点「５」を選択

した項目は、「28. あなたは、従業員が誤った認知をしていると思いましたか」の１項目である。 
このインタビュー調査では、組織変革観について、抵抗が発生した時期の組織内の抵抗者の思

い込みについて、誤った情報があり、その情報の流れ方と、一旦誤った情報を聞くと、正しい情

報を伝えてもなかなか理解がされにくいことを指摘している。社長は、次のように述べている。 

 
「どうなるのか分からないことに対して、「こうなった場合はどうなるのか？」、「人が足らなくなるのではない

か？」と、従業員が勝手に想像していたように思います。思い込みは、やはりすごくあります。（中略）。やはり直

接話し合いをしても、１回思い込むと、こちらが伝えて考えが変わることは、最終的に 100％それができるかとい

うと、無理だと思います。しかし、多くの人には、そこは理解してもらえると思います。（中略）。例えば日頃の社

風とか、社内の価値観とか、その考え方の統一が非常に重要だと、これをやってすごく感じました。仕事をしてい

く上で、ネガティブに考えると何もできなります。しかし、そこをいかに、ポジティブにものごとを考えるかをい

ろいろな場面で伝えていますが、これは受け手によって、捉え方が随分変わってきます」 
 

(６)抵抗の除去 

同社は、抵抗の除去について、アンケート調査問５の回答の中で、得点「５」を選択した項目

は、「１．あなたは、率先して組織変革を推進しましたか」、「２．あなたは、トップダウンで組織

変革を推進しましたか」、「３．あなたは、組織変革前にキーマンに告知をしましたか」、「８．あ

なたは、全従業員に組織変革のための説明会を開催しましたか」、「９．あなたは、組織変革のた

めに推進組織（チーム等）を作りましたか」、「11．あなたは、抵抗者を組織変革のための推進グ

ループに取り込みましたか」、「12．あなたは、組織変革活動を推進するための研修を行いました
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か」、「13．あなたは、従業員に企業理念や経営ビジョンを明示しましたか」、「20．あなたは、抵

抗者（グループ）に粘り強い話し合いをしましたか」、「22．あなたは、抵抗者との信頼関係の構

築に努めましたか」、「25．あなたは、うまく進まなかった時に、できることから着手しましたか」、

「26．あなたは、うまく進まなかった時に、他部署と協働しましたか」、「27．あなたは、抵抗者

（グループ）との決着を早期に図りましたか」、「30．あなたは、抵抗者（グループ）に謝ったこ

とはありましたか」の 14 項目である。 
このインタビュー調査では、抵抗の除去について、①コミュニケーション、②全体と個別に対

しての対応、③書面で具体的見通しの説明をすることを指摘している。社長は、次のように述べ

ている。 
 
「除去の方法は、コミュニケーションや、全体と個別の対応と、具体的に書面で、こういうふうになっていく

というふうな説明をしてあげることです。今回については、（具体的な話をして、不安をあおらない）やはりそう

いうところだと思うんです」 
 

①リーダーシップ（Ｎｏ.１－６） 

同社は、アンケート調査問５(1)－(6)「リーダー行動」の回答の中で、得点「５」を選択した項

目は、「１．あなたは、率先して組織変革を推進しましたか」「２．あなたは、トップダウンで組織

変革を推進しましたか」「３．あなたは、組織変革前にキーマンに告知をしましたか」の３項目で

ある。 
このインタビュー調査では、リーダー行動について、リーダーとして日頃からの社内コミュニ

ケーションが醸成されていれば、理解が早かった、あるいは変化があった時にでも本音が出てく

ることを指摘している。社長は、次のように述べている。 
 
「それこそ、リーダーシップというところで、やはり誰を納得させるかを考えると、やはり（職位の）上から順

番に、きちんと納得してもらわないといけないところです。（中略）。社内コミュニケーションが、醸成されてい

るか、されていないかというところかなと思いますけれども、100％ではなかったです。完全ではなかったと思い

ます。やはり、リーダーの中でもなかなか理解できなかった人もいます。（日頃から、コミュニケーションがとれ

ていれば、もっと早く理解してもらえたという気持ちは）あります。何もない時の状態は、なかなか本当のところ

が見えないというところがあって、何か変化がある時に対して、本音が出てくるというところがあったと思いま

す。そこは、日頃ではなかなか、見えないと思います」 
 

②参加（No.７－12） 

同社は、参加について、アンケート調査問５(7)－(12)「参加」の回答の中で、得点「５」を選択

した項目は、「８．あなたは、全従業員に組織変革のための説明会を開催しましたか」「９．あな

たは、組織変革のために推進組織(チーム等)を作りましたか」「11. あなたは、抵抗者を組織変革

のための推進グループに取り込みましたか」「12. あなたは、組織変革活動を推進するための研修

を行いましたか」の４項目である。 
このインタビュー調査では、参加について、役員会が、組織変革を推進しており、よってこの

組織変革のためのチームの編成は行っていないことを指摘している。社長は、次のように述べて

いる。 
 

「そこ（役員会）は、そういう役割をしてもらわないといけないので、全員推進者です。（全体で）一斉に会議

というのはないです」 
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③設計（No. 13－18） 

同社は、設計について、アンケート調査問５(13)－(18)「設計」の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「13. あなたは、従業員に企業理念や経営ビジョンを明示しましたか」の１項目で

ある。 
このインタビュー調査では、設計について、組織変革の施策の仕事の具体的内容についての設

計は予め行っていたことを指摘している。社長は、次のように述べている。 
 

「ホールディングス株式を作って、４つに分けたという格好になるんですけど、分社化にあたって、社内で今ま

で一緒にしていたのもをどういうふうに分割していくかです。１番苦労したというか、人をどうするかというこ

とです。これは、１番大変でした。形としては、分けられるんですけど、誰をどこの所属にするかというところ

で、そこを形式的にではなくて、採用は、ホールディングスですが、出向という形にするのか、会社に籍を置くと

いうふうな形にして、基本的には本人の希望に合わせてやりました。その時点で１番メインにやっている仕事が

何なのかというふうなところを考慮しました。それまでも事業部制だったので、メインにしている仕事が大体あ

りましたから、基本的には、事業部の中で、分社化した時も働いてもらうという格好にしました。所属は、ホール

ディングスが管轄していますので、福利厚生などは全部同じです。ただし、勤務の形態は、随分変わります。実際

の時間が長い、短いというのはあったり、外に出向いて行くとなると、そこの場所に行かないといけないと、そう

すると移動の時間がかかったりとかその辺をどうするかというところで、ここも結構意見がありました。そこに

至るまでの約１年が（大変でした）。大体、そういうふうにする（ホールディングス化）というふうに決めて、そ

れまで準備はいくつかやっていましたけれど、実際に動き出したのは、１年後くらいです。」 
 

④説得（No.19－24） 

同社は、説得について、アンケート調査問５(19)－(24)「説得」の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「20. あなたは、抵抗者(グループ)に粘り強い話し合いをしましたか」「22. あなた

は、抵抗者との信頼関係の構築に努めましたか」の２項目である。 
このインタビュー調査では、説得について、全体会議ではなく、数人で個別に話をしたことを

指摘している。社長は、次のように述べている。 
 
「一斉に会議というのはないです。個別で２人とか、数人で話をするとかそんな感じです。意識は、これから

どうなるかということを理解するに従って、変化していく中で自分が何をしたらよいかを段々考えるようになり

ました。今までやっていたことがやらなくてもいいこともできるし、今やることに集中できて、専門的な部下に対

する教育とか、そういうこともできるということが自分の中で納得できたら、そういうことについて勉強したり

とか、その部署で勉強会をしたりとか、行動の変化がありました。それは、すぐにということはないですけれど

も、段々に変ってきていると思います。（抵抗者は）それぞれの会社で年度方針とか、中期方針とかを出すので、

それに対して自分が何をしたらよいかということが理解できて、それを自分で推進をしていったということです。

ここでいろいろな話をしました」 
 

⑤妥協（No.25－30） 

同社は、妥協について、アンケート調査問５(25)－(30)「妥協」の回答の中で、得点「５」を選

択した項目は、「25. あなたは、うまく進まなかった時に、できることから着手しましたか」「26. 
あなたは、うまく進まなかった時に、他部署と協働しましたか」「27. あなたは、抵抗者(グループ)
との決着を早期に図りましたか」の３項目である。 
このインタビュー調査では、妥協について、抵抗者の理解を促すために、話し合うことやその

回数を重ねることの重要性を指摘している。社長は、次のように述べている。 
 

「やはり、直接、話し合うというか、そういうことをして、で最終的に 100％それができるかというとそれは
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無理だと思います。だけど、多くの人には、そこは理解してもらえる。これをやってすごく感じたんですけど、例

えば日頃の社風というか、社内の価値観というか、その考え方の統一性が非常に重要で、仕事をしていく上で、ネ

ガティブに考えると何もできなくなります。そこをいかに、ポジティブにものごとを考えるかということをいろ

いろな場面で伝えているんですけども、これは受け手によって（捉え方が）随分変わってくることなので、同じこ

とを同じように伝えてもその１人１人の受け止め方が変わってくるので、ですから、それぞれ１回言って理解で

きる人と、５回言って理解できる人と、10 回言って理解できる人、言い方を変えないと理解できない人とあると

思うので、その辺を個別の対応をした時に、やっていかないといけないなというところはよく分かりました」 
 

⑥強制（No. 31－36） 

アンケート調査問５(31)－(36)「強制」の回答の中で、得点「５」「４」「３」を選択した項目は

ない。得点の「２」を選択した項目は、「31. あなたは、組織変革施策を仕事の中に組み込みまし

たか」の１項目である。 
このインタビュー調査では、強制についての明確な回答はなかった。 

 

(７)抵抗のマネジメント：除去と織り込み済 

①除去 

同社は、抵抗のマネジメントにおける除去について、アンケート調査問６(1)（自由記述）の回

答の中では、抵抗をもっとうまく除去できたと思われる具体的な方法について、「事前の情報開示

と実施する目的を具体的に社内で共有し、相互に意見交換をしながら実施する。時間的に余裕を

もって実施する」と回答している。 
このインタビュー調査では、抵抗のマネジメントにおける除去について、①日頃からのコミュ

ニケーションや②綿密な計画、③理解できているかどうかの確認を指摘している。社長は、次の

ように述べている。 
 

「（抵抗の除去は）コミュニケーションだと思うので、やはり１回言って理解できる人と、１回で理解できない

人と、理解力も皆さん違うので、実施するまでの計画ですか、そこの段階をどういうふうに、弊社も計画をきちん

と綿密に、どのタイミングで社内に発表していって、全員を動かしていったらいいかというところは、もう少し計

画性がもっともっとあってもよかったのかなぁという反省はあります。（中略）。そこは、言いっぱなしがどちらか

というと多いので、やはりそこで双方のやり取りが、どういう範囲でやったらいいかというのが、これは、それぞ

れいろいろなところが組織の中であると思うので、そこのところをやはり、日頃から、どう感じているかというと

ころと、部署のリーダーとか、その上の上司とかとのやり取りになってくるのかなぁ、と思います」 
 

②織り込み済 

同社は、抵抗のマネジメントにおける織り込み済について、アンケート調査問６(2)（自由記述）

の回答の中で、「まったくその通りと考えます。そのために時間をかけて社風の改善や社内コミュ

ニケーションの充実をさらに進めていく」と回答している。 

このインタビュー調査では、抵抗のマネジメントにおける織り込み済について、同様の回答で

ある。抵抗現象を予め考えて、抵抗（現象）に対して、具体的な手法を行っていくことを指摘し

ている。社長は、次のように述べている。 
 

「組織変革にあたって、マネジメントとして、日頃の社風づくりは、すごく必要だと思います。実際に、それを

やる時は、やはり全てが思い通りになるということはあり得ないので、そうすると、どんな抵抗というか、どうい

う問題が生じるかということについては、ある程度想定をして、そこに対して、手を打っていく、そういうことは

すごく大切なところだと思うんです。すごく大切なんじゃないかなと思います」 
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第７節 小括：要約と考察  

本章では、本研究の課題を明らかにするために、前章で提示したアンケート調査の分析結果を

補完するために行ったインタビュー調査の分析結果（①抵抗時間と除去判断、②抵抗の施策、③

抵抗の規模（比率）、④抵抗の様相と要因、⑤抵抗の除去、⑥抵抗のマネジメント：除去と織り込

み済））について、提示した。第２節では、回答者のプロフィールと調査の概要を提示した。第３

節では、本研究で提示した４類型のうちのⅠ類型と判断した D 社と F 社の具体例を提示した。第

４節では、本研究で提示した４類型のうちのⅡ類型と判断した E 病院の具体例を提示した。第５

節では、本研究で提示した４類型のうちのⅢ類型と判断した G 社の具体例を提示した。第６節で

は、本研究で提示した４類型のうちのⅣ類型と判断した A 社、B 財団、C 社の具体例を提示した。

本章の要約と考察は、以下のとおりである。 

 

１．要約 

(1)抵抗の概略 

抵抗の概略は、Ⅰ類型の D 社は、その抵抗時間は、５年である。抵抗の規模（比率）は、30 人

の半数の 15 人からは抵抗があったが、残りの 15 人は無関心で、協力的ではなかったのである。

Ⅰ類型の F 社は、抵抗時間は、１年９か月である。抵抗の規模（比率）は、従業員 160 人の半数

以上であった。Ⅱ類型の E 病院は、その抵抗時間は、１年未満である。抵抗の規模（比率）は、

部署の 20 数人ほぼ全員であった。Ⅲ類型の G 社は、６か月である。抵抗の規模（比率）は、不

満を言う人と言わない人もいたことから、営業 20 人のうちの数人であった。Ⅳ類型の A 社は、

その抵抗時間は、２年９か月である。抵抗の規模（比率）は、４人のうちの１人であった。Ⅳ類型

の B 財団は、その抵抗時間は、１年６か月である。抵抗の規模（比率）は、全職員約 100 人のう

ちの 10 人くらいが退職や出向元に戻っていること等であった。Ⅳ類型の C 社は、その抵抗時間

は、１年８か月である。抵抗の規模（比率）は、社長は、抵抗者の人数が、それほど多いあるい

は、抵抗が強いとは思っていなかったのである。 

 

(２)抵抗の時間と除去判断 

①時間 

抵抗の時間は、最短６か月から最長５年まである。Ⅰ類型は、１年９か月から５年５まである。

Ⅱ類型は、11 か月である。Ⅲ類型は、６か月である。Ⅳ類型は、１年６か月から２年９か月まで

ある。 
②除去判断 

抵抗の除去の判断理由は、Ⅰ類型は、従業員が納得している様子や従業員間の不仲が解消され

不満が聞こえなくなったこと、前向きな発言や行動が見受けられ、従業員の意識の変化である。

ただし、変わっていない、あるいは不完全もある。Ⅱ類型は、初期段階で、少数の協力者によっ

て、組織変革が加速したことと前向きな発言が見受けられたことである。Ⅲ類型は、社長の思う

ように仕事が進むようになったことである。Ⅳ類型は、退職意向の撤回と人間関係の再構築や、

不安の声が聞こえなくなったこと、仕事の取り組み姿勢から納得していることである。 
 

(３)抵抗の施策 
Ⅰ類型は、操業スケジュールの変更や仕事改善活動の取り組み、受託製造を中心とした収益の
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立て直しに関する施策である。Ⅱ類型は、新設された病棟の立て直しに関する施策である。Ⅲ類

型は、勉強会に関する施策である。Ⅳ類型は、新規採用者の研修、指定管理者制度による変化、

事業部制からホールディングス会社への移行に関する施策である。 
 

(４)抵抗の規模（比率） 
Ⅰ類型は、30 人の半数の 15 人、従業員 160 人の半数以上が退職（F 社）である。Ⅱ類型は、

ほぼ全員である。Ⅲ類型は、半数以下である。Ⅳ類型は、半数以下である。 
 

(５)抵抗の様相と要因 

①様相 

Ⅰ類型は、従業員の不安と不満、反対の声、難癖をつけて返すなどの発言や行動、行動が伴な

わないあるいは感情的な発言である。Ⅱ類型は、仕事にならないにもかかわらず避けたり、話を

しなかったり等の態度や傍観して関わりたくないといった行動である。Ⅲ類型は、従業員からの

不満の声が上がっているが、表面的には従順で、抵抗があるのかどうか分からないような事態で

ある。Ⅳ類型は、退職を口にする、不満を言う、不安の声、噂話、間接的な伝わり方である。 
②要因 

Ⅰ類型は、a.（悲観的状況）は、抵抗時間が長かった。b.（オープンネス）は、コミュニケーシ

ョンは悪かった。c.（消極的組織風土）は、雰囲気は悪かった。d.従業員の仕事観は、不安や退職、

仕事量の増加を嫌い、悪かった。e.従業員の組織変革観は、思い込みはあった場合もある。Ⅱ類型

は、a は、抵抗時間が長かった。b.は、コミュニケーションは悪かった。c は、雰囲気は悪かった。

d 従業員の仕事観は、不安と１人の異動で、悪かった。e.は、法律違反との認識をもっていなかっ

た。Ⅲ類型は、a は、表面上の返事だけである。b は、従業員間のコミュニケーションはもともと

良かった。c は、従業員間は和気あいあいとして、良かった。d は、従業員の不安であった。e は、

仕事量の増加、やり方に対する自己の利益の損失であった。Ⅳ類型は、a は、抵抗が長かった。b、
変化がない、しかし非公式チームでは自主的なコミュニケーションが行われ、情報伝達が通常で

なかった。c は、表面的で、全体は暗く悶々、推進者間は前向き、良かったり悪かったりであった。

d は、不安や退職した場合もあった。e は、思い込みがあった。 
 

(６)抵抗の除去 

Ⅰ類型は、①キーマンを推進チーム入れること、②小さな成功体験、③影響力のあるキーマン

の意識変革、④教育、⑤リーダーシップで、人間関係維持行動ある。Ⅱ類型は対話により具体的

手法の実施である。Ⅲ類型は、勉強会を重ねることで、場の設定である。Ⅳ類型は、外部研修と

抵抗者との必要上のコミュニケーションや不安の軽減、時間を置くこと、全体と個別への対応や

書面での具体的な見通しの提示である。 
 

(７)抵抗のマネジメント：除去と織り込み済 

①除去 

Ⅰ類型は、休暇の取得率の向上や仲間意識の醸成（D 社）、説明の場、教育、キーマンとのコミ

ュニケーションで課題を抽出すること、キーマンの意識改革、人の入れ替え、チームへの参加（F
社）である。Ⅱ類型は、対話である。Ⅲ類型は、リーダーシップである。Ⅳ類型は、抵抗者との人
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間関係の再構築、早期に相談、従業員によって方法を変えること（A 社）、不安解消（B 財団）、

日頃からのコミュニケーションと綿密な計画、従業員の理解度の確認（C 社）である。 
②織り込み済 

Ⅰ類型は、キーマンを推進チームに取り込む、成功体験を組織全体にさせる（D 社）、従業員教

育と新規採用を行うこと（F 社）である。Ⅱ類型は、対話は、１対１で行うことや、抵抗者に早期

に協力者になってもらうよう仕事意欲をサポートすることである。Ⅲ類型は、仕事のやり方を行

う場の設置の前に、仕事とは何かという従業員の意識改革を行う場の設置である。Ⅳ類型は、仕

事や役割を任せることや、日頃からのコミュニケーションで考え方を理解しておくこと（A 社）、

人間関係の構築（B 財団）、抵抗現象を予期し手法を考えておくこと（C 社）である。 
以上をまとめたのが、表７－２の要約表である。 

 

表７－２ インタビュー調査の要約（類型） 

 Ⅰ類型(Ｄ・Ｆ社) Ⅱ類型(Ｅ病院) Ⅲ類型(Ｇ社) Ⅳ類型(Ａ・Ｃ社・Ｂ財団) 

問１：(１)(２) 

抵抗時間 

D：５年 

F：１年９か月 

１年未満 ６か月 
 

A：２年９か月 
B：１年６か月 
C：１年８か月 

問１：(３) 

抵抗の除去

の判断理由 

(自由記述) 

D：①成功体験による納

得②従業員間の不仲の

解消と不満の減少③会

議で前向きな改善発言 
F：①スムーズに進む②

今までの価値観が通用

しなくなった 

①初期に少数の協

力者による加速②

早期に協力的者か

らの前向きな発言 

社長の思うよう

に仕事が進む 
 

A：A のさん退職意向の撤回と強固な信

頼関係の構築 
B：不安や退職、根拠のない噂話が減る、

成果が出て不安の声が聞なくなった 
C：実行時に抵抗者の仕事姿勢から納得

している様子が分かったこと 

問２:施策 

選択 

D：操業スケジュールの

変更と仕事改善活動 

F：受託製造を中心とし

た収益の立て直し 

新設病棟の立直し １年後の売上向

上と社長自らが

勉強会で指導 

A：新規採用者に外部の研修会社で研修 
B：指定管理者制度による外部環境変化 
C：対象顧客の変化、ホールディングス

に移行期間中に多様な活動 

問３ ：抵抗

の規模（比

率） 

D(50％)：半数 15 人は抵

抗、残り 15 人は無関心 

F(60％)：従業員 160 人

の半数以上 

100％：詰所には皆

不在、帰ってこない 

20％：20 人の大

半が社長否定 

A(25％) 
B(20％)：退職者をも想定 
C(10％)：人数はそれほど多くない 

問４ ：抵抗

の①様相 

 

D：グループリーダーの

不安と不満の声、伝搬し

従業員の反対 

F：①管理部門トップの

難癖、発言、行動②行動

が伴わない③工場従業

員の感情的な発言 

詰所に帰らない、

避ける、話をしな

い、関わりたくな

い行動 

勉強会当初は、

従業員からの不

満の声があった

が、表面的には、

従順 

A：相談時には採用に対する意見の相

違、実行時には退職を口にする、不満を

言うなどの発言 
B：不安の声、その後噂話 
C：不安の声が間接的に伝わり、将来的

なモティベーション低下につながる懸

念 

問４ ：②要

因；ａ．悲観

的状況（Ｎｏ.

１-６） 

D：従業員を能動的にす

るのに時間がかかる 
F：抵抗期間が長いほど

組織変革時間をかける 

部署ほぼ全員が悲

観的 

表面上は社長の

やり方を行って

いたが実際には

何もしない 

A：退職の撤回まで時間がかかる 
B：初期は内容が正確に伝わらない不

安、実行時は根拠のない噂話 
C：移行期に幹部会議で組織内不安 

ｂ．オープン

ネス（Ｎｏ .７

－１２） 

D：チーム間コミュニケ

ーションは悪く、トラブ

ル発生時に責任転嫁 

F：情報は伝わりにく

い、管理職は横に流れる 

情報共有ができて

いないが現場のコ

ミュニケーション

を重要視 

営業部の従業員

間のコミュニケ

ーションはもと

もと良かった 

A：変化があったとは考えていない 
B：公式；事務局長が所属長会議を月１

回開催、非公式；同期生との自主的なコ

ミュニケーションもよる一体感の醸成

C：情報伝達が責任者を通じてではない 

ｃ ．消極的

組 織 風 土

（Ｎｏ.１３－１

８） 

D：雰囲気は悪い（赤字）

諦め、会議発言無、不満。 

F：雰囲気は悪い、消極

的風土 

雰囲気は「針の

筵」、悪かった 

従業員は和気あ

いあい、社長に

は返事するのみ 

A：表面上の対人関係はできていた 
B：暗く、悶々。推進者は、活発に前向

き、職場内とは対照的 
C：良かったり、悪かったり  

ｄ ．従業員 D：不安から退職を口に 職員１人を病棟異 営業の訪問回数 A：全く問題はなかった 
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の仕事観(Ｎ

ｏ.１９－２４） 

したが欠勤や退職なし 
F：全従業員のうち半数

が入れ替わる 

動した が変わらず、売

上も変化せず 
B：欠勤や怠業はないが、出向職員全員

が元の職場へ戻り退職者もいた 
C：退職者はいたが変革とは関連がない  

ｅ ．従業員

の組織変革

観（(Ｎｏ.２５

－３０） 

D：知らない事への不安 
F：必要性を時間をかけ

て説明し思い込みは無 

法律違反の認識を

もっていないこと 
仕事量増による

自己の損失や仕

事への不安 

A：当たり前という考え方に差異 
B：誤情報によって正情報を伝えてもな

かなか理解が進まない 
C：正しい情報を伝えても伝わりにくい 

問５ ：抵抗

の除去 

 

D：キーマンを推進チー

ムに入れる、小さな成功

体験をつむ 
F：影響力のあるキーマ

ンの意識を変える、教

育、リーダーシップ 

強制的よりも対話 月２回の勉強会

の継続 
A：外部研修の受講、過度なコミュニケ

ーションによる人間関係の再構築 
B：施策目的を達成し、従業員の不安を

減らす、冷静になる時間 
C：①コミュニケーション、②全体と個

別への対応、③具体的見通しの説明 
①リーダー

シップ（Ｎｏ.

１－６） 

D：職位ではなく周りを

巻込むリーダーシップ 
F：社内情報の開示・浸

透、キーマンを巻込む、

教育、トップの率先 

当初はトップダウ

ン、後はフィード

バックや褒める等

の配慮行動も重視 

社長自らが率先

して指導 
A：抵抗者とのコミュニケーション 
B：推進チームのリーダーになる、率先

して活動を行なう、事務局長のサポート

C：日頃からの社内コミュニケーショ

ン、変革時には本音が出る 
②参加（Ｎｏ.

７－１２） 

D：１チームの人数を少

なくする 
F：朝会や昼会で意識改

革のための情報共有 

メンバーに参加意

識をもたせ行事の

企画書やを年間計

画書作成させる 

勉強会に参加さ

せる（月に１、２

回の半日） 

A：参加は行わず、個別に対応 
B：当初は推進チームがあったが後形骸

化し、同期でチームが自然発生 
C：役員会が組織変革を推進 

③設計（Ｎｏ. 

１３－１８） 

D：実際に変革を行う中

で変えていった 
F：管理職意識変革のた

めに朝・昼会で教育 

副看護部長が認知

症ケア学会に入り

個人の年間計画や

時間割を作成 

社長は２年目か

ら自らが勉強会

の指揮をとる 

A：抵抗者を責任者にし役割を与えた 
B：説明会の開催やプロジェクトチーム

は機能せず、半数以上が退職や出向元へ 
C：仕事の設計は予め行っていた 

④説得(Ｎｏ.

１９－２４） 

D：見えない不満も考慮

し、傾聴し目的を伝える 
F：時間と丁寧な説明 

退職希望看護師に

期間延長のお願い

と説得 

社長は勉強会で

従業員の考え方

を理解する（１

～２時間） 

A：仕事以外の相談、粘り強い話し合い、

信頼関係の構築に努めたこと 
B：当初のプロジェクトチームは機能し

ておらず、課長が推進者になり機能す

る、理事長も施設巡回で現状を把握 
C：数人で個別に話をする 

⑤妥協(Ｎｏ.

２５－３０） 

D：抵抗者の意見や提案

を取り入れる、スピード

化、目的を達成 
F：大きなズレがあって

も上場のために推進 

様子を見ながら時

間をかけて、会話

ができるように行

動（職員対立無） 

訪問先数が増え

なくても少人数

で全国をカバー

し理解する 

A：社内教育を外部研修会社委託し抵抗

者からの納得を得る 
B：仕事受注の準備と未受注の想定 
C：抵抗者の理解を促すために対話回数

を増やすこと 
⑥強制(Ｎｏ.

３１－３６） 

D：チームリーダーをシ

ャッフルする形で変更 
F：抵抗者に退職勧奨を

し強引に進める 

強制は、行わず、対

話を重視（本人の

希望によって早期

に部署異動） 

社長の高圧的言

動 
A：仕事内容の差異を明確に示す 
B：職種変更（スポーツ指導から事務）

C：回答はない 
 

(６ )抵抗の

マネジメン

ト：①除去 

D：休暇取得率の向上、

仲間意識の醸成 
F：①説明する②従業員

の教育、③キーマンとの

コミュニケーションに

よる課題抽出④キーマ

ンの意識変革⑤入れ替

え、⑥チームへの参加 

対話 社長のリーダー

シップによって

表面的には抵抗

を除去 

A：人間関係の再構築 
B：不安を少なくする、仕事成果を出す 
C：①日頃からのコミュニケーションや

②綿密な計画、③理解の確認 

同上②織り

込み済 

D：①キーマンを推進チ

ームに取り込む、②成功

体験を積む 
F：内部昇進のための従

業員の教育、新規採用 

対話は１対１、抵

抗者が協力者にな

るように仕事をサ

ポート 

勉強会の前の意

識改革の必要性 
A：仕事を任せる、日ごろのコミュニケ

ーションによって考え方を理解 
B：同期サポートによる人間関係の継続 
C：抵抗現想定し、具体的な手法 

 
 表７－２について、類型ごとに図示したのが図７－１である。 
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Ⅱ類型：Ｅ病院 

①１年未満 
②初期段階、少数の協力者によって組織変革

が加速、病棟異動後も早期段階の協力的者か

らの前向きな発言 
③新設された病棟の立て直し 

④従業員ほぼ全員 

⑤詰所に帰って来ない、避ける、話をしない

等の態度や傍観 
⑥a.長い b.情報共有できていない c.悪かった

d.１人異動 e.法律違反との認識がない 
⑦強制よりも対話 
⑧対話 

⑨対話は１対１、抵抗者の仕事意欲をサポー

ト 

Ⅰ類型：Ｄ・Ｆ社 

①D：５年、F：１年９か月  

②D：実行段階で、成功体験で納得の様子、従業員間

の不仲が解消され、不満が聞こえない、会議で、前向

きな改善発言、F：物事が進む、価値観の変化 
③ D：操業スケジュール変更と仕事改善活動 F：受

託製造を中心とした収益の立て直し 
④D：30 人の半数の 15 人、F：160 人の半数以上 
⑤ D：初期、グループリーダーの不安と不満の声と

現場へ伝わり、他からも反対の声。F：難癖、返すな

どの発言や行動、感情的発言 
⑥a. D：時間がかかった。F：抵抗が長いほど変革時

間の遅延。b. D：コミュニケーションは悪く、話し合

えない F：情報は上下に伝わりにくい c. D：悪かっ

た F：いいものでない d. D：不安 F：半数が退職 e. 
D：未知への不安 F：思い込みなし 
⑦ D：キーマンを推進チーム入れる、小さな成功体

験 F：キーマンの意識変革、教育、リーダーシップ 
⑧D：休暇の取得率向上や仲間意識の醸成 F：説明の

場、教育、キーマンとのコミュニケーション（課題抽

出）、キーマンの意識変革、人の入れ替え、参加 
⑨D：キーマンを推進チームに取り込む、成功体験を

組織全体にさせる F：従業員教育と新規採用 
Ⅲ類型：Ｇ社 

①６か月 
②社長の思うように仕事が進むようになった

こと 
③勉強会での営業方法 

④半数以下 
⑤初期、勉強会への不満の声。表面的には、

従業員は従順、抵抗か分からない 
⑥a.返事だけで実際には、何もしない b.従業

員間のコミュニケーションはもともと良い c.
従業員間は和気あいあいで、良かった d.不安

e.自己の利益の損失（仕事量の増加、やり方） 
⑦勉強会を重ねること 
⑧リーダーシップ 
⑨勉強会の場で、手法指導の前に、仕事とは

何か意識改革を行う 

Ⅳ類型：Ａ・Ｃ社・Ｂ財団 

① A：２年９か月、B：１年６か月、C：１年８か月 
②A：退職の意向の撤回と、信頼関係の再構築 
B：不安、退職、根拠のない噂話は、推進力を奪い、

変革を抑止。C：実行段階で、仕事の取り組み姿勢か

ら納得の様子 
③A：新規採用者の新人研修 B：新指定管理者制度適

用 C：事業部制からホールディングス会社に移行 
④A：１人、B：半数以下、C：半数以下 
⑤A：実行段階で、退職を口にする、不満の発言 
B：職員の不安の声、噂話 C：間接的に不安の声 
⑥a. A：長い B：不安、根拠のない噂話 C：不安の

声 b.A：変化なし B：非公式チームで自主的なコミ

ュニケーション C：情報伝達が通常でない 
c. A：表面上良い B：全体は暗く悶々、推進者間は前

向き C：良かったり悪かったり 
d. A：問題なし B：出向元へ帰る、退職 C：なし

e. A：価値観の差異 B：誤情報、正しい情報の無理

解 C：誤情報、正しい情報が伝わりにくい 
⑦A：抵抗者と必要以上のコミュニケーション B：不

安を軽減、時間を置く C：①コミュニケーション、

全体と個別への対応、書面で具体的見通しを提示 
⑧ A：人間関係再構築（特に抵抗者）、早期に相談、

従業員により方法を変更 B：不安解消、C：日頃から

のコミュニケーション、綿密な計画、理解度の確認 
⑨A：仕事や役割、日頃のコミュニケーションで考え

を理解 B：人間関係構築 C：予期し手法を考慮 

大 
 

規
模
軸 

小 
 

時間軸 短 長 
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注）①時間、②抵抗の除去の判断理由、③施策、④比率、⑤様相、⑥要因（a.悲観的状況、b.オープンネス、c.消
極的組織風土、d.従業員の仕事観、e.従業員の組織変革観）、⑦除去、⑧マネジメント（除去）、⑨マネジメント

（織り込み済） 

出所：筆者作成。 

図７－１ インタビュー調査の類型ごとの要約 

 

２．考察 

第１に、組織変革の抵抗の実態については、多様であるものの独自に設定した４類型に適合し

ているといえる。 
抵抗の除去の判断は、Ⅱ類型では、初期段階で少数の協力者によって、組織変革が加速したこ

とと、前向きな発言があったことである。Ⅲ類型では社長の思うように仕事が進むようになった

ことである。Ⅰ類型とⅣ類型では、不満が聞こえなくなったことや従業員の前向きな意識や行動

の変化が見受けられるようになったことである。これについては、時間軸の観点から説明できる

と考えられる（長くなるほど、従業員の日々の行動に変化が見られると判断する）。 
次に、抵抗の様相は、従業員の不安や不満、反対の声、感情的などの発言や行動は、Ⅰ類型、Ⅱ

類型、Ⅲ類型、Ⅳ類型に共通的である。しかし、その程度については、Ⅲ類型では、抵抗している

のかどうか分からないような抵抗であり、Ⅱ類型では、比率からも分かるように、ほぼ全員であ

り、その程度に差異があることが考えられる。これについては、規模軸の観点からは類型の区分

どおりの結果であるが、時間軸の観点からの説明については明確ではなく、今後の課題である。 
次に、抵抗の要因は、職場の悲観的状況については時間の長短はあるものの、Ⅰ類型、Ⅱ類型、

Ⅳ類型に共通している。不安は、Ⅰ類型、Ⅱ類型、Ⅳ類型に共通している。コミュニケーション

が悪い・情報が伝わりにくいことは、Ⅰ類型、Ⅱ類型、Ⅳ類型に共通している。退職は、Ⅰ類型と

Ⅳ類型で行われている。異動はⅡ類型で行われている。その一方で、コミュニケーションが良い・

従業員間が和気あいあいとしているのは、Ⅲ類型である。仕事量の増加や自己の損失は、Ⅲ類型

である。Ⅲ類型のこれらの結果については、時間軸（仕事量の増加や自己の損失という比較的想

定しやすい要因）と規模軸（従業員が和気あいあい等の少人数抵抗者）の観点から説明できる。

ただし、Ⅱ類型が抵抗時間が長く感じたのは、測定的な問題（正確に聞けている）か、データ解

釈の問題（ほんとにそう感じた）か、課題である。 
次に、抵抗の除去は、キーマンの意識改革やキーマンを推進チームに入れること、小さな成功

体験、教育、リーダーシップなどマネジメントの数が多いのは、Ⅰ類型である。対話は、１対１

で行い、具体的手法の実施を行っている。勉強会を重ねることで場の設定は、Ⅲ類型である。こ

れは、Ⅱ類型と共通している。抵抗者との必要以上のコミュニケーションや不安の軽減、時間を

置くことや、全体と個別への対応や書面での見通しの提示は、Ⅳ類型である。これについても時

間軸の観点から説明できると考えられる（長くなるほど、従業員個々への対応が必要になり、短

いほど、ある程度のまとまった従業員への対応が図られる）。 
なお、ここで明らかになったことは、除去として、従業員を参加させることが効果的であるこ

とをコッチ・フレンチ（Coch and French，1948）は主張しているが、アンケート調査と同様に、

現場では、参加以外の除去の方法も用いられていることと、現実的には、参加がそれほど用いら

れていないことである。これは、参加について具体的なマネジメントが提示されていないことに

よると考えられる。つまり、参加によって除去するのは良いのであるが、具体的にどうするかが、

事情が異なる組織に対して一律的になっているのである。換言すれば、一般性は高いが、実践的
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には応用性、あるいは応用的手法の提示が充分ではないということである。 
第２に、抵抗のマネジメントは、その抵抗の類型ごとに(除去と織り込み済)は、やや異なる様

相を呈している。除去について、キーマンに関することは、Ⅰ類型である。さらに、人の入れ替

えやチームへの参加、説明の場、教育などマネジメントの方法が多くあることが特徴的である。

これをみると、キーマンや教育、チームへの参加によって、従業員の意識改革を行うことの重要

性が分かる。しかし、従業員の意識変革が行えない場合は、従業員の入れ替えや自らの退職に至

る場合もある。対話は、Ⅱ類型である。例えば、１対１などのような方法を指摘していることか

ら、具体的な手法が重要である。リーダーシップは、Ⅲ類型である。リーダーシップが重要なこ

とは、先行研究や本研究のアンケート調査からも判明している。しかし、その他の類型では、リ

ーダーシップ以外のマネジメントの除去を指摘していることから、リーダーシップをはじめ、さ

らに重要視するマネジメントがあると考えられる。また、現実的に抵抗者との人間関係の再構築

に時間を要していることから、日頃からのコミュニケーションや早期の相談、従業員によって方

法を変更することや綿密な計画を立てること、従業員の理解度の確認を行うことなどを指摘して

いるのは、Ⅳ類型である。これをみると、抵抗者の意識改革を行うことは、時間を要することが

分かる。つまり、日頃からのコミュニケーションによって人間関係の構築や組織変革を推進しや

すい組織風土を醸成しておくことは重要であると考えられる。 
次に、織り込み済について、次の３つが考えられる。第１に、抵抗はあるものとして、事前に

できる対策を考えて、その抵抗の規模も小さく時間も短くするように手法を考えておくことであ

る。第２は、そもそも抵抗を生起させないような対策を考えておくことである。第３は、抵抗を

前向きに捉えて、抵抗力を推進力に変える方法を考えておくことである。 

第１の抵抗はあるものとしての考え方は、１対１の対話を指摘しているⅡ類型、成功体験を組

織全体にさせることや新規採用、抵抗現象を予期して手法を考えておくことを指摘しているⅠ類

型とⅣ類型が代表的である。第２の抵抗を生起させないような対策としては、キーマンを推進チ

ームに取り込むこと（Ⅰ類型）や仕事や役割を任せること（Ⅳ類型）が代表的である。第３の抵

抗を前向きに捉えて、推進力に変えるのは、教育（Ⅰ類型）、従業員の意識改革の場の設定（Ⅲ類

型）、日頃からのコミュニケーションで従業員の考え方を理解しておくことや人間関係の構築を行

っておくこと（Ⅳ類型）が代表的である。これをみると、抵抗を否定的に捉えず、日頃からのコ

ミュニケーションや人間関係の構築、教育の場の設定を行うことで、従業員の意識改革を図り、

抵抗を推進力に変えていく方法もあると考えられる。 

 

注                                         

1）なお、このインタビュー調査では、アンケート調査に回答いただいたものとは異なる組織変革における抵抗に

ついて回答いただいている。よって、アンケート調査の回答内容については、このインタビュー調査に関係する部

分のみ採用している。 
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結章 本研究の結論と残された課題 

本章では、本研究の結論と残された課題について、提示する。具体的には、第１節では、本研

究の要約について、提示する。第２節では、本研究の結論について、提示する。第３節では、本研

究の理論的含意と実践的含意について、提示する。第４節では、本研究の残された研究課題につ

いて、提示する。 

 

第１節 本研究の要約 

 本研究の要約は、次のとおりである。 

第１章では、本研究に関する定義と諸議論について、提示した。具体的には、第２節では、最

初に、組織変革の定義について、奥村（1978）、金井（2004）、および松田（2019）の定義をレ

ビューし、それらに基づいて本研究における定義を提示した。次に、抵抗の定義について、古川

（1990）、田尾（1999）、金井（2004）、および松田（2014a，2019）の定義をレビューし、それ

らに基づいて本研究における定義を提示した。次に、類型化の定義について、ヘイグ（Hage,1972）

と三隅（1984）の定義をレビューし、それらに基づいて本研究における定義を提示した。最後に、

マネジメントの定義について、ドラッカー（Drucker，1974）、野中（1983）、伊丹・加護野（2003）、

および坂下（2007）の定義をレビューし、それらに基づいて本研究における定義を提示した。第

３節では、組織変革に関する諸議論として組織変革の背景について、ベニス（（Bennis，1966）の

議論を提示した。次に、本研究における組織変革を組織現象として特定することについて、ナド

ラー（Nadler，1998）の４類型を提示した。次に、本研究のアプローチについて、本研究で採用

した統合的アプローチを提唱している占部（1980）を提示した。第４節では、組織変革における

抵抗に関する諸議論について、最初に、筆者の職場経験に基づき、抵抗に着目した理由を提示し

た。次に、抵抗のマネジメントについて、除去と新たに織り込み済という観点を取り入れたマネ

ジメントを提示した。次に、類型化の意義について、提示した。最後に、抵抗とコンフリクトと

の異同について、その定義、組織現象における異同、組織論における異同、物理学メタファーに

おける異同を提示した。 

第２章では、経営学における人間観の変遷に基づく抵抗議論のレビューについて、提示した。

具体的には、第２節では、合理的経済人モデルにおける抵抗議論について、ウェーバー（Weber，

1947）、テーラー（Taylor，1911）、およびファヨール（Fayol，1916）の議論を提示した。第

３節では、社会人モデルにおける抵抗議論について、メーヨー（Mayo，1933）、バーナード

（Barnard，1938）、およびリカート（Likert，1961）の議論を提示した。第４節では、自己実

現人モデルにおける抵抗議論について、マズロー（Maslow，1954）、マグレガー（McGregor，

1960）、およびアージリス（Argyris，1964）の議論を提示した。第５節では、複雑人モデルにお

ける抵抗議論について、シャイン（Schein，1965)の議論を提示した。 

第３章では、類型化に関する先行研究のレビューについて、社会学、社会心理学、および経営

学におけるレビューを提示した。具体的には、第２節では、社会学における類型化の研究につい

て、マートン（Merton，1957）とパーソンズ（Parsons，1951）のレビューを提示した。第３節

では、社会心理学における類型化の研究について、三隅（1984）と古川（2003）のビューを提示

した。第４節では、経営学における類型化の研究について、野中（1974）と加護野他（1983）の

レビューを提示した。 

第４章では、抵抗のマネジメント（除去と織り込み済）に関する先行研究のレビューについて、
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提示した。具体的には、第２節では、社会心理学における先行研究について、レヴィン

（Lewin,1948・1951）、コッチ・フレンチ（Coch and French，1948）、リピット・ワトソン・ウ

ェストレー（Lippit, Watson and Westley,1958）の研究、シャイン（Schein，1965）、ベニス

（Bennis,1996）、および上野（2012）のレビューを提示した。第３節では、経営学における先行

研究について、ロビンス（Robbins，1997）、コッター（Kotter，1999）、および松田（2019）の

レビューを提示した。第４節では、マネジメント実践における先行研究について、バーク（Burke，

1982）、カンター（Kanter，1983）、およびナドラー（Nadler，1998）のレビューを提示した。 

第５章では、本研究の課題を明らかにするために実施した調査の設計について、提示した。具

体的には、第２節では、本研究における調査の概要について、提示した。第３節では、本研究に

おける概念の操作化について、提示した。第４節では、本研究で調査の分析として使用するため

に独自に作成した２軸・４類型の内容について、提示した。第５節では、上述の調査で使用した

質問項目の設定について、提示した。第６節では、本調査における倫理事項とデータの管理につ

いて、提示した。 

第６章では、本研究の課題を明らかにするために行ったアンケート調査の分析結果について、

提示した。具体的には、第２節では、アンケート調査の実施概要について、実施期間、質問（兼）

回答票の郵送・メール送信数、返送・メール返信のあった回答者の数を提示した。第３節では、

本研究における分析結果について、集計結果と４類型に対照した分析結果を提示した。 

第７章では、本研究の課題を明らかにするために、前章で提示したアンケート調査の分析結果

を補完するために行ったインタビュー調査の分析結果について、提示した。具体的には、第２節

では、回答者のプロフィールと調査の概要を提示した。第３節では、Ⅰ類型の D 社と F 社の分析

結果について、①抵抗時間と除去判断、②抵抗の施策、③抵抗の規模（比率）、④抵抗の様相と要

因、⑤抵抗の除去、⑥抵抗のマネジメントを提示した。第４節では、Ⅱ類型の E 病院の分析結果

について、上述のⅠ類型と同様に①～⑥を提示した。第５節では、Ⅲ類型の G 社の分析結果につ

いて、上述のⅠ類型と同様に①～⑥を提示した。第６節では、Ⅳ類型の A 社、B 財団、および C

社の分析結果について、上述のⅠ類型と同様に①～⑥を提示した。 

 

第２節 本研究の結論 

本研究の課題は、第１に、組織変革の抵抗における実態について、独自に設定した類型に基づ

いて明らかにすることである。第２に、その類型ごとに抵抗のマネジメントについて、提示する

ことである。以下に、本研究の課題と前節の要約を踏まえ、本研究の結論について、提示する。 

 

１．課題１の結論 

第１に、組織変革の抵抗には組織現象として多様な実態の様相があり、それについて独自に設

定した４類型に対照すると充分とはいえないまでも適合的に説明することができる。具体的には、

以下のとおりである。 

①抵抗の時間は、アンケート調査からは、２か月から 12 年まであることが判明している。 

インタビュー調査からは、６か月から５年であることが判明している。Ⅱ類型は平均値が５か

月、Ⅲ類型は平均値が６か月であり、閾値（１年）に対して、これは規模の要因はそれほど関係

ないと考えられる。それに対してⅠ類型は平均値が４年５か月、Ⅳ類型は平均値が３年１か月で

あり、規模の要因が影響している。これらは、既存研究のレビューからも指摘されており、開始
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と収束の判断根拠の不統一さはあるが、想定どおりである。 

②抵抗の除去の判断は、アンケート調査からは、Ⅰ類型では、前向きな発言と取り組み、Ⅱ類

型では、経常の仕事遂行の円滑化、Ⅲ類型では、同意と協調、Ⅳ類型では、収束と協力であるこ

とが判明している。 

インタビュー調査からは、Ⅰ類型では、不仲の解消と前向きな発言と取り組み、Ⅱ類型では、

早期段階の協力者からの前向きな発言、Ⅲ類型では、社長の思うように仕事が進むようになった

こと、Ⅳ類型では、信頼関係の再構築や仕事への取組み姿勢であることが判明している。Ⅱ・Ⅲ

類型のように抵抗の時間の短い類型については、経常の仕事の円滑化や同意や協調のように、日

常的に早期に表出する従業員の言動によると考えられる。その一方で、Ⅰ・Ⅳ類型のように信頼

関係の再構築や仕事への取り組みについては、認識するのに時間がかかる従業員の言動と考えら

れる。これらについては、時間軸の長短から説明できると考えられる。それによって判断理由が

異なり、短期的には表層的、長期的には深層的になることを示している。 

③抵抗の施策は、アンケート調査からは、経営戦略や方針等の変更と人事諸制度の変更等は、

どの類型においても共通的であることが判明している。 

インタビュー調査からは、経営戦略や方針等の変更、職場内の環境整備・改善、経営者の交代

等であり、アンケート調査と大きな差異はないことが判明している。これは、抵抗の生起につい

ては、それほど特定の施策と類型との関係性は希薄であることを示している。ただし、同じ人事

諸制度の変更であっても時間の長短、規模の大小によって４つの類型に分布しており、詳細な内

容との関係性を把握する必要がある。 

④抵抗の規模は、アンケート調査からは、50％未満 26（65％）、50％以上 14（35％）であるこ

とが判明している。 

インタビュー調査からは、１人（A 社）からほぼ全員（E 病院）であることが判明している。

閾値（50％未満・以上）に対して、小規模な組織が多いため、閾値の設定については課題が残る。

規模と時間との関係性をみると、Ⅰ類型 76.3％・Ⅱ類型 68.3％であり、Ⅲ類型 16.3％・Ⅳ類型

22.5％であり、当然であるが、規模が小さいと時間も短いことが分かる。これらは、既存研究のレ

ビューからも指摘されており、想定どおりである。よって、これについても４つの類型との関係

性は充分とは言えないまでも、ある程度説明できると考えられる。 

⑤抵抗の様相は、アンケート調査からは、Ⅰ類型では、仕事への固執や人間関係の不満、Ⅱ類

型では、組織変革に強い嫌悪感、意識改革に時間が必要なこと、Ⅲ類型では、弱い嫌悪感と仕事

への固執、Ⅳ類型では、嫌悪感、意識改革に時間が必要なことが主な様相であることが判明して

いる。 

インタビュー調査からは、Ⅰ類型では、従業員の反対の声と難癖をつけて返す等の行動、Ⅱ類

型では、仕事に影響するにもかかわらず、避ける、話さない、傍観という行動、Ⅲ類型では、一部

の従業員からの不満の声、Ⅳ類型では、不満の声や噂話が主たる様相であることが判明している。 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ類型では、強弱はあるものの嫌悪感の表出は共通しており、時間の長短および規模

の大小にはそれほど関係がないと考えられる。ただし、Ⅰ類型とⅣ類型は、人間関係の不満が判

明しており、これについては、時間の長い、規模の大きいことと関係があると考えられる。つま

り、従業員個々人が抱く嫌悪感は時間・規模にそれほど関係なく様相として表出するが、人間関

係の不満については、表出するまでに時間がかかり、表出すると大きな規模になると考えられる。 

⑥抵抗の要因は、アンケート調査からは、Ⅰ類型では、組織変革への不信感や不満、自己の利
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益の損失や慣習、Ⅱ類型では、組織変革への不信感や不満、慣れた仕事への固執、Ⅲ類型では、

組織変革への不信感や不満（他の類型と比較してもそれほど大きくはない）、Ⅳ類型では、Ⅱ類型

と同様であったが数値がⅡ類型に比較して低いことが判明している。 

インタビュー調査からは、Ⅰ類型ではコミュニケーションが悪く、情報が伝わりにくい、雰囲

気が悪い、退職、変革と将来への不安、Ⅱ類型では、コミュニケーションが悪く、情報が伝わり

にくい、雰囲気が悪い、早期の他部署へ異動、Ⅲ類型では、コミュニケーションが良く、雰囲気

も良い、仕事への不安、自己の利益の損失（仕事量の増加ややり方）、Ⅳ類型では、表面上のコミ

ュニケーションは良いが、不安や噂話、誤った情報があることや、雰囲気は悪く、退職、従業員

の変革と将来への不安であることが判明している。従業員の不信感や不満については、高低はあ

るものの４つの類型に共通している。ただし、数値をみると、規模の大きいものが数値が大きく、

予想どおりである。時間の要因は関係が弱いと考えられる。 

⑦抵抗の除去は、アンケート調査からは、Ⅰ類型では、リーダーの率先、Ⅱ類型では、リーダ

ーがキーマン１）を巻き込むこと、Ⅲ類型では、リーダーが従業員間のコミュニケーションの向上

に努めること、Ⅳ類型では、リーダーの率先であることが判明している。リーダーが鍵となって

抵抗を除去していることについては、Ⅰ類型からⅣ類型まで共通している。 

インタビュー調査からは、Ⅰ類型では、キーマンを推進チームに取り込むこと、影響力のある

キーマンの意識変革、小さな成功体験 、教育、リーダーシップの発揮による関係維持行動、Ⅱ類

型では、対話、具体的手法の実施、Ⅲ類型では、勉強会の開催、Ⅳ類型では、抵抗者２）との必要

以上のコミュニケーション、不安の軽減、時間を置く、全体と個別への対応などの人間関係改善

行動であることが判明している。これは、抵抗の除去については、時間が長くなれば、人間関係

に焦点が当てられ（Ⅰ類型、Ⅳ類型）、時間が短いと具体的な実践方法に焦点を当てるという即

効的な方法が考えられ（Ⅱ類型とⅢ類型）、時間と類型には関係性があると考えられる。 

なお、抵抗の除去のグルーピングについても測定しているが、Ⅰ類型からⅣ類型までリーダー

シップは数値が最も高く、共通している。また、強制は、どの類型でも数値が低く、それほど積

極的に行われていなかった。現実的には、強制を行うよりも他の方法（説得や設計等）を用いて

いた。これは、抵抗の除去については、先行研究で言われているように（第４章参照）、現場で

は、参加だけを行っているのではなく、多様な方法を用いていることを示している。 

 

２．課題２の結論 

第２に、組織変革の抵抗における抵抗のマネジメント（除去と織り込み済）は、その類型ごと

に、やや異なる様相を呈している。具体的には、以下のとおりである。 

⑧抵抗のマネジメントにおける除去は、アンケート調査からは、Ⅰ類型では、人間関係の維持、

Ⅱ類型では、早期の説明会開催や面談、勉強会等の実施、Ⅲ類型では、日頃からコミュニケーシ

ョンの場の設定、Ⅳ類型では、人間関係の改善行動であることが判明している。 

Ⅰ類型とⅣ類型は、人間関係に関することで共通しており、これについては、時間が影響（人

が対象であり時間がかかる）していると考えられる。ただし、その対象について、Ⅰ類型は、主

にキーマンと従業員であり、Ⅳ類型は、主に抵抗者である。このことから対象に差異があり、こ

れは規模が影響していると考えられる。Ⅱ類型とⅢ類型は仕事や職場に関することで共通してお

り、これについては、時間が影響（人対象ではなくすぐにその成果の出ることを目的とするため

実践しやすいもの）していると考えられる。ただし、Ⅱ類型は説明会や面談であり、Ⅲ類型は場
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の設定であることに差異があり、これは、規模が影響していると考えられる。 

インタビュー調査からは、Ⅰ類型では、仲間意識の醸成、キーマンとのコミュニケーション、

キーマンの意識変革、人の入れ替え、チームへの参加（人間関係維持行動）、Ⅱ類型では、対話、

具体的手法の実施、Ⅲ類型では、リーダーシップ、Ⅳ類型では、抵抗者との早期の人間関係の再

構築や従業員の不安解消、日常のコミュニケーション、綿密な計画、従業員の理解度の確認（人

間関係改善行動）であることが判明している。 

抵抗のマネジメントにおける除去は、類型ごとに、人間関係や意識変革と仕事のやり方や職場

によって差異があり、これについては、上述のように時間の長短と規模の大小と関係があると考

えられる。例えば、Ⅰ類型とⅣ類型で共通している人間関係の維持あるいは、人間関係の再構築

では、当然、時間が長くかかると考えられ、規模の観点を入れると、その対象に差異のあること

が指摘できる。 

⑨抵抗のマネジメントにおける織り込み済は、アンケート調査からは、Ⅰ類型では、抵抗者や

キーマンを推進チームに取り込むこと、事前準備、Ⅱ類型では、従業員にできる方法や必要性を

考えさせること、良い人間関係の構築、Ⅲ類型では、抵抗者を取り込むこと、Ⅳ類型では、抵抗

者に役割を与えること、良好な人間関係や信頼関係の構築であることが判明している。Ⅰ・Ⅲ・

Ⅳ類型では、抵抗者を対象とするマネジメントにおいては共通している。Ⅱ類型では、抵抗者を

対象とするマネジメントよりも従業員に自らが変革することを要求するマネジメントが採用さ

れ、人を対象とするマネジメントとしては共通しているが、他の類型とは異なっている。これは

規模が影響していると考えられ、短時間に規模の大きい（従業員の数が多い）抵抗が生起すると

想定される場合、特定の従業員を対象にするよりも多くの従業員を対象にマネジメントした方が

推進しやすいと想定していることによると考えられる。 

インタビュー調査からは、Ⅰ類型では、キーマンを推進チームに取り込むこと、成功体験、従

業員教育、新規採用、Ⅱ類型では、１対１の対話、抵抗者の仕事意欲をサポート、従業員の意識

づけを行うこと、Ⅲ類型では、仕事のやり方を習得する前に意識改革を行うこと、Ⅳ類型では、

仕事や役割の移譲、従業員の考えを理解、人間関係の構築、抵抗を予期し複数の手法を考えてお

くことであることが判明している。これは、上述の言及をさらに裏付ける結果となっている。人

対象のマネジメントでも、Ⅰ類型では、成功体験や新規採用、Ⅲ類型では意識改革、Ⅳ類型では、

権限移譲や準備であり、細部において差異があり、これも規模と時間が影響していると考えられ

る。 

以上について、整理したのが、表８－１である。 

 

項目＼類型 Ⅰ類型 Ⅱ類型 Ⅲ類型 Ⅳ類型 

①時間 平均値：４年５か月 平均値：５か月、 平均値：６か月 平均値：３年１か月 

②除去判断 前向きな発言と取組み 経常の仕事の円滑化 同意と協調 収束と協力 

同上インタビ

ュー 

不仲の解消と前向きな

発言と取り組み 

早期段階の協力者から

の前向きな発言 

社長の思うように仕事

が進むようになった 

信頼関係の再構築や仕事

への取組み姿勢 

③施策 経営戦略や方針等の変

更(2)、新事業や製品の

創造等(1)、人事諸制度

の変更等(1)、組織内コ

ミュニケーション活動

(1)、経営理念やビジョ

ンの浸透(1)、その他・

買収や合併(1)、経営戦

略や方針等の変更(1)、 

人事諸制度の変更等

(1)、新部署の設置や統

廃合(1)、組織内コミュ

ニケーション活動(1)、 

その他・記述なし(1) 

買収や合併(1)、経営者

の交代(1)、経営戦略や

方針等の変更(3)、人事

諸制度の変更等(1)、 

新部署の設置や統廃合

(1)、職場内の環境整備

・改善(2)、社内教育・

買収や合併(1)、経営戦略

や方針等の変更(1)、新事

業や製品の創造等(2)、人

事諸制度の変更等(2)、新

部署の設置や統廃合(2)、

職場内の環境整備・改善

(3)、社内教育・研修等



207 

定期的な人事異動制度

・記述なし(2) 

研修等(1)、組織内コミ

ュニケーション活動

(1)、働き方改革(1) 

(1)、国・法律等の制度改

正(1)、その他・合弁会社

の組織運営(1) 

同上インタビ

ュー 

D:操業スケジュールの

変更と仕事改善活動へ

の取り組み 

F:受託製造を中心とし

た収益の立て直し 

申請病棟の立て直し １年後の売上向上と社

長自らが勉強会で指導 

A:創業当時からの Aさん

が価値観の相違による退

職の意向を示し新規採用

者を外部の研修会社で新

人研修を行った 

B:指定管理者制度が適用

されたことによる外部環

境の変化 

C:対象顧客の変化、ホー

ルディングスに移行期間

中に多様な活動 

④規模 平均値：76.3％ 平均値：68.3％ 平均値：16.3％ 平均値：22.5％ 

⑤様相 仕事への固執や人間関

係の不満 

組織変革に強い嫌悪感、

意識改革に時間が必要 

弱い嫌悪感と仕事への

固執 

嫌悪感、意識改革に時間

が必要 

同上インタビ

ュー 

従業員の反対の難癖を

返す等の行動、 

避ける、話さない、傍観

という行動 

一部の従業員からの不

満の声 

不満の声や噂話 

⑥要因 組織変革への不信感や

不満 

自己利益の損失や慣習 組織変革への不信感や

不満、慣れた仕事の固執 

自己利益の損失や慣習

（数値が低い） 

同上インタビ

ュー 

コミュニケーションが

悪い、情報が伝わりにく

い、雰囲気が悪い、退職、

変革と将来への不安 

、コミュニケーションが

悪い、情報が伝わりにく

い、雰囲気が悪い、早期

の他部署へ異動 

表面上は雰囲気が良い、

仕事への不安、自己利益

の損失（仕事量の増加や

やり方）、 

表面上のコミュニケーシ

ョンは良い、不安や噂話、

誤情報、雰囲気は悪く、退

職、変革と将来への不安 

⑦除去 リーダーの率先 リーダーがキーマンを

取り込むこと 

リーダーが従業員のコ

ミュニケーション向上 

リーダーの率先 

同上インタビ

ュー 

キーマンを推進チーム

に取り込む、成功体験 、

リーダーシップの発揮

による関係維持行動 

対話、具体的手法の実施 勉強会の開催 抵抗者との必要以上のコ

ミュニケーション、不安

の軽減、時間を置く、人間

関係改善行動 

⑧マネジメ

ント：除去 

人間関係の維持 早期の説明会開催や面

談、勉強会等の実施、 

日頃からコミュニケー

ションの場の設定 

人間関係の改善行動 

同上インタビ

ュー 

仲間意識の醸成、キーマ

ンとのコミュニケーシ

ョン・意識変革、人の入

れ替え、チームへの参加 

、対話、具体的手法の実

施 

リーダーシップ 抵抗者との早期の人間関

係の再構築、不安解消、綿

密な計画、従業員の理解

度の確認 

⑨マネジメ

ント：織り込

み済 

抵抗者をやキーマンを

推進チームに取り込む

こと、事前準備 

従業員に方法や必要性

を考えさせること、人間

関係の構築 

抵抗者を取り込むこと 抵抗者に役割を与えるこ

と、良好な人間関係や信

頼関係の構築 

同上インタビ

ュー 

キーマンを推進チーム

に取り込む、成功体験、

従業員教育、新規採用 

１対１の対話、抵抗者の

仕事意欲サポート、従業

員の意識づけ 

仕事のやり方習得前の

意識改革 

仕事や役割の移譲、従業

員の考えの理解、抵抗を

予期し複数の手法 

 

第３節 本研究の含意 

１．理論的含意 

前節の結論を踏まえ、本研究から提示できる理論的含意は、以下のとおりである。 

レヴィン（Lewin,1951）は、計画的社会変動のプロセスについて、解凍期、移行期、再凍結期

という３段階プロセスモデルを提示し、その変化の移行する段階間において、抵抗は生起される

と指摘している。そして、彼は、そこにおいて抵抗はネガティブなものであり、人を集団に参加

させることによって減少や除去できるという考え方を提示している。これは、組織変革における

プロセスを説明するためのモデルとして組織変革研究に援用されることは多いものの、抽象度が
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高く、実践的な記述も少なく、応用性にやや乏しいという批判もあるモデルである（松田，2020）。 

本研究においては、独自の４つの類型を設定し、より正確な抵抗現象の把握・説明を志向して

いるが、上述のレヴィン（Lewin,1951）のプロセス３段階モデルにサブルーチン的にこれを加え

ることは可能であると考えている。つまり、上述のレヴィンのモデルに、プロセスの各段階の移

行間で生起する抵抗について、迂回的にではあるが説明可能な４つの類型を加え、正確な組織現

象の説明を可能にする、ということである。それを図示したのが、図８－１である。 

 

 

注）上図の各類型における①は抵抗のマネジメントの除去、同②は同織り込み済を示している。 

図８－１ Ｌｅｗｉｎ（１９５１） のプロセス３段階モデルと抵抗のマネジメント（除去と織り込み済） 

 

２．実践的含意 

前節の結論を踏まえ、本研究から提示できる実践的含意は、以下のとおりである。 

第１に、抵抗のマネジメントとして、新しく織り込み済みという観点を取り入れることで、組

織変革を円滑に推進させることができ、成果向上にも結びつくことである。よって、組織変革を

推進するには、従来の抵抗の除去を主要に考えるネガティブなマネジメントを志向するよりも、

事前に抵抗の生起をできるだけ具体的に想定（発生時期、抵抗の時間、抵抗の規模、抵抗の様相

や要因等）し、積極的に組織成果に結びつくようなアクティブなマネジメントを志向することが

必要である。本研究の第６・７章で提示した内容からも、これについては、充分に可能性があり、

また既にマネジメント実践している組織もあることが判明している。 

従来はどうしても抵抗をネガティブに捉え、ともかく何とか除去すること、つまり取り除くと

いう志向が主流であった。よって、従来の研究も参加を中心にしたマネジメントの提示は多いが、

解凍段階 移行段階 再凍結段階 

Ⅱ類型 

①具体的手法・面談 

②１対１の対話 

Ⅰ類型 

①人間関係維持 

②事前準備 

Ⅲ類型 

①リーダーシップ、場

の設定、②意識改革 

Ⅳ類型 

①人間関係再構築 

②役割、推進者 

大 

小 

規
模
軸 

50％ 

時間軸 

短 長 １年 

＊抵抗の４類型 

＊ 

抵抗

生起 

＊ 

抵抗

生起 
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それほど深化していない状況があったのである。それを坂下（2007）が指摘するように、企業文

化論におけるマネジメント論のように、文化を操作＝マネジメントできるものとして捉える、と

いう発想を抵抗にも応用しようということである。本研究の、とくに第７章のインタビュー調査

においては、具体的に、抵抗者を事前に取り込むこと、キーマンを推進チームに取り込むこと、

充実した事前準備、従業員に組織変革の必要性を考えさせること、良い人間関係の構築や信頼関

係の構築等のマネジメントをすでに実践している具体例が判明している。 

第２に、抵抗のマネジメントとしての多くの指摘がある参加について、できるだけ具体的な手

法を検討・実践することで、組織変革を円滑に推進させることができ、成果向上に結びつくこと

である。 

この点について、松田（2019）は、参加のさせ方について従来から課題があり、現場に対し場

当たり的なコンサルタント的手法の提示は多いが、それを具現化する施策や手法の提示（例：い

つ、誰を、どのように、どこに参加させるのか等の具体性）が必要であることを指摘している。

例えば、レヴィン（Lewin,1951）の３段階プロセスモデルに従えば、解凍期に、キーマンを推進

者として、当初から組織変革の推進に関するマネジメントに参加させることである。そこでは、

できるだけ、権限移譲を図り、当事者意識を醸成させることである。そのキーマンが、説明会で

は、納得できなかった他の従業員にも情報を伝え、誤情報や噂話が生起しないような役割を果た

すことができる。また、キーマンを中心に日常のコミュニケーションによって、従業員間のコン

フリクトを解消し、日頃から良い人間関係の構築を図ることも可能になり、抵抗の生起を減らす

ことが可能になると考えられる（第７章参照）。 

また、抵抗の参加について著名なコッチ・フレンチ（Coch and French，1948）は、抵抗を克

服するために、参加のさせ方について、全員参加、代表者参加、（説明を受けるだけで全員）参加

なしの３つに分け、その中で全員参加のやり方が、生産性がもっとも高くなることを指摘してい

る。しかし、本研究では、上述したように、参加のさせ方は、人の参加のさせ方だけでなく、時

期、キーマン、コミュニケーション、情報の伝え方、場の設定、権限・役割移譲、詳細な設計計画

を加えることが必要なことを提示することができる。これらについては、第７章のインタビュー

調査からも判明している。 

 

第４節 本研究の残された課題 

以上のような結論と含意であるが、課題もある。本研究の残された課題については、次のとお

りである。 

第１に、本研究で提示した類型の抽出に関する２軸の妥当性である。この２軸については、抵

抗現象の説明力について、類型化を図ることで、それによる向上を意図したことが発端である。

ただし、少数の事例分析から、地震のアイディアに基づいて、２軸を抽出しており、上述したよ

うに仮定的に設定した類型である。現象説明の妥当性を向上させるために、やはり、統計的一般

化を図ることが必要になる。これが、課題である。 

第２に、本研究で提示した類型について、予測性にやや欠けることである。提示している類型

は、抵抗現象の生起した後の事例に基づいて、時間と規模という２軸を物理学・地震メタファー

を援用して抽出し、類型化を図っている。そこでは、組織変革において抵抗が生起し、ある程度

の時間を経て、現象として既に抵抗が除去され、収束した過去の事例から抽出している。また、

アンケート・インタビュー調査においても、過去に生起した状況・状態を基に（回答者に思い出
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してもらい）調査している。しかしながら、インタビュー調査でも指摘されているが、組織変革

の抵抗が、今、まさに生起し、苦悩している現場からすれば、「今、この抵抗は何類型であるのか、

そして、今、〇類型であるが、後、別の類型に移行するのか、移行しないのか、どうか」という疑

問に明確な解答を提供することがむずかしいのが、この４類型の課題である。第３章でも詳述し

たように、社会科学系の諸学問で提示される数多くの類型による説明も同様であるが、本研究で

提示した４類型も同様である。三隅の PⅯ理論のように、今後、定量的調査を重ね、データを増や

し、検証することで幾分かは精度と予測力を向上させることができると考えられ、これも課題で

ある。 

 

注 

１）ここでキーマンとは、職位や職種に関係なく、組織変革の推進について理解があり、賛同意志の強い人物であ

り、さらに他の人々にもこの組織変革について、その推進について大きな影響力を発揮できる人物である。ただ

し、時間経過や抵抗生起の原因たる組織変革の事案やマネジメントが異なれば、必ずしもキーマンに相当するか、

どうかは一定していないことに留意が必要である。 

２）ここで抵抗者とは、松田（2014a），17 頁、松田（2019），５頁の定義による。ただし、キーマンと同様に、

抵抗の時間が長くなったり、組織変革のマネジメントが異なったりすれば、この抵抗者が推進者やキーマンにな

ること、あるいは逆に推進者やキーマンが抵抗者になる場合も現実的にはあることに留意が必要である。 
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